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はしがき

光陰矢の如しとも，歳月人を待たずとも言う．常に若き師であり，厳父のような存在でもあった小尾恵

一郎・尾崎巖両先生の御退任記念論文集にはしがきをよせる光栄に浴するのは，複雑な想いである．

両先生の経済学界への御貢献，経済企画庁経済研究所をはじめとする国家の経済政策への御貢献，そし

て慶應義塾の経済研究と教育の御貢献は，偉大のー語に尽きる．両先生の偉大な御功績と御指導に対し

て，心から，「小尾先生，尾崎先生，本当に有り難うございました．本当に御苦労様でした．」と申し上げ

たし'・

お二人は，いつも若き戦士であり，冷徹にして情熱的な研究者であり，我々の先頭に立って，実証経済

学の新しい世界を切り開き続けて来られた．そして，その営みは慶應義塾を定年御退職後も，若々しく続

いている．御退任記念論文集を編纂すると言われても，正直の所実感がわかない．ふり返れば，辻村江太

郎・小尾恵一郎・尾崎巖の三人の大先生に御世話になったきっかけは不思議なえにしであった．私の入

学試験の口頭試問担当官は辻村先生であった．経済学部 1年生の必修であったサミュエルソンの「エコ

ノミクス』（第2版）の講読も辻村先生のクラスであった．そのクラスの期末試験監督が若き日の尾崎巌

先生と西川俊作先生であった．実は私は勘違いをして大変な遅刻をしたのだが，尾崎先生が，まあいいか

ら答案を書けよと言って下さり，命拾いをした．三田のゼミナールを選ぷに際して，辻村先生に経済発展

という当時としては新しいことを勉強したいと御相談した所，即座に，何をやるにしても実証経済学のス

ピリットと方法が大切だ．小尾さんがいい，と教えてくださり，私は小尾先生のゼミナールの末席をけが

すこととなった．

昭和36年に藤林敬三先生が寺尾琢磨先生と力を合わせて産業研究所を創設され，その中に辻村・小尾・

尾崎先生を中心に本物の実証経済学を実践する熱い集団が形成された．私達は，理論仮説の構築・仮説の

実証的検証・理論仮説の改良というプロセスを徹底的にたたき込まれた．厳しい実証に晒されない，理論

仮説を「理論」だと思い込むようなことは，我々には許されなかった．実証科学の哲学的背景をたたき込

む為に，ポアンカレーの「科学と仮説』やラザフォードのガイガー計数管の話や，キュリー夫人のラジウ

ム抽出の話や，天王星が理論仮説どおりの位置に発見された経緯を読んだり，聞かされたりして育った．

現実の経済現象をひきおこしているメカニズムを徹底的に解明するという，小尾・尾崎両先生の使命

感にとって，戦後半世紀をかけて様々の流行を生みながら進んできた経済学の方向は必ずしも正当かつ

有効ではなかったはずである戦後 50年の経済学の歴史を振り返ってみると， 1961年がひとつの大き

な工ポックになっている. CES生産関数の開発や，デュアリティーの考え方の開発がいわゆる理論分析

の可能性を大きく広げた年であった．その同じ年に，小尾・尾崎先生の共同論文「経済発展と就業構造

一労働供給に関する経験的接近」（「経済学年報 6』)が発表され，我々は快哉を叫んだ．私自身も，あの

時に，自分の方向を定めることができたと思う．
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その後私が経済発展という課題にのめりこみ始めた頃，小尾先生は，一国の経済発展には成長理論よ

りも地道な経済政策のデザインが大切だ．その先駆的実例として，前田正名の「興業意見』を読んでみる

とよい，と教えて下さった．研究室の壁や床に家計の所得余暇選好のモデルを書いていた先生の口から，

明治初年の最初の経済発展計画を作る為に，わらじをはいて全国を行脚した農商務官僚の報告書である，

「興業意見』の話を聞かされた時は，師とは我が道を示してくれる灯台であることをしみじみと悟り，先

生の底知れぬ広さを想った瞬間であった．

今，経済学は大きな岐路に立っている心ある経済学者は，そのことを深刻に，そして真摯に考え始め

ている.1991年に発表された米国経済学会の COGEEレポート (CommissionOn Graduate Education 

in Economics)も， 1992年発表された英国王立経済学会の TheFuture of Economicsも，ともに，現代

の経済学の現実からの遊離，新古典派パラダイムヘの純粋特化の空しさ，実証経済学の必要性を切々と訴

えている

小尾恵一郎，尾崎巖両先生が残された研究の一つ一つは，このような経済学の岐路においてこそ，我々

にとって変わることなく，絶えることなくともりつづける道しるぺの灯である両先生の益々の御活躍

を心から御祈りして，はしがきにかえたい．

1995年 3月

慶應義塾長鳥居泰彦
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この書物は，小尾恵一郎・尾崎巖両先生の慶応義塾大学からの退任を記念して，お二人の現在の研究業

績に関連するテーマを中心としてまとめたものである．

小尾・尾崎両先生は故寺尾琢磨先生の愛弟子であり，兄弟子である鈴木諒ー先生，辻村江太郎先生等

とともに，寺尾先生が蒔かれた実証の気風を受け継ぎ，育んで来られた．今日，慶応義塾大学の実証経済

学が世に知られるようになったことにおいて，小尾・尾崎両先生が果たした役割は極めて大きい．

小尾・尾崎両先生の研究活動の大部分は 1959年の産業研究所発足以来，当所でなされてきた．そして

産業研究所の経済部門として辻村江太郎先生とともに創設したKEO(Keio Economic Observatory)の

中核となって多くの業績を残して来られた．またお二人は産業研究所の所長として活躍された．そこで，

両先生の慶応義塾大学退任記念の書物を産業研究所のKEO和文モノグラフ・シリーズ第 1巻として，産

業研究所から出版することとなった．編集を共同で担当することになった西川俊作教授と私は，お二人

と同じ釜の飯を食い薫陶を受けてきた．

小尾・尾崎両先生は通常の記念論文集のスタイルを好まれず，自らが参加した形の研究モノグラフの

刊行を希望された．そこで本書は，両先生の現在研究中の分野に密接に関係する論文を中心にしてまと

めることにした．それ故，産業研究所に所属する研究者や両先生のお弟子達のすべてに執筆をお願いし

たわけではない．

この本のタイトルの実証経済学はempiricalscienceとしての経済学を意味する．実証経済学という言

葉は， normativeeconomicsの対立概念である positiveeconomicsの日本語訳として用いられることが

あるが，本書の実証経済学とは対応しない. KEOの研究者集団にとりその実証経済学の目標と方法は，

1930年に創設された EconometricSocietyの憲章に書かれている学会の目的と軌を一にする．そこには

次のように書かれている「その主要目的は，経済問題に対する理論的ー数量的かつ実証的ー数量的接近

の統一化を目指しかつ自然科学で従来優越して来たのと同様な構成的かつ厳密な思考法により貫かれた

研究を促進することにある．」

実証経済学は，経済の実体を理論的に説明しかつそれを実証するものである．実証がうまく行かな

ければ理論を改善していく．彼等にとり理論とは，最初から実証を念頭に置かないような架空の仮定

(assumption)の集合ではなく，実証可能な（あるいは実証をめざす）仮説 (hypothesis)の集合なので

あるこれは自然科学の方法論と全く同ーである．

実証経済学の研究者が興味を持つ具体的な分析対象はさまざまである．その結果，その分析対象を専

門としていた既存の分野の研究者から，実証経済学の研究者が宗旨変えをして参入して来たと誤解され

ることがあるかも知れない． しかし彼らは単に労働経済学者とか産業組織論の専門家とか呼ばれること

をいさぎよしとしない筈である．彼らは経済史とか金融論とかいうような既存の学問分野を越えた存在
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を目指している実証経済学の研究者にとっては経済学はただ一つである経済現象を統一的に説明す

る究極理論 (afinal theory)を求めているのである．本書により，この実証経済学の立場が理解される

ようになれば幸いである．

ぉ二人のお仕事に最も影響を与えた書物を私の推測で 1冊ずつ挙げるとすれば，小尾先生の場合は

Ragnar Frischの NewMethods of Measuring Marginal Utility 0932)であり，また尾崎先生の場合

はWassilyLeontiefの TheStructure of American Economy, 1919-1929 (1940)であろう. Frischと

Leontiefの分析対象や方法の違いは小尾・尾崎両先生のお仕事に色濃く反映されているように思われる．

そして小尾・尾崎両先生はいずれも経済現象や構造の測定に精根を傾けている点で， FrischとLeontief

と同じか或いはむしろ彼らを凌駕していると思わざるをえない．

以下に本書の内容を紹介しよう．全体を 3部に分け，第 1部は労働の供給と需要と題し，小尾先生の業

績に直接係わる論文をまとめ，第II部は産業連関分析をテーマとし，尾崎先生の業績に関係するものを

まとめた．そして第 III部の理論と方法論では，両先生の分析の背景にある論文を置いた．

第 1部：労働の供給と需要

第 1章：労働の供給と需要（小尾）

小尾先生が労働供給理論の草分けであり権威であることは周知のことである．この章では，先生ご自

身により労働供給理論を含む労働市場の研究の総括的な説明が与えられている．労働供給の分析は，時

間制約と所与の賃金率の下で所得と余暇の選好関数を最大化する家計を想定し，選好関数パラメータを

測定するという接近法を基本とする．読者は，理論仮説の厳密な検証と改良の苦心，そしてその見事な成

果をこの論文に見いだすであろう．

第 2章：家計の労働供給のモデル一夫婦家計の二者択ーモデルと四者択ーモデル（宮内）

労働供給理論の精緻化は年々進められきた．この章では，独自な新たな理論が提示されている．それ

は，夫婦家計の夫または妻の雇用機会の受諾または拒否の二者択ーモデル，そして無業，自営就業，雇用

就業兼営就業の四者択ーモデルである

第3章： KEO モデル II の開発とシミュレーション（新保・中島・早見• 宮内）

労働力には質の差がありまた企業には規模の較差がある．それらを前提にしてどのように賃金の較

差が成立するかを説明するものが，小尾先生の構築された労働市場の順位均衡モデルである．この章で

は，労働の選択順位指標とその分布関数，労働の供給確率関数，などからなる労働市場順位均衡モデルを

埋め込んだ経済全体のマクロ・モデルとしてKEOモデルIIが紹介される．その方程式体系と推定結果

が報告される．

第II部：産業連関分析

第4章：経済構造と技術体系（尾崎・赤林）

この章では，生産関数と産業連関分析の権威である尾崎先生自身が参加して，産業連関構造分析の特徴

を整理しその性格を解明している経済規模が拡大・進歩するほど構造は完成しかつ関連性を増すとい

うレオンチェフ命題の成立を実証的に明らかにするとともに，ユニット・ストラクチャーの不変性を指
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摘している．行間から，産業構造における法則性を追求してやまない尾崎先生の執念が伝わってくる．

第 5 章：巨大都市の経済構造分析一東京都 1-0 と分析の視点（新井•石田・桜本・清水）

東京都産業連関表は単に国の産業連関表を縮約したものではない．東京都の特殊性が反映している．

それらは本社機能の集中（その結果サービス部門の生産が70%を占める），昼問人口の格差，国際機能

の集中などである．今回の分析では，昭和60年表により東京都とその他地域との地域間レオンチェフ

オープンモデルを作成し，生産誘発分析，雇用誘発分析を行い，本社機能を地方へ移転した場合のシミュ

レーション分析を行っている．

第 6 章：環境分析用産業連関表にもとづく CO2 排出量計算（吉岡・早見・池田•藤原・菅・篠崎）

環境を保全しながら経済成長を維持して行くことは，増加する世界人口の下での重要な課題だがその

ためにまず経済活動と環境負荷の関係を定量的に明らかにしなければならない．産業研究所の環境分析

グループは産業連関表を用いた大気汚染量の計測を活発に行って来たが，この章ではC02排出量の計

算結果が報告される．

第III部：理論と方法論

第7章： Fisher-Friedman定義の再解釈による競合財・補完財の理論（辻村（江）・続）

この章では，代用弾性により財の補完・競合を分類するとき効用関数の 2階の偏微分係数間の関係がど

のようになるかを 2財モデルから 3財さらにn財モデルに一般化している．このような競合財・補完

財に関する徹底した考察は，消費者の内部均衡における価格比と数量比の式の問の綺藤なデュアリティ

の存在の指摘とともに，消費の選好場の測定において有益な情報を提供するものである．

第8章：新古典派一般均衡模型についての一考察一生産者行動と市場の不均衡の観点から（黒田・新保）

論理的整合性を保ちつつ，すぺての経済現象を説明しようとするのは，当然の要求であるしかもその

理論は単純で美しいものでなければならない．この観点から新古典派一般均衡模型の理論はその要請を

満たす． しかしそれは，完全競争市場の仮定，小国の仮定，確実性の仮定などの極端な単純化の上に成り

立っている．それは，風の吹いている中の羽毛の落下を真空中の物体の落下理論で説明するような所が

あるとはいえ，第一次近似としては意味があり，それによって観測と測定が可能となったのであり，更な

る実証分析のための橋頭堡を築くものである．この章は，新古典派一般均衡模型と現実との距離を縮め

ようとする具体的な貴重な提言である．

第9章：時間と経済現象（井原）

この章の筆者の，経済分析への切り口は通常の分析法のそれとは一味違うものである．それは経済現

象の背後にある諸要因の本質を筆者の優れた洞察力により摘出し解きあかすものである．今回は経済活

動における持ち時間やタイミングの問題など時間の役割を語っている．

第 10章：北欧学派に見る均衡概念の論点（辻村（和））

この章の筆者の指摘すなわち，小尾・尾崎「両先生とも動学的な経済分析を志向されながらも，これを

定差方程式や微分方程式により記述しようとせずに，いわば比較静学の連鎖として表現する道を選ばれ

た」は真実である．この章は，北欧学派の均衡概念の本質を均衡の成立過程を子細に追うことによって，



Vl 

ワルラスやケインズの均衡概念との相連を明らかにするとともに，比較静学の有用性を示唆している．

以上が本書の概要である．

最後に，はしがきをお寄せ頂いた鳥居泰彦塾長と各章の執筆者の皆様に謝意を表したい．また，共同編

集者の西川教授ならびに編集企画と作業に貢献された吉岡完治教授，新井益洋教授，早見均助教授に感謝

したい．特に，本書を出版可能な形にまとめる際に新井教授の御盛力が大きかったことを記しておきた

ぃ．また御協力戴いた産業研究所の常木英子さん，辻晃子さん他の方々，慶応通信株式会社の方々にお礼

を申し上げたい．

岩田暁一
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第 I部

労働の供給と需要





第 1章

労働の供給と需要

小尾恵一郎

筆者は最終講義の内容を，論文「家計労働供給の理論と検証りに記した．この論文を産業研究所長か

ら記念論文として記す機会を与えられた．なお論文の必要上， 1992年 7月号前掲論文の第 5節の内容の

標題を「実証の実例」として書きかえた．

1 課題

この論文は労働市場と労働主体にかんする研究の報告である．家計の労働供給理論の構築と検証が一

つの課題となる．筆者はさきに家計の労働供給理論を設定して家計調査資料 (1961-64年）を使い，余暇

～所得選好関数のパラメタの計測を行った生その結果得られた結論はすくなくとも 1961-64年の観測

期間に関するかぎり， A型家計（夫婦と不特定数の 15歳以下子女からなる家計）の非核構成員（妻）の労

働供給行動は，核所得（夫の収入）と非核構成員の収入機会（賃金率，指定労働時問，および自営（内職）収

入率）を外生変数とするとき，家計の余暇・所得選好とその分布をあらわす 6個のパラメタ (1961-64年

を通じて定数）で叙述できる，という命題である．すなわち，非核構成員が雇用労働に就業する確率(μり，

自営（内職）労働に就業する確率(μり，および雇用と自営を兼業する確率 (µ•d) は，同一年度の核収入階

層間で異なり，年々にもまた変動するのだがそれらの横断面的，時系列的変動は，観測データの得られ

た 1961-64年にわたって，選好関数にかんするただ6個のパラメタで叙述できかつそのパラメタの値

は4年間を通して安定していることが見出された．この家計調査資料 (1961-64年）による分析は，それ

自体首尾一貫したものであるけれども，さらに立ち入って考察されるぺき点が残されていた．それはこ

の分析で自営収入率 (vであらわす）と企業側から与えられる指定労働時問 (liであらわす）の値につい

ては直接に観測値として使える適切な資料がないために，これらの数値 (vとli)を観測期間の各年ごと

にパラメタとして推定するという手続きをとったことである． しかし，その後家計単位の， 1960年代よ

りさらに大規模な観測資料（就業構造基本調査にもとづく）が整備され， vと［について直接に観測値と

して使用できると考えられる情報が蓄積されてきた（以下新資料とよぶ）．そこで本論の所説では， vと

1三田学会雑誌， 1992年 7月号．

切潟恵一郎 (1983b)および Obi.k(1987,1988).



万の直接に資料から採取された 1971-1982年にわたる情報と， 1961-64年資料（家計調査にもとづく；以

下旧資料とよぶ）によってパラメタとして推定されたこれらの値との問の整合性の検討を行うことが可

能となった．

新資料による余暇・所得選好関数の計測作業を述ぺるに先立って，まず労働供給理論の理論構成につ

いて概述しておかねばならない理論は観測事実との整合性を考慮して構成されているため構成の根拠

に立ち入ると長大な叙述が必要になる．であるから詳細については紙幅の制約上前掲脚注2の文献にゆ

ずらねばならないがしかし最小限度，要点を後の計測に直接必要な事項に限って記すこととする（第 3

節）．

供給理論に登場する選好パラメタの値を計測するには，観測値の発生するメカニズムと家計労働供給の

理論の間の対応関係（実験計画）の考察が必要である．この点については別の場所3で重層的市場の順位

均衡モデルとの関連として触れたがこの稿ではそれらをさらに補う形で考察する（第 4節）．

この稿の第二の課題われわれが労働供給理論を構築する目的は，もちろん供給法則の把握にあるが，

究極的には労働市場の実証理論を計量的に設定し，さらにそれを経済体系全体の変動と成長発展メカニ

ズムの普遍的解明に結びつけることであるそしてこの労働市場の理論は重層的価格構造（賃金較差）を

もつ市場のメカニズムを叙述できるものでなくてはならない．そのことを示すためにこの稿では労働供

給の理論が経済体系全体の中に（換言すれば経済分析の他の分野との問に）占める位置づけを述ぺている

（第 2節）．

なお，第 5節は新資料を使った分析結果としても補足的に報告される．

2 労働供給理論の位置づけ

労働供給の理論を，理論の普遍性という視点から解するならば，経済発展の長期的なプロセスの各局面

が，一般理論の中にそれぞれ特殊ケースとして含まれるような，そういう理論構成をもっていなければ

ならない．周知のように発展プロセスは農業や伝統的サービス業などの在来的な，自営業中心の経済体

系のなかへ，近代的工業を一つの典型とする雇用労働中心の経済機構が導入されるプロセスである． し

たがって普遍性をもった労働供給理論は，まだ近代的雇用労働の機会が導入されない局面では自営業へ

専ら労働供給（就業）し，雇用労働機会が導入され増殖するにつれて，専ら雇用労働への就業ないし雇用

労働と自営労働への兼業的就業をおこなうという，供給主体をめぐる条件の変化に応じて展開される供

給行動の広汎な仕組みを叙述できることが要請されている．

ここに雇用労働機会の特性とは，サイモン・クズネツ的視点からいえば，労働時間の調整が個々の供給

者のおもうままにならない，明示的あるいは陰伏的な，制約の存在する労働機会である4_ すなわち発展

過程の中で自営労働と雇用労働の差は，後者においては主として複数の人間が同一場所に同一時間帯に

おいて集合して相関連した仕事（分業）に従事することが要求されている点にある（それであればこそ発

3小尾，中島隆信，宮内環および小尾 (1983b},Obi(1987,1988}. 

4雇用労働における指定労働時間の重要性については小尾 (1986)のpp169-172を参照．
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展途上における教育は，学校という一つの場所に始業から終業まで複数人員が一緒に同じ作業（学習）に

従事するためのはじめての経験である初等教育が重視される）．

現代の労働市場においても家計の構成員には専ら雇用労働機会にだけ就業するもの，自営労働機会だ

けに就業するもの，両者を兼業するもの，が実際に存在していることを種々の観測資料が示しているし

たがって幸いなことに現代の資料を使ってこれらの就業機会への就業，兼業，非就業の条件とメカニズム

を解明することにより普遍的な労働供給理論の構築への観測資料面での可能性が開かれているという

ことになる．

2.1 労働市場の理論と供給理論

労働市場の理論，とくに重層的労働市場の理論は家計の労働供給理論と密接不可分の関係にあるが，こ

の関係は二つの意味において重要である第一に，重層市場の理論の一つの柱である労働供給確率関数は

家計の労働供給のメカニズムの分析結果から導かれるものであることそして第二に，家計の労働供給

確率関数の計測およびその基礎にある余暇・所得選好関数のパラメタの計測において，重層市場の理論

は資料発生メカニズムの解明のため不可欠の役割をはたすこと（これについては第 4節で述ぺる）．

第一点を明らかにするために，また，以下の考察の基礎とするために重層的市場の順位均衡図式の概略

を述ぺる必要がある．

図1はこれを示す．順位均衡モデルについては他の場所で詳しく考察5したのでここでは以下の考察に

必要な点だけを述ぺる．第 4象限（図の下半分）は雇用就業機会への応募（供給）者の需要側からみた選

択順位 Gを縦軸にとっている高順位のものから低順位のものへ累積した分布曲線 GmaxB1恥 Nであ

る• (Gmaxは最高順位指標値を示す）．

労働生産性6の高い企業 1(大手とよぷ）にとって許容しうる順位指標が伍又はそれ以上であるとす

れば，この企業は O~N(G1)人を採用対象とするであろう． しかしこの企業の適格（許容しうる）者 0

~N(G1)人のうち何人がこの企業に供給してくるかは，供給確率関数 μ(W)に依存している (Wは企業

が提示する賃金率）．もちろん 0~ µ(W)~1 である．適格者の供給人貝数 ON(G1) xμ(W)であり，こ

の数と W の関係を示すのが S1Sf曲線であるもし企業 lが O~L1人を必要としているならば，図か

ら明らかな通り賃金率 W1を支払わねばならないなおここでは企業 1の労働需要曲線は D1L1のよう

に垂直に図示されている．これは企業 1の生産関数が要素制限的生産関数であるばあい（レオンチェフ

型固定係数はその一例）に相当するわれわれは他の場所では垂直ではなく右下がりの需要曲線を図示

したことがあるがこうすると需要曲線が Gの値の変化と共に変位する可能性を省略して図示したこと

になり，図の誤読をまねきやすいので，ここでは垂直のケースをとりあげてある．企業 2(企業 1より生

産性の低い企業；中小とよぶ）が，伍又はそれ以上の順位指標をもつものを適格とみなし，かつ N(Gi)

5小尾 (1970,1975,1978,1983a).
6生産関数が要素制限的 (factorlimitational)であれば，労働の限界生産力は定義できない．したがってここでは一般的な労働

生産性という表現を用いておく．
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図 1:

～ら人を必要とするときは， W2の賃金を支払わねばならない．図の点 L1およびらがどの位置にあ

るかは企業 1,2の生産物に対する有効需要に依存してきまる．

なおこの図は企業 1と2の間の較差のある賃金 W1> W2が成立しており，かつ両者の雇用量がそれ

ぞれ O~L1(人）， N(G1)~ら（人）であるという事実が観測されているとき，その較差が発生している状

態を叙述することを目的とした図であることに注意する必要がある．実際，もし企業2の必要労働量が

より多く，従って W2よりそして W1よりも高い賃金を支払わねばならずかつ実際支払い得たとすれば

企業2は，もはや企業 1と立場が逆転して， 2が「大手」， 1が「中小」の位置におかれることになるわ

けである1.

有効需要が労働需要を O~L1とN(G1)~らの水準にとどめているならば，順位指標 G2以下のもの

は選択対象とならず，雇用労働の機会を失うことになる

重層的市場の順位均衡図式によれば賃金較差の存在する現実の労働市場における失業量の計測も可

能となる．賃金率 W1を基準とするならば失業量は図の °'1°'2とa匹 4の合計であらわされるこれは

賃金率 W1なる雇用機会からの失業量とよばれるべきである．賃金率 W2を基準にとれば，図の /31/32

が賃金率 W2の雇用機会からの失業量である．

A101は W1の雇用機会に供給することを拒否する人々の数であり， °'2四はかりに W1の展用機会が

可能であっても（現実には順位指標が伍以下だから W1は提示されないが）拒否する人々の（順位指標

7順位均衡の成立する条件についての考察は小尾 (1978)に詳しい．
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G1以下の）数である．

このようにして重層的市場の分析には供給確率関数，順位分布関数，および需要関数が不可欠であり，

またこの三者によって完全に市場の較差構造とその変化を叙述できることが理解される

又ケインズがその「一般理論」の冒頭において「非自発的失業」の定義を与えながらその量の計測に

言及しなかった理由も明らかにになる．すなわち，計測のためには賃金較差発生メカニズムの理論が必

要であるのにそれが当時用意されていなかったためであることがわかるs.

図1で，次に考察されるぺき問題は， A101人，および A2f31人のそれぞれ大手賃金 W1と中小賃金 W2

を拒否した人々についてである．これらは雇用機会を拒否している人々だが，その一部は自営就業し，一

部は非労働力化（非就業）するそれらの確率は後の供給理論で与えられている

また N(G2)~N人の人々は雇用機会から「はずれ」た人々だが，その一部は自営労働に就業し，一部は

非労働力化するであろう．自営就業や非労働力化の確率もまた後述の家計労働供給の理論で与えられる．

さらに雇用機会に就業した人々（賃金率 W1で O~L1.人， W2で N(G1)~ら人）の中には同時に自営

労働にも就業する人々があるだろう．この兼業の確率も後述の供給理論で与えられる．

2.2 発展過程の分析との関連

途上国の発展プロセスは，自営労働中心の在来産業部門から成る経済体系に近代雇用労働部門が導入

されることである図 1でさきに企業 1, 2とした部門を近代部門と読みかえれば， Li,ら点で示される

近代部門雇用の拡大 (Li,ら点の右方への移動）とそれに伴う N(G1),N(G2)点の右方への移動により，

発展プロセスは叙述できるわけである．在来部門の相対的縮小は N(G2)~Nの長さ等の相対的減少で

示されることになる9.

2.3 政策的課題

政策的かつ理論的問題との関連では，個々の労働者の生産面での技能の向上（いわゆる人的資本投資

human capital investment)がその賃金率の上昇につながりうるかどうかの問題がある選択順位指標

分布で示されるような連続的重層市場においては，「人的資本投資」が一斉におこなわれれば，順位に変

化が生じないから，明らかに賃金への影響はありえないことになる四

しかも重層的市場の存在は合衆国での「少数民族」の賃金較差問題を通じてすでに指摘されている通

りであるから，図 1のような順位均衡メカニズムはすでにもっとも発展した経済体系とみなされる国々に

も現存していることに注意せねばならない．

8順位均衡モデルをつかうことによって，賃金較差のある市場での「非自発的失業」， 「自発的失業」に相当する量を定義でき
るこれについては小尾(1983a)を参照のこと．

9日本の工業化の初期において近代的工業諸部門間に較差がみられ，その後単一部門内部でも企業規模間で賃金較差が生じるこ

とが知られているこれらの過程は近代ー在来の二分割では解明できない．図 2のような近代部門間較差構造の発生・変動理論が

要請される
10Thurow(1975)ではこの問題が laborqueueの概念によって定性的に叙述されている．
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2.4 経済全体系の中での重層的労働市場の順位均衡モデル

上記の諸点を相互関連的な概念図でかけば図 2のように示されよう（ただし左端の資料発生メカニズ

ムの問題は後の第 4節で述ぺる）．

家計ベースの観

測値における資

料発生メカニズ

ムの解明

失業量の計測 ケインズ一般理論の

1 労働市場機構にかんす)□―る分析的整備
失業の定義一（

完全雇用

の定義
I 

需要関数と供給

重層的市場の
順位均衡モデル 「____/I めに

~ 関数の識別のた

賃金較差の発生 途上国の経済発展

と変動のメカニーーメカニズムの解明雇用就業と自営就業の

同時選択機構を叙述す

る家計の労働供給理論
、イズムの解明 II 

り 産業構造の近代

部門（企業規摸） （化の問題 ） 
間での雇用分布

選択順位指標分布 と分配メカニズ

ムの解明

労働需要理論

--
人的資本投資の効果 ---, 

政策的問題ー（体系外らの「労働移入J)
「労働時r鼎甜宿」の効果

__________ , 

図 2:労働供給理論をふくむ順位均衡モデルの経済分析体系における位置づけを示す概念図

図1の雇用量 0~£1,N(Gi)~らは有効需要水準に依存するから，ケインズ的有効需要命題と順位均

衡図式を結びつければ賃金較差を考慮し，また雇用労働と自営労働の別を明示した形で，ケインズ一般

理論の解析的表現が構築されることになる（図 2の右上）．事実，われわれはケインズ的有効需要命題を

ふまえた KEOモデル IIと順位均衡モデルを結合させて，日本経済の全体系モデルを構築して労働時問

短縮の政策効果のシミュレ ノョンを行った庄

外国からの労働力移入の賃金の水準や較差および雇用への影響の解析もまた重層的市場の順位均衡モ

デルを必要とするであろうなぜなら「移入労働」が順位指標分布のどこに位置するかによってその影

響はまったく異なるからである．上位に位置すれば例えば伍以上の適格者を増やし，下位に位置すれ

ば伍 以 下 G2以上の部分とか，場合によっては G2以下の層を増大させることになる．（図 1)

IIこの「時短」を中心とした政策シミュレーションは KEO研究会 (1992)にくわしい．ただしこのシミュレーション用モデル

では，重層的市場の順位均衡モデルを集計した形で適用している順位均衡モデルの集計については，小尾 (1991)を参照
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雇用就業，自営就業，雇用自営兼業，および非労働力化の四者を択ーする理論

われわれの家計労働供給の研究はA型家計を対象として行われてきている． それは就業の最も重要で

基本的な四者択ーの機構を解明するという問題の本質にかなうと同時に最も簡明なケースであることと，

A型家計は現代において極めてウエイトの高い型の一つ乃至は最も頻度の高い型であることによる．

観測事実の示すところによれば，家計の（非核）構成員の行動は次の 4つのパターンのうちのどれかに

属している

(1)雇用にも自営にも就業しない．

(2)自営にだけ就業する．

(3)雇用にだけ就業する．

(4)雇用と自営業の両方に就業（兼業）する．

したがって供給理論は (1)-(4)の発生の条件とメカニズムを示すものでなければならない．

3.1 就業パターンのきまる条件

核所得が任意の一水準 I(図 3にある家計 (A型）を考察対象とする．妻の自営所得造出力（自営業の

限界収入率）を vとしこの値を所与とする（図の tan0孔妻にとって開かれた（妻が受諾すれば就業が

現実に可能となる）雇用機会の賃金率を w(所与；図の tan0w)とし，需要側（企業）の指定労働時間を

万（所与）とする．

主体（妻）が非就業なら a,自営にだけ就業するときは aB上のどこか，雇用だけに就業するときは点

k, 雇用と自営を兼業するときは kD間のどこか，にそれぞれ位置することになる．就業パターンの決定

メカニズムの分析はこれらのどれが選択されるか，その条件の解明に他ならない．

余暇A
A

I

ー
1

ーロ
I
I
I
I
I
I
I
I
I
I
I
↓

I

c
 

T' 

゜
得

X
所

図 3:就業パターンのきまる条件

点 aを通る余暇 (A)と所得 (X)の限界代替率を (dX/dA)a,その絶対値を ldX/dAlaとかく．対象と

するA型家計のうちで,ldX/dAal > Vである家計（グループ Iとよぶ）は， aB線上に無差別曲線との接
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点がない．反対に ldX/dAla< V である家計（グループ II)は， aB線上に無差別曲線との接点がある．

就業メカニズムの解明はグループ I,IIの大別からはじめられる．

3.1.1 グループ 1の家計

グループ Iは無差別曲線と ABの接点が有効領域外にある家計であるから（図4). このとき aを通る

無差別曲線 Wa とak(又はその延長）との交点 mが Kより上にあるならば点 k,kD間の点， aB間の点

のどれよりも点 aは高位の無差別曲線上に位置することになり主体は aを選ぶ（雇用，自営，雇用・自

営兼業のどれも選ばず，非就業を選ぶ）．

゜

Adl~ ¥ l 1、 A 

T' 

d・{ -点・
'.! T' 

w, 

W• 

x
 ゜

X 

図 4: 図 5:

交点 m が Kより下にあると（図 5),点 Kが選択される（雇用機会にだけ就業）12. 

3.1.2 グループ IIの家計

これは， aB間に無差別曲線との接点 dがある家計だが， IIの家計も次のような各ケースに分類され，

各分類ごとに就業パターンが対応することになる．

i接点 dが ap間にある家計（図 6)

この種の家計も次の各ケースにわかれる．

接点 dを通る (dで接する）無差別曲線四と ak(又はその延長）との交点 m'とかく．

i.1 m'が Kより上方にある家計（図 6) このような家計では四種の就業パターンに照応する各点の

うち dが最高位にある．すわち自営業にのみ就業する．

i.2 m'が Kより下方にある家計（図 7) 四と kDの交点を Jとかく. kJ間に無差別曲線との接

点はありえない． したがって K点が選択（雇用機械にのみ就業）される．

12図5のkj間に接点はありえないことが観測事実と理論の整合性から知られるこの点については小尾{1983b),Obi(1987,1988) 

を参照
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図 6: 図 7:

ii 接点 dが pより下にある家計

この種の家計はなお二つに分類される．図の kDを上方へ延長して kf(図 8,9)とする．

線分 fd上での無差別曲線との接点を eとかく．

ii.1 eが Kより上方 (kf間）にある家計（図 8) この家計では，点 Kが選択される（雇用にだけ就業）．

ii.2 eが Kより下方 (kD間）にある家計（図 9) この家計では e選択される（雇用就業と自営就業

を兼業する）．

A 

T I a f T' 

x{ 

［―-又〗
Wd 

゜
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X 

図 8:
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図 9:

以上の分析をまとめると図 10のようになる．

点 dの労働時間座標 (dの縦座標を水平線 Tからの距離で示したもの；以下同様）を H(d)とかく.d 

点が aより上に（有効域外に）あるときは H(d)< 0と表示される.aより下にあるときは H(d)> 0と

表示される．点 mの労働時間座標を H(m),・ 点 m'の労働時問座標を H(m'),点 eの労働時間座標を

H(e)でそれぞれ示す点 Kと点 pの労働時間座標はどちらも指定労働時間 iである．点 BとDの

労働時間座標はどちらも T(主体の手持総時間，一日を単位とすれば 24時間）である記号をこのよう
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1.(グループIの家計） 1-1 mがKより上方に

点dがaより上方 ［ 位置する家計

に位置する家計 1-2 mがKより下方に

位置する家計

a点を選択（図 4)

［非就業］

k点を選択（図 5)

［雇用にだけ就業］

＿
＿
一

酌
方

家

下

計

の
り
家

ー

よ

る
a
す

ー

が

置

プ

d
位

レの

点

に

＇
ー
し2

 

2-1 dが,,間に位置 {21k;はは？上方に一雰翌は:]

する家計 2.1.2. m'がKより下方に -k点を選択（図 7)

位置する家計 ［雇用にだけ就業］

2.2.1. eがKより上方に

2-2 dがpB間に位置 位置する家計

する家計 -[  2.2.2. eがKより下方に

位置する家計

図 10:

—.._ k点を選択（図 8)

［雇用にだけ就業］

—- e点を選択（図 9)
［雇用・自営を兼業］

に定めると，図 10でしめした各就業パターンの発生する条件は，表 1のようにまとめられるこの表から

わかるとおり，まず H(d)の値が条件として大切であり，これにさらに各種の条件が併存するときに各種

の就業パターンが発生するのであるから，併存する各種条件と H(d)の値の関係をもとめておくことが

必要になる．

表 1:

条 件 就業の型

(1) H(d) < 0 (1-1) H(m) < Ti 非就業①図 4

(1-2) H(m) > h 雇用就業②図 5

(2) H(d) > 0 (2-1) 0 < H(d) < h 2.1.1 H(m') < h 自営就業③図 6

2.1.2 H(m') > h 雇用就業④図 7

(2-2) T > H(d) > h 2.2.1 H(e) < li 雇用就業⑤図 8

2.2.2 H(e) > h 雇用と自営を兼業⑥図 9

3.2 就業型をきめる'{),/,ゅ関数

3.2.1 H(d) < 0である家計における H(m)と H(d)の関係

図 4,5で点 m と dの労働時間座標の問には図から示唆されるとおり， W と vとIをパラメタとし

て，ある関係が成立しているであろう．これを

H(m) = ip [H(d)lw, v, I; r]・・・ ...'P関数 (1) 
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とかこう．ここに， rは無差別曲線（余暇ー所得選好関数）のパラメタ（集合）であるただし，

H(d) < 0 

である．

3.2.2 H(d) > 0かつ万>H(d)である家計における H(m')と H(d)の関係

これは表 1の(2-1)の家計にかんする関係である. H(m')とH(d)の間に成立する関係は

H(m') = f [H(d)lw, v, I; r] ...... f関数

とあらわされるただし，

h > H(d) > 0 

3.2.3 H(d) > 0かつ H(d)> hである家計における H(d)と H(e)の関係

これは表 1の(2-2)の家計にかんする関係である. H(e)とH(d)の関係を

H(e) =ゆ [H(d)lw,v; r] .. ・・・・叫関数

としよう．ただし，

H(d) >万

3.3 関数巴f,心によりきまる就業パターン

3.3.1 'P, f, ゅ関数の図示について

(2) 

(3) 

W, Vを所与として， 'P,f, ゅが単調増加関数13ならば，それぞれ図 11aa1,a1(3, 竹＇のような形であらわ

されるそして，°'°''曲線と a'(3曲線は a'点をを共有していることに注意したい14.

また， a'点は横軸 H(d)の零原点にたてた垂線上にあるが，この a'が図のように万より下に位置し

ていることにも注意したい, 15 

3.3.2 各種就業パターン発生の条件

四種類の就業パターン， (1)非就業， (2)自営にだけ就業， (3)雇用にだけ就業， (4)雇用と自営を兼業，

が発生する条件とメカニズムは，図 11とH(d)の分布をくみ合わせた図 12で完全に示すことができる．

図12の第 1,2象限は図 11をそのまうつしたものであり，第 3,4象限は表 1にあげた H(d)(H(d)は

13単調増加関数が観測事実と整合するこの点については小尾 {1983b)に詳しい．

140/1の共有については小尾 (1983b)p.267を参照

150/1が万ょり下方に位置するべきであることもまた観測事実との整合性から帰結される．この点は小尾 (1983b)p.269を参

照．
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a o h 
H(d) 

（注）表 2-1のケース②が発生しない場合を示している。

図 11:

図3の線上の無差別曲線との接点における労働時間座標の値）の家計問でのちらばりをあらわす H(d)

分布を示している.aB線上に接点のない家計においては H(d)の値は負である． したがって接点のな

い家計数 (A型家計であるから妻の数）の比率は図 12の第 3象限の分布の面積 S1で示される．接点を

もつ家計の比率は第 4象限の面積 S2,Ss,ふの和で与えられる．

就業条件をまとめた表 1から，まず H(d)が負で H(m)がFより小さい妻の比率（家計数の比率；以

下同様）は，図 12の第 3象限の aa'曲線と H(d)分布を照応させてみることによって，ふであること

がわかる．ふは雇用にも自営にも非就業（就業パターン (1))である確立を与える．

同じ様に表 1と図 12を照応させて，図 12の第 4象限の面積ふが自営にだけ就業する（就業パター

ン(2)確率 (μdとかく）を与えることがわかる．

次に雇用にだけ就業して自営に就業しないという現象は表 1の(2.1.2)と(2.2.1)の両ケースで発生す

るのであるから，図 12の a'f3曲線の P1朽部分と 111曲線の Ps凡部分に該当する家計（妻数）比率面

積品が雇用にだけ就業（就業パターン (3))する確率（忙とかく）を与える．

雇用・自営を兼業する妻の発生する条件は表 1の(2.2.2)のケースであるから，図 12の面積ふが，雇

用・自営兼業（就業パターン (4)) の確率 (µ•d とかく）を与える．

上述の記号によれば，もちろん

μd +µ• +げ＋非就業確率三 1 (4) 

である．

3.3.3 w,v,hが図 12に与える影響

はじめに確認したとおり，余暇ー所得選好関数のパラメタが所与のもとで図 12の aa',a'/3, 曲線の位

置は雇用機会の賃金率 w と自営機会の収入率 vおよび核所得 Iの値が変われば動く .'Yが曲線の位置

は， w,vおよび指定労働時間 iの値が変われば動く．



第 1章労働の供給と需要 15 

<p,f, r/1 

r' 

す

゜
しヽ

率

示

確

を

し

の

↓

等

こ．
 

~
~
~
 

-
h
 

ヶ該

は

g
g
丘

臼

“

g
m
5
5
m
2
む

3
は

は

は

暉

Hc

si
ふ

SJ
ふ

⑥

9

)

~

q

 

①

点

注（
 

H(d) 

S忍）

図 12:

H(d)の分布（密度）曲線の形は選好関数のパラメタ（家計問での選好パラメタの差をあらわす分布関

数のパラメタ（例えば分散）も含む）を所与とすれば，固定される団したがって，図 12で就業確率をあら

わす S1,S2,S3,ふの面積は，選好パラメタを所与とするとき w,v,I,および万の値が変わるとともに変

わることが明らかである．

3.4 cp, f, ゅ関数の導出

所与の選好関数

1 1 
w = -r1炉＋疇+rsXA + r4A十→5炉

2 2 
(5) 

のもとでの， 'P,f, ゅ関数を導く．ただし， Xは所得， Aは余暇である．

3.4.1 cp関数

はじめに X,A平面での aB線の方程式は， hを労働時問（自営労働）， vを収入率として，

X = I +vh h三 T-A (6) 

isH(d)の分布曲線の形については (72),(73)式を参照．



16 

(6)を制約として (5)を最大にすれば，図 3のaB線上の w 曲線と接点の労働時間座標 H(d)が次の

ように求められる．

H(d) = -(,iv-13)! -v(,2 + ,3T) +'Y4 + ,sT 

'Yl炉ー 2,3v+ ,s 
(7) 

さて P関数とは図4のAa破線上における無差別曲線との接点の労働時問座標（マイナス）と， aを通る

Waが akと交わる点 mの労働時間座標 H(m)の関係を指す．したがって H(d)< 0のとき，上の (7)式

はP関数における H(d)を与える.H(d)の値は家計間で 14の値が異なるにつれて異なる.17H(d) < 0 

は，そのような H(d)を与える mの値をもつ家計群を対象にしていることを意味する．

次に H(m)を求める．凸は X= I,A=Tなる点 aを通るから．これらを (5)に代入して

故に凸曲線の方程式は

1 1 2 
叫 ＝ 一'Yi12十-Y2l+ -y3JT + -y江十一-YsT

2 2 

1 1 
Wa = -"'(1炉＋冗YC+"'f3XA+叫＋ー'YsAT2

2 2 

であるただし Waは(8)で与えられる．

交点 m 図4の労働時間座標は

X = I +wh 

と(9)を連立して hについて解いて得られるこれを H(m)とかいて

H(m) = (-,1W +叫I-伍+,3T)w + 14 + ,sT 

合(,1記ー 213w+咋）

(8) 

(9) 

(10) 

(11) 

家計間で (7)の H(d)の値が家計間で相異なるのも (11)の H(m)が相異なるのも， 14の家計間での

差によるから， (7)と(11)から 14を消去することによって''P関数が求められる．すなわち，

H(m) = 2(,1v2 -213V + ,s) 2(v -w)(,11 + 12 + 13T) 

-・- ? "-・-・・'-・
H(d) + ... 

•• -・^．．？〇-・-・・'-・. 'P関数 (12) 

ただし, (12)において H(d)< 0である

17家計間で選好関数のパラメタ -Y4の値が異なるという仮説が観測事実と整合的であるこの点については小尾 (1983b)を参

照．
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3.4.2 f関数

図6,(7)で aB線上の dで接する無差別曲線四（図参照）が akまたはその延長と交わる点 m'(の労

働時間座標 H(m'))とd点の労働時間座標 H(d)の間の関係が f関数である.H(d)はさきの (7)式で

与えられるが，ここでは

H(d) > 0 

の領域が対象とされている．接点 dの座標は

X =I+ vH(d) 

A= T-H(d) 

(13) 

(14) 

(15) 

であるもちろん H(d)は(7)で与えられる（ただし H(d)> 0). ゥ曲線の指標は，これらの座標値

を(5)の選好関数に代入して

Wd =伍[I+vH(d)]2 +叫I+vH(d)] 

＋叫I+vH(d)][T -H(d)] + -y4(T-H(d)] 

1 
十一咋[T-H(d)]2 

2 

よって四曲線の方程式は左辺の四を (16)として

1 1 
叫＝→1炉+12X + -y3XA +叫＋→sA 

2 

2 2 

次に akまたはその延長の方程式は

X = I +wh 

ただし， h:T-A

H(m')は(17)と(18)を連立して hについて解いて求められる．すなわち，

H(m') = 1 

,1 w2 -2咋 w+,s
[(;1w -;3)J + (;2 + ;3T)w -'Y4 -,sT] 

(16) 

(17) 

(18) 
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士{[(11w -13)! + (,2 + 13T)w -14 —1sT]2 -2(,1 w2 -213w +咋）

・『研+(,2 + 13T)I +望+~1sT2 — ~11[1 + vH(d)]2 
2 2 2 

＋初[I+vH(d)] + 13[! + vH(d)][T-H(d)] + 14[T-H(d)] 

+~is[T-H(d)]2]}½ ・11w2 -2¥3w+1s (19) 

ただし， H(d)は(7)で与えられる. (19)からわかるとおり H(mりは二根あるが，大きい方の値をと

る. (19)を整理してかくと，

H(m') = -1 [(r他ー叫I+(r2 +r江）W --y4→ sTl一亭
'YI記 -2乃 w+ rs 

となるここに D('Y4)は

D伍）三 [(11w -1a)I + (12 + 1aT)w -14 -1sT]2 

-2(臼-21aw + 1s) { -!11 vh*(2I + vh*) -12vh* 
2 

(20) 

+ 13が(I+vT+vh*) +炉+215が(2T-h*)} (21) 

なお，ここで記号 h*は(7)式の H(d)の値の略記である.(20)と(7)に共通に含まれる14をこの二式

から消去すれば，それが f関数である．すなわち，

H(m') = -K-J万 •.. 関数
'Yl研ー 2咋 w+rs

f (22) 

ただし，

K三 (w-v)(,1/ +,2 + 13T) -(,1v2 —213v + 1s)が (23) 

D 三 (w-v) { (w -v)(-y1I + r2 +-y3T)2 

-2(r1I +'Y2 + -y3T)(; 出ー2-y3v+ rs)が

+ (r国ー 2-y3v+ rs) [2-y3 --y1 (w -v)](h予｝ (24) 

ここにがは (7)式の H(d)の略記である．
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3.4.3 ゅ関数

ゅ関数は， aB線上の接点 dの労働時間座標 H(d)がFより大きい家計において， H(d)とJD線上

の無差別曲線の接点 e(固 8,9)の労働時間座標 H(e)の関係を示すものである．

まず. H(d)は(7)式で与えられるが．このとき， H(d)>万の領域が対象となる次に H(e)を求め

る. k点図 8,9の座標は

X=l+w万 (25) 

A=T-h (26) 

である. JD直線の方程式は， hを JD線上の労働時間座標として

X=l+(w-v)万+vh (27) 

である. H(e)を求めるには (27)式の制約のもとで， (5)式のuを最大にすればよい．すなわち，

H(e) = -(,1 v -13)[[ + (w -v)h] -(,2 + 13T)v + 14 + ,sT 

'Yl炉ー 2,3v+ ,s 
(28) 

この H(e)とH(d)の関係がゅ関数であるから， (28)と(7)から共通のパラメタ 'Y4を消去して，

H(e) = H(d)-（叩— 13)(w -v)h .•• 関数
'Yl炉ー 213v+ ,s 

ゅ (29) 

となる．ここに H(d)>万である.7/; 関数には Iが含まれていないことが特徴である. 18 

3.5 q1と q4の座標

供給確率μ',μ生 µ•d の値を求めるには， H(d) の密度分布曲線を定積分して面積 S1,S2,S3, ふを計

算することになるそのためには定積分の領域を与える点 q1• q4および分布の上限 a点の座標を求め

ておかねばならない．

3.5.1 qlの座標

f関数 H(m')= f[H(d)lw, v, I, r]の左辺の H(m')を万に等しくおき， H(d)について解くと q1の

座標が求められる. (22)の fから，

18-y-y'曲線の形は核所得 Iの影響をうけないこれは wが2次関数であることによる
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h= 
- -K- ✓ 万

n(w) 

ただし ((23),(24)式を再掲），

K三 (w-v)('Y1I +'Y2 + "(3T) -O(v)が

D 三 (w-v){(w -v)(叫+12 + "(3T)2 

-2(う'1I+ 12 + "(3T)O(v)h* + O(v)[2"(3 -11(w -v)](h*)2} 

また，

n(w)三 "(1w2 -2"(3W +'Ys 

O(v) = "(1V2 -2-y3v +-ys 

と記してある．

(30)を h*について解けばよい．これは整理して，

(30) 

(31) 

(32} 

n(v)・(h*)2-20(v)万-h*+h[O(w)万+2(w -v)('Y1I +'Y2 + -y3T)] = 0 (33) 

となるから，この 2次方程式の根 h*を求める. (33)を略記して，

と記す． ここに，

である．根を求めると，

O(v)・(h*)2-20(v)・ 励*+ B* = 0 

B三万[O(v)万+2(w -v)('Y1I +'Y2 + -y3T)] 

h* = 

＝ 

(O(w))福）2 -O(w)B* 

O(w) 

(34) 

(35) 

またが <hであるから， q1の座標は (35)の2根のうち小さい方をとる．この値を H(d)がとかくと，

H(d凡=7i-,/<和ー
万[O(w)h+ 2(w -v)(叫 +'Y2+ -y3T)] 

O(v) 
(36) 
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3.5.2 q4の座標

ゅ関数 He=ゆ[H(d)lw,v] (29)または (3)式において，左辺の比を万に等置して，これを H(d)に

ついて解けば q4の座標が求められる．すなわち，解を H(d)q.とかいて，

H(d)ぃ =7i [1 + (叩—；訂― v)] (37) 

3.5.3 点 aの座標

H(d)分布の上限値点 a図12を求める．それには対象とする家計群の中で余暇の限界効用曲線の載片

'Y4が最小のものの値廿””を H(d)式 (7)に代入すればよい．

すなわち， a点の労働時間座標を H(d)aとかいて，

H(d)a = 
-(riv一"f3)J-(r2 + -y3T)v十廿,in+rsT 

n(v) 

3.6 四者択ーの A型家計モデルにおいて選好パラメタに新しく追加される条件19

四者択ーモデルでは次の諸条件が追加される（図 12参照）．

(1) cp関数の勾配が正であること．

(2)°'°'' 曲線と a'/3 曲線は点 a' を共有し，かつ• a'点は Eより下にあること．

(3) q1点は正で点 q3(その座標は tに等しい）より左にあること．

(4) q4点は点 q3より右に a より左にあること．

(1)はP関数の H(d)の係数が正であることを要求している したがって， (12)式から．

または．

20(v) 

O(w) 
>0 

O(v)・O(w) > 0 

が条件として課せられるただし,O(w),O(v)は(31)(32)の定義による．

(38) 

(39) 

(40) 

19ここでは四者択ー理論を扱っているが．これより単純化された雇用就業と非就業の二者択ーのケースにかんするモデルと観

測事実の整合性のうえからすでに次の条件が要求されることがわかっている. (a) a > 0, (b) 2次選好関数を採用するとき核所

得の増加に対して非核の最適供給時間は減少, (c)所得及び余暇の限界効用は正, (d)余暇～所得無差別曲は原点に対して凸．こ

れらの条件についての詳しい分析は小尾 (1983b)及び Obi(1987,1988}を参照のこと
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(2)は， H(d)= 0において P関数と f関数は値が等しいこと，かつ，その値は 0と万の問にあるこ

とを意味している．すなわち，

0 < ip[H(d) = O] = f[H(d) =OJ<万

P関数(12)式で H(d)= 0とおけば Pの値 (H(m)の値）は 2(v-w)('Yil+,2 +13T)/O(w)となる．

また， f関数 (22)式で H(d)= 0とおくと， H(m')の値 (fの値）は，

(-}ぐ—蜃）/O(w) 

ただし，

I{*三 (w-v)('Y1I + 12 + 13T) 

D*三 (w-v){(w -v)(11l + 12 + 73T)2} 

であるこの二式から，

D*三 (K*)2

となる. H(d) = 0における fの値はこれを (41)に代入して，

であり．これは次のようにあらわせる．

-21{* 

rl(w) 

-2(w -v)(-y1l +乃十 -y3T)

O(w) 

(41) 

(42) 

(43) 

この値は実際上記の H(d)= 0における P関数の値に等しい．この値が， 0とiの問にあるという条

件は，

0 < -
2(w -v)(;1I + 12 + 13T) 

O(w) 
<h (44) 

であるこの不等式の左の二項から，

0 < -
2(w -v)(,1I +乃十 13T)

O(w) 

よって， W > V なる条件のもとで20

('Y1I + 12 + 13T)O(w) < 0 (45) 

20vは自営収入機会の収入率で V のもとでは最適供給時間が選ぺる（指定時間による拘束がない）から， もし v>wなら自営

就業だけ選び雇用に従事する動機は皆無となる．故に w>vは自明である



が要求されるまた，不等式の右の二項

から，

2(w -v)(;1I + 12 + 13T) 
rl(w) 

(w -v)(,1I + 12 + ,aT) 万
O(w) 

>-
2 

<h 

この関係から二つのケースが区別される．

第一に， O(w)> 0ならば，

万
(w -v)(r1I + r2 + -y3T) > --O(w) 

2 

第二に， O(w)< 0のときは，

が要求される条件である．

ところで，選好関数

万
(w -v)(;1I + r2 + 13T) < --O(w) 

2 
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(46) 

(47) 

(48) 

1 1 
W = -"'{1炉 +'Y2X+ "'f3AX +叫＋ー'YsA2

2 2 

において，所得 Xの限界効用は，

如

ax = 11X + "/2 + "(3A 

であるここで非核構成員 (A型家計の妻）が非就業であるときは X= I, A =Tであるから，その

ときの所得の限界効用は

（嘉）＝叫+,2 + ,3T 
X=I 

となる．従って上記の制約に入ってきている(,1I+ ,2 + ,3T)という項は非核が非就業のときの家計

の所得の限界効用に他ならないであるから，当然

'YI I +'Y2 + "{3T > 0 (49) 

であるよって (45)から

O(w) < 0 (50) 
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でなければならないことがわかる．

ここで (44)式の右側の二つの項に着目すると，これは

(w -v)(71I + "/2 + 73T) h 
>--

n(w) 2 

(50)によって，左辺の分母は負で，

また (50)と(40)から

万
(w -v)(r1I + r2 + r3T) < --O(w) 

2 

O(v) < 0 

この条件は (40)と代替的である

(51) 

(52) 

条件の (3),すなわち「q1点は正かつ q3より左にあるぺきこと」は，次のような形で与えられるま

ず， q1点の座標は (36)式で与えられたが根号の中が正であり，かつ 0< H(d)q, く万であるためには，

-(h)2 < -
h{O(w)h + 2(w -v)(r1I + r2 + -y3T)} 

O(v) 
<0 (53) 

また O(w)< 0 (50)とO(w)-O(v)> 0 (40)の要請から， (52)O(v) < 0がみたされていなければなら

ないから，

ー（万）20(v) > -h{O(w)h + 2(w -v)(-y1I + -y2 + -y3T)} > 0 

が，

o < H(d)q, < h 

の成立するための条件である．

(54) 

「点 q4座標が万より大きく aより小さい」という条件は次のようにあらわされる.q4の座標 H(d)q.

は(37)式で与えられている．故に，

万＜
7i + ('Y1v一"(3)(w-v)万

O(v) 
(55) 

または，



(,1v -13)(w -v)万
O(v) 

>0 

第 1章労働の供給と需要

aの座標は (38)式であたえられており，これと H(d凡式 (37)式から，

万 +(w-v)(叩— 'Y3)万<―C'Y1v --y3)J -('Y2 + -y3T)v + 炉 +-ysT
O(v) O(v) 

が要求される制約であることがわかる

また (56)と共に (52)で O(v)< 0が要求されているから， (56)の要請は

('Yl V -13) < Q 

を意味していることがわかる（ただし， W - V > 0). 
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(56) 

(57) 

(58) 

ここで(58)は'Y3が正であるときは任意の Vに対して充足されていることがわかる (w> Vのもとで）．

3.7 供給確率関数

図12で考察したところによると，供給確率関数を求めるには， H(d)の確率密度分布とa'(3曲線(f関

数）および,,'曲線（ゅ関数）の解析的な形がわかればよい．

すなわち，まず μdを与える関数は H(d)分布を図の 0から q1まで定積分することで得られるが，こ

のq1点は f関数において左辺の H(m')をEに等置して H(d)について解いて求められる．忙関数は

H(d)分布を q1から q4まで定積分すれば求められる．そして q4Iま炒関数の左辺の H(e)をFに等置

して H(d)について解くことによって求められる. µ•d 関数は H(d) 分布を q4 から分布の上限 a まで

定積分して求められる．

3.7.1 q1の座標

f関数は (22)式からわかる通り 11,12, 13, 15とv,w,瓦Iを含んでいるのでこれを表示して，

H(m') = f[H(d),'Y1,'Y2,'Y3,'Yslv,w,h,I] 

ただし， H(d)> 0と表そう．この左辺を iに等しくおくと，

万=f[H (d), "(1, "(2, "(3, "(s Iv, w, 元I]

これを H(d)について解くと，

H(d)q, = f―1 [11, 12, 13, "Ys Iv, w, h, I] 

を得る．ここに H(d凡は q1点の座標を示す．

(59) 

(60) 

(61) 
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3.7.2 q4の座標

ゅ関数は 'Yl,'Y3,'Y5とv,w,万を含んでいるから，これを

H(e) =心[H(d),'Y1,'Y3,'Yslv,w五］

ただし， H(d)>万と表わす．この左辺を Fに等置して H(d)について解く．すなわち，まず

h=ゆ[H(d),"f1, "(3, "fs Iv, w苅

これを H(d)について解くと

H(d凡＝心―1[11'13ダslv,w,h]

を得るここに H(d凡は q4点の座標を表わす．

3.7.3 H(d)の分布関数

H(d)は (7)式により，

H(d) = -(11 v -13)! -(12 + 13T)v + 14 + 1sT 
O(v) 

右辺分子の 14 の値は家計間で異なる第 i 家計の 14 の値社を i~' 元の定数として，

咋三;~+宕Ui

(62) 

(63) 

(64) 

(65) 

(66) 

で表わす. Uj は対数正規分布 (log-normaldistribution)に従う確率変数である.21u; の密度分布を添

字 iを省いて， £(v,叩）と表わそう． 叩は標準偏差である. (66)を適用して， (65)式は

H(d) = -(;1 v -;3)J -(;2 + ;3T)v 十和u+;~+;sT
Q(v) 

これを U について解けば，

1 
U = =-[a(V)H(d) + ('Y1 V -"(3)l + ('Y2 + -y3T)v -'Y~-'YsT] 

'Y 4 

21u, は対数正規分布log-normalclistributionに従うという設定を採用する根拠は小尾(1983b)に詳述されている．

(67) 

(68) 



第 1章労働の供給と需要 27 

となるこれを次のように略記しよう．

(68)式から，

u = u[H(d),'Y1,'Y2,'Y3界4,'Yt'Yslv,I] 

1 
du= =-[fl(v)・dH(d)] 

14 

(69)を(67)に代入して， (70)を使うと，

f(u)du =£[u(H(d),r1,r2ダ3,和，rふ叫v,I)u]• I 』~d) I・dH(d) 

から，

(69) 

(70) 

(71) 

如）du= f_H(d)[(H(d),-yロ2,'Y3万虚叫v,I,u]• l¼n(v)l·dH(d) (72) 

となって， uの分布は H(d)の分布に変換されるすなわち，この式の右辺が図 12の H(d)分布の解

析的表示である．それを

f.*[H(d), 11, 12, 13, 元，,t,slv,J, u] 

と略記する. H(d)分布は W に対して不変であることがわかる．

3.7.4供給確率関数の導出

(73) 

供給確率関数は上の『関数の定積分である．まず， μdは， (73)のrを0から q1点までの積分

μd = JH(d)., f*[H(d),11,12,13, 宕，1g,1s Iv, I, CT]dH(d) 

゜
で求められる．積分上限 H(d凡は (61)式で与えられる．

忙は (73)の『を q1から q4点まで積分して求められる．すなわち，

μe = JH(d)•• R*[H(d),'Y1,'Y2,'Y3, 元吋叫v,I, u]dH(d) 
H(d)., 

である．積分上限 H(d)q4は(64)式で与えられる．

(74) 

(75) 
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雇用・自営を兼ねる確率 µ•d は， r を q4 から上限 (a または oo) まで積分して求められる．

µ•d = f00 f..*[H(d),'Y1,'Y2,'Y3,'y贔，叫v,I, u]dH(d) 
H(d)g4 

(76) 

三種の供給確率関数において, wとhは明示されていないが，それは積分限界の H(d)q,とH(d)q.が，

それぞれ(61)式および (64)式に示すように wを含んでいるから，結局供給確率関数は， w,v,lおよ

び万を（外生）変数として含むことになる．これを改めて示せば，

μd =μ 勺(1;),u, v, w, I五］ (77) 

µ• =µ•[(;;), u, v, w, I五］ (78) 

げ=μ呵(-y;),u,v,w,I,万］ (79) 

であるただし，(,;)は 11,12, 13, 元， 1~,15の集合を示す．

4 資料発生機構

同じ J核所得階層 (I=Ii)に属している A型家計群を考えよう．その家計数（非構成員すなわち妻

の数）が図 1の ON(人）であるとしよう．この核所得階層の雇用就業比率（雇用就業の非核数／非核構成

員数）の観測値をμもBSとする．雇用就業している妻の雇用賃金率 wは一般的には互に異なり分散して

いるであろう．問題の本質を損なわずに簡単化するため二つの機会 W1,W2に散らばっており， W1の

ものは OL1人， W2のものは N(G1)~ら人であるとする（簡単のために，指定労働時間五と自営収入

率 vは共通だとする）．そこで， (78)から

OL 1(人） = [O~N(G1)]人 xµ•[('Y;),u,v, W1,IJ,h] {80) 

であるまた，

[N(G1)~L2]人=(N(G1)~N(G2)]人 xμ門('Y;),u,v,W2,I1,h] (81) 

である． したがって，μもBSの値は，
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e 
μOBS -

OL1(人） + [N(G1)~ら］人
ON人

[O~N(G1)l(人） Xµ•[(r;),u,v, W1,I心］
= ON 

（人）

＋ 
[N(G1)~N(G2))人 Xµ•[(叫， u,v, W2, h,h] 

ON人

となるこの値はまた，

μ紐s =µ•[(叫， u, v, W1, IJ, h] 
-[O~N(G1)]人

ON人

+µ•[('Yi), u,v, w辺J,h]
-[N(Gi)~N(G分］人

ON人

(82) 

(83) 

とかける. W1と防に対する忙の二つの値の一種加重平均に類似した形になっているが，しかし，

図1のN(G2)~Nの部分がゼロでないかぎり，正確には加重平均ではない．図の点 N(G2)が Nに一

致するという状態は，雇用需要の拡大の結果として，適格労働の順位指標がその最小値にまで低下した

状態に他ならない．これは一種の「完全雇用」に準じる状態と解することもできよう（しかし，なお依

然として賃金較差が存在するという点で教科書的等質競争市場の完全雇用とは異なる． この状態にかん

する考察はここでは立ち入らない）．

もし, N(G2)~Nが無視できる程度（観測誤差の範囲に含まれる程度）に小さく．かつまた

[O~N(G1)]人 [N(G1)~N(G2)]人

L 
~ 

1(人） L 2(人）
(84) 

が成立していれば，μもBSはμ'[(叫，u,v,WぃIi玉］と μ'[(1;),u,v,W2,IJ五］をそれぞれ L1,らで

加重した平均値に等しくなる

ところで，上記の条件が成立するということは実は二つの供給確率が相等しいということにほかなら

ないしたがって，核所得階層 Iiの中における非核構成員の賃金率が互いに似ておりその分散が無視

できないほど小さいなら，上記の条件はよい近似値で成立するということである．

以上の考察から観測資料で求められたμ如BS と供給確率関数の関係が理解された. μ もBSは，われ

われが本当に知りたい供給確率の値とはこの条件から離れる程度に応じて乖離をもつことになる．乖離

が無視できないということになれば，それは供給確率関数の（その基礎にある選好パラメタの）計測を

行うため図 1全体に照応する．つまり，労働需要メカニズムと供給メカニズムの複合としての同時決定

メカニズムを考慮した計測 (simultaneousestimation)が要求されるということになる．通常の教科書

的処方箋としてはそうなるけれども，われわれはここに対象としている家計の労働供給理論の特性にた

ちもどって注目する必要がある例えば古典的な事例として価格と数量の資料を使って需要関数を計測
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する問題を考えよう．この場合需要曲線の勾配が負であることだけが apriori restrictionとして課せら

れているならば，通常指摘されるように単純な推定法（例えば古典的最小自乗法）による推定値は偏り

("Haavelmo Bias")をもち，需要，供給両関数を明示的に考慮した構造（同時）推定法が要求されるであ

ろう． しかし，もし何らかの事情で需要曲線の勾配が，ある特定の数値のせまい範囲の中にあることが

要請されていたり，あるいは需要曲線（直線として）の載片と勾配の間にきびしい制約関係が課せられて

いたならば，上記の偏りのおそれは殆ど解消してしまうであろう．われわれのケースもこれと全く類似

的な状況にある通常のマクロ計量モデルの計測の場合によくみられるようなアプリオリ情報の乏しい

ケースと異なり，家計の労働供給理論はその自律性の高い構成の故に，前節にみた通りの極めてきびし

い等式・不等式からなる制約条件((39)~(58)の諸式は制約条件に直接関連している）が選好パラメタの

間に課せられている．そしてこのことが，この種の情報の乏しい場合に生じる問題一推定値の偏りーを

実質的に無視できる状態をつくり出しているのである

5 実証の実例

5.1 経済学における実証

経済学の分析史の経験とは異なり，周知のように，自然科学の分野の研究においては，理論を可能な限

り厳密な数式の形で作り，計測された数式のパラメタの数値が安定的であることが見出されたならば，そ

れは実証科学としての理論として実証されたと考えられるこれが通常の考え方であろう．このタイプ

の実証性を <Aパターン＞の実証と呼ぶことにする．

言うまでもなく， <Aパターン＞の実証の歴史は，自然科学については，きわめて長い．経済的分析に

おいては，観測データ（統計的資料等）を使って統計的回帰方程式のパラメタの値等が，時系列的ないし

は横断面的に吟味するなどして，比較的に安定しているならば，それなりの規則性ないしは法則性が実証

されたと考えられる（これを <Bパターン＞の実証性と呼ぶことにする）．事新しく言うまでもなく，こ

れは外国諸国においてもわが国においても，普遍的考え方である．筆者も，そのような＜規則性＞をめ

ぐっての研究成果が研究者のあいだでもたらされたことを経験している．

しかし，いわゆる実証科学の経験の長い歴史についてみれば，自然科学的分野での実証科学の成果(<A

パターン＞）が元来あるぺき実証科学だと考えられている．しかしくAパターン＞だけが経済学にお

いても実証としてあるぺきものでありかつ可能なものであるということを超越的に主張するのは不適

当であろう．

筆者は，長年にわたり，かなり多数回数，数学的解析的理論を作り，その解析的理論のパラメタの値を

計測してきた．これらの値が安定性または若干の規則性を持っていることが見つかれば，実証科学的結

果(<Aパターン＞）が経済分析においても存在するということが不十分ではあるが期待できるの

ではないかと思っている

この第 5節は，そのような意味を踏まえながら，筆者の結果の図示を若干行った．
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5.2 主体理論と市場理論

(i)30年来の筆者の研究は，すべて労働の理論に関するものであるが，大別すれば，主体的理論の分析と市

場理論の分析を行った．市場理論の面では論文 (1978年），その他に，市場理論の中核として賃金較差の理

論を構築してきた数式はこの論文の第2節から第4節には特に記されてはいない賃金格差理論と解析

式の概要は，小尾(1978)等に，分析結果，解析式のパラメタの値の結果の概要は，小尾(1978),Obi.k(1995) 

等に示してある．

(ii)主体理論の面では， <Aパターン＞のタイプの研究がきわめて多く，ここに略記したように，パラメ

タの数値の安定，安定的傾向性は，完全と呼ぶにはまだ不満足であると考えている． しかるに，解析的な

理論構成が極度に複雑に作られた（作る必要があった）こと，また理論の数式のパラメタの値が， 1961-64

年， 1971-77年を吟味するかぎり，数値の安定性（ゆらぎのなさ）とパラメタ・シフトの傾向のゆらぎの

ないことは，筆者にとって否定しがたい事実と思われるこの種の経験的事実は機会をあらためて論文

にまとめる責任を果たさねばならぬと，筆者は考えている．

A
 

。

1971 01971 -1971 .!.。互3a
r4 = r4 +r, e• 

j 

200 300 400 

1911 o'"' -1911 .!.•• ー初r4 = r4 +r4 e2 

図 13:

図13,図 14には各々実測された年間の所得—余暇の無差別曲線群の形状が示されている横軸は 1961

年固定価格表示の年間所得額，縦軸は年間総時間を 1とする，年間の余暇時間である縦軸の 1を通る水

平線より上の領域は，これ以上余暇時間を消費出来ないという意味で，非有効領域である図 13,図14に

は各々比較的所得選好的な家計の無差別曲線群と，それに比ぺて，より余暇選好的な家計の無差別曲線群

の， 2種類の家計の無差別曲線群を重ねて示してある各々の図のなかで，比較的傾斜の緩やかな無差別

曲線群が余暇選好的な家計のもので，傾斜の急な無差別曲線群が所得選好的な家計のものである家計の

無差別曲線の傾斜がより緩やかであれば，その家計がより余暇選好的であることを示し，反対に傾斜がよ

り急であればその家計がより所得選好的であることを示す図 13,図 14では，縦軸の 1を通る水平線上

の0円， 25万円， 50万円， 75万円，・・・， 175万円の所得座標の点を通る無差別曲線を，所得選好的な家計
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A
 

1974 019" I 2 r, = r, 十―1974 -o卜3o~r, e2 

1974 0叩 1
r, = r, + ー1971-u'ー初r, e2 

図 14:

および余暇選好的な家計の両方について示してあるこのことから分かるように，本稿では家計間で所

得余暇の選好に散らばりがあり，この点を選好関数のパラメータ'Y4の家計間分布によって示す，という

理論構成が採用された・14の分布は対数正規分布が仮説として採用された．図に示された家計の無差別

曲線は，実測された所得ー余暇の選好関数のパラメータ14の分布の上側 0.13%点および下側 0.13%点に当

たる14の値をもとに描かれている

図15にはA型家計の妻の雇用就業確率の観測値（就業率による就業確率の点推定値）とその理論値が

1971, 1974, 1977年の分について示されているある家計が所得選好的であるか，余暇選好的であるかは

所得余暇選好関数のパラメータ14の値により異なり， 14の値の分布が実測されているその14の分布を

用いて所得余暇の選好の家計間の散らばりを様々な無差別曲線の形状の分布として示すことができる

A型家計の核所得と妻の時間当たり賃金率の値がある家計群に与えられると，就業・非就業によって選

択可能な所得—余暇の選択を示す制約条件がその家計群について確定するこの家計群のなかには所得選

好的家計も余暇選好的家計も含まれ，その選好の特性は図 13,図 14で示された無差別曲線の形状によっ

てしめされる

本稿で示したおおよその理論構成は次の通りであった所得—余暇の制約条件のもとで就業と非就業と

が無差別であるような無差別曲線を境界として，その無差別曲線より所得選好的な家計の妻は就業し，他

方その境界の無差別曲線より余暇選好的な家計の妻は就業しないこの時，境界となる無差別曲線に対応

する'Y4の値を境にして，実測された'Y4の分布を積分すれば，妻の就業確率の理論値を得ることが出来る

図15を見ると，所与の観測年では観測された核所得の範囲の全てにおいて就業確率の観測値と理論値と

は良い一致を示し，安定的な法則性の存在と，本稿で示された理論の経験的妥当性を示唆していると理解

される
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万円

双曲線の中心

図 16:
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図15では，就業確率の様子は 1971,1974, 1977年で大きく変化しているこの点は，本稿では選好関数

のパラメータ13万元 'Ysの時系列変化として叙述された選好関数のこれらのパラメータの時系列的変化

によって無差別曲線群の形状も変化する無差別曲線群の時系列変化が，観測者の予知しえないような不

規則的な場合には，設定された理論の妥当性を疑う根拠になるであろうしかし，本稿で観測した限りに

おいては，選好関数のパラメータの時系列変化にも明らかな規則性が見いだされるこの点を示したもの

が図 16である本稿で実測された無差別曲線群は双曲線の形状であった．図 16では観測年である 1971,

1974, 1977年の各年のパラメータにより得られた双曲線の中心点と中心軸の列年変化を示したこの図

を見ると双曲線の中心の変化には系統的な規則性が観察されるこの観測事実は本稿で示された理論構

成の経験的妥当性をさらに補強するものであると理解される
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第2章

家計の労働供給のモデル

一夫婦家計の二者択ーモデルと四者択ーモデルー 1

宮内 環

1 序論

この稿は，大きく分けて二つの部分より構成されている前半で，宮内 (1991a)において示された，ニ

人家計の雇用機会の諾否の選択の確率を叙述するモデルを夫婦家計について適用し，その検証結果につ

いて報告する．次に，雇用機会に加え自営就業の選択を，二人家計において内生的に叙述することを試み

るモデルを示すこれを夫婦家計について具体化した結果を報告する．

前者の，夫婦家計の夫および妻の雇用機会の受諾または拒否の二者択ーの選択の確率を叙述するモデ

ルを夫婦家計の労働供給の二者択ーモデルと呼ぶ．後者の，無業，自営就業，雇用就業，雇用および自営

の兼業就業の 4つの選択肢の中から一つを選択する確率（四者択ーの選択の確率）を叙述するモデルを，

夫婦家計の労働供給の四者択ーモデルと呼ぶことにする

二者択ーモデル，四者択ーモデルのいずれにおいても，供給主体の所得—余暇の選好関数および所得—余

暇の制約条件を設定し，これらの構造方程式によって，選択の確率を叙述する．二者択ーモデルでは，雇

用就業機会の受諾あるいは拒否の確率のみを，叙述するもので，この場合，雇用機会の労働時間は企業に

よって指定されていて，供給主体は自由に労働時間を選択できないと考える他方，四者択ーモデルでは，

供給主体は，雇用機会のみならず自営機会にも当面し，雇用機会では，労働時間は自由に選択出来ないが，

自営機会では，供給主体が労働時間を自由に選択できるこの意味で性質の異なる 2種類の就業機会の選

択肢を，所得—余暇の選択の制約条件として明示的に設定し，雇用機会と自営機会に関する選択の叙述を

試みるのが，四者択ーモデルである．

勤労家計の妻の雇用機会の諾否の確率を叙述する二者択ーモデル，および勤労家計の妻の自営就業，雇

用就業の選択を含む四者択ーモデルは，各々，小尾 (1969),小尾 (1983)において示された．

小尾は，臨界核所得概念を導入し， A型家計2 の所得ー余暇の選好関数および雇用就業，自営就業におけ

1この論文の作成にあたり，辻村江太郎，小尾恵一郎，尾崎巌，黒田昌裕，吉岡完治，早見均，中島隆信，新保一成の各氏をはじめと

する KEOの諸氏から多数の貴重なコメントをいただきました．ここに記して感謝の意を表するものであります．なお，本論文に

含まれる誤謬はすべて筆者に帰するものであります．

2不特定数の 15オ未満の子供と一組の夫婦によって家計が構成され，かつ夫が雇用就業している家計を指す．
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る所得余暇の制約条件を明示的に設定して，勤労家計の妻の就業の確率についての計量経済学的分析

を行った．

Heckman(l974a)は，供給主体は比較的長い計画期間において，展用機会の場合でも，供給主体が労働

時間を選択できるという認識のもとに，雇用機会，自営機会の別を問わずに，プロビットモデルを用いて

女子の有業率方程式の推定を行った."reservation wage"の概念を導入することによって，推定された有

業率方程式が，所得§余暇の無差別曲線の限界代替率を叙述するという解釈を示した．他方，樋口 (1982)

は所得余暇の選好関数を構造方程式として明示し，指定労働時間の短い雇用機会と，指定労働時間の比

較的長い常用雇用の雇用機会の別に所得ー余暇の制約条件を設定し，勤労家計における既婚女子の年齢階

層別，15オ未満の年齢階層別の子供の有無の別に選好関数のパラメータの特性を明らかにした．さらに

松野 (1988)は，勤労家計の複数の非核所得者が，雇用機会の諾否の選択を行う場合をとりあげ，複数の非

核所得者が各々相異なる賃金率と指定労働時問に当面する場合の，雇用機会の諾否の選択の図式を示し，

非核所得者らの雇用就業確率を叙述したこれらの分析には，家計全体の選好関数が設定されていると理

解される

本稿では家計全体の所得—余暇の選好関数を用いず，二人家計の家計構成員の各々の選好関数を設定し

た．このモデルにおいては，各構成員の就業機会の諾否の選択は各自の選好関数に基づいてなされ，各構

成員の選択は制約条件を通じて相互依存的である．

ここでは分析対象を雇用に限定した二者択ーモデルと，自営（内職）就業と雇用就業の選択を叙述する

四者択ーモデルを示し，家計の各構成員の労働供給確率

を叙述する計量経済学的モデルの検証を行う．この稿では，当該図式を夫婦家計の夫と妻の就業機会

の選択の図式として展開し，二者択ーモデルでは，夫婦家計について観測される雇用就業の確率を叙述

する二者択ーモデルの具体化に用いられた夫婦家計の就業に関する資料には，妻が内職就業を選択して

いる家計が含まれており，この意味で，二者択ーモデルは資料に対する近似であると考えられる．

第2節～第4節では，夫婦家計の労働供給の二者択ーモデルの具体化と検証について述ぺる．先ず，供

給限界および臨界保証所得の概念を用いて，二人の構成員から成る家計における雇用就業機会の諾否の

選択の図式が，各構成員の所得—余暇の無差別曲線の特性との関係において示された．次に，夫婦家計の

子供の有無及び夫・妻の就業の確率についての観測事実を吟味し，これに基づいて資料を統御した．ニ

者択ーモデルの夫婦家計の夫と妻の所得—余暇の選好関数の推定を行い，この結果について報告する

第6節では，夫婦家計の労働供給の四者択ーモデルの具体化と，現在までに得られた結果について報告

する第2節で用いられた資料において，妻が内職就業を選択している家計が全体の約2%程度であるの

に対し，夫が内職就業を選択している夫婦家計の割合が 0.1%未満であることから，四者択ーモデルの図

式に対応した母集団においては，夫が内職就業を選択する確率はゼロとなるような領域に，夫の所得—余

暇の選好関数の真のパラメータが存在している，という仮説を設定したこの仮説は，本稿での観測期間

に限定されるものである本稿では，四者択ーモデルの理論構成は，この仮説にもとづいて展開される

四者択ーモデルの具体化は，第 1次接近として，子供のいない夫婦家計に限定し，その結果が報告された．
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2 夫婦家計の雇用就業の確率のモデル（二者択ーモデル）

一組の夫婦および 15オ未満の不特定数の子供3とから成る家計（夫婦家計）の夫と妻の雇用就業ー非就

業の選択のモデルについて述ぺる．雇用就業機会においては，供給主体は自由に労働時問を選択できず，

労働需要側によって労働時間は指定されていると考えられるこの場合，労働需要側が提示した時間当た

り実質賃金率と指定労働時間の組み合わせの雇用就業機会を受諾し就業するか，拒否して就業しないか

の選択を供給主体は行う．以下に示す図式は，夫婦家計の夫と妻が行う雇用就業機会の諾否の選択を叙

述するものである．

2.1 夫と妻の所得—余暇の 2 次関数の選好関数と制約式

夫婦家計の夫に対しては，時間当たり実質賃金率 Wh,指定労働時問私の雇用機会が，他方，妻には時間

当たり実質賃金率 Ww,指定労働時問凡の雇用機会が需要者によって提示され，さらに，当該家計には単

位期間に非就業所得IA(実質額）が得られるとする夫婦家計の夫と妻は各々，（仮説1)に示す所得ー余暇

の選好関数と制約条件を持つという仮説を設定する．ただし記述の煩雑さを避けるために，本稿では以

下，特に必要の無い限り夫または妻を示す添字 h,wを添字jで示す．即ち， j=h,wである．

（仮説 1)「変数を次の様に定義する．

家計の実質総所得： X (X~0) 

夫（妻）の余暇 Ai (0::; Ai::; T) 

ただし， Tは単位期間における個人の処分可能な総時間である．夫と妻の所得ー余暇の選好指

標を各々Whとu山としたとき，選好指標関数は，

Wj = i1jl炉＋叫＋加籾 +,j心+i,jsAJ 

ただし 1j4 三ボ＋可4• Uj 

(1) 

1jl,1j2,1j3,1仇，芳元'Yj5は家計間で共通の選好関数のパラメータ4で,;1三ー1とノーマライ

ズする.'Yj4は，夫（妻）の余暇の限界効用の切片で家計間で散らばる確率変数5 である• Ujは

log. Uj ~ N(mか u])

なる対数正規分布に従う確率変数である6 • 

3観測される夫婦家計の 15オ未満の子供の人員数の扱いについては本稿で後述する．

(2) 

4これらのパラメータが家計間で共通となるように，直接に観測可能な因子（年齢，子供の人数等）によって，家計群の資料を統

御できることを意味する．

5直接に観測可能な因子によって資料を統御してもなお， '"114のパラメータが家計間で散らばることを意味する

6対数正規分布の性質により，平均 m1と分散"1との間には， m1=ーが弓という関係があるので， 'Yj4の分布は呼4丙アおよび

"1の値によって定まる．
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次に，変数を

家計の非就業実質所得：

夫（妻）の雇用就業機会の

夫（妻）の労働時間： hi 

{時間当たり実質賃金率： w; 

杵定労働時間：日

｛夫（妻）が雇用就業しなふ

夫（妻）が雇用就業する場合：

と定義すると，制約条件は

X = IA +w山 +w山

Ai = T-hi 

ただし hi=0 または朽＝局

.
J
 

0
-
h
 

＝
＝
 

;

J

.

J

 

h

h

 

(3) 

(4) 

である』

(1)式によって示される選好関数は，非就業所得IAおよび夫と妻が潜在的に稼得する雇用所得Wh加， W』h

の和である総所得Xを共通に含んでいる．この事によって，夫と妻とは所得の変数を通じて一つの家計

を形成していると考えることができる．即ち，夫と妻は各々に固有の所得合：暇の選好関数を持つが制

約式(3),(4)の一方の (3)式に家計の総所得Xの変数が共通に入っているので，この意味において夫と妻

の選好指標の極大化行動は独立ではない．

2.2 夫と妻の保証所得

夫の保証所得 I~, 妻の保証所得 1iを定義する．夫の保証所得 I~ とは，夫が雇用就業しなくても得られ

る家計の総所得である家計の非就業所得 IA,妻の雇用機会の時問当たり実質賃金率 W wと指定労働時

間砧を用いると，夫の保証所得は， I~= IA +ww加 (hw = 0または加＝凪）となり， I料を用いると，

夫の所得—余暇の制約条件は，

X = I~+w山

位=T-加（ただし hh= 0 または加＝元）

｀
ー
、
、
1
,

5

6

 

＇
ー
、
（

と示される他方，妻の保証所得 I~ とは，妻が雇用就業せずとも得られる家計の総所得である家計の非

就業所得 IA,および夫の雇用機会の時間当たり実質賃金率 Wh と指定労働時間私を用いると，妻の保証所

得は， I~ =IA+ whhh (hh = 0または hh= hh)となり， Iかを用いると，妻の所得§余暇の制約条件は，

X = I~+ww加

Aw = T-hw (ただし hw= 0 または加=hw) 

(7) 

(8) 

と示される
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2.3 夫婦家計の雇用就業・非就業の選択

次に，夫と妻は，自分の雇用就業，雇用非就業の選択を，2.2節で導入された保証所得の概念を用いて，次

に示す仮説に基づいて行うとする．

（仮説 2) 「夫は保証所得 I侶を与件として，所得冴社段の制約条件 (5),(6)式の下で， (1)式

で定義された選好指標Whを最大にするように，自らの労働時間加の値として， 0または私

のどちらかを選択する．

一方，妻は保証所得 I~ を与件として，所得—余暇の制約条件 (7),(8) 式の下で， (1) 式で定義

された選好指標五を最大にするように，自らの労働時間加の値として， 0または瓦のど

ちらかを選択する．』 7

2.4 供給限界

供給限界を定義し，この概念を用いて（仮説2)における雇用機会の諾否の行動を叙述する．

夫（妻）の供給限界は，所与の夫（妻）の保証所得 IJ,時間当たり実質賃金率 Wjのもとで，非就業と就業

とが無差別となるような労働時間であるこれを hfと表す．選好指標関数が(1)式である場合の供給限

界hfは

hJ = 
-(w町一 "(3)JJ+ {-(加 +'Yj3T)wj+'Yj4 + "(jsT} 

知jl吋ー 2"(j匹+"(j5) 
(9) 

である (9)式を供給限界方程式と呼ぶ

(9)式は次のようにして導出される．保証所得 IJのもとで非就業でいる場合には，

{ x~I) 
A1 =T 

(10) 

であるから，この時の選好指標を吋とすると，

吋＝討(JJ)2+'Y. 鵡 +'YJ3虐＋詞＋託T2 (11) 

である他方，保証所得IJの下で，時間当たり実質賃金率 Wjの就業機会に朽時間（指定労働時間元では

ない）だけ就業するとこの場合には，

{ X=l)'+w内

Ai= T-hi 

であるから，この時の選好指標を年とすると，
J 

吋 ＝ 討(IJ+w立 +'YJ2(IJ+ w人）十叩(IJ+w丸）(T -hi) 

叫 (T-朽）＋託(T-朽）2

(12) 

(13) 

7夫も妻も自分の保証所得，時間当たり賃金率，指定労働時間のみの情報により，より高い選好指標を得るように就業ー非就業の

選択を行うことを意味する
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である. (11),(13)式の左辺を等置し (w『＝吋），この方程式を朽について解き，その解をh1と置くと供

給限界方程式 (9)を得る．

（仮説2)における雇用機会の諾否の選択は，供給限界hiの領域と対応する．夫（妻）の保証所得I肛の

もとで，所与の指定労働時間元，時間当たり実質賃金率 Wjの組み合わせの雇用機会に，就業する時の夫

（妻）の選好指標を吋とすると，

吋＝ ； 訊IJ+w肛＋知(IJ+wふ）＋研IJ+wふ）(T-元）

である．

十'Yi4(T-hi)+ —叩(T- hj)2 
2 

(9)式の hjの符号について， 0< hjの時，無差別曲線の原点への凸性より，

{ 0く元<hf ー呼<w)

0::; hj <局一吋＞叫

という関係を得る．また，hj< 0である場合8には，常に吋>wJである．従って，

｛元 <hJ- h; =元 （雇用就業を選択）

h'1? < h・ 一朽=0 (雇用非就業を選択）

である．

なお，供給限界と保証所得の水準との関係については，

（仮説 3)「竺［く 0』9
f)J9 

を設定する

2.5 臨界保証所得

(14) 

(15) 

夫（妻）の臨界保証所得は，時間当たり実質賃金率 Wj,指定労働時問元を与件とした時，夫（妻）が雇用

就業する時と就業しない時の各々の所得合ミ暇の選好指標が，互いに等しくなる (wJ= wJ)ような保証所

得の水準として定義されるこれをIJと表す．

8供給限界が負であるというのは， (10)式の座標を通る所得ー余暇の無差別曲線と制約線(12)との交点が， A1> Tなる所得—余
暇選好場の非有効領域に存在することを意味する．

&hエ
ーく 0の条件は小尾 (1969)において明らかにされたように， A型家計の妻の観測される雇用就業確率が家計の所得水準
&Iも

と負の相関をもつという観察事実（ダグラス—有沢法則）から要請されていた．他方，本稿で考察の対象となっている夫婦家計の
狐；

夫について一一の符号の正負は，今後の当該モデルの検証作業のなかで検討される必要があるダグラスー有沢法則については，
'&JO 

Douglas(1934), 有沢 (1956),辻村，佐々木，中村 (1959)を参照．なお，所1母余暇の選好指標関数が (1)式の様に 2次関数である

ときには，この仮説は，消費者行動の理論における支出拡張線に相当するところの所得—余暇の軌跡が，所得ー余暇の選好場において

右上がりであることと同値であるこの点については，宮内 {1991b)を参照
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選好指標関数が(1)式である場合の臨界保証所得Ijは

IJ = 
一ら{'Yj1 WJ -21j3附＋叩）元＋｛ー('Yj2+'Yj3T)wj +'Yi4 +'YjsT} 

1jl Wjー 'Yj3

である {16)式を臨界保証所得方程式10と呼ぶ．

臨界保証所得方程式{16)を（仮説 1)で定義された確率変数ujを用いて書き換えると，

{16) 

IJ = Hjo + Hj2・exp(<Tj・ 吋） (17) 

ただし

Hjo — 廿('Y;1吋ー 2,;呼］＋叩）凡＋｛玉j2+ 1;3T)w; +ボ＋叩T}

1j1Wj -1'j3 
{18) 

Hj2 三
可 • exp(-—u?) (19) 

'Yi 1巧ー 'Yj3 2 J 

である (17)式から明らかな通り， IJは家計問で散らばる確率変数である．さて，臨界保証所得 IJの定

義より，

J9 = r :.= w9 = w~ (20) 

であり，一方，供給限界hjの定義より，

h1 =元＝吋＝吋 (21) 

である．従って，臨界保証所得Ijは，供給限界h'Jが指定労働時間元に等しくなるような，保証所得I『の

水準に一致する．そこで，（仮説3)の下では，

{ I'j<IJ"' 局<•;
Ij <~>.= hf<局

(22) 

が成立するから， (15),(22)の関係より，

{ IJ<I; ~ h,=h, (展用就業を螂）

I］ * <IJ 。-朽=0 (雇用非就業を選択）
(23) 

を得る．

このように，保証所得と臨界保証所得との大小関係によって，（仮説 2)の下で選択される労働時間 hi

の解が，元または 0のどちらかの値をとるかが決まり，これが各々雇用就業と非就業とに対応している．

従って，夫の保証所得と妻の保証所得との関係は， (23)式より

{ 1: < i; 一 I~ ~1, +wふ

1;; < 1g —I~= IA 
(24) 

10 臨界保証所得の概念は小尾 (1969) における臨界核所得の概念と類似である．臨界核所得は非核所得者の所得—余暇の選好関

数の特性を示すために定義されるが，臨界保証所得は非核所得者の概念を用いずに，夫および妻の各々の所得§余暇の選好関数の

特性を示すために定義されるなお，臨界保証所得方程式の導出についての詳細は宮内 (1991a)を参照．
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図 1:夫・妻の雇用機会の諾否の選択と保証所得 ug,1~) の軌跡

｛ばくr.—岱 =I,+wふ
I,: < I~ ~Ig = IA 

(25) 

である．

(24)式が示すように，夫の保証所得1gと臨界保証所得1;;の大小関係によって，夫が雇用就業機会の諾

否の選択を行い，この選択を通じて，妻の保証所得 I~の水準がシフトする逆に，妻の保証所得Iかと臨

界保証所得1,:,の大小関係によって，妻が雇用就業機会の諾否の選択を行い，この選択を通じて，夫の保証

所得代の水準がシフトするということを (25)式は示している．この考察をもとに，（仮説 2)のもとで，

夫・妻の雇用機会の諾否がどの様に決定されるかを次に示す．

(17)式に示される様に，臨界保証所得 IJは家計間で散らばる確率変数である. (24),(25)式を同時に

満足する (Iふ I~) の値は， (Ii;, I,:,)の値の領域ごとに異なる例として，

{ r; > I,+ wふ (26)

IA < 1,:, < IA + Wh凡

である場合をとりあげて，この点を概述する.(24),(25)の関係を満足する，夫・妻の保証所得(Jg,I~) の

軌跡を図 1に示す．図 1の aa 線および a'a'線が (24) 式を満足する (Ig,I~) の軌跡であり，他方，bb 線およ

び b'b'線が (25) 式を満足する (Ig,I~) の軌跡である．

図 1より， (26)式で示される領域に夫と妻の臨界保証所得 (I;;,1,:,)が存在する場合には， (24),(25)

の関係を満足する夫・妻の保証所得 UtI~) の軌跡は，ただ 1 点で交点を持ち，その座標は (Jg, I~) = 
(IA,IA+Wh私）であることがわかる．即ち，夫と妻の臨界保証所得が(26)式の領域にある夫婦家計では，
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図 2:夫と妻の雇用機会の諾否の選択と (I;:,に）の領域との対応

夫が雇用就業機会を受け入れて就業し，妻は拒否して就業しない場合にのみ，夫・妻の保証所得 ut1i)

の値は， (24),(25) を同時に満たす．この様に，{24),(25) の関係を満足する夫・妻の保証所得 (I~, 1i)の軌

跡が，ただ 1 点で交点を持つならば（仮説 2) に従って夫婦家計の夫・妻の雇用就業—非就業の選択が決

定する．

以上，{26)式の成立する場合について述べたが，（仮説2)に従った夫・妻の雇用就業-非就業の選択は，

夫・妻の臨界保証所得 u;;,1;)の領域と対応が付けられるこの対応関係を図 2に示す．？印で示した領

域は， {24),(25) 式を同時に満す夫・妻の保証所得 (I~, I~) の軌跡の交点が 2 つあって，（仮説 2) の下では，

夫婦家計の夫・妻の雇用就業—非就業の選択がただ 1 つに決定出来ない領域である．

図2における，

I
A
I
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く

く
R
"
r
w
 

く

く
IOね
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ー
(27) 
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の領域11 においては，（仮説 2) の下では，夫・妻共に雇用就業しない夫・妻の雇用就業—非就業の選択に

ついて，さらに（仮説4)が設定され， (27)式の臨界保証所得の領域が（仮説4)の条件を満たしている．

（仮説4)「（仮説2)の下で， (24),(25)の関係を満足する夫・妻の保証所得(IR,I~) の軌跡

がただ l 点で交点を持ち，夫婦家計の夫・妻の雇用就業—非就業の選択が決定する場合，そ

の就業—非就業の選択を夫と妻とが同時に変更した時に，夫と妻が得る選好指標の水準かどち

らも増加するならば，夫と妻は協力して（仮説 2) に対応する夫と妻の就業—非就業の選択を同

時に変更する．』

図2に示された (Ii;'に）平面の各々の領域において (17)式から導かれる 1;;と1;;,の2次元確率密度分

布を積分することにより，夫も妻も雇用就業する等々の，選択の組み合わせの確率の理論値が計算でき

る12. この理論値の計算のもととなる，臨界保証所得1;;とにの 2次元確率密度分布の形状は， (17)およ

び (18),(19)式から明らかな通り，選好関数のパラメータの値によって変化するそこで，選好関数のパ

ラメータの推定は，夫・妻の雇用就業—非就業の選択の組み合わせの割合の観測値に，より近い理論値を

発生せしめるようなパラメータをその理論制約の範囲内において求めることによって行う．

3 選好関数のバラメータについての理論制約

夫と妻の所得余暇の選好関数のパラメータについての理論制約は次の通りである．

3.1 限界効用と無差別曲線の原点への凸性について

所得の限界効用が正＿＿＝ ． 
如

aX "ti 1X + "ti2 + "ti3ふ>0

所得の限界効用の切片が正所得の限界効用の切片は万2であるから"fj2> 0がその条件である．

余暇の限界効用が正一ー= • 
如・

aAi 
いX十"(j4+ "fj凶 >0

晟知［ただし"fj4三ボ＋京・ Ujで巧=exp(-½ 叶＋町・ uj)]を含んでいる．

1. 京 >0の時

u~ の実数値全体の範囲で，余暇の限界効用は最小値・3X+"fi ボ+"fj山を持ち，これが正で

あれば家計全体で夫または妻の余暇の限界効用は正である

2. 可く 0の時

uj が実数値をとるとき，余暇の限界効用は最小値を持たないしかし uj~3 の範囲，すな

わち Uj~exp(-½叶 +3の）の範囲では夫または妻の全体の 99.8%以上が含まれる• Ujがこ

の範囲の値をとる時， X,的の値が互いに等しい家計群の中で最小の余暇の限界効用の値は

11(27) 式の岱は，（仮説 4) の条件が成立するような，臨界保証所得 J]•の領域の下限である．この点についての詳細な議論は宮

内(1991b)を参照

12(仮説2),(仮説4)の下での夫・妻の雇用機会の諾否の選択，および1;と応の 2次元確率密度分布の導出についての立ち入っ

た考察は，宮内 (1991b)を参照
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叩X+{ボ＋京exp(-½叶+3<Tj)} +'Yj5ふであり，この最小値が正であれば，余暇の限界

効用がゼロまたは負となる夫または妻は全体の 0.2%以下である.uJのより広い範囲で余暇

の限界効用が正であるという理論制約を設ければ限界効用がゼロまたは負となる夫または

妻の割合は，さらに小さくすることが出来る．

芳の符号について場合分けした上の考察に基づいて万万 <0なる選好指標関数の設定も先験的

には排除されるものではないしかし，本稿では理論構成の単純性の基準から，第 1次接近として

（仮説5) 「可4>0』

を設定する．

余暇の限界効用の切片が正余暇の限界効用の切片は， 'Yj4である．余暇の限界効用がuJの実数の領域に

おいて正であるための条件の吟味においてり百 >0を仮説として設定したこの時，余暇の限界効

用の切片の最小値は， 1J4である．従って，（仮説5)「可む>0』の下で， uJの実数の領域において余

暇の限界効用の切片が正であるという条件は， 1『4> 0である．

無差別曲線が原点に対して凸無差別曲線が原点に対して凸であることの必要十分条件は，

8切妃糾叫 (&wjr {)知j (&wj 2 
2・声応勾寂― 可 寂 ― 声 冗 ） >0 

であるから，

2,j3切認＋叩+'Yj山）伽X+ 1j2 +'Yi凶）

-,js伽 X+'Yj2 + 1j3Aj)2 -'Yjl叩 x +叩 +'Yj5ふ）2 > 0 

を得るこの条件は，'Yj4を左辺に含んでいるので，左辺の符号を

-3::; uJ::; 3, 即ち exp(一知-J-3uj) ::; Uj ::; exp(-½uJ + 3uj)の範囲においてチェックする．

以上の条件には所得 Xと余暇ふの変数が含まれている理論制約のチェックは，保証所得 IJ,時間当

たり実質賃金率 Wj,指定労働時問局の値を各々観測値より得 (X,ふ） = (IJ,T), (X,Aj) = (IJ + 

Wj局，T-元）の値の組み合わせを Xと的に代入して符号を調ぺることにする

3.2 供給限界方程式について

3.2.1 "fjtW]-2'Yj3Wj+'Yj5の符号

供給限界方程式 (9)は，変形して分子を Wjについて整理すると，

h"! = —加IJ +'YJ2 +'YJsT)附＋（乃sIJ+'YJ4臼 jsT)

J ら('Yj1W]-2"'(j3附＋知）
(28) 

を得る (28)式の分子を Pと置くと，保証所得 IJが与件である時

('Yj3り+'YJ4+'YJsT) 
Wj = .:= p = Q 

('YJ1IJ +'YJ2 +'YJsT) 
(29) 
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である (29)式で示される Wjの水準を WJとすると，WJは，保証所得I四の下で就業しない場合の所得と余

暇の限界代替率に等しい．

色

W ・三
．碕＋ぃ＋髯 aA,lcx,A,)=(I;',T) 
J ＝ 

碍＋叩+1;3T 如，叫X,A,)=(IJ,T)

(30) 

(30)式の分子と分母は各々，保証所得IJの下で就業しない場合の所得の限界効用と余暇の限界効用であ

るこれらは共に正であるので，分子 PはWjに関して単調減少関数である従って Wj,Wjの大小関係と

(28)式の分子 Pの符号との関係は

0< 附く wj~P > 0 

叫 <Wj~p < 0 

である．一方，W昆加の大小関係と供給限界いの符号の関係は所得—余暇の無差別曲線の原点への凸性

より，

〇＜町<wj~h『 <0

叫 <Wj~hJ > 0 

である. 0 < Wjく wjおよび呵<Wjなる Wjの領域において (28)式の分子Pの符号と供給限界号の符

号は，互いに逆になっていることがわかる．従って，供給限界方程式の分母は負であることが要請される．

'Yj1wJ-2rj3町＋叩 <0 (31) 

3.2.2'Yjl Wjー方3の符号
{}h"! 

供給限界方程式 (9)については，一.l.<Oであることが（仮説3)より要請されていた. (9)式より，
{}]9 

{}h"! -('YjlWjー叩）
{}]9 ＝ 

3½(rilw] -2'Yi3附＋叩）

{)h'!' 
でありかつ (31)式の条件から，一上

()JO 
J 

でなければならない．

3.3 臨界保証所得方程式について

く 0が成立するためには，

1j1Wjー 1j3< 0 

(32) 

(33) 

第3.1節の考察において設定された（仮説5)「可:j'>0』，および(33)式より，臨界保証所得方程式の係

数Hj2は負であることが (19)式よりわかる.(17)式の exp(<Tj・u;)の符号は正であるから，従って臨界保

証所得LJの分布は上限を持ち，その上限が凡oである．図 2において示された積分限界のうち， IA+Wj元
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が，もし臨界保証所得Ijの分布の上限 Hjoをこえたならば，夫，妻ともに雇用就業を選択する確率の理論

値はゼロになる． しかし，いずれの資料においても夫，妻ともに雇用就業を選択する家計が観察された．

従って，臨界保証所得方程式の項 Hjoについて

IA +wi元<Hjo (34) 

でなければならない13_

4 資料の統御と選好関数の推定

4.1 夫婦家計の子供の有無と夫・妻の就業についての観測

子供のいる夫婦家計といない家計とに分けて，夫婦家計の夫と妻の雇用就業，自営業主として自営就業，

および無業の確率の観測値として各々の就業，非就業の割合を調ぺた．資料は就業構造基本統計調査報告

（昭和 46年，49年，52年，54年，57年）によった．その結果おおよそ以下の点が明らかとなった．

妻の雇用就業確率に着目すると， 0オから 5オまたは 6オから 11オの子供のいる夫婦家計では，妻の

雇用就業の割合が，子供のいない家計の妻の雇用就業割合に比ぺて有意に低く，その分，妻の無業の割合

が，子供のいない家計の妻の雇用就業の割合に比ぺて有意に高くなっている

他方，妻が自営業主として自営就業している確率について見ると，比較的子供の数の多い夫婦家計，ま

たは夫婦の同一年齢階層の家計群の中で，夫婦の年齢階層と比較的接近した年齢階層の子供のいる家計

では，妻が自営業主として自営就業している割合が子供のいない夫婦家計に比ぺて若干高い 0オから 5

オの手のかかる子供のいる夫婦家計においても，妻の自営就業の割合は，子供のいない家計の妻の雇用就

業確率に比ぺてほとんど有意な差が無く，同様のことは夫が自営業主として自営就業している確率につ

いても観察される以上二点を考え合わせると，夫婦家計の自営業主として自営就業している夫や妻は，

手のかかる子供がいるから，労働時間が自由に選択できるという理由によって雇用就業より，自営就業を

選択したとは考えにくいむしろ，自営就業の選択は，資産の保有等の差による労働の限界生産力曲線の

高さの差によって，自営就業が選択されたり，されなかったりするのではないか，と考えられよう．

この節の雇用就業機会の諾否の選択の図式には，自営就業における労働の限界生産力曲線の概念は登

場しないので，以上の理由により，自営業主として自営就業している夫または妻のいる夫婦家計における

就業の選択は，外生的に扱うことにする．

4.2 資料の統御と夫婦家計の所得ー余暇の選好関数の推定

所得—余暇の選好関数のパラメータの推定に用いる，夫と妻の雇用就業確率に関する観測値の資料は，

第 4.1節の議論により，0オ~5オ， 6オ~11オ，または 12オ~14オの子供の有無について統御する必要

がある．

13もし夫，妻ともに濯用就業を選択する家計が無いような資料が得られた場合には，この制約は成立しない．
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夫婦家計の夫と妻の雇用就業確率に関する観測値の資料は，表 lにあるとおり，資料 0,および資料 I

~Vに分けられたただし，第 4.1節の議論により，自営業主として自営就業している夫や妻のいる夫婦

家計をどの資料からも除いた凶

表1: 子供の年齢階層別の有無による資料の統御

資料の名前 子供の年齢階層

0オ~5オ 6オ~llオ 12オ~14オ

資料〇 無し 無し 無し

資料I 有り 無し 無し

資料II 無し 有り 無し

資料III 無し 無し 有り

資料IV 有り 有り 無し

資料v 無し 有り 有り

表 1に示された資料 O~資料Vによれば，子供の年齢階層別の有無によって夫婦家計の雇用就業率の

観測値が大きく異なっていることが分かる（図 3~8の観測値を参照）．そこで本稿では，これらの差異を

夫・妻の選好関数のパラメータのシフトによって叙述することを試みることにする．パラメータ推定の

予備的作業の結果，年齢階層別の子供の有無によって，夫は 'Yh2が，妻は冗万の選好関数のパラメータが

シフトするというケースが良い結果であったそこで，この結果をもとに（仮説6')を設定する．

（仮説 6')『（仮説 1)における夫と妻の選好関数のパラメータが年齢階層別の子供の有無

によってシフトするシフトする夫のパラメータは'Yh2,妻については冗すである．これらを，

各々次のように定義しなおす．

'Yh2 三 1h20+ 1h21・R1 +'Yh22・R2 + 1h23・R3 

戸三予＋戸・凡＋戸•凡＋戸-R3

(35) 

(36) 

"/h20 ,"/h21,"/h22 ,'Yh23および下布，下可，冗石，Tu43は，家計間で共通の選好関数のパラメー

タである．

R1,R2, 品は各々，個々の夫婦家計における 0~5オ，6~11オ，12オ~14オの子供の人員

数の構成比率の，資料 I~Vとして標本にとられた家計群内の平均値であるただし，0~14

オの子供がまったくいない家計群（資料0)では，これらの値はどれもゼロであるとする．』

以上の（仮説6')に基づいて資料 0および資料I~Vの全てを用いてパラメータの推定を行った夫婦

家計の夫と妻の雇用就業確率の観測値は就業構造基本統計調査（昭和 46年，49年，52年，54年，57年）に

よった．賃金および労働時間は賃金センサスによったまた夫婦家計の非就業所得の資料として，貯蓄

14宮内 (1991a,1991b)においては自営業主として自営就業している夫や妻のいる夫婦家計を含み，かつ子供の有無を統御しない

資料を用いて，夫婦家計の夫と妻の所得—余暇の選好関数の推定が行われた．
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動向調査により，世帯主の年齢階層別貯蓄残高を求め，これに全国銀行約定金利をかけて，非就業所得の

観測値を得た.15. パラメータの推定方法は，最尤法によった．

結果は，次の通りであるカッコ内の数値は漸近的 t値である．

1h20 = 14123.5646 'Yw2 ＝ 1511.1791 

(139.8628) (274.9946) 

1h3 ＝ 474.2563 'Yw3 ＝ -53.6934 

(19.9883) (-17.7826) 

芦 ＝ 813757.385 'Yw40 = 279426.042 

(11243.5360) (421.4046) 

1h5 ＝ -80202.958 'Yw5 ＝ -2909.8817 

(-3770.1824) (-42.5229) 

沿 ＝ 79648.5227 1ら ＝ 25111.9720 

(3076.3791) (319.8566) 

1h21 = 33611.1798 "/w41 = 462063.1537 
(120.1357) (2253. 7373) 

1h22 = 20556.9968 'Yw42 = 111545.0006 
(36.0409) (288.2741) 

1h23 = 5840.7414 戸＝ー20321.9298

(7.6571) (-24.8249) 

びh ＝ 2.418695 O'w ＝ 1.067439 

(210.8761) (631.8586) 

p ＝ -0.0064489 

(-18.7175) 

つぎに，最終的に得られたこのパラメータを用いて，資料0および資料I~Vにおける夫と妻の雇用就

業確率の理論値と観測値を各年について，比較を行った結果を図 3から図 8に掲げる豆図の各年の上段

は観測値，下段が理論値を示す．

15貯蓄動向調査の調査対象となっていない，実物資産によって得られる家計の資産所得等は，資料として得ることが困難である

ために，本稿では観測からもれているこの部分の観測されなかった家計の非就業所得の散らばりが，推定された選好関数の分布

に含まれている可能性がある

16パラメータの推定には，夫・妻の年齢階層別の資料が用いられ，推定結果に基づいて，理論値も年齢階層別に計算された．しか

しここでは紙面の制約上，夫と妻の年齢階層は集計して雇用就業確率の理論値と観測値を示す．
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5 二者択ーモデルの結果について

観測値が示す様に，年齢階層別の 15オ未満の子供の有無の連いによって，夫婦家計の夫と妻の雇用就

業の選択の確率の観測値にはかなりの差異が見られるここで示したモデルは，夫婦とも雇用就業して

いる場合，夫または妻のみが雇用就業する場合，いずれも雇用就業しない場合について，その確率の水準

の差異を良く説明している観測された就業確率の時系列的変化の傾向について見ると，夫妻ともに雇

用就業する割合が序々に増加しているが，観測された就業確率の時系列的変化の傾向を説明する理論模

型を提示することができた．観測期間内において選好関数のパラメータは変動せず，就業確率の時系列

的変化の傾向を，時間あたり実質賃金率と指定労働時間，および子供の人員比率の外生変数のみによって

説明し得たことが注目される．

宮内 (1991a)における，夫・妻の雇用就業確率の理論値と観測値の問の大幅な系統的乖離は見られな

ぃ． しかし，1982,1971年の夫妻ともに雇用就業する確率の理論値は，資料 O~Vのいずれにおいても観

測値を下回っている．逆に，1974年は理論値が上回っており，なお若干の系統的誤差が見られる．

夫・妻の年齢階層別については，夫 15オ-24オ，妻 15オ-24オの家計群では，夫も妻も共に雇用就業す

る確率の理論値がその観測値に比べ過小である17_

自営業主を除いた資料の場合には，子供の有無によって，所得ー余暇の選好関数のパラメータがシフト

するという（仮説 1)および（仮説6')を棄却する強い証拠は，この段階では見出せない所得ー余暇の選好

関数の解析的な形に関する（仮説 1)および（仮説 6'),選好指標最大化に関する（仮説2),(仮説4)の下で，

選好関数のパラメータ領域に関する（仮説3),(仮説 5)は観測事実と非整合的であるという強い証拠はこ

の段階では見いだせない夫婦家計の雇用就業の選択が不定となる確率の理論値は各年，各年齢階層で

0.0001未満であった．これらの結果によって，部分的に改良の余地は有るものの，これまでのところ，こ

のモデルが棄却される強い証拠は見いだせない

（仮説4)の下で発生すると考えられる，夫と妻が共に雇用就業する家計の確率の理論値は，0.01未満で

非常に小さく，（仮説4)についての検証は今のところ困難である．

17本稿で示した図式では，家計における所得の最低必要量の概念は取り入れられていない．年齢が非常に若い夫婦家計において

は夫の雇用就業所得のみでは家計の所得の最低必要量を充足しない可能性がある．この様な場合には，雇用就業を選択する確率の

叙述のために本稿で導入された臨界保証所得の概念は，その定義の拡張が必要となるこの点については以後の課題である．
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(1)夫と妻が共に雇用就業する確率 (iii)妻のみ雇用就業する硫率

(1i)夫のみ雇用就業する確率 (iv)夫も妻も雇用就業しない確率

(iii)U『%
1971 観測値

(1) (11) 
32.4% 64.8% 

家計数 10808

理論値 I 28.0% 68.9% 』
1.0% 2.1% 

(iii)l.3~~iv)l.9% 

1974 観測値
(i) (h) 

[I I 35.8% 61.0% 

家計数 14451

理論値 I 39.3% 58.1% II 
今今

1.2% 1.4% 

(iii)l.8~ ~iv)2.3% 

1977 観測値
(i) (ii) 

11 
38.6% 57.3% 

家計数 14072

理論値
40.4% I 57.1% r 

＋＋ 
1.2% 1.3% 

(iii)l.7,t)2.1% 

1979 観測値
(i) (ii) II 41.5% 54. ボ

家計数 13734

理論値 I 43.2% 54.4% I 
令令

1.3% 1.2% 

(iii)l.9, ~iv)2.0% 

1982観測値 I (1) (1i) 

11 
45.8% 50.2% 

家計数 13366

理論値
43.1% 54.5% 』

1.2%1.1% 

図 3:夫婦家計の労働供給（資料〇：子供 0-5オ：無 6-11オ：無 12-14オ：無）
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(i}夫と妻が共に雇用就業する確率 (iii)妻のみ雇用就業する確率

(1i)夫のみ雇用就業する確率 (iv)夫も妻も雇用就業しない確率

(m)o., 『),.,. 
1971 (1) (ti) 

89.5% 観測値 9.1% 

家計数 19043

理論値 I 91.2% 』
♦ 

7.4% 0.1%1.3% 

'"'''・'『),.,. 1974 (i) (ii) 
87.6% 観測値 11.4% 

家計数 23529

理論値 12.3% 86.5% 』
0.2%1.0% 

(m)O.Sr)LS% 

1977 (i) (i,) 

84.6% ］ 観測値 13.8% 

家計数 23556

理論値 13.5% 85.3% 』
0.2%1.0% 

'"'"''『)U%  1979 (1) (u) 

82.6% : 観測値 15.9% 

家計数 22685

理論値 16.3% 82.5% 』
0.2%0.9% 

""''-'『,.1982 (i) (ii) 

17.8% 80.3% 観測値

家計数 20780

理論値 15.2% 83.7% 』
0.2%0.9% 

図 4:夫婦家計の労働供給（資料 I:子供 0-5オ：有 6-11オ：無 12-14オ：無）
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(i)夫と妻が共に雇用就業する確率 (iii)妻のみ雇用就業する確率

(n)夫のみ雇用就業する確率 (iv)夫も妻も雇用就業しない確率

,, .. ,o.s『)LO% 

1971 観測値
(i) (ii) 

23.4% 75.2% 〕
家計数 6811

理論値
19.8% 78.4% 』

0.4%1.3% 

''"''-'『),.,. 
1974 観測値

(i) (ii) 

26.4% 72.2% 

家計数 8630

理論値 I 29.0% 69.5% 』
0.5%1.0% 

,,,,,, 『,,
1977 I (1) 

I 
(n) 

27.3% 70.9% 
観測値

家計数 9714

理論値
29.4% 69.1% 』

0.5%0.9% 

'"'汎7『LO%

1979 観測値
(i) 

I 
(ii) 

30.8% 67.6% 〕
家計数 11250

理論値
32.7% 65.8% 』

0.6%0.9% 

伽）... 『..
1982 観測値

(i) (i,) 

36.0% 62.3% 

家計数 11383

理論値
32.7% 65.9% 』

0.6%0.8% 

図 5:夫婦家計の労働供給（資料 II:子供 0-5オ：無 6-11オ：有 12-14オ：無）
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(i)夫と妻が共に雇用就業する確率 (iii)妻のみ雇用就業する確率

(ii)夫のみ雇用就業する確率 (iv)夫も妻も雇用就業しない確率

(ii1)1.4,~1v)l.8% 

1971 観測値
(1) (ii) 

］ 32.0% 64.8% 

家計数 2475

理論値
31.8% 65.7% >

1.0% 1.6% 

(S.)LO『•• 
1974 観測値

(i) (1i) 
37.4% 60.2% 

家計数 3547

理論値 43.4% 54.4% 』
1.1%1.0% 

(ui)l.6,~iv)l.6% 

1977観測値 I (i) (ii) 

I 39.3% 57.5% 

家計数 4314

理論値 42.4% I 55.5% 』
1.1%1.0% 

'"''-'『..
1979 観測値

(i) (ii) 
42.9% 54.6% 

家計数 4211

理論値
44.3% 53.6% 』

1.1%1.0% 

(m)'.O『),.,. 
1982 観測値

(1) (ii) 
49.2% 48.6% 〕

家計数 3720

理論値 I 46.3% I 51.7% 』
1.1%0.9% 

図 6:夫婦家計の労働供給（資料III:子供 0-5オ：無 6-11オ：無 12-14オ：有）
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(1)夫と妻が共に雇用就業する確率 (iii)妻のみ濯用就業する確率

(u)夫のみ濯用就業する確率 (iv)夫も妻も雇用就業しない確率

'"'"・'「,,,.,.1971 (,) I (i1) 

86.2% ］ 観測値 12.4% 

家計数 7852

理論値¥11.8% ¥ 86.6% 』
0.2%1.3% 

向.,『)LO% 

1974 I (i) (ii) 

83.9% 観測値 14.9% 

家計数 10609

理論値
18.7% 80.0% 』

0.3%1.0% 

, ... ,,., 『),.,. 
1977 観測値

(1) (ii) 

17.8% 80.7% : 
家計数 11338

理論値
19.7% 79.0% 』

0.3%0.9% 

<••JO·• 『),.,. 
1979 観測値

(i) (u) 
19.0% 79.5% 〕

家計数 12186

理論値
23.1% 75.7% 』

0.3%0.9% 

''"''"『),.,. 
1982 観測値

(i) (u) 
23.9% 74.6% : 

家計数 12175

理論値
22.2% 76.6% 』

0.3%0.9% 

図 7:夫婦家計の労働供給（資料IV:子供 0-5オ：有 6-11オ：有 12-14オ：無）
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(i)夫と妻が共に雇用就業する確率 (iii)妻のみ雇用就業する確率

(ii)夫のみ雇用就業する確率 (iv)夫も妻も雇用就業しない確率

(m)o., 『,.,.
1971観測値 I (i) (ii) 

29.1% 68.8% 

家計数 4126

理論値
24.5% 73.4% 』

0.6%1.4% 

,, .. ,,., 『)LO% 

1974観測値 I (1) (1i) 
30.5% 67.6% 〕

家計数 5554

理論値 34.8% 63.5% 』
0.7%1.0% 

''"'"・ 『..
1977 観測値

(i) (ii) 
34.8% 63.2% : 

家計数 7134

理論値
34.0% 64.3% 』

0.7%1.0% 

, .. ,,,., 『)'・'"
1979観測値 I (i) (u) 

38.0% 60.1% 〕
家計数 7751

理論値
36.2% 62.1% 』

0.7%0.9% 

'"'''-'『""'1982観測値 I (i) (n) 

44.8% 53.2% 

家計数 7944

理論値 I 38.0% 60.5% 』
0.7%0.9% 

図 8:夫婦家計の労働供給（資料 V:子供 0-5オ：無 6-11オ：有 12-14オ：有）



第 2章家計の労働供給のモデル 59 

6 夫婦家計の内職，雇用就業の確率のモデル（四者択ーモデル）

6.1 夫婦家計の内職就業，雇用内職の兼業就業に関する観測事実

第4.1節で論じられた夫婦家計の労働供給に関する資料からは，自営業主として自営就業している夫

や妻のいる夫婦家計が除かれていた．そのために，夫や妻の従業上の立場は，雇用就業するか，雇用就業

しないかの 2通りに分けられ，この組み合わせの確率について論じられてきた．これらの資料をさらに

詳細に検討すると， 15オ未満の子供の有無にかかわらず夫婦家計全体で，夫が内職就業あるいは雇用と

内職の兼業就業をしている家計は，観測期間において毎年0.1%未満の割合でしか見いだせず，他方，妻が

内職就業あるいは雇用と内職の兼業就業をしている夫婦家計が観測期間において毎年2%程度の割合な

がら観察される以上の観測事実から，観測値の精度から判断して，夫婦家計の夫が内職就業する確率は

無視し得るほど小さく 18ゼロと考えてもこの段階では十分良い近似であると考えられる他方，妻が内職

就業あるいは雇用と内職の兼業就業をしている夫婦家計の割合は，無視しえない19_ このように夫と妻の

内職就業に関する相連は，雇用就業における差異と同様に，夫と妻の各々の所得ー余暇の無差別曲線の形

状の違いを示唆する重要な情報であると考えられる

6.2 夫婦家計の労働供給の四者択ーモデル

夫婦家計の夫と妻の所得ー余暇の選好関数の識別を，以上の観測事実に基づいてさらに進めることを

目的として，この節では，無業，内職就業，雇用就業，雇用および内職の兼業就業の 4っの潜在的な選択肢

の中から夫婦家計の夫と妻がこれらを選択する確率を叙述するモデルを展開する．これを夫婦家計の労

働供給の四者択ーモデルと呼ぶことにする．

6.2.1 所得ー余暇の選好関数と制約式

第 2節において導入された（仮説 1)の 2次関数の選好関数を，四者択ーモデルにおいても仮説として

設定する四者択ーモデルにおける所得ー余暇に関する制約条件は，次の（仮説 1')に示す通りである．

18夫と妻の就業上の立場別の家計数の観測債が多項分布に従うとすると，夫が内職就業，あるいは雇用と内職の兼業就業をして

いる家計の割合（の推定値）は，約 0.04%~0.07%であるのに対し，その割合の標準誤差の推定値は約 0.01%である．

19同じく家計数の観測値が多項分布に従うとすると，妻が内職就業，あるいは雇用と内職の兼業就業をしている家計の割合（の推

定値）は，約 2%であるのに対し，その割合の標準誤差の推定値は約0.06%である．



60 

（仮説 1')「四者択ーモデルでは，次の様に定義される変数を新たに導入する．

巧 ： 夫（妻）の内職就業機会の時間当たり実質所得創出率（外生変数）

釘 ： 夫（妻）が雇用就業するか，しないかを示す変数（内生変数）

夫が雇用就業しない時 ： {jh = 0 

,. {夫が雇用就業する時 ： !, = I 

妻が雇用就業しない時 ： fiw = 0 

,. {妻が雇用就業する時 ： '•=I 

また第2.2節において定義された夫と妻の各々の保証所得IJを四者択ーモデルでは，次の

様に定義しなおす．

籾三 IA+(ww — Vw)凡ふ +vふ

ただし｛如 ~o の時 ： 

如 =1 の時 ： 

I~ 三 IA+(whー Vh)hふ+Vhhh 

O:Shw:ST 

万w:Shw:ST

ただし{,, -0 の時 ： 0~h, ~T 

bh = 1 の時 ： 私:5hh :5 T 

妻の労働時間加には，妻が内職就業する場合には，妻の内職就業の労働時間数が代入さ

れ，妻が雇用就業のみする場合には，妻の雇用の指定労働時間凡）が代入され，さらに妻が展

用と内職の兼業就業する場合には，妻の雇用の指定労働時問凡と内職就業の労働時問数の合

計が代入される．夫の労働時問加についても類推的である．

四者択ーモデルにおける夫の所得—余暇の制約条件は，

X = I~+(wh-vh)hふ+ Vh加

ふ=T-hh 

ただし{,, -o の時 ： 

Oh= 1 の時 ： 

0 $ hh $ T 

私$hh$T  

他方，四者択ーモデルにおける妻の所得—余暇の制約条件は，

X = I~+ (ww -v瓜ふ +vw加

Aw = T-hw 

ただし｛如 ~a
如 =1

である』

の時

の時

0$hw$T 

凡$hw $T  

(37) 

(38) 

(39) 

(40) 
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図 9:四者択ーモデルにおける所得ー余暇選好場

夫の制約条件 (37),(38)式，および妻の制約条件 (39),(40)式をまとめると，

X = IJ + (Wj - Vj)厄 +v占

Ai = T-hi 

ただし｛釘 =0

ら=1

の時

の時

(41) 

(42) 

0 :$ h; $ T 

局$h; $ T 

となる．四者択ーモデルにおける制約条件 (41),(42)式を図で示すと，図 9の様になる．図 9は夫または

妻の所得余暇の選好場で，横軸は夫婦家計全体の所得 X,縦軸は夫または妻の各々の余暇Aiである．点

Gは点 aから X軸におろした垂線の足で，原点 0から点 Gまでの長さが，（仮説 1')で定義した保証所得

I『である.Ai軸上の線分 Orの長さは，観測の単位期問（本稿では 1年）における夫または妻の処分可能

な総時間である．点 rを通る水平線 rr'と点 cととの距離は，雇用機会の指定労働時間局である．線分

aB は内職就業の所得—余暇の制約線，破線 ac は雇用就業の制約線，線分 cD は雇用と内職の兼業就業の

制約線である．破線 acが垂線 aGとなす角度は，雇用の時間当たり実質賃金率 Wjを示し， 0三LcaGと

すると tan0= wiである．他方，線分 aBが垂線 aGとなす角度は，内職の時問当たり実質所得創出率 Vj

を示し，が三 LBaGとすると， tanが =Vjで，線分 aBと線分 cDとは互いに平行である．無業の場合に

は，点 aに位置し，雇用就業のみの場合には，点 cに位置する．内職就業のみの場合には，線分 aB上の点

aを除く一点に位置し，雇用と内職の兼業就業の場合には，線分 cD上の点 cを除く一点に位置する．

図9の線分 aB及び線分 cDの方程式は，朽を媒介変数として各々，次の (43)式，(44)式の様に示される．

=

＝

＝

＝

 

x
ふ

x
ふ

ー

ー
り+v占

Tー朽 （ただし 。$hi$T) 

IJ + (wi -町）局+Vjhj 

T-hi (ただし元 $hi$T) 

(43) 

(44) 
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(43),(44)式をまとめて，所得余暇の制約条件 (41),(42)式を得る．

6.2.2 最適労働時間と選好関数のパラメータ

内戦就業に関する所得ー余暇の制約条件 (43)式のもとで， (1)式の選好指標を最大にする最適労働時間

hjを求めると，

が＝
-('Yj1IJ +'Yi2 +'Y謬）Vj + ("'fj3り＋方4+ "'/jsT) 

伽 vJ-21叩+1'j5) 

である {45)式の分母の符号については，第 3.2節の議論と類推的に負であることか要請される．

ここで，所得—余暇の選好関数の特性に関する仮説として，（仮説 3') を導入する．

（仮説3')「竺
{)J9 

く 0』20

{45)式より
8h~ 

J -(,jl巧ー 'Yj3)
＝ 

8J9'Yj 1 VJ -2,j3Vj + 1jS 
J 

(45) 

(46) 

8h~ 
であるが(46)式の分母は負であるから，一上a1° <0が成立するためには，'Yj1巧ー 'Yj3< 0でなければなら

なしヽ． ］ 

6.2.3 無業，内職就業，雇用就業，雇用と内職の兼業就業の選択

四者択ーモデルにおける夫と妻の就業の選択は第 6.2.1節で定義された保証所得の概念を用いて，次

に示す仮説に基づいて行うとする．

（仮説2') 「夫は保証所得 I侶を与件として，所得ー余暇の制約条件 (37),(38)式の下で， (1)

式で定義された選好指標Whを最大にするように，自らの労働時間加の値を選択する．

一方，妻は保証所得 Iかを与件として，所得—余暇の制約条件 (39),(40) 式の下で， (1) 式で

定義された選好指標 Wwを最大にするように，自らの労働時間加の値を選択する．』

所得余暇の制約条件が (41),(42)式の様に与えられたとき，個々の主体の無業，内職就業，雇用就業，雇

用と内職の兼業就業の選択の図式は，小尾 (1983,pp.260-266)において示された21.ここでは，図 10-i)~

vi)を用いて，その概略を示す．

図10-i)~vi)では，(41),(42)式によって与えられる所得ー余暇の制約線が拡張され，線分 aBは延長され

て直線 aBが，線分 cDは延長されて直線 cDが，そして線分 acは延長されて直線 acが各々描かれてい

る．直線 aBと無差別曲線との接点を点 dとし，点 aを通る無差別曲線と直線 acとの交点を点 mとす

る．点 dにおいて直線 aBと接する無差別曲線が直線 acと交わる点を，点 m'とする．交点が2つ有る

20この仮説は，消費者行動の理論における支出拡張線に相当するところの所得集余暇の軌跡が，所得尋余暇の選好場において右上

がりであることを意味する

21変数IJは，小尾 (1969,1983)においては核所得に相当し外生変数であるが，本稿では変数打が内生変数である点が異なる
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図 10:四者択ーモデルにおける所得—余暇選好場（その一）
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図 10:四者択ーモデルにおける所得—余暇選好場（その二）
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場合には下に位置する点を m'とするまた，直線 cDと無差別曲線との接点を点 eとするさらに点 c

を通る水平線が線分 aBと交わる点を点 Pとする．

(1)-1) 

図10--i)では，接点 dは点 aより上にあり，かつ交点 mは点 cよりも上にある匹この場合には無差

別曲線の原点への凸性により，点 aを通る無差別曲線が，点 a以外の点において線分 aB上のいかなる一

点を通ることもあり得ず，かつ，線分 aB上で接点を持つ無差別曲線も存在し得ない従って， (41),(42)

式によって与えられる制約線上の点のうち，点 aが最も高い選好指標を与え，即ち無業が選択される．

(1)-2) 

図10-ii)では，接点 dは点 aより上にあり，かつ交点 mは点 cよりも下にある．この場合，（仮説3')に

より直線 cD上の無差別曲線との接点 eは点 dよりも上にあり，かつ無差別曲線の原点への凸性により，

線分 cD上で接点を持つ無差別曲線は存在し得ない線分 aB上で接点を持つ無差別曲線も存在し得ない

点は，図 10-i)の場合と同様である従って，点 aを通る無差別曲線と線分 cDとの交点と，点 cとの問に

ある，線分 cD上の点はいずれも線分 aBの任意の点よりも高い選好指標を与え，かつ，線分 cD上の点は

上の点ほど高い選好指標を与えるそこで，制約線上の点のうち点 cが最も高い選好指標を与え，即ち雇

用就業が選択される．

(11)-1)-i) 

図10-iii)では，接点 dは点 aと点 Pの間にあり，かつ点 m'は点 cよりも上にある．この場合，点 dを

除く線分 aB,および線分 cD上の任意の点における選好指標は，点 dにおける選好指標よりも低いことは

自明である．従って，制約線上の点のうち点 dが最も高い選好指標を与え，即ち内職就業が選択される．

(11)-1)-ii) 

図10-iv)では，接点 dは点 aと点 Pの問にあり，かつ点 m'は点 cよりも下にある．この場合，（仮説3')

により直線 cD上の無差別曲線との接点 eは点 dよりも上にありかつ無差別曲線の原点への凸性によ

り，線分 cD上で接点を持つ無差別曲線は存在し得ない点 dを除く線分 aB,および点 dを通る無差別曲

線と線分 cDとの交点より下にある，線分 cD上の任意の点における選好指標は，点 dにおける選好指標

よりも低い．従って，点 dを通る無差別曲線と線分 cDとの交点と，点 cとの問に存在する，線分 cD上の

点はいずれも線分 aBの任意の点よりも高い選好指標を与え，かつ，線分 cD上の点は上の点ほど高い選

好指標を与えるので制約線上の点のうち点 cが最も高い選好指標を与え，即ち雇用就業が選択される．

(11)-2)-i) 

図10-v)では，接点 dは点 Pより下にあり，かつ点 eは点 cよりも上にある点 dを通る無差別曲線と

線分 cDとの交点と，点 cとの問に存在する，線分 cD上の点はいずれも線分 aBの任意の点よりも高い

選好指標を与える直線 cDと無差別曲線との接点は点 cより上にあるから，無差別曲線の原点への凸性

により線分 cD上で接点を持つ無差別曲線は存在し得ないので，線分 cD上の点は上の点ほど高い選好

22交点 mが点 aよりも上にある場合も含まれる．
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指標を与える従って，制約線上の点のうち点 cが最も高い選好指標を与え，即ち雇用就業が選択される．

(11)-2)-ii) 

図10-vi)では，接点 dは点 Pより下にあり，かつ点 eも点 cよりも下にあるこの場合には，制約線上

の点の中で点 eが最も高い選好指標を与えることは，自明である．従って，点 e,即ち雇用および内職の兼

業就業が選択される．

以上の結果をまとめると次の様になる

(I)接点 dが点 aよりも上

1)交点 mは点 cよりも上

点 aを選択 （無業を選択）

2)交点 mは点 cよりも下

点 cを選択 （雇用就業を選択）

(II)接点 dが点 aよりも下

1)接点 dが点 Pよりも上

i)交点 m'が点 cよりも上

点 dを選択 （内職就業を選択）

ii)交点 m'が点 cよりも下

点 cを選択 （雇用就業を選択）

2)接点 dが点 Pよりも下

i)接点 eが点 cよりも上

点 cを選択 （雇用就業を選択）

ii)接点 eが点 cよりも下

点 eを選択 （雇用と内職の兼業就業を選択）

6.2.4 保証所得 I~の水準と選択される労働時間 h1との対応

第6.2.3節の議論をもとに，（仮説1')に基づいて選択される労働時問朽を保証所得IJの関数として示

すことができる．その目的のために，先ずHf,Hj,Hj',HJの4っの関数を定義する.Hf ,Hf ,Hj',HJの各

関数は，各々 ，図 10-i)~vi)における，点 d,点m,点 m',点eの水平線rr'から下の方向への距離を保証所

得IJの関数として示すただしこれらの点が水平線げよりも下の領域にある場合には， Hf,HJ" ,Hj',HJ 

の各関数は，正の値をとり，水平線ザよりも上の領域にある場合には，負の値をとるものとする．
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附関数 (1) 式の選好指標を，直線 aB によって示される内職就業に関する所得—余暇の制約条件のもと

で最大にする労働時間がHfである直線 aBの方程式は布を媒介変数として，

と表せるから，Hfは，

Hf= 

{ X~I『+•,朽
Ai = T-hi 

-(w巧ー加）I~+ {-(1j2 +'Yi3T)vi +叩＋叩T}

1jl vJ -2,j3Vj + 1j5 

H'J'関数点 aの座標は，(X,Aj)= V『,T)であるから，点 aを通る無差別曲線の選好指標Waは，

叫＝討Vげ+r鵡 +'Yj3虐＋詞＋転T2

である．従って，点 aを通る無差別曲線の方程式は，

叫＝占jl炉 +'Yi2X+'Yi3砂＋叫i+~'YisAJ 

(47) 

で与えられるこれら二つの式の左辺を等置して，さらに，X=~『＋四朽およびAi=Tー朽を代

入し，朽について解けば H「関数を得る．

Hm= 
-('Yi 1町一叩）I『+{-('Yj2 +'YjaT)wj +'Yi4 + "(jsT} 

杓jl吋ー2"(j3Wj+叩）
(48) 

これは，二者択ーモデルの供給限界方程式 (9)に他ならない

sin'関数点 dの座標は， (X,A;)=(I0+v-Hi!T-Hり
J J J J'J  

であるから，点 dにおける選好指標水準四は，

四＝砂(IJ+国）旦'Y;2(IJ+ v;Hf) +叩(IJ+ v;H/)(T-Hf) 

切 4(T-Hf)+峠(T-H/)2 

である点 dを通る無差別曲線は，

Wd =和困＋叩X+'"'f;3XA; 五山+i'Y;sAJ 

であるから，Hf'関数を得るには，これら二つの式の左辺を等置して，さらに，X= I『+w;朽およ

びA;=Tー朽を代入し，朽について解けば良い．この方程式は，次の朽についての 2次方程式と

なる．

Ah]+ Bhj + C = 0 (49) 
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ただし

ここで， 

A 三 ½(,j1wJ- 21j3町 +,js)

B 三 (,j1Wj-'YiJ)IJ + (,j2 +'YiJT)wi -'Yi4 -'YisT 

C 三一｛蛉田野(2IJ+ Vj野） +,j匹直f
切 3野(IJ-viT + vi Hf)-'Yi4明

ー蛉5四(2T-Hf)} 

庁(x) = "'{j1X -"'{j3 

Fj(x) = -(-yj2 +'Yi3T)x +'Yi4 +'YjsT 

Fj(x) = "'{j1X2-2-yj3X+"'fi5 

なる関数を導入すると (49)式の係数A,Bは，

1 
A = -F~(wj) 

2 J 

B = Ff(wj)IJ-FJ(wi) 

である他方，Hfは，

吋＝
-Fj(vj)IJ + FJ(vj) 

肝(Vj)

であるから，これを (49)式の係数Cに代入して整理すると

1 1 
C = --{F!(vi)IJ-FJ(vi)}2 

2 Fj(vi) 

(50) 

(51) 

(52) 

を得る．これらの係数A,B,Cを(49)式に代入して朽について解き， 2っある解の大なる方を Hf'

すると

的=a+硝＋炉+fIJ + g~ ド (53) 

a 三 互戸J(wj) 
b 三 _戸J(wj) 

ただし l , -
f 

g -

を得る．



第2章家計の労働供給のモデル 69 

HJ関数 (1)式の選好指標を，直線 cDによって示される内戦就業に関する所得ー余暇の制約条件のもと

で最大にする労働時間がHJである直線 cDの方程式はあを媒介変数として，

＝
＝
 

X
A
j
 

ー IJ + (wi―附）元＋附朽

T-hi 

と示されるから，

H~= 
-(乃1巧ー "f;3){JJ+ (w; -v;)凪｝ー ('Y;2+'Y;3T)v; +'Yi4 +'Y;5T 

J "fjl V] -2"(j3Vj + "fj5 

を得る．

(54) 

6.2.5 H~ 1 , H!" 1 , J H!" ,H~ の各関数の関係とその形状
］ 

第6.2.2節で設定した（仮説 3')によって，図 10の接点 dよりも，接点 eがより高い位置にあるまた，

無差別曲線の原点への凸性により，接点 dよりも点 m'がより低い位置にあり，同じ理由により，m点の高

さは m'点の高さを越えることはない.m点と m'点とが等しい高さになるのは，接点 dが点 aに一致し

た時のみである従って，Hf,Hf ,Hf',HJの各々の関数の相互の大小関係は，次の通りである．

HJ< Hf< Hげ ~Hf

次に，Hf,
1 

H!",H!" H~ の各々の関数の形状について整理しておく．
1'1  

胆 H!"H~ が左下がりの直線で， H~
1'1'J  1 

とHJとは互いに平行である. Hf'は上に凸の 2次曲線で 1点で Hfに接している

(50),(51),(52)式の関数で表すと， H『‘関数は，(53)式に示された通りである残りの Hf,Hf,HJの各

関数は，

d 呼(vj) -Ff(vj) Io 
(55) 

凡＝肝（巧）＋ 府(Vj) J 

m 2野(Wj) -2F'. 「(Wj)JO 
(56) 

HJ- = 肝 (wj)+ 肝 (wj) J 

舟向）(wiー巧）元＋加）＋―加）[9 
(57) 

町＝ 肝 (vj) Fj(vj) J 

と示すことができる．

関数Ff'(wi),Ff(Wj)の符号は，第 3.2.1節，第 3.2.2節における考察の結果，負であることが分かる他

方，関数 Ff(Vj),Ff (Vj)の符号は，第 6.2.2節での結論より，同様に負である．従って，(55),(56),(57)の各

式から Hf,HJ",HJの各関数は，IJに関して 1次式であり，かつ減少関数であることが分かる．

また，Hf'関数は，IJに関して 1次式ではないが， Hf=0となるような IJの水準において， Hfに接す

ることを示すことができる.Hf =0となる時，図 10の点 dが点 aに一致するこの時図 10の点 mが点

m'に一致することは明らかである
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先ず，Hf=0となるような保証所得 IJの水準を If"と定義すると， If'は，(55)式の左辺をゼロとおき，

これを IJについて解き，その解がIf*である．従って，(55)式より

Id• FJ (vi) . = 
J 庁(Vj)

を得る (58)式の右辺を，(56)式の右辺の IJに代入すると，

的(I灼 =2{~- 叫）野(Vj)叫）的（四）加）｝
さらに， (58)式の右辺を(53)式の右辺の IJに代入すると，

(58) 

(59) 

叩ur)= {犀-りに愕悶｝｝＼的（い｛虎(wj)-Ff誓嘉r)伍）r (60) 

を得る. Ff(wj) < 9であるので (60)式より，

ヽ
~

•I 

ii) 

戸 (wj)
F「(wj)Ff(vj) 

J 庁(Vj)
>0 の時

叩(Ij*)= 0 

FJ(wi)-
庁(wj)庁(Vj)

庁(vj)
<0 の時

Hげ(Ij*)= 2 { !lJ::Jl _ Ff'(wj)加）｝
FJ(wi) 肝(wj)f'.「(Vj)

となり，

呼(wj)-
庁(wj)呼(Vj)

庁(Vj)
<0 

の成立する時に，H『(I↑）と H「'(If*)とが互いに等しくなる．

次に，I『=If*の時の Hf'関数の微分係数を調ぺる.Hf'をI「で偏微分すると

{)Hm 

{)J9 
J =b+ 

f + 2gIJ 

砂+JIJ +gIJ2 

(62)式の係数b,e,f,gは，(53)式で定義された係数である. (58)式の右辺を，(63)式の右辺の I『に代入す

(61) 

(62) 

ると，

的 'I = _ Fj(w,) -2醗 {F厄）—芍翌サ
叩 JD:Jd• 府(wi)

＋ 

1 1 2, らい{FJ(wi)一亨r (63) 

を得る.Ff(wi) < 0であるので (63)式より，

i) Fj(wi) -
F「(wj)Fj(vj)

F「(Vj)
>0 の時
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fJH!" 
J 

{)]9 
=0 

J JO=Jd• 
]'  

ii) F'j(wi)一
庁(wj)四(Vj)

Ft(Vj) 
<0 の時

fJH!" ］庁(wj)
{)]9 

= -2 
] [O=[d• Ff (wi) 

'' 
F「(wj)

となる他方，H!"関数は，(48)式より，10に関して 1次式でその傾きはー2 であるので，
1 1 Ff(wi) 

庁(wj)F'j(vj) 暉 m
呼（町）一

F「(Vj)
<0の条件の下で J 

{)]9 
はH!"関数の傾きに一致する．

] 

］だ=I••J' 
以上の結果から， F'j(wj)-

Ff'(wj)汀(Vj)

庁(Vj)
<0の条件23の下で， H!"関数は J9= Iかの時に H叫関数

J J ] ] 

に接することが分かる

6.2.6 保証所得 1gの水準と四者択一の就業の選択

第6.2.4節において導入された Hf,Hf,H「',Hfの関数群をH関数群と呼ぶことにする第 6.2.3節の

結論と，この H関数群を用いて，保証所得 I評の水準と，夫婦家計の夫や妻が行う無業，内職就業，雇用就業

雇用と内職の兼業就業の四者択ーの選択を対応付けることができる．先ず，Htf.H~,H~,H~ の大小関係

と無業，内職就業，雇用就業雇用と内職の兼業就業の四者択ーの選択との関係は次のように整理される．

(I) Hf< 0 の時 （接点 dが点 aよりも上）

1) H『＜元 の時（交点 mは点 cよりも上）

無業を選択

2) H『>局 の時（交点 mは点 cよりも下）

雇用就業を選択

(II)Hf > 0 の時 （接点 dが点 aよりも下）

1) Hf<局 の時（接点 dが点 Pよりも上）

i)年＜元 の時（交点 m'が点 cよりも上）

内職就業を選択

ii) Hf'>元 の時（交点 m'が点 cよりも下）

雇用就業を選択

2) Hf>元 の時（接点 dが点 Pよりも下）

i) Hf<元 の時（接点 eが点 cよりも上）

雇用就業を選択

23この条件は，選好関数のパラメータの領域に関する理論制約についての考察において吟味される
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ii)印＞ 元 の時（接点 eが点 cよりも下）
J 

雇用と内職の兼業就業を選択

H関数群はいずれも保証所得 I;°の関数であるから， Hf,Hf ,Hf',HJの大小と四者択ーの選択との対

応関係によって，保証所得の領域と四者択ーの選択とが対応付けられる．この対応関係を図 11によって

示した．

図 11には図 11-i)と図 11-ii)の 2通りの図が示されている．横軸はいずれも保証所得 I;°で，縦軸は

胆 HmHm ,H~ の値を示してある原点 0から縦軸上の点 sまでの長さは，指定労働時間h・を示す破

線ss'は水平で，横軸からの高さは指定労働時間元である. Orの長さは総時間 Tを示す.HfとHf'との

接点の横座標は， (58)式に示された If*に常に等しい，即ち，If*はHf=0となる保証所得の水準If*にお

いて HfとHf'とが接するという点は，第 6.2.5節での考察の通りである．

図 11-i)では HfとHf'との接点が水平線 ss'よりも上に位置し，図 11-i)では反対に水平線 ss'よ

りも下に位置している. HfとHf'との接点の縦座標は，Hf関数または Hf'関数の右辺の保証所得 I;°

の変数に If*を代入した値 H『(If*)または，Hf1(I↑)によって与えられる．これらは常に等しいので，

H『V「)三 H戸I「)である．図 11-i),図11-ii)では各々 ，

的 (If*) = Hf'(庁）＞局

的 (I↑)三 H□I灼＜元

(64) 

(65) 

の成立する場合が示されており，(64)式の成立する場合を（ケース A)と呼び， (65)式の成立する場合を

（ケース B)と呼ぶことにする第 6.2.5での考察によれば内職就業のみを選択するのは，

Ha]Hd]iHm] 

,

V

、

.

J

.

J

 

0
-
h
-
h
 

>

＜

＜

 

の条件の時であるが図 11-ii)に示された（ケース B)においては，この条件を充足し，内職就業を選択す

るような保証所得I肛の領域が現れるが他方，図 11-i)に示された（ケース A)においては，この条件を充

足する保証所得IJの領域が存在せず，いかなる保証所得の水準においても内職就業は選択されない

H『(If*)の大きさは (59)式に示される通り，選好関数のパラメータおよび Wj,Vjに依存しているので，

観測される W氾］を与件とすれば，選好関数のパラメータの領域によって（ケース A)と（ケース B)とが

分かれる

第6.1節において検討された夫婦家計の夫と妻の就業に関する資料によれば，内職就業をしている妻

のいる家計は，標本として採られた家計全体の約2%あるが，内職就業をしている夫のいる家計は，全体の

0.1%に満たないそこで，本稿で考察の対象とする夫婦家計の母集団において，夫が内職就業を選択す
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図 11-i) [ケース A] H『(If*)三 Hf'V↑)＞局

暦，HJ
Hf,Hc1l1 Hell 
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IJ* ］
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 J

 

_d・ H
 

固 11-ii) [ケース B) H『(I「)三Hげ(I「)＜勾

図 11:H関数群と就業の四者択ーの選択
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る確率はゼロであり，妻が内職就業を選択する確率はゼロではないという仮説を次の（仮説7)として設

定する．

（仮説7)「観測される雇用の時間当たり実質賃金率Wh,Ww,および内職の時間当たり実質所

得創出率Vh,Vw のもとで，夫婦家計の夫の所得—余暇の選好関数のパラメータは， H『 Ul*) >私

を充足する領域にあり，他方妻のパラメータは， H;::(Ii•) < hwを充足する領域にある24_』

さて，Hf=0が成立する保証所得の水準，即ち保証所得 IJに関する方程式 Hf(I『)=0の解を If*と

定義し，(58)式に示したが，新たに I『•, 11'•, IJ* を次のように定義する．

后 ： H戸IJ)=局 のIJについての解

m• : H"'1(I9) =局
3 3 

のJ9についての解

IJ* : HJ(IJ) =元 のJ9についての解

Ij*は，(56)式の右辺を元とおいた方程式の I『についての解である．

1m• 廿庁(wj)局+FJ(wj) 

庁(wj)

同様に， IJ*は，(57)式の右辺を元とおいた方程式の IJについての解である．

I「=-Wj局＋
FJ (Vj) + {'Yj3Vj一'Yj5)局

Ff(vi) 

(66) 

(67) 

If'*は，(53)式の右辺を元とおいた方程式の Iりについての解であるが，これは，(49)式の左辺の朽に応

を代入した式をI『について解くことと同じである.(49)式の左辺の朽に局を代入し，IJについて整理す

ると，

A'I戸+B'IJ+C'= 0 

ただし {~ : ロ］ーニFf(w1)尉

を得る. (68) 式を IJ について解き，大なる方の解が IJ"'•である．

(68) 

1J"'・ 
-Ff(wj)Fj(町）元+Fj(vj)げ（町）＋菰

＝ 
庁(vj)2

(69) 

ただし
D' 三｛庁cwd的(Vj)-F'. 氾）冗(wj)}勾(vj)尉

+2{庁（町）FJ(wi)-Ff(wi)FJ(町）} F'. 「(Vj)月（町）元

24これらの条件を充足するためのパラメータの領域についての具体的考察は第 6.2.10節においてなされる
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以上の様にして導出された 1m•, [!"'* [~• および I~* の関数群を I*関数群とよふ..- -、-匂ュする．

［＊関数群は，就業の四者択ーの選択を保証所得の領域に対応付けるときの，保証所得の領域を仕切る境

界であるこの様に分割された保証所得の各領域の I肛の値に対し，その IJの水準において選択される労

働時間を対応づけることができる．無業，雇用就業の場合は各々，hi= O,hi =局である内職就業の場

合には，Hf関数の値が内職就業の労働時間を示すから， hi=Hf(IJ)である．雇用と内載の兼業就業の場

合には， HJ関数の値が雇用と内職の労働時間の合計を示すから， hi=HJ(I〗)である．保証所得の各領

域の I『の値に対し，その IJの水準において選択される労働時間は表 3に示す通りであるただし，（仮説

7)により（ケース A)は夫が選択する労働時間を叙述し，（ケース B)は妻が選択する労働時間を叙述する

表 3:保証所得の領域と選択され労働時間

1;:i• < I~ 

応<If < J;:'• 
I~< 1;:• 

（ケース A) 夫が選択する労働時間

の時似=0 (無業）

の時 加＝元 （雇用就業）

の時 似=nwn (雇用と内職の兼業就業）

（ケース B) 妻が選択する労働時間

応 ＜ 1w 0 の時 hw = 0 （無業）
I w m， • ＜ 1w 0 ＜ 応 の時 hw = H~(I~) （内職就業）

rw • ＜ 1w 0 ＜ 1w m'• の時 hw = hw （雇用就業）

1w 0 ＜ I” '* の時 hw = H訊I~) （雇用と内職の兼業就業）

以上の結果を用いると，妻の保証所得 I~を夫の保証所得 I~の関数として示すことができ，逆に夫の保

証所得 I侶を妻の保証所得 Iかの関数として示すことができる．

妻の保証所得は，夫が選択する労働時間加によって定まる（仮説7)の下では，夫の選好関数のパラ

メータは（ケース A) を充足するので，妻の保証所得 I~に対応付けられる夫の保証所得I他の領域は（ケー

ス A) に示されるように分割される妻の保証所得 I~を夫の保証所得 IRの関数として示すと， Hf:'関

数，H『‘関数が(64)式を充足するから，（ケース A)に従って，
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である
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図 12:夫の就業に関する四者択一の選択と保証所得 (Ig,I~) の軌跡

同様にして，夫の保証所得1gを妻の保証所得Iかの関数として示すと， H;:;関数，H;:;'関数が(65)式を充

足するから，（ケース B)に従って，

IA （応く I~ の時）

I~=~ IA+ VwHt(Ii) (I;::'• < 1i < Iどの時）
(71) 

IA +wwhw （応<I~< 1:;:'• の時）

IA+ (ww -Vw)凡 +vw閃 (I~) (I~< l!* の時）

である

(70)式の (Iふ1i)の軌跡を図 12に示し， (71)式の (It1i)の軌跡を図 13に示した．図 12中の Iも図

13中の尼と I店は各々

Iも三 IA+wh私

Iざ=IA+w』;w

I芦三 IA+Vw耽 u::'•)

と定義した．

図12の線分 aeで示された(lg,I~) の軌跡の一部分の方程式は，

I~= IA+ Wh私＋卯{Hれ1g)―私｝

である．

(72) 

(73) 

(74) 
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図 13:妻の就業に関する四者択一の選択と保証所得 (Ig,I~) の軌跡

図13の線分 bdで示された軌跡の方程式は，

Jg= IA +w』心＋％｛肛(I~) —砧｝

で，これを変形すると，

枕ーIざ＝ーVw
尼(vw)1o 
F~(vw) 

(w―I!*) 

を得る．同様に図 13の線分がCで示された軌跡の方程式は，

Jg= IA+ VwHi(I~) 

で，これを変形すると，

Jg-JA = -Vw尼(vw)(Io _ Id• 
F~(vw) w w) 

を得る

o
h
 

ー

77 

(75) 

(76) 

さて，ここで，(70)式によって表される {Ig,Ii)の軌跡の形状について，さらに，仮説を導入する．第6.1

節において検討された夫婦家計の夫と妻の就業に関する資料によれば，内職または，雇用と内職の兼業

就業をしている夫のいる家計は，全体の 0.1%に満たなかった図 12によって示される (If,Ii)の軌跡の

形状について， rrに着目するもしrrの値が夫の保証所得rgょりも大ならば，夫は雇用と内職の兼業就

業を選択するのであるから，もし rh•の値が，家計の非就業所得IAよりも大である夫のいる家計があるの

ならば，その家計の妻が無業を選択する時，その家計の夫は雇用と内職の兼業就業を選択する本稿で考

察の対象とする夫婦家計の母集団において，夫が内職と雇用の兼業就業を選択する確率はゼロであると

いう仮説を次に示す（仮説7')として設定する．
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（仮説7')「観測される雇用の時間当たり実質賃金率 Wh,Ww,および内職の時間当たり実

質所得創出率 Vh,Vw および，観測される家計の非就業所得 IAのもとで，夫婦家計の夫の所得—

余暇の選好関数のパラメータは， I『<IAを充足する領域にある四』

6.2.7 夫婦家計における四者択一の就業の選択

(70)式の (Jg,I~) の軌跡は，保証所得粒に対して夫が選択する労働時間加より得られるので，夫の反

応曲線と考えることができる (71)式の (Jg,I~) の軌跡も同様にして，妻の反応曲線と考えることがで

きる．従って，(70)式と (71)式とを同時に充足する (ItI~) の値の組み合わせがただ一つ存在する場合

には，家計の夫と妻の就業に関する四者択ーの選択が決定する

(70) 式と (71) 式とを同時に充足する (Iふ I~) の値の組み合わせがただ一つ存在する場合， Ig,Iかの値

と夫および妻の就業に関する四者択ーの選択との対応は，次の表に示すとおりである．

表4:相手の就業の選択と自分の保証所得

妻の保証所得 夫の就業の選択 夫の保証所得 妻の就業の選択

Iも=IA 無業 I~= IA 無業

IA< I~< IA +wwhw 内職就業

Iも=IA+Wh私 雇用就業 I~= IA +w』に 雇用就業

I~> IA+ Wh凪 雇用と内職の兼業就業 I~> IA+ w』心 雇用と内職の兼業就業

(70),(71)式を同時に充足する (Iふ1i)の値の組み合わせがただ一つ存在するか否か，また，ただ一つ存

在する場合にも，(lg,1i)がいかなる値の組み合わせとなるかは，夫および妻が実際に稼得する就業所得

と家計の非就業所得IAの和の大きさと， I*関数群の値との大小関係によって定まる．その結果を示すと

次の通りであるただし (76),(75)式の直線の方程式の傾きをaと定義する

i) I苔<I『*

i)-1) 匹'•>Iさ

i)-1)-I) I『*-I苔<a(Lさー l!*)

夫無業，妻兼業

i)-1)-II) 

Q'= -Vw 

后— Iさ> a(Iさー I;*)かつ

印＊ー I老<a(IAーI!*)

厄(vw)

F孟(vw)

不定 （夫雇用，妻兼業または夫無業，妻兼業）

25これらの条件を充足するためのパラメータの領域についての具体的考察は第 6.2.10節においてなされる



i)-1)-III) I『・-1ざ>a(JA -J!*) 

夫雇用，妻兼業

i)-2) IAくなく Iさ<1:::'• 

i)-2)-1) rr・ ー Iざ<a(IA -J!*) 

不定 （夫雇用，妻雇用または夫無業，妻兼業）

i)-2)-11) I『.-I, ざ>a(JA -J!*) 

夫雇用，妻雇用

i)-3) IAくな<1;::'• < Iも<1:,・ 

i)-a)-1) rr・-1ざ<a(IA -J!*) 

第2章家計の労働供給のモデル 79 

不定 （夫雇用，妻内職または夫無業，妻兼業）

i)-3)-11) I『*—店> a(IA -J!*) 

夫雇用，妻内職

i)-3')なく IAくJh I C < w 
m• 

夫雇用，妻雇用

i)-4) IAくな<1:::'• <応 <Iも

i)-4)-1) I『•-Jざ< a(JA -I!*) 

不定 （夫雇用，妻無業または夫無業，妻兼業）

i)-4)-11) I『*—尼> a(IA -l!*) 

夫雇用，妻無業

i)-4') なく IA く四'•<Iも< 1:,• 
夫雇用，妻内職

i)-5) なく IA く 1:::'• く1:,・<I, さ

夫雇用，妻無業

i)-5') I:;,'ヽ.< IAく Iさ<1:,• 

夫雇用，妻内職

i)-6) 1:::'• く IA<1:,• < Iも

夫雇用，妻無業

i)-7)応く IA

夫雇用，妻無業

ii) IA< I『＊く花

ii)-1) Iさ<I!* 

夫無業，妻兼業

ii)-2) IAくなく Iさ<1:::'• 
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夫無業，妻兼業

ii)-3) IAく応<1;;:'• < Iも<1i• 

ii)-3)-I)后ー IA<a(Jもー 1i・)

夫無業，妻兼業

ii)-3)-II) I;;'* -IA > a(Jさー 1i・)

不定 （夫雇用，妻内職または夫無業，妻兼業）

ii)-3')なく IA<Iど<1;;:'• 

夫無業，妻雇用

ii)-4) IA く応 <Iば'• <応 <Iさ

不定 （夫雇用，妻無業または夫無業，妻兼業）

ii)-4') I!* < IA < I;:,'1*く Iも<Iぶ

ii)-4')-I) I『• -IA< a(Jさー 1i・)

夫無業，妻雇用

ii)-4')-II) I『• -IA> a(Jも一ば＊）

不定 （夫雇用，妻内職または夫無業妻雇用）

ii)-5) I!* < IA く 1;;:'• <応 <Iも

不定 （夫雇用，妻無業または夫無業，妻雇用）

ii)-5') 匹'•<IA < Iさ＜砧＊

ii)-5')-I) I『.-IAく a(Jさー砧＊）

夫無業，妻内職

ii)-5')-II) 

后— IA> a(Iも一ば＊）かつ

I『• -IA < a(JA -Ji•) 

不定 （夫雇用，妻内職または夫無業，妻内職）

ii)-5')-III) I『• -IA > a(JA -I土）

夫雇用，妻内職

ii)-6) 1;;:'* < IAく応 <Iさ

ii)-6)-1) I;;'* -IA < a(IAー Iぶ）

不定 （夫雇用，妻無業または夫無業，妻内職）

ii)-6)-11) I『• -IA > a(IA ー 1i•)

夫雇用，妻無業

ii)-7)砧＊く IA

夫雇用，妻無業



iii) I;:'* < IA 

iii)-1) Iさ<l!* 

iii)-2) IAく応 <lさ<1;::'• 

iii)-3) IA く応く四'• < Jさ<lざ

iii)-4) IA く応＜匹'• <応 <lさ

のiii)-1)~4)はIAくI!*に含まれ，この時

夫無業，妻兼業

iii)-3')応 <IA<Jも<1;::'• 

iii)-4') 応 <IA< 尼•<Iさ< l!* 

iii)-5)応く IA< 1:: ヽ ＊＜応 <lさ

の iii)-3'),4'),5)はl!*< IA く 1;::'• に含まれ，この時

夫無業，妻雇用

iii)-5') 1;::'• < IA < Iも<Iぶ

iii)-6) I悶'•<IA く Iど <Iも

の iii)-5'),6) は四'•<IA く応に含まれ，この時

夫無業，妻内職

iii)-7) J~• < IA 

夫雇用，妻無業
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以上が rm• Jd• I I m• m• [,. と h w 
, h•w•w•w•w IAJc,Icとの大小関係と，夫婦家計の夫と妻の就業の四者択ーの選択

との対応関係である．

6.2.8 (Ii*, It*)座標平面の領域と四者択ーの就業の選択

第6.2.8節で示した対応関係を，妻の応と夫の lg*に関する (Ii*,lg*)座標平面上の領域と，夫婦家計

の夫と妻の就業の四者択ーの選択との対応関係に変換することができる．次に，この点について述べる．

I*関数群には (51)式で定義した Ff(w1),Ff (v1)が含まれ， Ff(Wj),Ff (Vj)には，（仮説 1)の選好関数

(1)の家計間で散らばる確率変数の性質を持つパラメータr14が含まれている．従って，外生変数Wj,Vか局

の値が不変でも， r14が家計間で散らばるために， I*関数群の値も家計問で散らばる確率変数である．しか

し， I*関数群は，互いに独立ではなく， I*関数群のなかの一つを他の関数として示すことができる．そこ

で，次に I*関数群のなかの If*,If'* ,IJ*をIf*の関数として示すこの手順は， If*とI*関数群の他の関

数の右辺に共通に含まれる確率変数r14を消去すれば良いが，Ff(w1),Ff (VJ)を消去しても同じ結果が得

られるそこで，この方法によって I*関数群のなかの I『•,If'* ,IJ*をIf*の関数として得ることにする．
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(58)式を変形し，

を得るまた，(51)式より，

であるので，辺片引いて

FJ(v;) = Ff(v;)Ij* 

野(w;) =ー（叩 +i;3T)附＋叩＋万sT

呼(v;) =ー(i;2+ i;3T)町＋叩 +i;sT

F;(w;) = F;(v;) -(1;2 + 1;3T)(w; ー Vj)

(78)式の右辺に (77)を代入して

F;(→ ＝庁(Vj)庁ー Ci;2+ 1j3T)(Wj -Vj) 

を得る．

(79)式を用いて，I『＊を If*の関数として示す (66)式の右辺に (79)式を代入すると

1m• ½F/(wi)元+ C'Yi2 +'Yi3T)(wiー町） Ft(Vj) = 11• . 
-Ft(wi) 

＋ 
戸 (wi)J 

を得るこれを巧関数と呼ぶことにする

次に，(77)式を用いて，IJ*を IJ*の関数として示す (67)式の右辺に (77)式を代入すると

IJ* = -w丸＋- (-yj3巧ー叩）元 1~·
庁(Vj) J 

を得るこれを入j関数と呼ぶことにする．

(77) 

(78) 

(79) 

(80) 

(81) 

最後に，(77),(79)式を用いて， Iげ＊を If°の関数として示す (69)式の右辺に (77),(79)式を代入すると

后=a'+庁＋三

a' 三

I 
e -

ただし

f' 三

を得る (82)式をら関数と呼ぶことにする．

—戸(w1)戸（巧）元
？？↓2 
庁（叫

{F"'(wヂ戸(v1)-F"'伍）2戸（→}F氾）元2
1 1 J 4 7 J 

庁（叫
2(咬＋乃aT)(wJ-巧）Fj氾）2庁(v1)元

庁(vj)4
-2{F「(wj)-Ff侶）}F; 氾）元

庁(v1)2

(82) 

次に，朽関数ふ関数，ら関数は，各々Ij*,IJ* ,Ij'*と，庁＊との間の関数関係を示していたが，これらの逆

関数を用いて，先に考察された， I『., 厄・,1::・」：：'*,I;*とIA,lもI苔との問の大小関係と，夫婦家計の夫と

妻の就業の四者択ーの選択との対応関係を 1i*とIf*の領域と，夫婦家計の夫と妻の就業の四者択ーの

選択との対応関係に変換することができる．
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Kj関数の逆関数K-;1は，(80)式を If*について解いて

印 (w凡+(ij2 + 1j3T)(Wj―Vj) F_「(wi)Id* 
j =庁(vi) + 

1m• 
F「(V_r)J 

を得る．朽の逆関数入;1は，(81)式をIf*について解いて

I↑ =w凡ー (ij3町ー 'Yjs)元
庁(Vj)

+ I'* j 

を得る．も関数の逆関数（戸は，(82)式を If*について解いて

を得る．

庁＝万十I忙ー三
百三生叫五

戸（叫

e -
ただし

了＿

J 
-2  

-{戸(w3)-F刊V3)}戸（叫h3
''1  :i Ff伍）

2("/32+"133 T)(W3-Vj)FZ的）元
2 '  

Ff巳）
-2{野(w3)-F'「（叫}F;氾）元

野（巧）2

(83) 

(84) 

(85) 

{83),(84),(85)式のず関数，入jl関数，e戸関数は，いずれも単調増加関数である．従って， I『.,I;:,'* ,1;::'. ,I!* 

と， JA,Jさ屹との間に成立する不等式を， ,,,;1 関数，入戸関数，＜戸関数によって It•軸上の大小関係に変換

しても不等号の向きは不変に保たれる．

例えば，第 6.2.7節の i)の条件 I苔<l『* は，この不等式の両片を"'hl関数によって変換し， It*軸

上の領域を示す条件に変換することができる．西三 ,,,-;;1(I苔）と西を定義し， It*= "'hl(I『*)であるか

ら，第 6.2.7節の i)の条件は，

I老<I『. :;:==西く If' (86) 

と変換される同様に，第 6.2.7節の i)-1)の条件は，入ご関数を用いて， q13三入；；；l(Iも）と q13を定義し，

応＝入ご(I!*)であるから，第 6.2.7節の i)-1)の条件は，

Iも<1!* a= q13 < I;!* 

と変換されるまた，第 6.2.7節の i)-1)-I)の条件は， Kh関数と，入w関数を用いて，

叫1t•) -Iざ<a{/さ—入wU!•n

とした後これを 1t・または Iざについて解けば良い

(87) 

以上の様にして，第 6.2.8節で示した I『.,1~·,1;::• ,1;::'• ,I!・ と， IA,lも，I苔との大小関係と，夫婦家計の

夫と妻の就業の四者択ーの選択との対応関係を，妻の J~• と夫の 1t・に関する (I~·, 1t・)座標平面上の領

域と，夫婦家計の夫と妻の就業の四者択ーの選択との対応関係に変換した結果を，図 14から図 18に示

すこれらの図は，入；；；1(/A), 入；；；l(Jも）， Cご(/A)lご(Iさ），と lA,lもの相互の大小関係によって，（ケース 1)

から（ケース 5)まで 5通りに分類されている．
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図 14:(If*, 1i•) 平面の領域と就業の四者択ーの選択（ケース 1)
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6.2.9 (応，I{*)座標平面の領域と四者択一の就業の確率

第6.2.8節において，妻の応と夫の It*に関する (Iど，It*)座標平面上の領域と，夫婦家計の夫と妻の

就業の四者択ーの選択との対応関係が示された. 1i• とItは，(58)式に示される通りである. (58)式の

右辺を昇，Ffを用いないで記述すると，

Jd• -(1j2 + 1j3T)附 +'Yi4+1jsT 
j ＝ 

'Yj 1附ー 1j3
(88) 

である. (88)式の右辺には，（仮説 1)において定義された，家計間で散らばる確率変数の性質を持った

選好関数のパラメータ1j4が含まれている（仮説 1)における定式化によれば，

1 2 
1j4 =ボ+V4 ・ exp(-2uj)• exp(五）

ただし log. 的） ~N(mか吋）

1 
叫=exp(--u・

2 

2 J ） 

(89) 

(90) 

であったここで，1仇可和巧は，家計問で共通のパラメータである.(89)式を (88)式の右辺に代入すると，

を得る．

I↑ = Ajo + Aj2・exp(の.Uj) 

ただし
{ A;o 三＝守翌翌,+>,,T

AJ2 三ーエL._
方 l巧 ー 方3

-exp(サ叶）

(91) 

夫と妻の選好関数(1)式のパラメータが与えられると (91)式によって 2次元正規分布に従う確率変

数(uh,Uw) は， rg• とIぶの 2次元の確率分布に従う確率変数に変換される（仮説5)より，芳4>0であ

りまた（仮説3')が成立するための条件が，'Yjl巧ー 'Yj3< 0であったこれら二つの条件から，(91)式の

係数知は負である従ってrg・とIどの 2次元の確率分布は上限を持ち，その上限を If*ma:cとすると，

この上限は (91)式より，

I 
d•max -(,j2 + rj3T)vj + "{j,; + rjsT 
j ＝ 

rjl巧ー 'Yi3
(92) 

である

夫婦家計における就業の四者択ーの選択の確率の理論値は， (91)式によって与えられる It°とIざの 2

次元の確率分布を第 6.2.8 節で示された ut·,1~·) 平面の各領域において積分して，得ることができる．

6.2.10 四者択ーモデルの選好関数のパラメータについての理論制約

四者択ーモデルにおいて新たに追加される夫と妻の所得—余暇の選好関数のパラメータについての理論

制約は次の通りである．
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炉関数の右辺の平方根の中が非負この制約条件は，選好関数を 2 次関数で定式化したことによる-~戸

関数の右辺の平方根の中は，

-{Ff (wj)-Fj布）｝庁(Vj)尉ー2('Yj2+'YjsT)(wj -v内 (Vj)元
F「（町）2

-2{Ff(wi)-Ff伍）｝月(Vj)h・勺m'

庁(vd

であった．これが非負であるための条件は，

元{FJ(wi)元+2(wjー町）伽Ir'+'Yi2+'YjsT)} -2 

肝(Vj)
~hi 

である．

これを庁について解くと，

If'~ 切1巧ー叩） + {'Yj1町一叩）元一叩＋詞
-2'Yjl'Yjl  

を得る (93) 式は€戸関数の定義域に他ならない

(93) 

妻の内職就業確率の理論値が正であること妻の内職就業確率の理論値が正であるためには， e;;;l(I~) > 

I~ (ただし I~= lA,Iざ）でなければならないこの条件は，(85)式より，

加｛磨(ww)加+2(ww -Vw)(1j1I~+'Yj2 +'Yj3T)} 
F;,(vw) 

> 0 (94) 

（ただし I~=hIざ）

である．

夫の内職就業確率の理論値がゼロであること夫の内職就業確率の理論値がゼロであるためには，

炉(I~) :S I~ (ただし I~=IA,Iさ）でなければならないこの条件は，(85) 式より，

加{Ff(wh)加+2(wh -Vh)('Yj1I~+'Yi2 +'Yj3T)} 

府（狐）
:S 0 

（ただし I~= IA,lも）

である．

(95) 

(96) 

任意の家計について I「<If*であること供給限界曲線が右下がりであることから任意の家計について

I「<~↑ が成立することが要請される．任意の家計の IJ*は入j関数によって叙述されていたので，

この条件は (81)式より，

('Yj1WjVj -"jj3巧ー 'YjJVj+訴）局
>0 

(w巧ー叩）

ここで，'Yj1巧ー 'Yj3< 0かつ朽 >0であるから，制約条件は

'Yjl W凸— "jj3(Wj +町）＋加く 0

である

(97) 
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妻の雇用・内職の兼業就業確率の理論値が正であること妻の雇用・内職の兼業就業確率の理論値が正

であるためには，入ご(I~) (ただし I~= IA,lざ）によって計算される Iどの分布の積分限界が，

Iとの分布の上限 J~•max より下になければならない．砧＊は，

Id• -(和2+'Yw3T)vj +和4+和sT+ Tu4 e―知2uu•
'Yw1Vw ー 'Yw3'Yw1Vw — 'Yw3

であるここでポ五>0,'Ywl Vw -'Y四 <0であるから，

I a.max=―(-y四＋和3T)vw+か＋和sT
w 

'Ywl Vw -'Yw3 

を得る他方，入ご(I~) は

入ご (I~)= w』畑一
- (和3Vw-'Yws)凡 + Io w 

'Yw1Vw―'Yw3 

であるので， (98),(99)式より，

-(和2+和3T)vw+'Yら＋和sT - ('Yw3Vw —和s)万W
>ww加— +l゜w 

'Yw1Vwー ' Y w3'YwlVwー 'Yw3

従って制約条件は，

-Ww凡＋
-bw2 +'Yw3(T —凪）｝如＋か＋和s(T —凡）

'Yw1Vw —'Yw3 
> 1i 

（ただし 1i= IA,]ざ）

である匹

(98) 

(99) 

(100) 

夫の雇用・内職の兼業就業確率の理論値がゼロであること夫の雇用・内職の兼業就業確率の理論値がゼ

ロであるためには，入；1(J~) (ただし I~= IA,Iさ）によって計算される 1g・の分布の積分限界が，

1g• の分布の上限 Jf•max より上になければならないこの制約条件は，(100) 式と類推的に

-Wh恥＋
-bh2 + rh3(T —恥）}vi+出＋加(T-恥）

咋 1狐一 rh3
< I~ (101) 

（ただし I~= IA,lさ）

である

妻の雇用就業確率の理論値が正であること妻の雇用就業確率の理論値が正となるためには，入;l(J~) > 

€ご (I~) (ただし l~=IA,l苔）でなければならない．この条件は，

Ww加一
('Yw3Vw -'Yws)hw _磨（％）ー

尼（％）磨（加）
hw + 

ただし

Q 三―-{F;(ww)-F~(vw)}F;(vw)万w2 -2('Yw2 +'Yw3T)(ww —Vw)F~(vw)hw 

-2{F:,(ww) -F:,(vw)}F~(vw)万wl~

26もし妻が灌用及び内職の兼業就業を選択する家計が無いような資料が得られた場合には，この制約は成立しない．

(102) 
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であるが，(102)式の左辺第 1項から第 3項までの和を変形すると，

Ww凡ー
｛（和3Vw —和s)凡＋肝(Vj)凡｝

磨(vw)
= (ww -Vw)凡

であるので，左辺第 1項から第 3項までの和は正である．一方，左辺の第4項は平方根であるから，

ゼロまたは正である平方根の部分は，｛ご関数を定義した (85)式の右辺の平方根に一致している

ので， (102)式の条件は (93)式の（ご関数の定義域において充足される．

夫の雇用就業確率の理論値が正であること夫の雇用就業確率の理論値が正であるためには，

入;1(Jg) > 1g (ただし 1g= IA,Iさ）かつ，,,,-;;iば） （籾=IA,Iさ）によって計算される 1g•の分

布の積分限界が，吐＊の分布の上限 Jg•max より下になければならない．

入；1(札） > 1gであるためには，

whhhー

("th3咋ー咋s)

Ff (vh) >0 

でなければならないがこの条件は (97)式の条件が満たされれば，充足される．

一方， ,,,-;;1(Ig)は，

ぷ(I灼＝
因 (wh)恥＋（加+rh3T)(whー咋） 府(wh)。

Ff(vh) 
I 

府(vh)h 

であるから， ,,,h1(Ig)< 1t•max (Jg= IA, Iも）の条件は， (98),(103)式より，

½Fh(wh)恥+ ('Yh2 + rh3T)(wh -vh) Fh(wh)。-(1h2 + rh3T)固十 7g4十rhsT
Ih < 

府 (vh) Fh(叫府（％）

であるが，Fh(四） < 0, 府（叫く 0 であるから鈴倍~> 0である．従って，

を得る．

—因(wh)恥＋｛ー('Yh2 +'Yh3T)叫+,む十'YhsT}

Ft;(wh) 

（ただし 1i=IA,Iさ）

> 1g 

6.2.11 夫婦家計の労働供給の四者択ーモデルにおける選好関数のパラメータの推定

(103) 

(104) 

第6.2.10節に示された選好関数のパラメータの制約条件を満たす領域において，夫婦家計の労働供給

の四者択ーの選択の確率の理論値と，それらの観測値とが出来るかぎり接近するような選好関数のパラ

メータの値を探索した資料は，二者択ーモデルの選好関数のパラメータの推定に用いた資料の中から，

四者択ーモデルにおける第 1次接近として， 15オ未満の子供のいない夫婦家計の資料のみを用いた内

職就業の時間当たり所得創出率は，就業構造基本調査報告によった推定の方法は，最尤法を用い，尤度

関数は二者択ーモデルの場合と同様に多項分布を用いた

推定結果は表5-1,5-2に掲げた推定されたパラメータは，観測期間の 1971年とその後の 1974,1977,1979,

1982年とで異なる 2通りが得られた特に夫婦家計の妻の選好関数のパラメータが大きく変化している
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ようである しかし，1971年と 1974年以降の期間の標本を用いて得られた，選好関数のパラメータの値

はいずれも，理論制約を満足するパラメータの領域の境界に位置し，尤度関数の極値条件を満たしていな

い．従って，推定値の漸近的t値は計算していない．

表 5-1: 1971年の資料によって得られたパラメータの値

1h2 = 20389.1258 'Yw2 = 4209680.8 

1h3 = 743.4203 'Yw3 = 185457.38 

声＝ 838286.430 京＝ 417736113.9 

1h5 = -81477.2061 和 s = -218268913.9 

祐＝ 79606.8072 7出＝ 108197858.1 

Uh ＝ 3.274324 びw ＝ 0.07556557 

p ＝ 0.058031 

表5-2: 1974,1977,1979,1982年の資料によって得られたパラメータの値

rh2 = 19433.3338 'Yw2 = 801170.658 

'Yh3 = 743.4114 'Yw3 = 175251.754 

声＝ 866894.735 'Yw4 = 251933431.5 

'YhS = -80557.7268 和 s = -195410383.6 

'Yh゚4 = 79698.9267 'Y~4 = 9333459.97 

O'h ＝ 2.391569 びw ＝ 0.09969195 

p ＝ -0.002673 

つぎに，最終的に得られたこのパラメータを用いて，資料 0および資料I~Vにおける夫と妻の雇用就

業確率の理論値と観測値を各年について，比較を行った結果を図 19から図 21に掲げる匹図の各年の上

段は観測値，下段が理論値を示す．また図 19は煩雑であるので，これを半分に分けて，夫が雇用就業して

いる家計群のみを取り出した四者択ーの選択の観測値とそれに対応した理論値を図 20に，夫が雇用就業

ていない家計群のみを取り出した四者択ーの選択の観測値とそれに対応した理論値を図 21に示した

7 結論

これまでに，四者択ーモデルにおける，所得—余暇の選好関数のパラメータの組は， 1971 年における値

と，1974,1977,1979,1982年の観測期間における値の 2組が得られている．二者択ーモデルにおいて得ら

れたパラメータと比較すると，妻のパラメータが大きく変化している妻の加の絶対値が二者択ーモデ

ルのパラメータにくらべて大きくなり，逆に妻の四の値は二者択ーモデルのパラメータにくらぺて小さ

くなっている夫については，'Yh2,'Yh3の値に二者択ーモデルのパラメータと多少の差がみられるがその

27パラメータの推定には，夫・妻の年齢階層別の資料が用いられ，推定結果に基づいて，理論値も年齢階層別に計算された． しか

しここでは紙面の制約上，夫と妻の年齢階層は集計して雇用就業確率の理論値と観測値を示す．
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他は，1971年の'Yhを除けば二者択ーモデルのパラメータと良く似ている 1971年と，それ以降の観測期問

のパラメータを比較すると，夫のパラメータの値は，びhか約§に小さくなったことを除けば，互いによく似

ている．妻のパラメータは，和2の変化が最も大きく，次いで冗元心の変化が大きいその他のパラメー

タの変化は，比較的小さい 1974,1977,1979,1982年の観測期間のパラメータの組を用いて， 1971年の理

論値を計算すると，夫および妻の双方の無業の理論値が観測値に比べて大きくなる．夫の場合は無業の

割合の観測値が約 2.3%であるのに対し，理論値が，約 5%になり，妻の場合は無業の割合の観測値が約

65%であるのに対し，理論値が約 85%になる 1971年と 1974年の間にあった石油ショックが無差別

曲線の形状に何らかの影響を及ぽしている可能性も考えられる．

四者択ーの選択の確率の理論値と観測値とを比較すると，夫雇用で妻無業，夫雇用で妻雇用の理論値の

時系列的傾向は，それらの観測値の動きとほぽ似ている． しかし，夫が雇用で，妻が内職就業する確率の

理論値が，観測値に比ぺて系統的に上に乖離している．夫が無業で，妻が内職就業する確率の理論値につ

いても同様の傾向が見られるまた，夫無業で妻雇用の確率の理論値は，1977年以後，序々に観測値に比

ペて大きくなる傾向が見られる．

二者択ーモデル，四者択ーモデルのいずれにおいても，夫と妻の就業に関する選択が一つに決定出来な

い領域が残されていた二者択ーモデルにおいては，この確率の理論値が0.0001未満であったが，四者択

ーモデルにおいては，1974年を除いて，約 0.0002に増加しているまた 1974年では，特にこの確率の理

論値は大きく，他の観測期間の約 10倍の約 0.001と大きい観測値の精度に比較すると，この大きさは無

視し得ない今後，この点について理論構成や観測の方法の検討が残されている可能性がある．

四者択ーモデルのパラメータの推定値について， 1971年におけるパラメータの値と， 1974,1977,1979,1982 

年の観測期間における値は，いずれの組も，妻の余暇の限界効用の正の符号の理論制約を充足する領域の

境界に位置し，尤度関数の極値条件を満たしていない．このことから，直ちにモデルの妥当性が疑われる

訳ではないが，幾つか，可能性の考えられる問題点を指摘しておかねばならない．先ず，本稿では，夫が内

職就業を選択する確率の理論値がゼロとなるように，（仮説 7)および（仮説 7')を設定し，選好関数のパ

ラメータの領域にあらかじめ制約をかけていた．この点が，パラメータの推定に影響を与えている可能

性が考えられるもう一つの重要な問題として，就業の選択における計画期間の問題が考えられる．本

稿では，一年を観測の単位期間としているが主体の効用最大化の計画期間がより長い場合には，観測の

方法についても再検討されるぺきであろう．最後に，家計の所得の最低必要量の概念の導入が検討される

ペきであろう二者択ーモデル，四者択ーモデルの双方で， 25オ以下の若い層の夫婦家計における妻の就

業確率の理論値は，観測値に比ぺ大きく下に乖離する傾向があり，この傾向は他の年齢階層では見られな

い比較的若い夫の稼得する所得水準が，家計の所得の最低必要量に接近している場合には，無差別曲線

の形状が本稿で（仮説 1)に設定した 2次曲線と大きく異なる可能性があるこれらの点に付いて，今後

検討を加える必要があろう．
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図 19:夫婦家計の労働供給（四者択ーモデル） （資料 0:15オ未満の子供のいない夫婦家計群）
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図 20:夫婦家計の労働供給（四者択ーモデル） （資料 0:15オ未満の子供のいない夫婦家計群）
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図 21:夫婦家計の労働供給（四者択ーモデル） （資料 0:15オ未満の子供のいない夫婦家計群）
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1 はじめに

この論文は日本経済を念頭においたケインズ型の多部門一般均衡モデルの開発と若干の政策シミュレー

ションの結果について述ぺたものである. KEOモデルIIはその母胎となる辻村・黒田 (1974)によって

開発された KEOモデルを主に投資需要の側面では簡素化したかわりに，小尾 (1978)による重層的労

働市場モデルを組み込み，さらに米国モデルを内生化する，労働時間効率関数を導入するという拡張を

おこなったものである．

KEOモデルが政策シミュレーションとしては，財政支出拡大と物価，法人税の転嫁の問題，米価政策

と賃金・物価問題を扱っているのに対し，ここでのシミュレーションは労働時間短縮の経済効果を扱っ

ている. KEOモデルと同様 KEOモデルIIでも短期供給関数については想定需要関数を導入して，不

完全性の残る市場のもとでの生産者行動を定式化している. KEOモデルの供給面におけるもっとも特

徴的な点の一つである米価の決定と農業セクターからの賃金波及機構は， KEOモデルIIでは前者を包

括するより一般的な重層的労働市場モデルにおける賃金格差発生メカニズムに置き換えられている日

本経済が高度成長を終え二度の石油危機を経て，製造業・第三次産業を中心とする産業構造に転換した

ことが，労働市場に関する一般理論の必要性をもたらしたといえる．

2 KEOモデル IIの内容：方程式体系の推定およびモデルのテスト

本節では， KEOモデルIIの特定化および，そのパラメターの推定について述ぺることにする．その

後にトータル・テストならびにファイナル・テストによって経験的妥当性をチェックする．

KEOモデルII全体のフローチャートは図 1に示されている時問当たり平均実質賃金率，部門別生産

量為替レートが収束するまでモデルがイタレーションするようになっている以下順をおってフロー

を解説すると，

短期供給ブロック部門別資本ストック，就業者数，ならびに財の供給量を所与として，年問労働時間が
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竺

図 1:KEOモデルIIフローチャート
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決定される．決定された年間労働時間と時間当り賃金率を所与にして，国産財の供給価格と需要価

格（国産ー競争輸入複合財の価格）が，供給関数群および輸入シェア関数群を連立することによっ

て決定される (1)先決内生である部門別資本ストックと財の供給量，時間あたり平均実質賃金率

のような内生変数の初期値から部門別労働時間需要と部門別雇用人数が求められる (2)労働コス

トと中間投入の産業連関的波及によって，国産品価格とオーバーオール価格が同時決定される．

分配ブロック短期供給プロックで決定された諸変数を所与として，部門別の付加価値額が決定され，家

計外消費支出，雇用者所得，純間接税支払額，営業余剰に分配される.(3)価格と生産量および投

入要素コストから部門別の付加価値が求められる. (4)就業者数，賃金率，労働コストから雇用者

所得が求められる．

金融ブロック (5)生産量および価格に応じた貨幣需要と供給のバランス式から名目金利水準が求めら

れる．

米国サブモデル (6)分配プロックで決定された名目国内総生産，金融プロックで決定された名目金利を

所与として，米国の IS-LMマクロモデルが解かれる．その際日米間の財貨・サービスに関す

る貿易収支が決定され，この貿易収支と日米金利格差から円・ドル為替レートが決定される．

需要ブロック上記各プロックで決定された諸変数を所与として，マクロ消費関数，マクロ投資関数か

らマクロの家計消費支出，民間固定資本形成が決定され，数量—価格コンバーターを通じて財別の

最終需要量が決定される (7)家計消費，民間固定資本形成が求められる. (8)数量価格コンバー

タを用いてデフレータと最終需要が決められる (9)国産財，輸入財の誘発需要が求められる．

労働市場の順位均衡モデルこれまでのプロセスで決定された，実質国内総生産，民間最終消費支出デ

フレーター，部門別就業者数，部門別平均労働時間が与えらると，集計概念の労働市場の順位均

衡モデルによって平均の実質賃金率が決定される.(10)デフレータ，最終需要，平均労働時間，就業

者数から平均実質賃金率が求められる．

収束の判断 (11)短期供給プロックで初期値として与えられた財別供給量と需要プロックで決定された

財別需要量から算定される超過需要量，為替レート，平均実質賃金が，許容誤差範囲内に収束した

ことをもって，体系が短期的に均衡したとみなされる．

次期への接続 (12)次期の資本ストックが部門別に決定される

以下，各プロックごとに方程式体系とその推定結果を述ぺることにする．
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3 短期供給プロック

3.1 生産関数および短期供給関数

我々が前提とした部門別の短期生産関数は，次のようなものである．

ふ=min{f晶 (h叫 Iい），芍臼乞｝， (j=l, ... ,8) 

この定式化では，期首の資本ストック Iくi-1を所与として，年間労働時間朽と雇用労働投入量 Liが費

用極小化によって決定される生産関数の具体型は，つぎのような Cobb-Douglas型のものをもちいて

しヽる．

ふ＝叫9i(hi)ら）/3,J{ぷ互 (j = 1, ... , 8) 

労働時間効率g(h)の特定化はつぎのようにおこなった．この式の意味は労働時間効率の弾力性が2次関

数で近似できるということをしめしている．

YJ(h1) = h1exp(go占+1/2gりが）

ここで，朽は，年間労働時間であり， {a1I i = 1, …, 7}, {街 Ii=i, …，7}は，生産関数のパラメ

ターであるさらに， {ga1,gi1Ii= 1, ... , 1}は労働時間効率関数のパラメターである丸また，中間財

需要は，固定投入係数によって決定される．

Xij = llijふ (i= 1,2, ... ,9j = 1,2, ... ,8) 

ここで， {Gijli=l, …，9,j = 1, …，8}は，固定投入係数で外生変数である．この生産関数では，年間労

働時間は費用極小条件から次のように決定される．

朽gり(hi)
＝ 

Yi (hi) 

叫 1+ c)(l + b。J)h1
[w1(l + c)(l + bo1)h1 +叫(l+bo1)(B1-c)+知]h/

+(1 + b。J)(P101+ PllJ) + P3J + P4J + W叫 (j= 1, …，7) 

左辺の労働時間効率関数の弾力性はつぎの式で推計している．

hj的(hi)
= 1 + 9ojhi + 91jh/ (j = 1, …， 7) 

9i (hi) 

ここで用いた記号を部門別の一人あたりの金額表示でつぎのようになるただし，部門の添字jは

省略してある．

基本給 = wh• 

所定内手当て = PIO 

1公務 (8部門）は，外生的に扱っている．
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所定外賃金 = w(l+<)(h-hり

所定外手当て = Pll 

賞与等 = Bwh• 

退職金等 = WR 

雇用保険 ＝ （雇用保険料率）（現金給与）＝妬W

健康保険・年金 ＝ （健康保険料率十年金保険料率）（標準報酬月額）

b1wh• 

法定外福利厚生費 = P2 
教育訓練費等 = P3 

現金給与 = w 

wh• +PIO+ w(l + <)(h -h•) + Bwh• + Pll 

一人当労働コスト = CL 
= W + boW + b1wh• + P2 +Pa+ WR 

就業者数の推定は，生産関数をらについて解いた式を用いている．すなわち，

ら=gj~ 加囁）1/ /3;, 

次に各部門の生産コストの定義式を

ら＝（言Po,aiJ+PM呼 9J)ふ+VBC1 + L1CL1 + BSD1 + NTAX1 

（立。西 +PM呼9J)ふ+VBC1 +L心 +BSD1+ 1 :: らPcふ
•=1 
(j=l, .. ,8) 

(j=l, ... ,8) 

とする．ここで， {Cj[j=l,…, 8}は， j部門の生産コストで，{Wj I j = 1, ... , 8}は，時間当り賃金率，

{BSDj I j = 1, …，8}は，営業余剰＋固定資本減耗叫 {NTAXjI j = 1, …，8}は，純間接税であるま

た， {taxiIi= 1, …，8} 
NTAXi 

ta巧三
PciXi -NTAXi 

(j = 1, ... , 8) 

で定義される純間接税率であり，時間当り賃金率 {wjIi= 1, …，8}, とともに外生変数である第 2部

門の建設業は輸入がないために Po2= Pc2である．

先の生産関数を前提にして導かれる各部門の短期限界費用は，次のようになる．

ac1 
寂ー =L P o両 +PM呼9j+ 

L; 釦 ta巧
J + PCj 

i=l 街ふ 1 + ta巧

0~ 釘 ~1 のもとで，生産量拡大に伴い短期費用が逓増することが示される．

上の短期限界費用式と生産者の利潤極大行動より，短期供給関数は次のようになる．

T/j (1 + ta巧）
PCj = 

1 + T/j + taxi 

(j = 1, ... , 7) 

2いわゆる資本費は.BSD1に含まれると考えている資本設備は．短期的に所与と考えているから,8BSDj/8X1 = 0であ

る．
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［土Po;aij+ PMg勁＋詈急+1 :a;~x/Cj] (1) 

(j = 1, .. ,5, 7) 

ここで， {TJ;Ii= 1,2,3,4,5, 7}は，想定需要の価格弾性値で，当面外生的に与えられるただし第 2部

門はさらに Po2= Pc2をもちいてPcについて解いた式になる．公益部門 (6部門），公務 (8部門）の

価格は外生的に決定されるものとしている3_

想定需要の価格弾力性は，供給関数から逆算している．モデルで用いた生産関数の推定パラメターは

表 1に示されている．

3短期供給曲線の形状を考えてみよう．いま

J=  
叫 1+ ta巧）
1 + 7/j + ta巧

とする．短期供給関数 (1)式を産出量XJで偏微分すると，

8pc3 1ーあ 伍 Xj デ可~J言（叫kぷ）, [叫k立J一祖 ：：：： O 

となるから, 0~f3; ~1 で短期供給曲線は右上がりである. Xjに関して逓増的に右上がりか．逓減的に右上がりかを確かめるた

めに．さらに．凡で偏微分すると．
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となる．ー1S'11 S coであり, tax1も正負どちらの値も取り得るから,Jの符号は．一般的にはわからない．したがって．

{ J~0 I または，{ J~0 
0~(jj~2· ½ ~(3, ~1 

のとき．短期供給曲線は．産出量の拡大とともに逓増する形で右上がりである．また．

{ J~0 または・{ J~0 
½ ~f31~1 0~/3j .~ ら

のとき．短期供給曲線は．産出量の拡大とともに逓減する形で右上がりである
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3.2 国産・輸入シェア関数

部門

1. 農林水産

2. 建設業

3. 在来部門

4. 素材部門

表 1:生産関数の推定パラメター

推定期間 1980-85年

"'1 !3; fi,2 

-4.5295 0.64704 0.9697 

(-20.76) {12.69) 

-4.7368 0.98152 0.9746 

(-12.48) (13.90) 

-3.1193 0.71704 0.9909 

(-21.72) (23.39) 

-3.0482 0.82048 0.9835 

(-18.80) {17.28) 

5. 加工組立部門 -2.3529 0.65258 0.9362 

(-7.09) (8.63) 

6. 公益部門 -3.7371 0.67397 0.9516 

(-17.61) (9.96) 

7. サービス部門 -3.7972 0.77671 0.9903 

(-21.91) {22.66) 

炉は．自由度修正済み決定係数．

D.W. は．ダーピン・ワトソン比

D.W. 

1.496 

2.025 

1.830 

1.719 

1.307 

1.331 

2.508 

各商品の需要主体（生産主体としての産業，消費主体としての家計）が消費する商品は国産品と輸

入品によって供給される．そこで，国産品と輸入品の不完全代替性を表現するために，次のようなトラ

ンスログ価格集計関数を想定した．また，この価格集計関数は， Pc;,PM; に関して単調な 1次同次凹

関数であると仮定する4. また，輸入財価格 {PM;Ii= 1, …，9}は，円建てで， ドル建ての輸入価格を

{PMi Ii= 1, …, 9}とすると，

PM; =PMiEXRATE 

である．ここで， EXRATEは，年平均為替レートで， 1ドル当りの円を示す．

如=exp [知+an; lnpc; 丑 MilnpM; + !/3DD; lnpd 
2 

1 
f3nM; lnpc; ln恥＋—f3MM;lnpM;]

2 

(i=l, ... ,9) 

(2) 

ここで， i= 1, 3, .. , 7であり， 2部門建設業と 8部門公務に輸入はない．すなわち， Po2= Pc2, Pos = Pcs 

であるまた， {a。;,an;, aM;, f3DD;, f3DM;, f3MM; Ii= 1,3, …，7}は，価格集計関数のパラメター

であるわれわれの価格データは， 1970年を 1.0とする指数系列であるしたがって， a。iは，恒等的

にゼロである (a。;= 0). また，集計関数の 1次同次性より，

°'Di+°'Mi= 1, f3DDi + f3DMi = 0, f3MM; + f3DM; = 0 

4 1次同次性の仮定は．指数論的に要請されるものである．つまり．国産価格PC;と輪入価格PM;が同じ比率で変化した場合，

集計された価格指数 POiも同比率で変化するという性質を持たせることになる同様に．単調性の仮定は．国産品．輸入品のど

ちらかの価格が上昇した場合．集計価格も上昇するという性質を持たせることになる．また．凹性は，国産品と輸入品の不完全代

替性を表現するためのものである．
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したがって，

/Jnn; = fJMM; 

また，集計関数の凹性より，

f3nn;, f3MM;::; 0 

である．

国内に対する商品 iの総供給そうきょうきゅう＠総供給（商品 i)は，名目で

Pc;X; -EXf SA -EXfOW + PM J M; 

であるただし， EXfSAは，商品iの対米輸出額で， EXf-OWは，米国以外に対する輸出額で， IM心：，

商品 iの輸入量である． したがって，国内の商品 iに対する総需要のうち国産品，輸入品のシェア VD;,

VM; は，

Pc; (X; -EX『SA-EXf-OW) 
VDi = 

Pc; (X; -EXf SA -EXf-0り+PMJM;

PM;IM; 
VMi = 

Pc; (X;-EX『SA_EXf-0り+PMJMi

= 1-VD; 

シェア VD;, VM; を上記のパラメターの制約を課して，集計関数によって表すと，

- f3n I Pc; (3) VD; -°'Di + D; Il― 
PM; 

VM; = O!Miげ MM;lnPM, 
Pc; 

(4) 

を得る．パラメターの制約条件より，この内の 1本を推定すれば所望のパラメターを得られることにな

る我々は，輸入シェア関数 (4)式のパラメターを OLSで推定する．その際に， fJMM;$ 0を満たさな

い商品については， fJMMi= Qとする．すなわち，そのような商品については，コプーダグラス型の集計

関数を想定することになる．推定されたパラメターは，以下の通りである．

部門

1. 農林水産

3. 在来部門

4. 素材部門

5. 加工組立部門

6. 公益部門

7. サービス部門

表 2:輸入シェア関数のパラメター

"M f3MM 
0.052474304 -0.010224284 

(37.43) (-1.89} 

0.041827705 -0.088896969 

(15.47) (-3.07) 

0.052395328 0.083759741 

(31.40) (7.73) 

0.036262187 -0.005820933 

(43.64) (-1.03) 

0.038876829 -0.019649875 

(15.65) (-1.13) 

0.011171979 0.014633971 

(28.26) (6.53) 

炉は． 自由度修正済み決定係数．

D.W. は．ダービン・ワトソン比

ft2 

0.09322 

0.25223 

0.70168 

0.00243 

0.01057 

0.62495 

D.W. 
0.86740 

0.57075 

1.28785 

0.96759 

0.43865 

0.68092 
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3.3 国産価格と集計価格の同時決定

先に示した 6本の短期供給関数 ((1)式）と 6本のトランスログ価格集計関数 ((4)式）を連立すること

によって，国産価格 {Pei,PC2, PC3, PC4, Pcs, Pc1}と集計価格 {Po1, P03, Po 4, Pas, Pos,Poサが同時決

定される．解法は Gauss-Seidel法である．これらの価格が決定されたのちに， Po2= PC2, Pas = PCs 

が代入される．

4 分配ブロック

与えられた部門別供給量 {XjI j = 1, …, 8}のもとで，短期供給プロックにおいて価格 {Pc;,Po;Ii= 

1, …，8}が決定されると，定義によって部門別の付加価値額が次式によって求められる．

り=[PCj―言Po;a;i-PM9a9i]ふ (j= 1, …，8) (5) 

(5)式で決まる付加価値は，家計外消費支出， {VBCjI j = 1, …, 8}, 雇用者所得， {YEjIi= 1, …，8}, 

営業余剰＋固定資本減耗， {BSDjI j = 1, …，8}, 純間接税支払， {NTAXjI j = 1, …， 8}という形で分

配される．

4.1 家計外消費支出

VBCi = bciり (j= 1, …, 8) (6) 

ここで， {bciIi= 1, …，8}は，総付加価値額乃にしめる家計外消費支出の割合で，外生的に与えられる．

4.2 雇用者所得

我々が，生産関数上で生産要素として用いたらは，部門別の就業者である一方，我々が，資料の上

で労働に対する分配として観測するのは，雇用者所得である．ここで，雇用者とは，生産活動に従事す

る就業者のうち自営業主と家族従業者を除く全てのものであるモデルでは，雇用者所得を次のような

線形の統計関係式によって求める．

Y島 =°'Yj+ (3巧らh茫 j+'YY jOverhead占 (j=l, ... ,8) (7) 

ここでOverheaもは賃金以外の一人あたりの労働コストである.Li朽Wjは労働省「賃金センサス』ベー

スの現金給与総額に対応する賃金率と労働時間でSNAベースの就業者数をかけたものであるこれに対

してSNAの雇用者所得には退職金・社会保障雇主負担などが含まれている．労働省「賃金・労働時間制度

実態調査』をもちいて，現金給与以外の労働コストを「賃金センサス』ベースに調整した値がOverhead

部分である． したがって，ここでの統計関係式は「賃金センサス』ベースの労働コストと SNAベース

の雇用者所得をつなげるものであるなお農林水と公益部門は部門計の Overhead部分の乗数を用いて

調整している．公務部門は Overheadを推定していない {ayj,(J巧ダYjli=l,…， 8}は，雇用者所得

式のパラメターである．推定されたパラメターは，表 3の通りである．
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4.3 純間接税

外生的に与えられた純間接税率{taxi I j = 1, ... , 8}によって，純間接税支払額は，次のように決まる．

NTAX・= 
ta巧

J 1 +ta巧Pc必 (j = 1, ... , 8) (8) 

4.4 営業余剰＋固定資本減耗

家計外消費支出， {VBC;I j = 1, …，8}, 厘用者所得， {YE;I j = 1, .. , 8}, 純間接税支払， {NTAX;I 

j=l, ... ,8}が決定されると残差として営業余剰＋固定資本減耗， {BSD;I j = 1, ... ,8}が求められる．

BSD;= V; 一(VBC;+YE;+ NTAX;) (j = 1, ... ,8) 

部門

1. 農林水産

2. 建設業

3. 在来部門

4. 素材部門

5. 加工組立部門

6. 公益部門

7. サービス部門

8. 公務

5 金融ブロック

表 3:雇用者所得式のパラメター

推定期間 1980-85年

c,y f3y 'YY 

55.325 0.9809 -0.0498 

(0.26) (23.31) (-0.60) 

-34.362 1.0064 -0.0180 

(-3.49) (855.06) (-3.37) 

1195.554 1.0000 0.1932 

(2.65) (7.62) (0.32) 

405.934 0.93992 0.09136 

{1.34) (8.92) (0.04) 

-250.489 0.95417 0.24568 

(-4.08) (35.00) (1.86) 

-14.426 0.98485 0.02674 

(-1.70) (501.10) (2.97) 

-934.981 1.00478 -0.02359 

(-10.57) {294.73) (-1.38) 

47.989441 1.0397862 

(1.80) (287.89) 

炉は．自由度修正済み決定係数．

D.W. は．ダービン・ワトソン比

ft2 D.W. 

0.9953 0.5931 

1.0000 1.8592 

0.9975 1.3160 

0.9978 1.7087 

1.0000 2.8382 

1.0000 3.0443 

1.0000 3.1216 

0.99971 1.17296 

ここでは概念的には部門間の貨幣の流通速度の連いを表現し得る貨幣需要関数の定式化として，

M = k(r)t.p(pc1X1, …，Pcふ）

を提示している．パラメターの符号条件として，

8M 
::; 0, 

oM 
or opc;X; 

~0 (j = 1, ... , 8) 

(9) 

が満たされなければならないだろう．この定式化に基づき様々な関数型を特定化してパラメターの推定

を行ってみたが，残念ながら上記のパラメターの符号条件を満足する関係式を見いだすことができなっ
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かた．そこで KEOモデルIIでは，次の貨幣需要関数を用いることにした．推定方法は， OLSである．

lnM2CD 

＝ー1.981

(-5.871) 

祀=0.9974 

8 

0.03215 ln RI + 1.133~Pc岱j
i=l 

(-2.602) (90.26) 

D.W. = 0.9280 

(10) 

ここで， M2CDは，名目貨幣供給量 (M2+CD)で外生的に与えられるカッコ内の数値はt値で，炉

は，自由度修正済み決定係数， D.W.は，ダービン・ワトソン比であるまた， RIは，全国銀行貸出約

定金利である．短期供給プロックで {Pc;Ii= 1, .. ,8}が決定されると，この方程式によって RIが解か

れることになる．

6 米国サブモデル

米国経済は，次に示す消費関数，投資関数，日本以外の外国 (ROW)からの輸入関数，対日輸入関数，

対日輸出関数，貨幣需要関数の 6本の構造方程式から構成される簡単な IS-LMモデルによって記述

されるさらに，財市場の需給バランスを表す定義式と日米金利格差および日米間の財貨・サービスに

おける貿易収支によって説明される円ドル為替レート決定式を加えて計 8本の方程式によって米国サプ

モデルは構成されている米国サプモデルにおける変数の定義を表4に示しておく．

表4の外生変数に含まれている日本の変数 RI(実質金利）， V(名目 GNP)は，これまでの段階で

本体モデルで内生的に決定された変数である．本体モデルは，これらの変数を米国サプモデルに引渡し，

逆に米国サプモデルが本体モデルに為替レート (EXRATE), 対米輸出 (EXUSA)を返すことになる．

米国サプモデルの測定結果を次に示す．括弧内の数値はt値を示し，祀は修正済み決定係数を示す瓦

また，推定法はすべて 01Sであり，観測期間は為替レート変化率決定式が 1971年から 1985年である

以外は， 1960年から 1985年である．

財市場の需給バランス

消費関数

投資関数

URY,UPY 

URC-UPC 

[MUSA 
URC・UPC+ URIV・UPIV +UNG+ 

EXRATE 

+ UNEXr+URIMr-UPIMr-EXUSA 

= 80.89 + 0.4766 URY・UPY + 0.006079 URY・TIME 

(6.45) (19.17) (7.01) 

R2 = 0.999 

lnURIV = -0.2047 - 0.064 URI + 1.037 URYー1

(-20.9) (-0.119) (11.87) 

R.2 = 0.873 

5為替レート変化率決定式は，切片なしの回帰を行っているため修正済み決定係数R,2を附していない，

(11) 

(12) 

(13) 
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対 ROW輸入関数

対日輸入関数

lnURIM = -9.895 

(-185.0) 

UPY 
+ 0.01556 In 

UPIMr 
＋ 1.938 

(0.159) (29.16) 

fl.2 = 0.989 

lnURY 

in EX USA= -26.47 + 1.135 ln(EXRATE. UPY) + 3.641 lnURY 

(14) 

(-284) (7.11) (19.1) (15) 

対日輸出関数

貨幣需要関数

In 

R2 = 0.994 

lnJMUSA 
1 

= -1.586 + 1.031 In 
EXRATE 

+ 0.8269 In V 

UM2CD 

UPY 

(-12.35) (3.664) {14.19) 

ー1.718

(-99.73) 

.R2 = 0.984 

2.624 (URI+ UPGIV)+ 1.183 lnURY 

(-11.62) (38.75) 

R2 = 0.993 

為替レート変化率決定式

EX RATE -EX RATEー1

EXRATEー1
-0.002253 ( 

EXUSA 
EXRATE―!MUSA) 

(-1.065) 

+ 1.054 (URI+ UPGIV -RI) 

(1.043) 

表 4米国サプモデルの変数リスト

内生変数

URC 米国の実質消費

URIV 米国の実質投資

URIMr 米国の ROWからの実質輸入

EXUSA 米国の名目対日輸入（＝日本の名目対米輸出）

[MUSA 日本の名目対米輸入（＝米国の名目対日輸出）

URY 米国の実質 GNP

URI 米国の実質金利

EX RATE 円ドル為替レート（ドル／円）

外生変数

TIME タイムトレンド

UPY 米国の GNPデフレーター

UPC 米国の消費デフレーター

UPIMr 米国の ROWからの輸入価格

UPIMj 米国の日本からの輸入価格

V 日本の名目 GNP

RI 日本の名目金利

UNG 米国の名目政府支出

UPIV 米国の投資デフレーター

UPGIV 米国の投資財価格上昇率

UNEXr 米国の ROWへの名目輸出

UM2CD 米国の貨幣供給量 (M2+ CD) 

(16) 

(17) 

(18) 
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7 需要プロック

総需要は，消費需要と投資需要から構成されるものとされ，各財の消費関数は，消費者の主体行動か

ら，また，投資関数も主体別，財別に定式化されている. KEOモデルIIでは，ケインジアンタイプの

消費投資といった需要項目をマクロ・リレーションでとらえ，外生的に与えらえる財別配分係数（数

量—価格コンバーター）で財別の需要量を求めるという方法を採用した．モデルで用いられる産業連関

表で把えられる三面等価の原則より，

8 8 8 

GDP = LPciXi―LLPOjXij 
•=1 i=l j=l 

， 
= BC+CP+CN+CG+IP+IG+Z+EX-LPM;IMi 

i=l 
= GDE 

が成立している．ここで， BCは，家計外消費支出， GPは，家計消費支出， CNは，対家計民間非営利

団体消費支出， CGは，政府消費支出， IPは，民間固定資本形成， JGは，公的固定資本形成， Zは，在

庫純増であり，いずれも名目で評価されている．このうち BC,CN, CG, Zは，当面外生変数として

扱う．また， JGも外生変数であるが，貨幣供給量M2CD,為替レート EXRATEとともにモデルの政

策変数である．

7.1 国内最終需要項目別価格

モデルでは，まず，各最終需要項目別の価格が決定される．

μ= B'p (19) 

ここで，μ=(μBc,μcp,μcN,μca,μ1p,μ1a,μz)は，最終需要項目別の価格ベクトルで， P= (Poi , …, 
Pos,PM9) は，需要価格ベクトルである.Bは，外生的に与えられる数量—価格コンバーターで，

P
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とすると，

B = [b叫＝［予l
で，観測値から計算される．つまり，最終需要項目別の価格μは，財別の需要価格pを反映する形で，レ

オンティエフ・タイプの集計によって求められる．

7.2 消費関数•投資関数

次に，モデの内生変数である名目の家計消費支出と民間固定資本形成が決定される．各生産部門によっ

て生み出された付加価値のうち， {YEIi= 1, …, 8}と{BSDI j = 1, …，8}を消費に支出される分配所
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得とし，さらに，習慣形成効果を取り入れることによって，次のマクロ消費関数が推定された．

ここで，

である．

GP = 1310.7 

(3.518) 

+ 0.43075CP_1 

(12.82) 

祀 =0.9999 

+ 0.4504Y E + 0.1402BSD 

(16.04) (2.968350) 

D.W. = 2.2365 

8 

YE=LYEj, BSD=かSDi
j=l j:l 

(20) 

次に，民間固定資本形成が投資関数によって決定される投資は，加速度因子と実質利子率に依存す

るタイプで，様々な，投資関数の計測が行われた結果，次のものを最終的に採用した．

In IP 

= -0.1304 

(-0.11) 

+ 0.8945lnCP 

(2.29) 

-0.1969lnEX_1 - 1.374(RJ-ln...E.J..E.._ 
μIP-1 

(-0.70) (-1.53) 

炉=0.9843 D.W. = 0.6224 

7.3 項目別国内実質最終需要および財別国内最終需要

） 

+ 0.2378 ln EX 

(0.74) 
(21) 

前もって決定された最終需要項目別価格μと家計消費支出 GP民問固定資本形成IPならびに BC,CN, 

CG, JG, Zから項目別の国内実質最終需要g= (UBC,UCP,UCN,UCG,UIP,UIG,UZ)が計算される．

gBc = BC/μBc 

gcp = CP/μcp 

YcN = CN/μcN 

Yea = CG/μca 

g1p = IP/μ1p 

YIG = IG/μrn 

gz = Z/μz 

さらに．数量—価格コンバーターによって財別の実質最終需要 f= U1, …，Jg)に変換される．

f = Bg 

(22) 

(23) 

(24) 

(25) 

(26) 

(27) 

(28) 

{29) 
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7.4 財別総需要量の決定
産業連関表の販路構成より財別の総需要量は次のように決定される．
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(30) 

ここで， Eふは財貨・サービス別の名目輸出額で，

EX;= ExpsA + EX ROW (i = 1, …, 8) (31) 

であり， ExysAは，米国サプモデルによって内生的に決定された対米総輸出額 (EXUSA)を外生的に

与えた財貨・サービス別構成比 ({sfXUSAIi= 1, …，8})で配分したものである．

EXfSA = sf XU SA EXUSA 

また，米国以外の世界に対する輸出額 EXfOWは当モデルにおいて外生である．

さらに，競争財の輸入量が，

IM;= 
VM; (Pc;X -EX;) 

PM;(l-VMi¥ 
(i=l,3, ... ,7) 

によって計算され，非競争輸入財の輸入量が，

(32) 

(33) 

8 

/Mg= La9必 +Jg
j=l 

によって計算される．

最後に，以上で決定された需要項目から国内総支出ならびに貿易収支が算定される．

名目国内総支出 (GDE)

GDE= BC+CP+CN +CG+IP+IG+Z+EX-IM 

ただし， EX,IMは財貨・サービスの総輸出入額で，

(34) 

(35) 

， 
EX= LEX; 

i=l 

， 
IM= LPMJM; 

i=l 

である．
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ii実質国内総支出 (RGDE)

EX IM 
RGDE = 9Bc + 9CP + 9CN +Yea+ 9IP + 9IG + gz + - -- (36) 

μEXμJM 

ただし， µEX• μIMは財貨・サービス総輸出入デフレーターで，

8 

μEx=区 EX; 
Pc; 吉

i=l 

μIM= tPMi器
i=l 

で算定される．

iii 国内総支出デフレーター (PGDE)

国内総支出デフレーターは，インプリシット・デフレータ一方式で算定される．すなわち，

PGDE= 
GDE 

RGDE 
(37) 

iv 貿易収支 (BP)

BP=EX-IM (38) 

8 労働市場の順位均衡モデル

この労働市場の順位均衡モデルは小尾(1978)(1983),小尾，中島宮内 (1989)において示された労働市

場の賃金格差形成のモデルにおける規模概念を集計6したものであるこのモデルは，KEOモデルにおい

て時間当たり賃金率を内生変数として扱う目的のために導入され，KEOモデルの一部をなすものである

労働市場の順位均衡モデルは，労働の選択順位指標G分布関数v(G),労働の供給確率関数μ,選択順位指

標の下限界 Gminと実質賃金率wとに関する費用最小の必要条件の方程式によって構成されている労働

市場の順位均衡モデルのプロックは，実質国内総生産 (RGDE),民間最終消費支出デフレーター (μcp),

第一部門から第七部門までの総就業者数({Ljli=l, ... ,7})と平均労働時間 ({hjli=l, …，7})の値を

他のプロックから受け取り，第一部門から第七部門までの平均の実質賃金率を他のプロックに与える

v 労働の選択順位指標Gの分布関数v(G)

労働の選択順位指標 Gは労働需要主体（企業群）の生産技術（生産関数または費用関数）のもとで，生

産要素である労働の限界生産力の差を示す指標である労働の選択順位指標Gは区問 [0,1]の値をとり，1

の値により近い選択順位指標Gをもつ労働供給主体のグループがより高い限界生産力を持つものする7_

6規模概念の集計についての詳細は小尾 (1991)を参照

7労働の選択順位指標についての立ち入った考察は小尾 (1978)を参照
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労働の選択順位指標 Gの分布関数v(G)は，労働の潜在的供給主体のうち Gの値よりも高い選択順位指

標を持つ者の割合を示す

v(G) = 1-G (0~G~1) (39) 

15オ以上の人口を Nとする時，労働需要主体から見て Gmin以上の選択順位指標をもつ者が適格である

とすると，適格人口は

Nv(Gmin) 

である

vi 雇用の労働供給確率関数μ

15オ以上人口 N人に対して時間当たり実質賃金率 w,労働時間 hの雇用機会が提示された時を，これ

を受諾するのがn人であったとすると，供給確率μは，

def n 
μ=  -

N 

と定義されるこの供給確率μの観測値を叙述する供給確率関数は，就業に関しての観測事実であるダグ

ラスー有沢法則8と整合的に設定される
雇用の労働供給確率関数μ

核所得者：

非核所得者

（核所得者の就業上の地位別）

核が濯用：

核が一般自営：

核が無業：

核が農林漁業自営：

核が専門的自営：

核が官公庁：

単身者：

供給確率関数の記号の説明

1. μ, は供給確率

μ pe （定数）

µ,nee= 入~··+入feewh 十冴eew 十碍ee h 

μnde =入~de+ 入?de V 屁＋冴d•w+ 入ad• h 

μ,nue =冷ue ＋冴u•w 十埒ue h 

μ,nae =入『ae+入?aeXag +入~aew 十入3ae h 

μnse =入『se+入rseXsp 十冴sew+ 入~se h 

μnpe =碍pe+入~P• Xpb +入;P•w+ 碍P• h 

μ'°=碍＋入fw十冴 h

(a)第一上添字は供給主体の属性を示す．

i. p: 核所得者

ii. n: 非核所得者

iii. s: 単身者

(b)非核の供給確率の第二上添字は非核の属する家計の核の就業上の地位を示す．

i. e : 雇用

ii. d: 一般自営

iii. u: 無業

iv. a: 農林漁業自営

v. s: 専門的自営

vi. p: 官公庁

8辻村，佐々 木，中村 (1959)
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(c)μ の上添字の最後の eは雇用の供給確率であることを示す．

2. 入はパラメタ

(a)第一上添字は供給主体の属性を示す．

i. n: 非核所得者

ii. s: 単身者

(b)非核の供給確率関数のパラメタの第二上添字は非核の属する家計の核の就業上の地位を示す．

i. e: 雇用

ii. d: 一般自営

iii. u: 無業

iv. a: 農林漁業自営

v. s: 専門的自営

vi. p: 官公庁

(c)非核の供給確率関数の第三上添字eは非核の就業上の地位が雇用であることをを示す．

3. Xは核所得

(a)下添字は非核の属する家計の核の就業上の地位を示す．

i. ag: 農林漁業自営

ii. sp: 専門的自営

iii. pb: 官公庁

4. wは雇用の時間当たり実質賃金率．

5. hは雇用の労働時間．

6. Vは一般自営の時間当たり実質所得創出率．

7. 屁は一般自営の労働時間．

vii 雇用者数 L

雇用者数 Lは，労働の選択順位指標 Gの分布関数v(Gmin)および労働供給確率関数μを用いて次のよ

うに示すことができる

L=炉 (1-Gmin)µP• 

+N;• (1 -Gmin) (入ずee+ A~ee W h十ぶ；ee W 十入ずeeh) 

+N『(1-Gmin) (入茫＋入~de V が +A茫 w+ 入~de h) 

+N;:• (1-Gmin) (入~ue ＋入~u• W 十埒ueh) 

+N~; (1 -Gmin) (入~ae 十入圧 Xa9 +入戸 W 十入~ae h) 

+Nば(1-Gmin) (炉＋炉 X,p+亭w+ 入~,. h) 

＋亨 (1-Gmin) (入~pe +入?eゃ +A加w十入；pe h) 

＋炉 (1-Gmin) (枯＋入fw+入;h) (40) 
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屡用者数Lの式の変数

NP: 核所得者の人口のうち農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する

者を除く人数

N戸 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核所得者の

人口のうち核が雇用である家計に属する 15オ以上の非核の人数

N:i': 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核所得者の

人口のうち核が一般自営である家計に属する 15才以上の非核の人

数

N翌 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核所得者の

人口のうち核が無業である家計に属する 15オ以上の非核の人数

N訂： 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核所得者の

人口のうち核が農林漁業自営である家計に属する 15オ以上の非核

の人数

N;';: 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核所得者の

人口のうち核が専門的自営である家計に属する 15オ以上の非核の

人数

N叱 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核所得者のpb 
人口のうち核が官公庁に就業している家計に属する 15オ以上の非

核の人数

N•:' 15オ以上の単身者の人口のうち農林漁業自営，専門的自営，官公庁

に就業する者を除く人数

viii Gminとwとに関する費用最小の必要条件の方程式

労働需要主体（企業群）は生産量Yを与件として，費用が最小になるように労働の選択順位指標の下限

界 Gminと時間当たり実質賃金率wを採択する費用最小の必要条件の方程式は次のように定式化した．

L = eto + et1百+Ct2 W 十叩Y (41) 

1. 百について

(a)記埜:(Gmaェ+Gmin) ただし Gmaz三 1

(b)百は労働需要主体から見て Gmin以上の選択順位指標をもつ適格人口 (Gの最大値 Gmaェは 1である）の選択順位

指標の平均値である

2. yは実質国内総生産

3. Qはパラメタ

(a) "'Dは定数項

(b) 0/JはGの係数

(c) "'2はWの係数

(d) "'3はYの係数

ix Gminとwについての誘導形方程式

(42)式と (43)式とを連立させて Gminとwとについて解く .Gminを消去すると wについての二次方程

式となり，これを Wについて解き wの誘導形方程式を得る.wの誘導形方程式は実質国内総生産Y,雇用就

業者数L,雇用の労働時問 h,核所得者数 N丸非核所得者数 N:• N『 N;]• N;): N;'/ N;b•, 単

身者数 N',核所得Xag X,p Xpb, 一般自営の時問当たり所得創出率v,一般自営の労働時閻いの関
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数となる,Gminの誘導形方程式についても類推的である

w = w(Y,L,h 

IN丸 N;•,N『, N;;",N訂， N~p", N;b•, N', Xag, X,p, Xpb, V, hり (42)

Gmin = Gmin(Y,L,h 

IW,N『,N『,N{:',N:;,N閑N;{,N', Xa9,X,p,Xpb,V, hり (43)

x 方程式のパラメタ値

労働の供給確率関数および Gminとwとに関する費用最小の必要条件の方程式の推定は，小尾，中島，

宮内 (1989)の 1人口群モデルにおいて用いられた就業表とモデルのシミュレーション結果より得られ

たGminの推定値を用いて間接最小二乗法により行なった．供給確率関数のパラメタは，小尾，中島，宮内

(1989)において得られたパラメタを初期値として採用した．費用最小の必要条件の方程式のパラメタの

初期値は，最小二乗法により得た．供給確率関数のパラメタおよび Gminとwとに関する費用最小の必要

条件の方程式のパラメタの推定結果は次の表に掲げる

表5:核所得者の推定された雇用供給確率
推定期間 1971-82年

雇:.:~:1'『-::::「―~;:
(51.891) 

_R2は．自由度修正済み決定係数

D.W. は．ダービン・ワトソン比

カッコ内は，t-value

以上の係数は最小二乗法による推定結果である．

表6:非核所得者の供給確率関数の推定されたパラメター

推定期間 1971-82年

核の従業上の地位 入。 ふ

雇用 0.9018 -0.00015231 

(9.12) (-4.16) 

一般自営 0.0878 0.00010877 

(4.69) (-1.56) 

無業 1.0806 

(16.33) 

農林漁業 1.0187 0.00014089 

(16.71) (10.31} 

専門的自営 0.5943 0.00005024 

(5.62) (1.74) 

官公庁 0.2513 -0.00001315 

(4.77) 

fl,2は．自由度修正済み決定係数

D.W. は．ダービン・ワトソン比

カッコ内は，t-value

{1.05) 

以上の係数は最小二乗法による推定結果である．

空欄は係数をゼロとおいたことを示す．

入2 入3 R,2 

0.00000967 0.9647 

(0.45) 

0.00000453 0.9819 

(1.65) 

0.00000746 -1.8620 0.9933 

(1.23) (-1.34) 

0.00001306 -1.9518 0.9984 

(8.97) (-2.38) 

0.00000106 -2.0075 0.9889 

(1.42} (-2.34) 

0.00000939 0.9882 

(1.99) 

D.W. 

0.333 

0.894 

0.403 

1.270 

1.108 

0.438 
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表7:単身者の供給確率関数の推定されたパラメター
推定期間 1971-82年

冷 碍冴柁
2.2591 0.00003798 -6.9807 0.8245 

(2.16) (1.97) (-0.97) 

がは．自由度修正済み決定係数

D.W. は．ダービン・ワトソン比

カッコ内は，t-value

以上の係数は最小二乗法による推定結果である．

D.W. 

0.229 

表8費用最小の Gminとwに関する方程式の推定結果
推定期間 1971-82年

°'I <>2 C,3 R.2 I D.W. 

50505882.61-74168125.5 I 3505.50376 I―o.310136719 I 0.9141 I 1.141 

(3.69) (-3.16) (1.78) (2.29) 

炉は．自由度修正済み決定係数

D.W. は，ダービン・ワトソン比

カッコ内は，t-value

以上の係数は山の誘導形方程式を用いた間接最小二乗法による推定結果である．

xi部門別名目賃金率 Wj

KEOモデルにおいては部門別の時問当たり名目賃金率 Wjが観測されていたここでは 1.農林水産部

門，2建設業部門，3.在来部門，4.素材部門，5.加工組立部門，6.公益部門， 7.サービス部門の計 7部門の時

間当たり名目賃金率を内生変数として KEOモデルを設定する部門別の時間当たり名目賃金率Wjの内

生化は労働市場の順位均衡モデルの情報を用いておこなわれるが，労働市場の順位均衡モデルにおいて

内生変数として観測された Wは産業部門計の時間当たり実質賃金率であったそこで KEOモデルでは，

部門別の時間当たり実質賃金率を次のような線形の統計関係式によっていったん求めて，これに家計部

門最終消費支出デフレータμpcをかけて部門別の時間当たり名目賃金率 Wjを求めることにした次の線

形の統計関係式の推定には Wj,μpcの観測値と労働市場の順位均衡モデルのパーシャルテストによる wの

理論値を用い，最小二乗法によった{/3贔肉1Ii= 1, …，7}は，部門別の時間当たり実質賃金率の統計関

係式のパラメタである推定されたパラメタは次の表に掲げた

Wj -= (3芯＋咤 w (j = 1, ... , 7) 
μpc 
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表 9部門別の時問当たり実質賃金率の統計関係式の推定されたパラメタ

推定期間 1971-82年

部門 /3月

1. 農林水産 0.171340E-02 

(14.199) 

2. 建設業 -0.224213E-02 

(-4.437) 

3. 在来部門 -0 .505657E-03 

(-1.858) 

4. 素材部門 -0.173079E-02 

(-2.462) 

5. 加工組立部門 -0.186281E-02 

(-3.391) 

6. 公益部門 -0.194214E-02 

(-3.343) 

7. サービス部門 -0 .162678E-02 

(-2.492) 

炉は，自由度修正済み決定係数

D.W. は，ダービン・ワトソン比

カッコ内は，t-value

究 f?,2 D.W. 

0.425380E-08 0.7891 2.4987 

(0.321) 

0. 781841E-06 0.9387 1.4993 

(14.116) 

0.504748E-06 0.9565 1.8534 

(16.919) 

0.855960E-06 0.9046 1.6059 

(11.108) 

0.840335E-06 0.9374 1.9342 

(13.956) 

0.974437E-06 0.9474 1.9653 

{15.304) 

0. 736960E-06 0.8908 1.0384 

(10.299) 

xii 部門合計雇用者数 Lと部門平均労働時間 h

KEOモデル本体では，{LjI j = 1, ... ,7}は各部門の SNAベースの就業者数，{HjI j = 1, ... ,7}は各

部門の SNAベースの年間総労働時間である労働市場の順位均衡モデルで用いられたのは賃金センサス

ベースの部門計の雇用者数Lと年間総労働時間 hであった. KEOモデルと労働市場の順位均衡モデル

との接合にあたっては，年々の部門合計の総就業者数

翌i

に毎年係数をかけて賃金センサスベースの部門計の雇用者数 Lを計算し，さらに労働時間については同

様に年々の各部門の年問総労働時間 {HiIi= 1, …，7}を年々の各部門の就業者数 {LjI j = 1, ... , 7}の

ウエイトを用いて部門平均の年問総労働時間

四=1{Li凡｝

こ如Li

に毎年係数をかけて賃金センサスベースの部門計の年間総労働時間 hを計算した．
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xiii変数リスト

次に労働市場の順位均衡モデルに関する変数リストを再掲しておく．以下の表の内生変数リストに示

される変数は， KEOモデル本体と労働市場の順位均衡モデルの両者にとって内生変数であるまた，外

生変数リストのうち「(KEOモデルとリンクされる変数）」に示される変数は, KEOモデル本体にとっ

て内生変数であるが，労働市場の順位均衡モデルにとっては外生変数である．

内生変数リスト

変数名 I内容

w I雇用の時間当たり実質賃金率

Gmin 労働の選択順位指標 Gの下限界

外生変数リスト (KEOモデルとリンクされる変数）

変数名 I内容

Y

L

h

 

実質国内総生産 (RGDE)

賃金センサスベースの部門計雇用者数

賃金センサスベースの部門計年間総労働時間

μcp I民間最終消費支出デフレーター

外生変数リスト（労働市場の順位均衡モデルにおいてのみ用いられる変数）

変数名 内容

NP 核所得者の人口のうち農林漁業自営，専門的自営，官公庁に

就業する者を除く人数

N. n• 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核

所得者の人口のうち核が雇用である家計に属する 15オ以

上の非核の人数

Nd n• 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核

所得者の人口のうち核が一般自営である家計に属する 15

才以上の非核の人数

N;:• 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核

所得者の人口のうち核が無業である家計に属する 15オ以

上の非核の人数

NQng • 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核

所得者の人口のうち核が農林漁業自営である家計に属する

15オ以上の非核の人数

Nsnp • 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核

所得者の人口のうち核が専門的自営である家計に属する 15

才以上の非核の人数

Npnb • 農林漁業自営，専門的自営，官公庁に就業する者を除く非核

所得者の人口のうち核が官公庁に就業している家計に属す

る15オ以上の非核の人数

N' 15オ以上の単身者の人口のうち農林漁業自営，専門的自営，

官公庁に就業する者を除く人数

V 一般自営の時間当たり実質所得創出率

hd 一般自営の年間総労働時間

Xag 非核所得者の属する家計の核所得（核の就業上の地位は農

林漁業自営）

Xsp 非核所得者の属する家計の核所得（核の就業上の地位は専

門的自営）

Xpb 非核所得者の属する家計の核所得（核の就業上の地位は官

公庁）
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9 短期におけるモデルの収束

KEOモデルの収束判定に用いられる変数は，財貨・サービス別産出量 {X;Ii= 1, …, 8}, 展用の時

間当り実質平均賃金率 w, 為替レート EXRATEの10変数であるこれらの変数からなるベクトルを

YI X1 

Y2 X2 

Y3 X3 

Y4 X4 

Ys Xs 
y= I ＝ 

Y6 Xs 

Y1 X1 

YB Xs 

YyID g I I EX;ATE 

とする. k回目のイタレーションの初期推量として与えられる値を yk, また，モデルによって解かれた

解を y• とするとき， KEOモデルでは，収束条件を

ti~ 庄Sc
l=l 約

としているただし， c= 1である．初期推量の更新は，

m={い雰o門fl}
なる変数について，

k+l k 8 k 
＝％＋ 

Ym-Ym 
Ym 2 

によっておこなっている．

10 資本蓄積

我々は，部門別の資本ストック蓄積式を次のように考えている．

I<j=IP/+(1一ら）Iも-1 (44) 

ここで'I肝は，部門別の実質粗投資額で，らは．経済的償却率である．需要プロックで求められたIP

は，新SNAの民間国内総固定資本形成に対応しているしたがって．まず，この IPを部門別に配分し

なければならないそこで，配分係数を次の算式で求めて外生的に与えることにする．

!Pi 
C・= ] 7 (j = 1, ... , 7) 

I: I乃
l=l 
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ここで， IP;は，資本ストック推計額から計算される部門別の実質粗投資額で，

IP1 = K1ー (1-6)K1 _1 (j = 1, ... , 7) 

である．

さらに，我々が用いている部門別の資本ストックは，新SNAの公的国内総資本形成に含まれている

政府企業を民間に格付けて推計されている瓦したがって，需要プロックで求めた IPとは概念上のずれ

が生じる．そこで，

μ1p LIP; 
1:1 

"(= 
IP+IG 

なる比率を外生的に与えることによって，資本蓄積式に現われる IP~を次のように求める．

!Pl= Cj 
r(IP +JG) 

μ1p 
(j = 1, ... , 7) 

以上のプロセスによって次期の部門別資本ストックが決定され，モデルはダイナミックに展開して行

くことになる．

11 内挿テスト

本節では， 1960-1985年の観測期間に関するモデルの内挿テストの結果を報告するモデルの内挿テ

ストには， トータル・テストとファイナル・テストの 2種類で行っている．周知の通り， トータル・テ

ストは，モデルの外生変数と先決内生変数に実績値を与えて，モデルが解いた内生変数と実績値の整合

性を単位期間ごとにテストするものであるまた，ファイナル・テストは，外生変数のみに実績値を与

え，先決内生変数には，前期に解かれた理論値を与えて，モデルが解いた内生変数と実績値の整合性を

観測期間を通じて連続的にダイナミックにテストするものでる．

プロック毎の主たる変数を取り上げてもう少し詳細に検討してみると，短期供給プロックでは，各財

貨・サービスの国産価格と需要価格が同時決定されるが，データー上ほとんどの財で国産比率が 9割近

くになっているため，国産価格と需要価格はほぼ等しいよって，国産価格でチェックしてみると，農

林水 (1),在来部門 (3)で観測値との誤差率が3%から 5%程度オーバーに解かれている他は，ー1.8%から

2.5%程度の誤差率におさまっている．

分配プロックでは，最終的に残差として決定される営業余剰をみておくのがいいだろう．一国あたり

に集計した営業余剰では，観測値との誤差率がプラス・マイナス 1%程度であるが，部門別にみてみる

と加工組立 (5)で10%から 17%のオーバー，サービス (7)で 10%から 13%アンダーに計算されている．

金融プロックでは，名目金利が決定されるが， トータル，ファイナルテストともに-2.5%ポイントか

ら+5.9%ポイントの範囲に観測値との誤差がおさまっておりかなり良好である．

，資本ストックの推計の詳細については黒田・吉岡 {1984)参照．
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米国サプモデルで決定される諸変数の中では，為替レートと対日輸入がモデル本体に直接的な影響を

及ぽす．米国の金利は，ほとんど誤差なく解かれているが，対日貿易で大きいところで 20%程度の誤差

率があるため， 1981年 10円円安から 1985年の 15円円高程度の誤差が生じているこれらの点は日米

貿易統計の整合性などデーターの観点からも見直す必要があるだろう．

需要プロックでは，消費関数の説明変数として 1期前の名目消費額が入っているが，ファイナル・テ

ストにおいても観測値との誤差率は-0.8%から+6.3%である．名目投資額は，上記のように金利がかなり

よくあてはまっているものの，加速度要因としての輸出額が-0.6%から+7.9%程度の誤差を持っている

ため，ファイナル・テストにおいて-0.4%から+5.2%の誤差率で解かれている最終的に解かれた総需要

を GDEで代表させてみると，名目で—0.88%から+1.88%の誤差率の範囲で解かれており，モデル全体と

しては，かなり良いパフォーマンスを示していると考えているただし，実質 GDEが常にオーバーに，

GDEデフレーター常にアンダーに解かれている点は今後考慮の余地があるまた，貿易収支の 1981年

テスト結果のズレが大きい．この年に関する為替レートがトータル・テストでは 10円ほど円高になって

いるものの，ファイナル・テストではほぽ観測値に等しく解かれているにも関わらず，貿易収支にして

同程度の大きな誤差を示している点は検討に値する

最後に労働市場の順位均衡モデルで決定された実質の平均賃金率は，常にアンダーに解かれてはいる

ものの,-0.3%から-0.8%の誤差率の範囲におさまっている．

以上のように若干の問題点は残るものの，モデル全体としては，良好な結果を示していると考えてよ

しヽだろう．

12 時間短縮のシミュレーションの結果

所定外労働時間割増率が25%から 35%に引き上げられときに生じるであろう経済全体への波及効果に

ついて，KEOモデルIIによって得られた結果を整理しておく 10.

1. 平均総実労働時間は 2%程度短縮され，年間労働時間は，約 50時間短縮される．

2. 実質国内総生産は，0.1%~0.3%程度低下する．

3. 時間当たりの労働効率が向上することから，時間当たり労働生産性は， 0.5%~0.9%上昇し， 2%の労

働時間短縮にもかかわらず，就業者数の増加は 1.2%~1.3%にとどまる．

4. 労働需要の人員が増加することから，時間当たり実質賃金率は，約 1.4%上昇し GDEデフレータ（物

価）は 0.5%程度上昇する．

5. 物価の上昇は貨幣供給の実質残高を減らし，金利が0.05%ポイント上昇する．そのため 0.04~0.05%

の円高傾向となり，わが国の対米貿易黒字は 0.2%~0.3%縮小する．

10以下の記述は説明の便宜上シーケンシャルな表現をもちいているが，実際は同時決定である
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6. 米国経済は，0.003%~0.004%の微弱ながら GDPが拡大する．

このように労働時間短縮の経済効果は， 日本国内の経済にたいしては景気後退とインフレーションを

もたらすが，米国経済を浮揚させる効果をもっ．景気後退の効果は，相対的に微弱であり金利を 1%ポ

イント変更した場合の効果と同程度である庄

13 おわリに

KEOモデルIIの開発は， 日本経済が変貌するに応じて特に労働市場のメカニズムについて，大きな

改定がなされてきた． しかし，発展論モデルとしての特徴は現在も賃金格差発生メカニズムを内生化し

ている重層的労働市場モデルによって継承されている．企業行動に関しては， KEOモデルIIでは投資

関数をみればわかるようにマクロの加速度原理を改定したものをベースにしており，従来とってきた想

定需要関数にもとづく企業投資戦略を陽表的には現していない．むしろここでのモデルの目的は，動学

的な側面よりも対外バランスの改善をいかに国内雇用を維持しながら行うかという点にかかっている．

その一つの政策手段として労働時間の短縮を扱うことにした．結果として政府は 1994年度から週40時

間制を法制化しており， KEOモデルIIが時短シミュレーション用として開発されてきたのは，労働基

準法改定の一連の動きを背景として含んでいる．

いずれにしてもわが国の経済構造は輸出による経済成長を基盤としており，このような状況がつづく

かぎり貿易のアンバランスは解消しない しかも過度の海外依存的発展は，わが国の産業が衰退局面に

移行した場合に雇用・賃金にあたえる悪影響が大きく，対外的にも国内的にも大きな経済問題となって

しヽる．

今後 20年間に，わが国経済が経験するであろう人口の高齢化を前提にするならば，これから求めら

れる KEOモデルIIの改善点としては，社会保障・税といった所得の分配構造を明示的に導入して政府

の収支がどう変動するかを記述できるようにしたい．そのような変数を導入することで，いわゆる ISバ

ランスの動きを追跡し，貿易バランスヘの影響評価も可能になる．その場合に，労働市場モデルとの関

連ではパートタイム労働などの社会保障コストを負担しない就業形態の労働者が増加している側面も無

視できない．対外バランスという側面を静学的に考える場合にも，このような改善の方向が考えられる．

今回のモデル開発では，当初から動学的なインプリケーションを強く求めたわけではなかった． しか

し，より長期的な観点から判断するようになると， これを避けることはできない．特に為替レートの変

動，金融派生商品の多様化や投資行動•海外進出などここ数年で急速にマクロの経済環境が変わってき

ているしかも，生産体制や技術進歩もそれに対応するように急速に変化している．その一方で，経済

政策のツールは依然として変わりがなく，協調政策はとられてはいるものの，一国の政策効果について

は大きな疑問が発生している国を越えた地球規模でのケインズ以来の総需要管理政策の自由度や有効

11この比較にもちいた金融政策の効果については別途シミュレーションを行った結果から得ている．すなわち．名目貨幣供給を

引き締めして市場金利が変更された場合の効果である．



126 

性，あるいはそれに代替する政策ツールを検討する必要があるといえよう．今後の KEOモデルIIの課

題として残されたものは，グローバルかつ複雑である．

表 10:変数リスト（内生変数）

変数番号 変数名 内容

1. BP 貿易収支

2. BSD 総営業余剰・固定資本減耗

3-9. {BSD) I j = 1, ... , 7} j部門営業余剰・固定資本減耗

10. GP 家計最終消費支出

11-19. {F; Ii= 1, ... ,9} i財実質最終需要

20-26. {Uk I k = BC,CP,CN,CG,JP,IG,Z} k最終需要項目実質最終需要

27. GDE 国内総支出（生産）

28. GDEP 国内総支出（生産）デフレーター

29-35. {h3 li=l, ... ,7} 年間労働時間

36. HMFG 年間労働時間製造業計

37-43. {IM; Ji= 1, 3, ... , 7, 9} i財実質輪入額

44. IP 民間国内総固定資本形成

45-51. {氏 IJ = i, …, 7} j部門実質資本ストック

52-58. {L; I J = 1, …, 7} j部門就業者数

59-65. {μ,k I k = BC,CP,CN,CG,IP,IG,Z} k最終需要項目デフレーター

66. NEX 総輸出額

67. NIM 総輸入額

68-76. {NTEX; Ii= 1, …, 9} i財の純輸出額

77-84. {NTXJ li=l, …, 8} j部門の純間接税

85-90. {Pc; I , = 1, ... , 5, 7} 国産i財価格

91-99. {pM, Ii= 1, …, 9} 輸入 i財円建て価格

100-106. {Po; I i = 1, ... , 7} i財の需要価格

107. RGDE 実質国内総支出（生産）

108. RI 金利（全国銀行貸出約定金利）

109. TH 平均年間労働時間

110. TL 総就業者数

111. V 総付加価値

112-119. {V1IJ=l, ... ,8} i部門付加価値額

120-127. {VBCJ I j = 1, …, 8} j部門家計外消費支出

128-134. {vM; I•= 1, ... ,7} 輪入シェア

135-142. {X; Ii= 1, ... ,8} i財総需要（供給）

143 YE 総雇用者所得

144. EXRATE 年平均為替レート

145-152. {YEjli=I, ... ,8} j部門雇用者所得

153. w 実質平均賃金率

154-161. {w;IJ=l, …, 8} j部門時間当賃金率

162-170. {f; Ii= 1, ... ,9} 財貨・サービス別実質最終需要

171. EXUSA 対米名目総輪出額

172-179. {EXf SA Ji= 1, …, 8} 財貨・サービス別対米名目輸出額

180. UNI 米国名目金利

181. URGDP 米国実質国内総生産

182. UNTDJ 日米貿易収支

183. JNIMU 米国の日本からの輪入
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r-

I 

I 

L-

man-hourの

労働生産性

0.5~0.9%↑ 

金利 0.6~0.75%↑

0.2~0.3%↓ 
黒字幅縮小

（米国）実質国内総生

産 0.003~0.004%↑

＼ 

注：1. ↑は上昇，↓は下落を示す

manの
労働生産性

1~2%↓ 

O.l~0.3%↓ 

実質民間固定資本

形成 0.1%↑ 

実質民間消費支出

0.2%↓ 

（日本）実質国内総

生産 0.2%↓

注：2. 金利 0.6~0.75%の変化は 0.05%ポイント程度の変化を示す．

図 2:労働時間短縮の効果についての概略図

時間外労働割増率

0.25→ 0.35 

へ上昇 {10%↑）

平均労働時間

2~2.3%↓ 

就業者数

平均実質賃金上昇

1.4%↑ 

雇用者所得

0.3~0.4%↑ 

付加価値計

0.2~0.3%↑ 
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表10{続き）：変数リスト（外生変数）

変数番号 変数名 内容

184-255. {a;3 Ii= 1, ... ,8,J = 1, ... ,s} 投入係数

256. BC 家計外消費支出

257-319. {b;k [ i = 1, ... ,9, 数量・価格コンバーター

k = BC, CP,CN, CG, IP, JG, IZ} 
320-326. {c1 Ii= 1, …, 7} 投資配分係数

327. CG 政府最終消費支出

328. CN  対家計民間非営利団体消費支出

329-335. 約 IJ = 1, ... , 1} j部門経済的償却率

336-341. {'lj li=l, ... ,5,7} j部門想定需要価格弾力性

342. "/ 国内総固定資本形成民間・公的比率

343. Ha 公務部門年間労働時間

345. JG 公的国内総固定資本形成

346-352. {theta; I j = 1, ... , 7} 部門別投資比率

353. Ls 公務部門就業者数

354. M2CD 貨幣供給量 (M2+CD) 

355-356. {Pc, Ii= 6,8} 国産i財価格

357-365. {P~; Ii== 1, …，9} ドル建て輸入i財価格

366-373. {bc1 I J = 1, ... ,8} j部門家計外消費支出／付加価値比率

374-380. {h; Ii= 1, ... ,7} 所定内労働時間

381-388. {EXlow I•= 1, …，8} その他世界に対する名目輸出額

389-396. {s~SA Ii= 1, ... ,8} 対米輸出財貨・サービス構成比

表11:時間外割増率 10%ポイント上昇による労働市場，賃金，物価への効果

（上昇率％で表示）

実労働時間 I 就業者数 1時間当たり 一般物価（国内'

名目賃金率 支出デフレータ） 実質賃金率

-2.15~-2.31 I 1.22~1.3s I 1.16~2.oo o.43~o.54 1.33~1.45 

表12:時間外割増率10%ポイント上昇による物価．労働生産性への効果

（上昇率％で表示）

部門別 man当たり man-hour当

価格 労働生産性 たり労働生産性

1. 農林水産 0.29~0.37 -1.26~-1.46 0.82~0.90 

2. 建設 0.55~0.67 -2.11 ~-2.42 0.46~0.60 

3. 製造業在来 0.46~0.57 -1.46~-l.94 0.65~0.69 

4. 製造業素材 0.37~0.44 ーl.53~-1.99 0.60~0.64 

5. 製造業加工組立 0.45~0.53 -1.30~-1.69 0.76~0.94 

6. 公益部門 -1.39~-1.63 0.69~0.78 

7. サーピス部門 0.42~0.56 -l.39~-1.64 0.85~0.90 

注）6部門の公益部門価格は外生変数として取り扱っている．
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表 13:時間外割増率 10%ポイント上昇による生産，付加価催への効果

（上昇率％で表示）

実質生産額 付加価値 雇用者所得

1. 農林水産 -0.23~-0.32 -0.07~0.01 -0.04~0.02 

2. 建設 -0.08~-0.17 0.75~0.92 0.75~0.91 

3. 製造業在来 -0.24~-0.30 0.38~0.46 0.44~0.53 

4. 製造業素材 -0.24~-0.30 0.37~0.44 0.50~0.57 

5. 製造業加工組立 -0.21 ~-0.29 0.34~0.42 0.39~0.45 

6. 公益部門 -0.20~-0.26 -0.44~-0.58 0.46~0.55 

7. サービス部門 -0.22~-0.29 0.23~0.32 0.23~0.33 

計 0.22~0.27 0.33~0.40 

表 14:金利，為替，対外セクター，最終需要への効果

名目金利（％ポイント）

実質金利（％ポイント）

対米為替レート（円／ドル）

総輸出

総輸入

対米貿易収支

米国実質 GDP

実質家計最終消費支出

同上デフレータ

実質民間固定資本形成

同上デフレータ

0.62~0.76 

（上昇率％で表示）

(0.040%~0.057%) 

-5.23~-7.98 (-0.45%~-0.54%) 

-0.041 ~-0.053 

-0.01 

-0.004~0.08 

-0.22~-0.39 

0.003~0.004 

-0.22~-0.29 

0.39~0.50 

0.12~0.27 

0.49~0.59 
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産業連関分析





第4章

経済構造と技術体系

1 経済体系における構造の発生

尾崎 巖

赤林由雄

この稿では，経済体系 (aneconomic system)の中に，ある種の構造的関係が存在することを三組の観

測事実によって示したいと思う．そのうちの一つは， W.Leontiefの1963年の論文「発展の構造」 [9]に

提出された次の経験的命題である．「経済の規模が大きくなればなるほど，そして，工業化が成熟すればす

るほど，その構造がますます完成したものになる」この観測事実は，工業化の進展が，単にその構造があ

る完成した形に収敵することを示唆したにとどまらず，その規模が国民経済の枠をこえて，広域経済圏化

していくこと，さらには今日のECやNAFTA等の動きを早くから予想するものであった．それでは

この経済構造はどのような要因によって発生するのであろうか．

この小論ではこれらの構造的関係は，すでに生産の内部構造において発生していることを観測事実に

よって確かめたいと思う．再言すれば，各部門ごとの技術の類似性にとどまらず，複数の個別技術の間に

ある秩序的関係が存在し，それらが全体としての技術体系を作っていること，さらには各国の直面する技

術体系には強い類似性の存在することを示したいと思う．

このことを確かめるために，われわれは技術体系の存在と安定に関する二組の観測を試みた．その一

つは経済構造の基礎にある技術体系の存在を検出することである．観測結果は技術体系を個々の単位構

造系に分解したとき個々の体系にきわだった序列性，結合性，安定性という構造特性が見られることを

観測した． したがって各単位構造系の合成体である全体としての技術体系にも，明白な序列性，複合性，

安定性の特質が表れることを観測した．このことは経済体系の内部にいくつかの重層的クラスターが存

在していることを示唆している． したがって，この構造的関係は市場価格の変化に対して，きわめて非感

応的であり，安定的な関係を保持することが示された．
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2 技術の特性

2.1 技術的連関性

一般に構造という概念の基本的性質の一つは「全体と，それを構成する各部分との間にみられる相互

依存関係の存在とその性質」という点に求められる．産業連関分析においては，経済全体をいくつかの部

門sectorに分割し，各部門間の相互依存関係によって全体が構成されるとする．そこでは部門問の相互

依存関係のあり方が全体の性格を規定し，逆に全体のもつ特性が内部の部門間の関係を規制する．この

とき次の点が問題とされるこの部門間の相互依存性は，基本的にはどのような要因によって発生する

のだろうか． レオンティエフは，これら相互依存性の発生は，基本的には，部門間の技術的連関性linkage

に大きく起因していると考える．

さらに技術的連関の発生する基本的要因は次の 2点にあると考える．一つは生産過程における垂直的

連関性であり，これは，技術体系の内部に序列性 (hierarchy)というゆるい構造的関係を発生させるだろ

ぅ．第二は水乎的連関性であり，これは経済発展の成熟と共に生ずる技術の複合化という特性を与える．

これらの二つの特性は生産構造における中間財取引部門の拡大をもたらすであろう．これらの特性を概

述すれば次の通りである

2.1.1 垂直的連関性ー序列性

どのような商品も，基本的には素原材料を加工して第 1次製品を作りさらにそれらを順次加工して最

終生産物 finalproductに到達する．チェナリー HollisBurnley Cheneryは，この過程を原材料変形プロ

セス materialtransformation prosessと名づけた．たとえば，原油→原油精製→石油化学製品→ビニロ

ン樹脂→ビニロン紡績糸→織物，といった一方的加工プロセスは，各段階の商品の生産の問に垂直的な技

術的連関性を生み出すであろう．この垂直的連関性は序列性という位置に関する相互連関性を与える基

礎的要因となる．

2.1.2 水平的連関性ー複合性

他方，航空機や自動車の生産では，各部門の最終製品をさらに組み合わせて，一つの複合製品ができる．

この場合を水平的連関性とよぽう．自動車にみられるこの水平的連関性は，いったん自動車の型が定め

られると一義的に固定的な各部門問の投入産出関係を生み出すであろう．

これらの技術的連関性の発生が，使用面において完成品の機能の複合化を生み出していることはいう

までもない．経済発展の物的な側面のプロセスは，この加工段階の長期化と単純な商品生産からの複合

商品の生産への重心の移行ととらえることができるこの連関性がどのような形態で，どの程度強い関

係を保持しているかは，後に各商品ごとの単位構造系の観察によって確かめられる. [3] 

2.1.3 中間財取引構造の重視

経済体系において，歴史的に上述の垂直的・水平的連関性が強く現れるのは，なによりも製造工業の分

野であろう．産業革命以後の工場制生産様式の発展，とくに第 1次世界大戦以降のアメリカ中心とする
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大規模工場の急速な伸長は，経済構造における中間財取引構造の拡大化をもたらした．もはや現代のエ

業社会は，この中間財取引構造の拡大と，その内部的連関性という特徴を無視しては分析しえない．この

ような近代経済構造に対する認識を基礎にして，中間財取引の内部構造を直接分析対象にしたものが，レ

オンティエフによる産業連関体系であるといえよう．

以上のように，レオンティエフ体系の分析的特徴は， (i)技術的連関性の重視， (ii)部門間の相互依存関

係の発生， (iii)中問財取引構造の重視，という三つの点にみられる．異なる国の経済構造の比較や，一国

の構造変化の態様は，上記三つの特質を各商品技術の特性と他方で各国の要素賦存の状態を組み合わせ

ることによって説明されるのである．

3 経済構造の類似性に関するレオンティエフの命題

3.1 レオンティエフの観察

レオンティエフは，彼の 1963年の論文「発展の構造」 [9]において，異なった地域に存在する 2組の経

済体が，ある条件のもとでは数量的に類似した産業連関構造をもつことを経験的に見いだした．この結果

にもとづいて，彼は発展のプロセスに関する次のような仮説的命題を提出した．「一つの経済が大きくな

ればなるほど，そして進歩すればするほど，その経済の構造は，ますます完成した，かつますます相互の関

連性を明確にしたものとなる」 "Thelarger and the more advanced an economy is, the more complete 

and articulated is its structure" [9]p.49 . 

この命題の検証を目的としたレオンティエフの実験は，次の 2点において他の研究と顕著に異なって

いる第ーは，構造比較の対象が必ずしも国を単位とする国民経済の比較ではないということ，第二は，

他の分析が形象の構造的相似性の発見にとどまっているのに対し，レオンティエフの実験では，形象的相

似性とともに取引数量面を含めた強い構造的類似性を検出しているという 2点である第一の点につ

いてのべれば，この実験においては 2組の経済体系のうち一つは 1947年時点のアメリカ経済が分析対象

とされ，他は 1953年時点の西ヨーロッパ諸国（当時のOEEC加盟 17カ国）を一括した経済圏が分析対

象とされるここで，前者が一つの国民経済 nationaleconomyから成り立っているのに対し，後者は，西

ヨーロッパ諸国を一括して足し合わせた人工的な広域経済圏を比較の対象にしていることを注意してお

こぅ

これまでの国際比較の分析では，国を一つの経済単位とみなすのが普通であった．しかしアメリカの

経済は，その規模において西ヨーロッパ諸国のいずれの単一国よりもはるかに大きいもし，経済規模の

大きさが経済構造の相違性をもたらす一つの主要因ならば，アメリカと西ヨーロッパの個々の国を直接

比較しても，そこに構造的類似性を発見することは期待しがたいこの理由により，レオンティエフはア

メリカの経済規模にほぼ匹敵する程度に，人工的に統合された西ヨーロッパ諸国を一つの広域経済圏と

みなし，そのうえで両者の構造的比較を試みるのである．

図 1は，アメリカ経済の 1947年経済産業連関表と，西ヨーロッパ諸国 (OEEC加盟国）を一括した

1953年の統合産業連関表を，ともに同じ分類基準に調節し，さらにそれらを三角化された表 triangulated
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tableに組み替えて，互いに重ね合わせた表である

この図をみると，驚くぺきほど明白な投入産出構造の類似性が浮かび上がってくる一瞥して，各升目

の黒い正方形（アメリカ経済）の面積の大小は，白い点線で囲まれた正方形（西ヨーロッパ経済）の面積の

大小と極めてよく対応していることに気づく．各正方形の面積は，現実に産業間で取引された量の相対

的大きさ，つまりアメリカ経済体系における第 6行第5列（機械産業に投入された鋼鉄の量）の取引量を

基準にして，その大小に比例するように計算された面積を表しているこの類似性は，たんに「個別産業

ごとに生産に必要とされた投入量が似ている」というだけにとどまらず，さらに重要なこととして，「両

経済体系を全体としてみたとき，産業間取引構造に量的な強い類似性が現れている」ことを意味してい

るのである．

3.2 三つの条件

レオンティエフの観測結果によれば産業連関構造に強い構造的類似性が見いだされるためには，少な

くとも次の三つの条件を必要とすることがわかる．

第一の条件は経済体系の規模の大きさである経済規模の著しく異なる国民経済を互いに比較しても，

必ずしも強い構造的類似性は発見できない．レオンティエフが経済の規模が大きければ大きいほど，その

構造は完成していくと述べたのはこの条件を指しているこのことの経済構造分析にもつ意味は大きい．

これまでの研究では，国を単位とする国民経済の構造比較が主たる分析課題とされてきた． しかし，レオ

ンティエフの実験によればたんに骨格の相似性のみならず，さらに強い数量的な取引構造の類似性を見

いだすためには，国という単位を越える広域経済圏の規模を必要とすることが判明したのであるこれを

発展の動学的側面で解釈すれば，各時代ごとに与えられた近代技術のメニューを前提とするとき，経済規

模の小なる国では，他の国との分業形態の発展を利用しつつ，広域経済圏形成への求心力が作用するとい

うことになる．今後の国際分業の実証研究では，この多国間相互依存性 multi-nationalinter-dependency 

の増大という要因を無視することはできないであろう．

第二は近代技術の共有性という条件である事実上，溶鉱炉とかセメント窯とか火力発電所などの個

別の技術は，それがアメリカであろうとインドやペルーであろうと，どこの国で操業していても，技術の

メニュー自体は変わりない．問題は，この技術体系があたえられたとき，各国がその発展の段階において，

どのような商品を生産し，国際社会の中で各国の経済構造を定着させているかである．

レオンティエフの実験では，アメリカ経済と統合された西ヨーロッパ経済圏に，この意味で完成度の高

い経済構造が定着していると考える．そのうえで，両経済圏に著しい構造的類似性を発見し，この類似性

によってこの時代の経済構造の完成度を相対的に定義するのである．この見地からは，後進性という概

念は次のように定義できるであろう．後発国経済が，この完成された体系にくらぺて，どの部分をどの程

度欠落しているかによって後進性の程度が定まるのである [9]

第三に，生活体系の類似性という条件があげられる．これは，たんに 1人当り所得水準の同一性という

条件のみらなず，その内訳として最終需要構成比の類似性を必要とする．米国とヨーロッパ諸国という
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図 1:合衆国と拡大ヨーロッパの経済構造の類似性
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大きな両地域の消費面に表われた生活水準の類似性は図 1右端の最終需要の列ベクトルに明瞭に現れて

いるまた，持続的な経済発展の経済的側面はこの消費構造の成熟を目的としている．このように生産

構造は究極的には最終需要構造に依存するゆえ，構造的類似性の発見に，この条件を無視することはでき

ないのである．

3.3 レオンティエフの命題の追試

W. Leontiefの実験は 1947年時点の合衆国産業連関表と 1953年時点のヨーロッパ 17か国合成の産業

連関表を重ね合わせてみると，そこに顕著な類似性が見られるというものであった．

この命題の成否は異なった時点においても異なった地域に存在する二つの広域経済圏に類似性が見ら

れるかどうかという観測事実の信憑性に大きく依存している．

そこで，もう一度新しいデータを用い，レオンティエフ実験の帰結がはたして成立するか否かの追試実

験を行っておこう．

もし先のレオンティエフによる観測に不完全な点があるとすれば，第一に，彼の観測では 1947年合衆

国産業連関表と， 1953年OEECヨーロッパ 17か国の産業連関表という比較的古い時期の表を用いてい

たという点であろう．この時点の西ヨーロッパは EC結成の 5年前という状況である．したがってこの

観測時点では，比較の一方は，一国でありながら同時に世界最大の規模をもつ合衆国経済であり，他方は

国を単位とする 17か国経済を単純に合計した仮想上の広域経済圏に過ぎなかったもし広域経済圏と

いう概念が，その内部で近代技術を十分に利用し，その結果到達した一つの緊密な経済体系を意味するな

らば， 1953年時点の OEECヨーロッパは，なお，各国間の関税・非関税障壁にさえぎられた不完全な集

合体と見なさざるを得ない．

われわれは，この欠点を改良することを試みた．その理由は 1967年の EC6か国・統一産業連関表と

1965年の合衆国産業連関表という新しいデータを利用できるからであるローマ条約結成の後， ECの

経済統合は急速に進み， 1967年時点では，合衆国経済規模に次ぐー大経済統合体を形成した．その結果，

合衆国と EC6か国を広域経済圏の例として互いに比較することが可能になったのである．

図2は， 1967年EC6か国の統一産業連関表と， 1965年アメリカ経済の産業連関表を相互に分類基準を

統一して， 34部門レベルで比較したものである図の黒で囲まれた正方形の面積は，合衆国の各部門問

取引量の相対的大きさをまた，図の点線で囲まれた正方形の面積は， EC6か国経済統合体の各部門間取

引量の相対的大きさを示している（いずれの表も，各部門の取引量の大きさは，一般機械産業における鉄

鋼一次製品の投入量 Xi□-4= 100としてはかってある）．

レオンティエフの実験では， 1953年当時の OEECヨーロッパ 17か国の合計表を必要としたがわれ

われの図では国の数はわずか EC6か国にすぎない．加えて 1974年時点， EC6か国のドル換算国民総

生産額は，約 1兆ドルで，同時点，アメリカ合衆国の GNPl兆 4000億ドルの約 3分の 2であり，合衆国

経済に比ぺて， EC6か国の経済規模が当時なお過少であったことを考慮しなければならない．この経済

規模の過少は両者の類似性の程度を弱める効果をもつであろう．にもかかわらず，図 2は全体として両
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経済取引量を示す。

2) EC 6か国は1965年EC統一表を用いた。統一表での貨幣単位はドルで表示され

ている。

3)図1に示されたレオンティエフの表と同じく産業用機械（第 4部門）に投入され

た鉄鋼一次製品（第10部門）の量 X10.,を単位として他の部門間の相対取引量の大

小を各正方形面積で表わしてある。図では X,ぃ =100の大きさを●で示してある。

，4）対角線上の自部門内取引量は表示されていない。

5) 24行15列（食料品に投入された農産物）の斜線を引いた正方形は、この尺度では

大きすぎることを示している。

図 2:合衆国と拡大ヨーロッパの経済構造の類似性ー追試
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広域経済圏の類似性を浮き彫りにしているとくに工業部門（図の第 1部門から第 22部門までの部門）

の部分に対しては明確な三角性と，取引構造の類似性を観測することができるであろう．レオンティエ

フの実験もわれわれの追試実験も，厳密な類似性の測定がなされておらず，視覚的な類似性の発見にとと

まっているが広域経済圏化が経済体系の構造的類似性を高めていくというレオンティエフ命題の成立

を否定することはできないように思われる

4 レオンティエフ体系における技術の表現

レオンティエフの実験は，経済構造の類似性を見いだそうとする試みであった．そこに観測された経

済量は，その基底に存在する技術体系の制約を受けている． したがって経済構造の類似性の要因を探る

ためには，より自律度の高い技術体系の類似性を直接検出することが必要となる．

そこで，この技術体系がどのような安定性，共通性をもっているかについて，観察することにしよう．

この検証を行う準備として，この項では，レオンティエフ体系における技術体系はどのように表現されて

るかについて，その概略を述ぺておきたい．

まず，経済体系を多数の部門からなる構造とししてとらえてみよう． レオンティエフ体系では各部門

の生産技術は，伝統的生産関数のような価値増殖のプロセスではなく，もっと物量的な単位ではかられた

投入物と産出物の量的関係としてとらえられる．そして，そうすることによってのみ，各部門ごとに千差

万別の技術は，詳細につかまえうるというのがレオンティエフの考えである．

全経済を n個の部門（たとえば 500部門）に分割してみよう．その第j番目の部門が鉄鋼部門とあった

とせよ．鉄鋼の年問生産量を Xj(たとえば 1億トン）という記号で表し，そのふを生産するために必要

とされる鉄鉱石，石炭電力等々の投入量をそれぞれ，

X1j, X2j, X3j, ・ ・ ・Xij, ・ ・ ・Xnj, 

という記号で示そう．さらにその生産に投入された必要労働力を Li'必要な資本量を約と表せば，各

種の投入量と，鋼鉄産出量の関係は，一般に，

ふ＝方(x1j,・ ・ ・Xij, ・ ・ ・Xnj, Lj,}も） (1) 

のように書けるであろう． この関係式の特徴は，左辺の産出量が，鉄鋼の物的生産 Xj トンといった物量

で表示されていること，また投入面においても，鉄鋼生産に必要な鉄鉱石の投入量 Xij , 石炭の投入量 Xj

等々，がとり入れられ，労働も資本も，鉄鋼生産に必要な人員（あるいは man-hour),資本プラントや機械

等具体的な内容をもった量がとり入れられていることにある．言い換えれば，この関係を安定的に支え

ている要素は工学的技術の関係にほかならない．

さて， (1)式は各部門の総生産と各投入量の関係として表されたが次にこれ鉄鋼 1単位を生産するの

に必要な各投入量との関係としてとらえてみよう．各種の投入係数を次のように定義する たとえば，

第3部門を電力とすれば， a3jは鉄鋼を 1トン生産するのに必要な電力投入量 (KWH)を示すこととな
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る．一般に

a;;= ::ii.. ら＝五も＝的
X;'X;'  X; 

(2) 

と書くことができる. Iiはj部門の労働係数であり，朽は，資本係数である．そこで (1)式は，鉄鋼を 1

トン生産するために必要な投入ー産出の技術的関係として次式のように表される．

1 = 91 (a1j, ・ ・ ・a;j, ・ ・ ・Unj, lj, kj) (3) 

このときレオンティエフは (2)式のような物的・工学的関係では，各 a;;の間に代替的な関係がみられ

ないのが普通であって，近似的には，各商品ごとに a;;=一定の関係が成立すると主張するのである．実

際問題として中間投入に関しては，各 a;;(i = 1, 2• • • , n)はそれぞれ原単位を表しているから a;;=一定

の仮定はそれほど不自然な仮定ではない．

(2)式の投入係数が，一定であれ，変化するものであれ，ある時点，たとえば 1970年において日本鉄鋼

産業は，特定の技術を選択したのであるから，現実値としての a;;,lか朽はそれぞれ特定の値をとる．そ

こで鉄鋼産業でたとえば 1970年に実現した技術は次のようなベクトル

(a~v. • a?v••a岱， IJ, kJ) (4) 

によって表されることとなる．今，鉄鋼に限らず，第 1部門（たとえば農業部門）から第n部門（たとえば

通信部門）まで全部門にわたって実現した技術を縦に並べて表示すると次の (5)式の [TO](サフィックス

0は基準時点を示す）が得られる．

a゚ll a゚12 a ゚lj a ゚ln 

a゚21 a゚22 a ゚2j a゚2n 

゜ll゚;2 
a ゚

a゚in -
[Ao] 

T0 = I a;1 ” " ＝ (5) 
[co] 

an0 l a0 n2 
a ゚nj a n゚n 

10 1 10 2 1］ 9 10 n 

ko 1 ko 2 kJ 9 ko 
" 

(5)式の To行列は，日本経済が 1970年に選択した全産業の技術構造を描写しているとみることがで

きるであろう．もし 1980年において，どの産業部門かに技術変化があったとすれば，その産業の投入係
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数は異なった値をとるだろう. 1980年の技術構造を y1(サフィックス 1は比較時点を示す）で表せば，

a1 u a1 12 a1 l］ • a1 ln 

a21 1 a22 1 a 1 
2j 021 n 

T1=  I ai1 l 
a;1 2 a” 1 -- am 1 • [Aり

＝ 
[Cり

(6) 

an1 l an1 2 a 1 
nj a n1 n 

11 
1 1~ 11 

j 
11 
n 

kl 
1 

kl 
2 k3 ~ kl 

n 

となる．技術変化を測定しようとすれば，

［△ T] = [T1 - T0] = 
［△ A] 

(7) 
［△ C] 

のような計算をすればよいのである．

もし第j部門の各投入係数 a;jとakjが互いに代替的な関係をもつならば，相対価格の変化による調整

が行われて i財と K財の投入関係に，直接的な相互依存性は生じがたい．レオンティエフ体系の特徴は

第一次近似として，この投入係数の固定性を仮定し，その変化を直接，価格変化に求めるよりは，工学的

技術変化に求めようとする点にある電力における石炭専焼から石油専焼の発電への切替えの例に見ら

れるように，資本設備の変更を通じて，石炭投入と石油投入の代替が実現すると考えるのである．

もし， (5)式や (6)式の行列が測定されるならば各時点の技術構造は正確に描写されたことになるま

た，異時点間の比較を行えば技術変化も定量的に表現することができるこの明確さと簡潔性がレオン

ティエフ体系の特徴なのである

5 技術体系の類似性

5.1 国を単位とする経済内部に見られる技術体系

経済規模が大きくなればなるほど，その構造の完成度は高くなるというレオンティエフ命題において，

構造の類似性の原因を何に求めるぺきか，また先の第二の条件である両地域における近代技術体系の共

有ということは果たしてどのような内容をもっているのだろうか．

レオンティエフの実験は両広域経済圏における経済的取引の構造の比較であった．類似した経済構造

の形成には，その基底に技術体系の共有性が要請されるもし異なった地域において技術体系が著しく

異なれば，その上に構成される経済構造の類似性は，望むぺくもないからである．さらに近代技術の共有

とは単に個別技術の共有ではなく，技術体系全体の共有性を意味している国単位の経済規模の違いが

あるにもかかわらず，また国際分業の結果それぞれの国の経済構造は著しく異なっているにもかかわら

ず，二国間で技術体系の間に類似性が見られるかどうかがここで問題とされる．
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再言すれば，この二国間の技術体系の類似性は，先のレオンティエフの命題における経済構造の類似性

という観察事実に，技術体系の安定性という基礎を与えるのである．

5.2 技術体系の日・米比較

国単位の経済規模の違いがあるにもかからわらず，二国間で技術体系の間に類似性が見られるだろうか．

われわれは， 1985年日・米国際産業連関表を用いて，両国の技術体系の直接比較を試みた．図 3,図 4

は両国で独立に作成された産業連関表から得られる情報の下に，両国の工業部門に関する技術体系の直

接比較の結果を画いたものである視覚によるものであるが，両者の構造は驚くほど類似している．紙

面の都合上ここに載せられないが，日・韓両国の比較においても技術体系に強い類似性が見いだされる．

各国の経済構造や経済規模の大きさには大きな相違があるにもかかわらず，近代技術の体系は各国間

で類似性をもっ．この観察事実は冒頭に述ぺた広域経済圏における経済体系は安定した構造をもつか，と

いう問題に対して一つの肯定的な基礎を与えるものである．すぺての国は，近代技術体系という共通の

工学的情報を共有しながら，その中から，各国は自らに有利な国際分業のパターンを決定し，その結果各

国の経済の構造が定まると考えられる再言すれば，この二国間の技術体系の類似性は，先のレオンティ

エフの命題に，技術体系の安定性という基礎を与えるのである．

5.3 単位構造系の合成物としての技術体系

上述の類似性の導出は，経済構造の基礎には全体としての技術体系が存在することを先取りするもの

であった．そこで，技術体系とはどのように定義され，どのような構造をもっているかを改めて検討する

必要が生じるこの点に関しわれわれは，次のようなアプローチを試みた．全体としての技術体系は，各

個別商品ごとの技術的単位構造系の集積したものと考えるこの基本単位系自体に先に述べた序列性や

複合性（結合性）の性質が内包されていれば，この単位系の合成物としての技術体系にも同じ構造特性が

表れるであろう．逆に言えば先に日・米の技術体系に観察された構造の類似性は，この基本的な単位構

造系の中にみられる特性を基礎としているある部門の技術ベクトルとほかの部門の技術ベクトルの相

対的関係は，この個別商品ごとの単位構造系の中ですでに定まっているのである．

6 単位構造にみられる技術の特性

6.1 技術に関する単位構造（ユニット・ストラクチュア）

全体を構成する基本単位において何からの技術的特性が見られるとすればそれを合成した全体の構

造も同一の特性をもつことが期待されるそこで，この項では市場に登場するすぺての商品について，各

商品 l単位の生産構造に着目し，これを単位構造（ユニット・ストラクチュア）と呼ぶことにしよう．

単位構造（ユニット・ストラクチュア）の概念は，たとえば，単位期問に任意の第 j財を 1単位だけ生

産する 1つの孤立したコンビナート島（孤立系）を考えてみることによって，容易に理解することかでき

る．この孤立系の生産活動では，期首に，あらゆる中問財部門が生産に着手するがそれらはことごとく

期末に産出される第 j財 1単位の完成に使用され尽くして期末に何も残らない．いま，第 j財を自動車
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図 4:合衆国製造工業部門の技術体系 (1985年）
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と考えて，自動車 1単位だけを生産するユニット・ストラクチュアを考えてみよう．鉄鋼，ゴム，繊維電

力等他のすぺての部門は，自動車 1単位の生産に直接間接必要とされる中間投入分だけの生産活動を行

ぅ．これらの中問財を生産するための資本設備および土地，労働などの生産要素は期首においてすぺて

この孤立系の中に存在しているこの意味で，孤立系は，自動車 1単位のみを生産する構造系としては，

自己完結的である．

図5に，自動車部門のユニット・ストラクチュアを立体的に描いてあるこの図は，日本の 1985年表

に基づいて計算されている

1985年の自動車部門の単位構造系はどういう姿をしていたのだろうか．図 5は自動車 1単位を生産

するのに他の産業は，直接・間接にどれだけの財・サービスを生産し，販売し，他産業からどれだけの財・

サービスを購入しなければならないかの取引構造の態様を，立体的に示したものである．この図は 56部

門分類で画かれている．図の右方部分 (51部門~56部門）はいわゆる運輸・通信・サービス部門， 48~

50部門はエネルギー・鉱物関係，47部門は農業， 41~45部門は化学を中心とする資源集約部門を示して

いる．左方部分(2~14部門）は金属・機械プロックを示し，他の部分が非金属部門を表している．図に

よれば，金属・機械プロックが相互に結合しながら大きく上方に突出していること，エネルギー，サービ

ス部門が全産業において投入されていること，さらに自動車を生産するためには，ほとんど全産業の生産

活動が必要なことがわかる

この意味で，自動車の生産は，全産業の技術を結合した高度に複合的な商品の典型である自動車が強

い国際競争力をもっためには，その背景に国民経済の体系として十分に発展した産業構造の形成がなけ

ればならないことがわかるであろう．次項でもう少し詳しく各商品のユニット・ストラクチュアがどの

ような構造をもっているか調ぺてみることにしよう．

6.2 ユニット・ストラクチュアの数学的表現

すでに観察したように，体系の中に何らかの構造的関係が発生しているとすれば，その検証は，全体を

構成するより基本的な単位構造内部の秩序的関係の存在の有無にかかっている．産業連関分析において

は，その基本的要因は，各個別商品ごとの技術的投入・産出の関係にあると考える以下，これを単体の

技術特性あるいは，各商品ごとの単位構造，あるいはユニット・ストラクチュア U(j)と呼ぶことにする．

U(j)の数学的構造はどのようなものであろうか．

レオンティエフ体系における投入係数行列は各部門の列ベクトルの集合として次のように表わせる．

今， A茂 j部門の投入係数ベクトル， a;;を各投入係数とすると

[A]= [A1,A2, ... ,An], (8) 
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一般機械

鉄鋼圧延製品

図5
：自動駆部門のュー

一ーット ・ストラクチ
ュア56部門

(1984年）にお
ける中間財取5(:c,j 



148 

AJ = 

a1; 

a2; 

01j 

(9) 

ここに第j財の技術ベクトル A;は第j財 1単位の生産活動という場において，第j財と他のすぺての

第i財(i=l,... ,n)の投入産出における結合関係を示している．

さてすぺての財がそれぞれの物量単位 (ton,yard, etc.)で測られているとせよ．物量タームの投入係

数は，

Z;i 
a;j=-

zi 
(10) 

で定義されるここに， Z;;は第j財の生産 Z;に必要な第 i財の投入量である．るも Z;;も共に物量

タームではかられているから， A;は，純粋に工学的な投入ー産出関係のベクトルを表していることになる．

いま，全商品の生産量ベクトル Zを次のように表そう．

Z1 

z2 

Z=  (11) 
Zj 

Zn 

(11)式において任意の第j財を 1単位だけ生産し，他の財の生産はゼロの場合を列ベクトルz;で表そう．

0

0

 

Z! = 
J 

Zj = l 
但し Z;= 1, Zk = 0 for k -::p j (12) 

゜
ここで Zi1単位の生産（列ベクトル Zjという記号で示す）に直接・間接必要な，すぺての財の投入

量は次の (13)式のように表現できる．
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Zj = (z1,z2, ... ,zか..., Zn)'但し， Zj= 1, Zk = 0 for k f= jと書けば

゜
3
 

゜ ゜
a;j Zj = 1 I + a;j Zj = 1 I + a;i Zj = 1 I + .. ・ 

゜ 。 ゜
= AZj + A2 z; + A3 z; + ... = A(I + A2 +が+...)Zj (13) 

もし， A行列が Hawkins-Simonの条件または，ソローの条件（十分条件）を満たしていれば， (13)式の

中の級数は収敵して次式が成り立つ．

(I +A+A2+が+...) = (I -A)-1 (14) 

これは通常のコモディティ・バランス式から得られたレオンティエフ逆行列と同型である1. 今この逆行

列を B という記号で示せば

(I-A)―i =B=[妬]= [B1,B2,, .. ,Bか...,Bn]ここに Bi= (b1i , ... , bni)'列ベクトル

となり， (13)式は (15)式のようになる．

A(I+が＋が+...)ZJ = ABZJ (15) 

したがってこの ABZJの内部構造は次のようにように表せる． これを第j財のユニット・ストラクチュ

アU(j)と呼ぶことにしよ'っ．いま乃ヘクトルの要素を対角に配置した行列を Bjで表示すれば， U(j)

は(16)式のように表せる

b1j 0 

0 b祈

U(j)= a;; 

0 0 

: I 
b1i 

゜゜
゜

b功

゜=ABi ........ 1』句＝ (16) 

b nJ . 

゜゚
bni 

(16)式においてすぺての数量変数公を基準時点の onedollar worthの単位で測定すればZi(j = 1, ... , n) 

は，物量単位になり，かつ市場に登場する限りソローの条件を充たしていると考えるから， (13)~(15)式

はそのまま成り立つことになる

1ここで導出された (l+A+が＋が＋…） = (J-A)-1の逆行列は通常の商品バランス式 AX+F=X(但し， Fは最終

需要ベクトル）から導かれた X= (I-A)一lFにおける逆行列 (I-A)-1導出の手続きをふんでいないことに注意せよ． した

がって {16)式の U(j)は純粋に工学的な関係としてのユニット・ストラクチュアを表していることになる．
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このようにして各商品ごとの生産に固有の単位構造（ユニット・ストラクチュア）がA行列とB;行列

の積として表されることになる．

6.3 各商品ごとの単位構造の観察

図 5に立体的に画かれたユニット・ストラクチュアをもう少し見やすくするために， 1975年の自動車

とセメントについてその骨格を浮き彫りにしたものが図 6に掲げてある

両図を比較すれば異なった財の生産はそれぞれに固有の生産システム，つまり，単位構造をもつことが

観察によって確認される．

このユニット・ストラクチュアがどのような内容をもつかを次に調ぺてみよう．

(i)自動車のユニット・ストラクチュアの特徴は，製造工業部門内において相対的に他部門と複雑な内

部連関系をもつが，セメントのユニット・ストラクチュアは，自動車に比ぺて，より単純な形象の連関系

をもっていることがわかる．

(ii)自動車100万円価値の生産に伴う各部門の付加価値額は，その 62.5%(62万5千円）が製造工業内

で発生し，エネルギ一部門では， 3.3%(3万3千円）に過ぎない．逆にセメントの場合，製造工業部門内の

発生付加価値額は 40.9%(40万 9千円）と相対的に低く，他方，エネルギ一部門では 28.0%(28万円）と，

自動車に比ぺて格段に大きい．セメント生産のエネルギー多消費型の構造は，この図 6(2)のような形象

をもっているのである．

(i)と(ii)は相まって各財の生産に固有のユニット・ストラクチュアが存在し，異なうた財の連関系の

形象は互いに大きく異なっていることを示している．これらのユニット・ストラクチュアが，もし長期

にわたって安定した形象や量的関係を保持しているならば，たとえ現象面での構造が大きく変化してい

ても，その基底には相対的に安定した基本構造が存在していることになる．

次にこの単位構造が時系列的にどの程度変化し，またいかなる特性を保持しているかを観察してみる

ことにしよう．

6.4 単位構造の時系列変化ー形象の不変性

さて，各財の単位基本構造が，現実にどう変化したかについて観察してみよう．まず，昭和 50年-45

年 40年連結産業連関表を用い， 1975年不変価格表示で，自動車部門についてのユニット・ストラクチュ

アが計算された．その 1965年， 1970年の両年の図が，図 7に示されている．

図 6(1)とこの図 7を比ぺてみると，一瞥してこの 10年の期間中，自動車生産の単位基本構造は，その

形象（かたち）においてほとんど不変であったことを知る．この期間中，自動車部門の粗生産額は， 1975

年不変価格表示で，昭和 40年の約 3兆 3千億円規模から，昭和 50年の 10兆 7千億円規模へと 3倍強も

伸長した．さらに，この期間中，第一次石油危機の影響もあって，日本経済の価格体系は著しく変動した．

この現象面での激しい変動にもかかわらず，この自動車のユニット・ストラクチュアは，その形象をほと
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自動車·=謳蹟•四噸ゴム畠眉§麿 8鷹！贔嬰立運輸繋雰畠嘗サービス
自動車
一般機械

電気機械
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銑鉄・粗鋼
非鉄一次
繊維， 一・- ~ ― 0.4 

6.2 0し
塗料 l≪l

ゴム
合成樹脂 0.8-:t:6 
無機基礎化学石炭製品 1.9 0.4 !Ce : 

五浪＿製品 。.4 ’ 0.5 , 0.9一;...o.3-- -----------------------------------------------
電力 0.8 0.7 0.4 ＇ ＇ 
＿厩油：天然ガス l 1.0 1.2 3:i , 

， 
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卸売・小売 5.0 0.7 0.3 0.5 0.3 0.3 0.3 
金 融・ 保険 3. 7 0.3 0.2 0.4 0.2 0.3 0.3 0.2 0.5 
サービス 2.8 0.6 0.5 0.6 0.3 0.2 0.5 

発生付加価値 I44.o 5.2 2.8 4.7 u 2.7 o.6 o.3 o.8 3.3 2.6 7.5 5.9 5.o 
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62.596 
(b)エネJけ:f%部門 (C戸芝閉農Fr,

注I.)円の大きさは取引額に比例して画かれている。

2.)この構造的関係は．自動車 1単位の生産に直接・間接必要とされる他部門間の取引構造を示している。

図6(1):197祉F自動車のユニット・ストラクチュア

自動車 ii麟. i~ 紙製品開信負鷹｝電ヵ晨勢乱運輸繋雰畠嘗サービス
建設土木

自動車 lo1
＇ 一般機械 0.4ー 0.9I I b4 

電 気 機械
金属製品
銑鉄・粗鋼 ― 

0:2 ~ 

発生付加価値 1.7 1.3 0.4 26.8 2.0 0.8 

0.2 
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1.1 0.8 3:1 0.4 0.3 0.2 
0.8 0.4 )l3 0.4 0.3 0.8 

7.8 6.2 21.8 5.2 4.9 7.0 

(a)工4業0.部9%門 (b)エネル28ギ.0一%部門 (C)三次2産2業.1%部門

注1.)円の大きさは，取引額に比例して画かれている。

2.) この構造的関係は，自動車 1 単位の生産に直接•間接必要とされる他部門間の取引構造を示している。

図6(2): 1975年セメントのユニット・ストラクチュア

図 6:1975年自動車とセメントのユニットストラクチュア
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3.9% 18.1% 

2,)この構造的関係は．自動車 1単位の生産に直接・間接必要とされる他部門間の取引構造を示している。

図7(1) : 1965年自動車のユニット・ストラクチュア
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(b)エネルギ一部門 (C)三次産業部門
4.4% 20.2% 

2.) この構造的関係は．自動車 1 単位の生産に直接•間接必要とされる他部門間の取引構造を示している。

図7(2):1970年自動車のユニット・ストラクチュア

図 7:1965年と 1970年の自動車のユニットストラクチュア



第4章経済構造と技術体系 153 

んど不変のまま保持したのである．価格変化や成長率の変化という現象に対して，単位基本構造の形象

がきわめて安定的であったということは，経済変動の基底に，安定した構造的関係が存在しているという

事実を示すものである．

6.5 その他の財の単位基本構造の変化

前項で観察したのは，主として自動車およびセメントのユニット・ストラクチュアの変化であった．こ

こで，前項までの観察事実が他の財についても同様であるか否かについて調ぺてみよう．

次の図 8は一般機械の基本単位構造を 1965年と 1975年について比較したものであり，同様に図 9は

銑鉄粗鋼部門について，両年のユニット・ストラクチュアを比較したものである先に自動車およびセ

メントについて確認した不変の形象の保持は，一般機械および鉄鋼についても同じように確認される

このような観察から，次の結論を導くことができよう．

第一に，この 10年間の経済変動にもかかわらず，各財ごとのユニット・ストラクチュアは安定的に推移

し，とりわけその形象は不変に保たれた．このことは，構造変化の内部のインヴァリアントの部分は，各

財の単位構造系の形象の中に見いだされることを意味しているこの形象的関連系の強固な保持は，そ

れが純粋に技術的な特性に起因しているからであろう．上記観察は経済体系の基底に，技術的関係を要

素とする基本構造が存在することを強く示唆しているのである．

6.6 序列性と結合度

個々の商品の生産は，それぞれ異なった各商品に固有のユニット・ストラクチュアをもつが，これらの

間に共通する性質を見いだすことができるだろうか．

上記観察を序列性と結合度という視点から考察してみよう．

われわれは構造特性という概念を，それぞれ個別の技術特性に見るのではなく，任意のj商品の生産と，

他のK商品 (k=l,2,... ,n)の間の技術的関係という視点から分析してきた．この観点に立って，商品間

の関連を，第一に各商品生産の相対的位置を決める序列性という性質に求め，第二に各商品と他の商品と

の結合関係における結合度という性質に求めることにしよう．

6.6.1 序列性

序列性とはいかなる商品生産も，素原材料を変形して順次，より高付加価値の最終製品に加工し，市場

へ供給する．この素原材料を最終製品に加工する段階において，種々の中間財が投入され，別の中問財あ

るいは最終製品が生産される．鉄鉱石から高炉鉄→インゴット→圧延板→薄板等の生産工程はこの過程

を示している．序列性はこの垂直的加工段階によって発生した各商品生産の相対的位置関係である．

その結果この単位構造には，各商品の間に明確な序列が作られ構造上，各投入財の相対的位置が定ま

る．換言すれば単位構造の形象には明確な三角性が表れるそれは工業化の進展につれて各商品間の迂

回生産の長期化が実現していることを示唆している．
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2.)この構造的関係は，自動車1単位の生産に直接・間接必要とされる他部門間の取引構造を示している。

図8(1) : 1965年一般機械のユニット・ストラクチュア
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2.) この構造的関係は．自動車 1 単位の生産に直接•間接必要とされる他部門間の取引構造を示している。

図8(2): 197祉F一般機械のユニット・ストラクチュア

図 8:1965年と 1975年の一般機械のユニットストラクチュア
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2.) この構造的関係は自動車 1 単位の生産に直接•間接必要とされる他部門間の取引構造を示している。

図9(1) : 1975年銑鉄・粗鋼のユニット・ストラクチュア
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2.)この構造的関係は自動車 1単位の生産に直接・間接必要とされる他部門間の取引構造を示している。

図9(2) : 1965年銑鉄・粗鋼のユニット・ストラクチュア

図 9:1965年と 1975年の銑鉄・粗鋼のユニットストラクチュア
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6.6.2 結合度

結合度とは任意のj商品の生産に対する他商品との直接・間接の投入産出関係の強さを示している．

すでにのぺたように第j商品のユニット・ストラクチュアは

U(j) = AB; 

という数学的構造をもっている．

このとき右辺第 1項A行列の形象は，素原材料を順次加工して最終製品を作る工程で投入される各商

品間の関係を示しているから，そこには生産工程にもとづく明確な序列性（三角性）が現れるはずである．

他方，第 2項

b1; 0 ・.. 0 

0 b2; .. . 0 

＝
 

．］ ̂B
 

0 0 .. . bn; 

には， j商品と他の K商品の結合の度合いが測られているこのようにして両者を組み合わせたユニッ

ト・ストラクチュアの構造が時系列で安定的であれば，各商品に固有の単位構造系は，時間の変化に対し

硬直的なクラスターを形成することになる．

以上の観察は，各財の生産には，それぞれ固有のユニット・ストラクチュアが存在し，それらは各商品

の間で大きく異なっていることを示した．これらのユニット・ストラクチュアがもし長期にわたって

安定した形象や量的関係を保持しているならば，たとえ現象面での経済要因（価格や生産数量）が大きく

変化しても，その基底には相対的に安定した基本構造が存在していることになる．次節で，この単位構造

が時系列でどの程度変化し，またいかなる特性を保持しているかを観察してみることにしよう．

7 単位構造の重層的合成による技術体系の形成

各商品に固有の単位構造は，それぞれが完全に独立したものではない．自動車のクラスター（単位構

造）は鉄鋼の一部を内包しているがその逆は成り立たない．他方，一般機械のクラスターも鉄鋼の一部

を内に含んでいるこのように高次のクラスターと低次のクラスターが存在することがわかる．これら

n個の商品ごとのクラスターは互いに部分的に重複して，全体形を構成するさらに，観察によれば，自

動車部門のユニット・ストラクチュアは，一般機械等高次のクラスターの水平的投入による複合商品で

あることがわかるセメントや鉄鋼等の単純な単位構造と比ぺて，自動車や一般機械等は，高度に複合的

なクラスターを形成しているのである．

その結果，各単位構造はそれぞれの複合性の相異に応じて，全体としての技術体系を構成するがそれ

は，各段階のクラスターの重層的な合成（重ね合わせ）として実現することになる．重ね合わせの数学的

な表現は次の通りである．
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7.1 ユニットシステムと投入産出システム

現実の経済では，最終需要は各部門に /j(j=l,... ,n)だけ発生しているそして現実の経済を表現し

ている産業連関表産業連関システムはこれらのユニ ト・システムを，各部門の最終需要 Lをウェイ

トとして足し合わせたものとなる

コモディティ・バランス式は

AX+F=X (17) 

としてあらわされるから， (I-A)-1 = BとおけばX=BFとなり，次式が導かれる．

ABF+F=BF (18) 

他方最終需要ベクトルFは

1 

゜ ゜ ゜Ii 

゜
1 

゜ ゜'2 

゜ ゜
1 

゜F=l'3 =Ji +'2 +h + ... +fn (19) 

゜ ゜ ゜ ゜fn 

゜ ゜ ゜
1 

のように書けるから， ABF+F=BFを以下，変形すると，次のようになる

1 

゜ ゜ ゜
゜

1 

゜ ゜
゜ ゜

1 

゜fiAB I . +hAB +hAB + ... + fnAB 

゜ ゜ ゜ ゜
゜ ゜ ゜

1 

1 

゜ ゜ ゜
゜

1 

゜ ゜
゜ ゜

1 

゜+Ji I : +h +'3 + ... +fn 

゜ ゜ ゜ ゜
゜ ゜ ゜

1 
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,. 
b11 b12 bin Ii 

b21 b22 b2n '2 

ba1 b32 b珈 Is 
=I  (20) 

bnl bn2・ ・ ・bnn」LIn 

したがって，

,. 
bu b12 b13 bin 

b21 b22 b2a b2n 

b31 b32 b33 b珈
fiAI +hA +hA + ... +fnA 

如」 L bn2」 L bn3」 L bnn 
7 

1 

゜ ゜ ゜
゜

1 

゜ ゜
゜ ゜

1 

゜+ti I . +h  +ls + ... +fn 

゜ ゜ ゜ l~ 
゜ ゜ ’゚ Ji知十 f沙12+,,, fnbln 

Ji知 +h知+• • ,fnb2n 

Ji知 +'2知+・ ・-fnb3n 
=I  (21) 

f詮nl+ f沙n2+• • • fnbnn 

bi; 

゜゜
1 

゜
b2i 

゜
1 

L~f1A I ・「麟=L {/jB ij} 
(22) 

: j j 

゜゚
b nJ . 1 
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(22)式が各商品のユニット・ストラクチュアと経済全体の技術体系の関係を示す構造式である．

以上，われわれは，各単位構造の内部において，既に，商品部門間に，序列性と複合性という構造的関係

の内在していることを確かめた．この序列性と複合性は単一商品から複合商品までのすぺての商品クラ

スターの中に現れてくるとすれば，この単位構造の重層的な合成体である一国経済の技術体系にも当然

序列性と複合性の性質が表れるはずである．先に観察した日本・米国の技術体系の著しい類似性は，こ

の単位構造系（クラスター）内部の構造特性に起因しているのである．

8 まとめ

この稿では，レオンティエフの行った経済構造の類似性に関する観測事実を足がかりとして，経済構造

形成の基底には技術体系が存在すること，さらに，この技術体系が日・米二国間で著しい類似性をもつこ

とを観測した．次になぜこのような類似性が生成されるのかという問題に対し，技術体系を各単位構造

系に分解し，生産のサイドにおける構造的特性がすでにこの単位構造系の内部に現れていることを見い

だした．ここに構造特性とはある商品と別の商品の構造的関係であって，それは，序列性と複合性（結合

度）という二要素およびその安定性によって表わされることが判明した．

他方，レオンティエフの命題では，経済体系の規模が大きくなればなるほど，その構造はますます完成

したものになるという主張がある．この稿では，経済規模の拡大効果の直接検証は行われなかった．この

検証は先のレオンティエフの技術の表現の (5)式における付加価値部分の分析，換言すれば，労働と資本

に関する生産関数の測定結果によって検証されるぺき問題であるこの分析は残された問題として，次

稿に譲りたい．
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日・米国際産業連関表部門分類

001 穀物 031 酒類

002 野菜およびイモ類 032 清涼飲料

003 果実 033 飼料

004 豆類・油糧作物 034 たばこ

005 砂糖原料作物 035 製糸・紡績

006 葉たばこ 036 織物・染色整理

007 その他の作物 037 衣服・身廻品

008 酪農 038 じゅうたん・床敷物

009 養鶏 039 その他の繊維工業製品

010 その他の畜産・養蚕 040 製材・チップ

011 農林水産サービス 041 合板

012 林業 042 その他の木製品

013 素材 043 家具・装備品及び建具

014 漁業 044 パルプ

015 金属鉱物 045 洋紙・和紙

016 砂利・採石・砕石 046 その他の紙

017 その他の非金属鉱物 047 紙製容器

018 石炭 048 その他の紙加工品

019 原油・天然ガス 049 新聞

020 肉・肉製品 050 出版•印刷

021 動物油脂 051 化学基礎製品

022 酪農品 （除石油化学基礎製品）

023 水産食料品 052 肥料

024 製穀・製粉 053 農薬

025 めん類 054 合成樹脂

026 パン・菓子類 055 化学繊維

027 砂糖 056 医薬品

028 植物油脂 057 石鹸、合成洗剤・界面活性剤

029 その他の農産加工食品 058 化粧品・はみがき

030 その他の食料品 059 塗料•印刷インキ
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日・米国際産業連関表部門分類（続き）

060 その他の化学製品 087 繊維機械

061 石油製品 088 その他の一般機械

（含石油化学基礎製品） （含サービス用機器）

062 タイヤ・チュープ 089 事務用機械

063 プラスチック製品 090 ラジオ・ TV

•その他のゴム製品 •音響機器 •VTR

064 履物 091 その他の民生用電気機器

065 製革・毛皮 092 電子計算機・同付属装置

066 かばん・袋物・その他の革製品 093 通信機械及び電子応用装置

067 ガラス・ガラス製品 （除医療用）

068 セメント 094 半導体素子・集積回路

069 生コンクリート 095 電子管

070 セメント製品・建設用土石製品 096 回転電気機械

071 陶磁器 097 内燃機関電装品

072 炭素・黒鉛製品 098 電球類

073 その他の窯業・土石製品 099 電気・電子機器

074 鉄鋼・同製品（含コークス） 100 その他の電気機器

075 銅・伸銅品 101 自動車

076 アルミニウム・同圧延製品 102 二輪自動車・自転車

077 電線・ケープル 103 船舶・同修理

078 その他の非鉄金属・同加工製品 104 鉄道車両・同修理

079 建設・建築用金属製品 105 航空機・ 同修理

080 金属製容器及び製缶板金製品 106 その他の輸送機械

081 その他の金属製品 （除産業用運搬車両）

082 原動機・ボイラー 107 光学機器（含複写機）

083 ミシン・毛糸手編機 及び写真感光材料

084 運搬・鉱山・土木建設機械 108 時計

および産業用運搬車両 109 理化学機械器具

085 金属加工・エ作機械 110 医療用機械器具

086 農業機械 111 玩具・運動用品
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日・米国際産業連関表部門分類（続き）

112 楽器・レコード 142 放送

113 筆記具・文具 143 政府活動

114 身辺細貨品 144 教育・研究

115 武器 145 非営利団体

116 その他の製造工業製品 146 情報・コンピュータサービス

117 住宅新建築 147 医療・保健

118 非住宅新建築 148 広告

119 建設補修 149 貸自動車業

120 公共事業 150 建物サービス

121 鉄道軌道建設 151 法務•財務・会計サービス

122 電力施設建設 152 その他の対事業所サービス

123 電気通信施設建設 153 映画

124 その他の土木建設 154 その他の娯楽サービス

125 電力 155 飲食店

126 ガス 156 旅館・その他の宿泊所

127 水道 157 理容・美容業

128 熱供給・廃棄物処理 158 その他の対個人サービス

129 卸売 159 電気機械修理

130 小売 160 自動車修理

131 金融 161 その他の修理

132 保険 162 屑・中古品

133 不動産業 163 分類不明•その他

134 鉄道

135 道路旅客輸送業

136 道路貨物輸送・倉庫

137 水運・同付帯サービス

138 航空輸送・同付帯サービス

139 その他の航空付帯サービス

140 郵便

141 通信
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第 5章

巨大都市の経済構造分析

―東京都 I-0表と分析の視点ー

新井益洋

石田孝造

桜本 光

清水雅彦

1 はじめに

政治，経済，文化，情報などの東京への集中が，急激な地価の高騰をはじめ，さまざまな経済問題や

都市問題を生み出している．その集中の実態を明らかにするため，これまで多くの論文，新聞等で東京

の人口の全国に占めるシェアや，事業所数の集中度等の指標が示されている． しかしこれらの数値は，

いずれも個別の情報で， 日本経済における東京のもつ特異は構造的特質を明らかにしたり，中央政府や

地方政府の政策変化の東京に与える効果を分析したり，さらには情報通信の急速な技術変化を吟味でき

るような整合的な枠組を与えてくれるものではない．

東京のもつ特異な経済的側面を整合的に把握するには，地域問産業連関表は強力な道具となりうる．

東京都でも昭和 60年を対象とする地域産業連関表が作成された．

東京都産業連関表を作成するには，国レベルの表作成と同様に，東京の生産データ，需要データ，輸

出入データ，東京とその他地域の地域問取引データ等を含む莫大なデータを収集する必要がある．そし

て収集されたデータを一つの勘定体系に組みあげねばならない．東京都産業連関表がいったん作成され

れば，これを用いて，東京を対象とした一般均衡論的地域モデルを構築し，東京への人口，本社機能，

情報等の集中のメカニズムを分析したり，東京都の公共投資の効果測定，あるいは水の需要量等を整合

性をもって数値的に明らかにすることができる．

東京都産業連関表は，人口比で国の産業連関表を相似的に縮約したものではありえず，他の府県には

みられない東京の特殊性ー政治，文化の中枢的機能の集積，国際的機能の集中を十分反映していると同

時に，後の集中メカニズムを分析する目的にも答えられるものでなければならない．

東京の，その他の地域とは異なる特殊性をとりあげれば以下のような点を特に指摘できる．

1.1 本社機能の集中について

東京は株式市場上場企業の 50%が本社を置いている特に大企業については，都心3区の千代田，中

央，港区への集中が著しい．
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本社機能には， (1)企業戦略の決定， (2)本部オペレーション機能， (3)内部調整およびコントロール

機能の三つが主として考えられるが，これらの機能をはたすには，情報収集はきわめて重要である．一

般的情報の入手は情報通信技術の発達により，遠隔地にあっても容易になった． しかし，そうした環境

変化の中で，フェイス・ツー・フェイスのコミュニケーションの重要性は逆に高まり，きわめて限定さ

れた都心3区への本社の集中が著しい．

企業問取引のための交通，通信費の節約が本社機能の集積をもたらし，集積の結果が，さらに節約を

呼び，地方に本社を置いていた企業も東京に本社を移す動きも起こり，集積が加速されていくメカニズ

ムが存在するしかし，他方では集積の結果，オフィスの賃貸料上昇，通勤距離および時間の増大とい

う集積の不利益も発生している．

しかし，いったん本社機能の集中が生じると，その活動に必要なサービス需要とりわけ分業化され

た専門的な情報処理サービス，法務サービスやビル管理サービス等の派生需要を東京で生み出す．そし

て，人々が働き所得が発生すると，対個人を対象にした種々のサービス需要がさらに生じてくる．

東京は仮に財の生産現場はもたないとしても，本社機能のサービスを他府県に移出することにより，

他府県の生産する財に対する需要増が生じた場合でも，本社機能サービスの供給という経路を通じて，

常に東京に所得をもたらすという構造をもっている．

1.2 東京はサービス部門が大きなシェアをもつ経済

東京都の昭和 59年度の都内総生産額 52兆円の産業別内訳は，農林水産業 0.2%, 鉱業0.3%, 製造

業23.1%, 建設業 6.2%, 電気・ガス・水道業 1.6%, 残りは政府サービスを含めて広義のサービス業

が約 70%に達する．

東京都の生産のうち，サービス産業が70%を占める産業構造は，アメリカ経済の産業構造に近い形

になっており， 日本の平均的な産業構造と著しく乖離している．

サービス部門が大きなシェアをもつようになった原因の 1つは， 1.1節でも述ぺたように，本社機能が

東京に集中し，その経済活動を行うために必要な中問財的な生産者サービスの需要が大きくなったこと

に求められる．デザイン，広告，コンサルタントの専門サービスは，企業が分業の効率性を追求すると，

これまで自社内で行われていたものが外部化され，市場化されるたとえば，デザイン業では，東京都

のシェアは従業員ベースでみると，国全体の 48.4%, 法律，特許事務所は 48.3%, 広告は48.5%を占

めている．

また， ビルの管理を行う不動産管理業や警備業も必要なサービスとなってくるが，前者の従業員ベー

スの東京のシェアは 23.7%, 後者は 18.9%となる．

さらに，人々が集まり，そこで得られる 1人当たり所得が地方に比較して高いと，対個人を対象とした

最終サービスも当然多様化し，サービスに対する所得弾力性が大きいと，その成長も速い．対個人サー

ビス関連の例をあげれば，東京都の日本料理店の従業員ベースの全国におけるシェアは 32.2%, 酒場，

ビヤホールは 22.4%, 劇場，興行業は 22.6%, 旅行業は 31.4%である．
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東京都は，製造業を含めた全産業の本社機能サービス，卸売業，金融業，高等教育機関，政府活動等の

中核となる比較的自立的なサービス業が集中している．そしてそれらの活動を支える中間投入的なサー

ビス，または情報収集のコストから，中核的サービスの近くに立地するのが有利とするサービスが集中

するメカニズムを有している．さらに加えて，そこで付加価値が発生すると，その高い所得によって支

えられる各種の対個人サービス業が生じ，結果として，東京都では自立的なサービスと派生サービスが

重層的となり，サービス部門が大きなシェアを有する産業構造となる．

サービス業の集中は，サービス業に固有の常にその需要と供給が時間的にも空間的にも一致している

必要があるという点からももたらされており，もし財であれば，たとえ東京に大量の需要があっても，

他の場所で生産し，輸送手段によってこれを満たすことができる．

1.3 昼夜間の人口格差

昭和 60年の東京都の昼間人口は約 1,400万人，夜間人口は 1,180万人である．

昼間人口の 220万人増の人達は，通学，通勤の目的で，主として埼玉，千葉，神奈川県から東京に流入

している．そして東京という場所で，これらの人達は飲食を初めとして，いろいろな消費を行っている．

したがって，東京の飲食店のような部門は，都民はもちろんのこと，都民でない人々の支出にも大き

く依存しているこのことは他の地域ではみられない東京の特色の 1つである

東京都民による消費支出と，一時的に東京に流入してくる人々による東京都という場所での消費支出

を明確に区分し，両者の需要変化が，東京都の各生産部門にどう影響するかを分離して分析できること

が望ましい．

昼夜問人口の大きな格差は，民問部門に影響するだけでなく，水資源や廃棄物処理等の行政サービスに

も大きな影響を与える．

1.4 国際機能の集中について

東京における国際機能の集中が，東京の経済活動にどう影響しているかを把握することは，それが多

方面にわたっているだけになかなか困難な課題である．

そこでまず，外国企業および外国人の東京への集中に焦点を当てて考えてみる．

昭和 60年の外国企業の従業員ベースでみた東京都への集中度は， 66.3%になるこれら外国企業は，

企業活動によって東京都に付加価値を発生していることは明らかであるしかし，産業連関表では国

ベースの表でも，府県単位の表でも，生産や付加価値はGDPベースで測られるので，外国企業の生産

だけを日本企業の生産とは別に特掲することはできず，その寄与分を分離できない．

旅行に関する統計によれば，外国人宿泊数の東京都のシェアは， 78.7%で，外国人は東京におけるホ

テルサービス部門の需要を大きく支えていることは確かである．

また外国企業や外国人の東京への集中が， 日本企業にとっては，東京で外国企業と取引活動をするこ

とを有利にし，本社機能を東京へ移転させる誘因の 1つとなる．
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さらに，官民による海外取引に必要な通信施設や輸送施設の整備が，東京に集中的に行われると，こ

の傾向がいっそう加速される．

他方財の移入，輸入の面からみれば，財によっては，東京は国内から調達するよりも，このように整っ

た輸送システムを利用して海外から調達するほうが費用が少なくてすむ場合も生じ，東京の海外との結

びつきは，その他地域とは異なる可能性がある．

2 昭和 60年における東京都産業構造の特徴

1991年3月に，昭和 60年東京都産業連関表（地域間表）が公表された．この表は東京都，その他地

域の 2地域に分割されているまた作成された基本表は，東京都が 612(行） X 491(列），その他地域が

597(行） X 476(列）で合計 1,209(行） X 967(列）からなるまたその他地域との取引である移出・移入は

非競争型， 海外との取引である輸入は競争型で処理されており，競争・非競争混合型の地域間産業連関

表である．

地域間産業連関表は，地域間のすぺての財・サービスの生産．消費，移出・移入の取引を記述するま

た，これをベースにした地域間経済モデルは，地域間の経済的相互依存の分析に有用な手段となる．

本報告では，公表された東京都産業連関表を使って行った静学的オープンレオンチェフモデルによる，

東京都とその他地域の間の相互依存関係の分析結果を報告する報告の中心は，両地域の最終需要によ

る生産誘発額とその構成比である生産の最終需要依存度の検討である．

公表された東京都産業連関表を使って，東京都の産業構造の特徴を検討する．財・サービス部門を 26

部門．本社部門を 25部門に集中した各部門別の総生産額が表 1に示されている．

表 1によれば，東京都の本社分を含めた総生産額 (controltotal)は， 102兆 9,798億円で，全国の総

生産額712兆 7,609億円の 14.44%を占める

東京都の総生産額のうち．財・サービスの生産額合計は， 85兆 8,212億円，本社生産額の合計は， 17

兆 1,587億円で，その構成比は，財・サービスが 83.3%., 本社が 16.7%となる東京都経済における

本社活動の占めるウェイトを明らかにするため，全国との比較をしてみると，全国の財・サービス生産

と本社活動生産の構成比は．各々95.2%, 4.8 %であり，東京都経済における本社活動の重要性が明ら

かになった．

東京都における財・サービス生産および本社活動の各々の対全国シェアを求めれば，財・サービス生

産の東京都の対全国シェアは, 12.6 %, 本社活動の対全国シェアは 50.1%となり，本社活動は東京都へ

の集中化が著しい

次に東京都の財・サービスのうち．製造業の生産額合計は， 19兆 782億円で全国の製造業総生産額

258兆 7,671億円の 7.37%を占めるにすぎない．表2によって．東京都の各部門の生産額の対全国シェ

アを検討する

東京都に 20%を上回る生産が集中している部門は．精密機械 (23.8%), その他製造業(21.6%), 商

業(21.3%), 金融・保険 (28.7%), 通信・放送 (21.1%), サービス (21.7%)である．精密機械．その
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表 1: 1985年最終需要項目別誘発雇用 （単位： 10億円）

財・サービス部門 本社部門

都 CT 他地域 CT 全国 CT 都 CT 他地域 CT 全国 CT

01農林水産業 126.3 17,619.4 17,745.7 27農林水産業 41.3 127.8 169.1 

02鉱業 11.6 1,312.9 1,324.5 28鉱業 58.8 93.0 151.8 

03食料品 1,753.3 35,427.7 37,181.0 29食料品 404.4 418.4 822.8 

04繊維製品 476.9 12,791.7 13,268.6 30繊維製品 63.4 232.9 296.2 

05パルプ・紙 676.0 14,656.4 15,332.4 31バルプ・紙 161.2 180.1 341.3 

06化学製品 977.3 21,936.4 22,913.7 32化学製品 931.2 372.6 1,303.8 

07 石油•石炭 39.3 16,045.4 16,084.7 33石油・石炭 178.7 56.4 235.1 

08窯業・土石 235.1 8,921.8 9,157.0 34窯業・土石 134.5 208.7 343.1 

09鉄鋼 578.3 26,736.1 27,314.3 35鉄鋼 259.4 114.3 373.7 

10非鉄金属 262.3 6,032.8 6,295.1 36非鉄金属 103.7 42.1 145.8 

11金属製品 720.8 10,866.9 11,587.8 37金属製品 132.2 167.6 299.8 

12一般機械 1,557.1 21,544.3 23,101.4 38一般機械 385.2 431.7 817.0 

13電気機械 3,605.9 33,775.9 37,381.8 39電気機械 1,137.9 437.6 1,575.5 

14輸送機械 1,643.2 32,701.6 34,344.8 40輸送機械 315.2 385.5 700.7 

15精密機械 938.7 3,002.7 3,941.5 41精密機械 216.2 82.5 298.7 

16その他製造 5,613.9 20,406.0 26,019.9 42その他製造 952.6 647.6 1,600.2 

17建設 6,078.6 49,939.7 -56,018.3 43建設 1,409.9 3,192.9 4,602.8 

18電カ・ガス 1,352.3 19,131.9 20,484.2 44電カ・ガス 199.5 516.5 716.0 

19商業 13,020.6 48,127.0 61,147.5 45商業 3,875.0 2,744.5 6,619.5 

20金融・保険 6,889.7 17,159.5 24,049.2 46金融・保険 2,077.0 1,245.7 3,322.6 

21不動産 6,328.7 29,478.6 35,807.4 47不動産 854.3 611.1 1,465.4 

22運輸 5,387.6 29,726.8 35,114.4 48運輸 781.9 1,587.1 2,369.0 

23通信・放送 1,741.1 6,524.4 8,265.4 49通信・放送 188.9 122.1 311.0 

24公務 2,994.4 14,063.0 17,057.4 50教育医療 265.9 1,346.4 1,612.3 

25教育医療 7,049.6 37,707.4 44,757.4 51サービス 2,030.4 1,693.3 3,723.7 

26サービス 15,762.6 57,086.2 72,848.7 合計 102,979.8 609,781.1 712,760.9 
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他製造業は，都の製造業の対全国シェアが平均して 7.37%を大幅に上回る部門で，東京都の製造業の特

異性を示している．

本社活動は財・サービス部門とは異なり， 50.1%が東京都に集中しているなかでも平均を大幅に上

回って集中している本社活動は以下の部門である．化学本社 (71.4%), 石油•石炭本社 (76.0 %), 非鉄

金属本社 (71.6%), 鉄鋼本社 (69.4%) , 電気機械本社 (72.2%), 精密機械本社 (72.4%), 金融・保険

本社 (62.5%), 通信・放送本社 (60.7%)である．石油・石炭部門に典型的にみられるように，直接的

な財の生産は東京都ではきわめて少額であるが．本社活動では東京都に集中している．

次に．表3によって東京都経済の各部門の構成比をみてみる．東京都の総生産額を本社活動まで含ん

で考えると，東京都製造業の総生産額に占める割合は 18.5%であり，全国の製造業のシェア 39.8%に

比較して21.3%低い．製造業とは逆に，全国の生産額構成比に比較して．東京都の構成比が高い部門

は，商業 12.6% (全国 8.6%), サービス 15.3% (全国 10.2%), 金融・保険 6.7% (全国 3.4%), 不動

産 6.1% (全国 5.0%)である

以上述ぺたように，総生産額からみた東京都の産業構造は，本社活動のウェイトが大きく，また商業

サービス．金融・保険の生産額構成比が全国に比して高い特異なものであることが明らかにされた．

現実に形成されている東京都の産業構造は．企業の企業間取引のための費用削減行動が，東京への本

社・卸売部門の集積をもたらすと同時に．これらの集中と集積は地価高騰や賃金上昇をもたらし，費用

的に採算が合わなくなった製造業は．他県に移転するメカニズムによって基本的に実現しているまた，

住宅購入主体である家計も地価高騰により，東京都から他県へ拡散し．その一部は通勤者として毎日東

京都へ流入し．都のサービス部門の生産に少なからず影響を与えている．

3 地域間レオンテェフォープンモデル

東京都とその他地域問相互の波及効果を分析するために，以下でオープンレオンチェフモデルを展開

する．

地域は東京都（添字： T), その他地域（添字： 0)の2地域からなり，各々の地域には，農林・水産か

らサービスまで 26部門の財・サービス部門（添字： c)と，さらに農林水産の本社活動からサービスの

本社活動まで 25部門の本社活動（添字： h)が含まれている．

3.1 東京都 i部門（財・サービス）の需給バランス式

心=I: 訊び+L chX,~T + L ccx; り0+ LchX~0 +F,TT +F戸 +EF — mMF -pMr (1) 

ぷT:東京都の i部門（財・サービス）の生産額 (i = 1, ・ ・ ・, 26) 

ccXりT:東京都の j部門財・サービスの生産に必要な i部門都財・サービス（含輸入）の中間投入

(i=l,・・・,26, j=l,・・・,26) 
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表 2: 1985年東京都部門別対全国シェア （単位：％）

財・サービス部門 本社部門

都 他地域 全国 都 他地域 全国

01農林水産業 0.711 99.289 100.000 27農林水産業 24.446 75.554 100.000 

02鉱業 0.876 99.124 100.000 28鉱業 38.742 61.258 100.000 

03食料品 4.716 95.284 100.000 29食料品 49.146 50.854 100.000 

04繊維製品 3.594 96.406 100.000 30繊維製品 21.391 78.609 100.000 

05バルプ・紙 4.409 95.591 100.000 31パルプ・紙 47.235 52.765 100.000 

06化学製品 4.265 95.735 100.000 32化学製品 71.421 28.579 100.000 

07石油・石炭 0.244 99.756 100.000 33石油・石炭 76.016 23.984 100.000 

08窯業・土石 2.568 97.432 100.000 34窯業・土石 39.188 60.812 100.000 

09鉄鋼 2.117 97.883 100.000 35鉄鋼 69.423 30.577 100.000 

10非鉄金属 4.167 65.833 100.000 36非鉄金属 71.146 28.854 100.000 

11金属製品 6.221 93.779 100.000 37金属製品 44.091 55.909 100.000 

12一般機械 6.740 93.260 100.000 38一般機械 47.154 52.846 100.000 

13電気機械 9.646 90.354 100.000 39電気機械 72.224 27.776 100.000 

14輸送機械 4.784 95.216 100.000 40輸送機械 44.988 55.012 100.000 

15精密機械 23.817 76.183 100.000 41精密機械 72.378 27.622 100.000 

16その他製造 21.575 78.425 100.000 42その他製造 59.529 40.471 100.000 

17建設 10.815 89.149 100.000 43建設 30.631 69.369 100.000 

18電カ・ガス 6.602 93.398 100.000 44電カ・ガス 27.866 72.134 100.000 

19商業 21.294 78.706 100.000 45商業 58.539 41.461 100.000 

20金融・保険 28.648 71.352 100.000 46金融・保険 62.509 37.491 100.000 

21不動産 17.674 82.326 100.000 47不動産 58.301 41.699 100.000 

22運輸 15.343 84.657 100.000 48運輸 33.007 66.993 100.000 

23通信・放送 21.064 78.936 100.000 49通信・放送 60.728 39.272 100.000 

24公務 17.555 82.445 100.000 50教育医療 16.491 83.509 100.000 

25教育医療 15.751 84.249 100.000 51サーピス 54.527 45.473 100.000 

26サーピス 21.637 78.363 100.000 合計 14.448 85.552 100.000 
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表 3 : 1985年東京都および全国の総生産構成比 （単位：％）

財・サービス部門 本社部門

都 他地域 全国 都 他地域 全国

01農林水産業 0.123 2.889 2.490 27農林水産業 0.040 0.021 0.024 

02鉱業 0.011 0.215 0.186 28鉱業 0.057 0.015 0.021 

03食料品 1.703 5.810 5.216 29食料品 0.393 0.069 0.115 

04繊維製品 0.463 2.098 1.862 30繊維製品 0.062 0.038 0.042 

05パルプ・紙 0.656 2.404 2.151 31パルプ・紙 0.157 0.030 0.048 

06化学製品 0.949 3.597 3.215 32化学製品 0.904 0.061 0.183 

07石油・石炭 0.038 2.631 2.257 33石油・石炭 0.174 0.009 0.033 

08窯業・土石 0.228 1.463 1.285 34窯業・土石 0.131 0.034 0.048 

09鉄鋼 0.562 4.385 3.832 35鉄鋼 0.252 0.019 0.052 

10非鉄金属 0.255 0.989 0.883 36非鉄金属 0.101 0.007 0.020 

11金属製品 0.700 1.782 1.626 37金属製品 0.128 0.027 0.042 

12一般機械 1.512 3.533 3.241 38一般機械 0.374 0.071 0.115 

13電気機械 3.502 5.539 5.245 39電気機械 1.105 0.072 0.221 

14輸送機械 1.596 5.363 4.819 40輸送機械 0.306 0.063 0.098 

15精密機械 0.912 0.492 0.553 41精密機械 0.210 0.014 0.042 

16その他製造 5.451 3.346 3.651 42その他製造 0.925 0.106 0.225 

17建設 5.903 8.190 7.859 43建設 1.369 0.524 0.646 

18電カ・ガス 1.313 3.138 2.874 44電カ・ガス 0.194 0.085 0.100 

19商業 12.644 7.892 8.579 45商業 3.763 0.450 0.929 

20金融・保険 6.690 2.814 3.374 46金融・保険 2.017 0.204 0.466 

21不動産 6.146 4.834 5.024 47不動産 0.830 0.100 0.206 

22運輪 5.232 4.875 4.927 48運輸 0.759 0.260 0.332 

23通信・放送 1.691 1.070 1.160 49通信・放送 0.183 0.020 0.044 

24公務 2.908 2.306 2.393 50教育医療 0.258 0.221 0.226 

25教育医療 6.846 6.184 6.279 51サービス 1.972 0.278 0.522 

26サービス 15.306 9.362 10.221 合計 100.000 100.000 100.000 
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chXび：東京都の j部門本社活動に必要な i部門都財・サービス（含輸入）の中間投入

(i=l, .. ・,26, j=l, .. ・,25) 

ccXl;0 : その他地域の j部門財・サービスの生産に必要な i部門都財・サービスの中間投入

(i = 1, ・ ・ ・, 26, j = 1, ・ ・ ・, 26) 

ch碍0:その他地域の j部門本社活動に必要な i部門都財・サービスの中問投入

(i=l, .. ・,26, j=l, .. ・,25) 

F戸：東京都における i部門都財・サービス（含輸入）の最終需要額 (i=l, .. ・,26) 

序0:その他地域における i部門都財・サービスの最終需要額 (i= 1, .. ・,26) 

E7': 東京都i部門財・サービスの輸出額 {i=l, .. ・,26) 

mM'f: 東京都における i部門普通貿易輸入 (i=l, .. ・,26) 

pM'f: 東京都における i部門特殊貿易輸入及び直接購入輸入 (i=l, .. ・,26) 

3.2 東京都i部門本社活動の需給バランス式

hX[ =区hcx[T+ Lhc碍゚ (2) 

i i 

hX[: 東京都における i部門の本社活動の生産額 (i=l,---,25) 

hcXび：東京都の j部門財・サービスの生産に必要な i部門都本社活動中間投入額

(i=l,・・・,25, j=l,・・・,26) 

hcX&O: その他地域の j部門財・サービス生産に必要な i部門都本社活動中間投入額

(i = 1, ・ ・ ・, 25, j = 1, ・ ・ ・, 26) 

その他地域の財・サービス及び本社活動についての需給バランス式は，東京都と同様に各々(3), (4) 

式のように表わされる．

3.3 その他地域i部門（財・サービス）の需給バランス式

ぷP= LccX; 亨+Lchx: 亨+L ccxg0 + L chxg0 + F;°T + F;°0 + Ef -mM.°-pM.°(3) 
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3.4 その他地域 i部門本社活動のバランス式

hxp = LhcX忽+Lhcxg0 
j j 

(4) 

普通貿易輸入のみを内生化する輸入係数を次のように定義する．

l: 菩： l~r· 百T巨 m各0l {l ::~:: l + l :: 至=]+[F~T]+[Fき0l} 
上で定義した輸入係数と各地域の財・サービス部門及び本社活動部門の投入係数を使って (1)~ (4)の

方程式を行列表記すれば，
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ただし，

A: 各々の投入係数を示す部分行列

M: 各々の商品輸入に関する輸入係数部分行列

J: 単位行列

〇：ゼロ行列

上式の逆行列を次のように部分行列に置き換える．
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4 生産誘発分析

4.1 最終需要による生産誘発額

(5)式で展開した最終需要の生産誘発額の概念を使って，東京都経済とその他地域経済の相互依存の

関係をみてみる．

都民家計消費支出，民間投資等を含んだ全ての東京における最終需要総額は 44兆 3,726億円で，国

全体の 13.4%を占めているこのうち都内生産による財・サービス供給は， 32兆 9,358億円，他県財・

サービスは 11兆 4,368億円であり，したがって，東京都の最終需要のうち都の財・サービスによって供

給されている割合は， 74.2%, 残り 25.8%は他県の財・サービスにより満たされている．サービスの最

終需要はその性質上都内供給を中心とするが，財の最終需要は，他県財を移入することにより供給され

ている．

次にこれらの最終需要が誘発する生産額をみると，東京都における最終需要額44兆 3,726億円は，国

全体で 88兆 1,924億円の生産を誘発し，そのうち東京都では 52兆 3,640億円，他地域での生産誘発は

35兆 3,640億円で，前者は 59.4%, 後者は 40.6%である生産誘発額でみた場合の方が，最終需要額

を直接でみた場合よりいっそう高い割合で他県の生産に依存している．

東京都の最終需要が他県に生産誘発をもたらすと同時に，その他地域の最終需要額 (285兆 8,333億

円）は，東京都の生産を 50兆 6,158億円誘発する．

したがって，東京都の本社活動を含めた総生産 (CT)102兆 9,798億円は，東京都の最終需要によって，

52兆 3,640億円 (50.8%), その他地域の最終需要によって 50兆 6,158億円 (49.2%)からそれぞれ誘発

されたものの合計である．東京都の総生産は，東京都の最終需要によって支えられている部分の方が若

干大きい．

本社活動の最終需要誘発額をみると，東京都の本社活動 17兆 1,587億円のうち， 14兆 1,819億円 (82.7

％）は，その他地域の最終需要によって誘発されたものである．その他地域の最終需要に依存する傾向

は，東京都の財・サービス部門より本社サービス活動において著しい．

次に個別の最終需要項目のうち特徴的な項目を取り上げて同様な検討を行う．

東京都の都民消費支出額は 21兆 5,245億円でこの項目は国全体で 37兆 9,514億円の生産を誘発し，

乗数は 1.86である都民家計消費支出の都内生産誘発額は，財・サービスが 21兆 8,993億円，本社活
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動が 1兆 3,605億円で，合計では都内で 23兆 2,598億円である他方，その他地域への生産誘発額は，

財・サービスが 13兆 8,986億円，その他地域本社活動7929億円である．

国全体への誘発生産額のうち， 61.3%は都内で， 38.7%は他地域で生じており，東京都における都民

家計消費支出の拡大は，必ず直接，間接にその他地域の生産誘発をもたらすことが示された．

都の民間投資は 8兆6,450億円で，国全体で 19兆 3,308億円の生産拡大をもたらし，その乗数は2.24

である. 19兆3,308億円の生産拡大のうち，都内では 40.8%の 7兆 8,800億円，他地域では 59.2%の

11兆 4,508億円である．都内の誘発生産額の内訳は，財・サービスが 7兆 2,696億円，本社活動が6104

億円である．その他地域の内訳が，財・サービスが 11兆422億円，本社活動が4086億円である東京

都における民問投資は，都民家計消費支出以上に，その他地域の生産拡大の割合が高い．これは民間投

資の財構成が，東京都では生産されない商品に片寄っており，その生産拡大効果を移入を通じてその他

地域に漏らすことを意味する．

民間投資と同様に，その他地域の生産拡大効果が比較的大きい最終需要項目は， 日帰り他県民消費支

出があり，この項目の生産拡大は，都内では 53.0%, その他地域では 47.0%である民間投資や日帰

り他県民消費支出とは逆に，都内の生産誘発効果が相対的に大きい項目は，他県民家計外消費支出 (76.6

％），他県民その他支出 (81.5%) , 政府消費支出 (79.4%)であるこれらの項目は，いずれもサービス

の需要ウェイトが高いものである

次にその他地域の各最終需要項目が，東京都経済の生産に与える影響を検討する．

その他地域における他県民家計消費支出額は， 159兆 572億円で，これは東京都の生産を直接，間接

に22兆 6,274億円の生産を誘発する．その内訳は，財・サービスが 15兆 6,393億円，本社活動が6兆

9,881億円である東京都がその他地域の家計消費から受ける生産拡大効果(22兆 6,274億円）は，その

他地域が東京都の家計消費から受ける生産拡大効果 (14兆 6,915億円）より大きい．他県家計消費支出

の国全体への生産拡大 (284兆2,459億円）において，東京都分は 8.0%であるが，この東京都への生産

誘発額は，都の総生産 (102兆 9,798億円）の 22.0%を占めるまたその生産拡大効果は，都の財・サー

ビス部門の拡大より，東京都本社活動への影響のほうが比率において大きい．

その他地域の民間投資は，都に財・サービス，本社活動を合わせて 12兆 2,745億円の生産誘発する

が，これもまた，都の民間投資によるその他地域における生産誘発額より大きい．

4.2 生産の最終需要依存度

東京都における財・サービス部門全体の生産額の地域別最終需要依存度は，都内需要に 57.5%, その

他地域需要が42.5%であるまた東京都の本社活動全体の生産は，都内の最終需要によって 17.3%, そ

の他地域の最終需要によって 82.7%が誘発されている東京都における財・サービスの生産は，自地域

の需要のためだけでなく日本経済全体の需要と深く結びついているまた，東京都の本社活動は，観察

される東京への本社集中率 (50.1%)以上に，その他地域の最終需要に依存する実態が明らかになった．

次に都内の各部門の生産が，究極的にどの地域の最終需要に依存するか表4によって検討する．
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表 4:地域別最終需妻による生産誘発額 （単位： 10億円）

1 2 3 4 5 6 7 

都内最終需要 その他地域 都内最終需要 その他地域

による 最終需要に 都CT によるその他 最終需要に その他地域 全国CT

都内生産 よる都内生産 地域生産 よるその他 CT 

地域生産

01農林水産業 78 6 47 7 126 3 1,843 7 15,775.8 17,619.4 17,745 7 

02鉱業 88 28 11.6 120 8 1,192.1 1,312 9 1,324.5 

03食料品 1,063.0 690 3 1,753 3 3,086 7 32,341 0 35,427.7 37,181.0 

04繊維製品 267 6 209.3 476 9 1,054 7 11,737 0 12,791.7 13,268 6 

05バルプ・紙 254 8 421 2 676 0 1,663.1 12,987 4 14,656 4 15,332.4 

財 06化学製品 281.0 696 3 977 3 2,020 8 19,915 5 21,936 4 22,913.7 

07石油・石炭 16.4 22 9 39.3 1,572.7 14,472 7 16,045 4 16,084.7 

08窯業・土石 148.9 86 2 235 1 731 2 8,190 6 8,921 8 9,1570 

09鉄鋼 96.8 481 5 578.3 2,035.6 24,700 4 26,736 1 27,314.3 

サ 10非鉄金属 86 7 175 7 262 3 495.5 5,536.3 6,032 8 6,295.1 

11金属製品 213.7 507.2 720.8 1,078.3 9,788.7 10,866 9 11,587.8 

I 12一般機械 567.7 989.5 1,557 1 1,310.8 20,233 5 21,544 3 23,101.4 

13電気機械 1,673.0 1,932.9 3,605 9 2,842.4 30,933 4 33,775 9 37,381.8 

ビ 14輪送機械 622.9 1,020.3 1,643 2 2,235.5 30,466 1 32,701 6 34,344 8 

15精密機械 542 9 395.9 938 7 180 8 2,821 9 3,002 7 3,941.5 

ス 16その他製造 1,966.6 3,647 3 5,613 9 1,785.9 18,620 1 20,405 0 26,019.9 

17建設 5,794.5 284.1 6,078.6 168.5 49,771 2 49,939 7 56,018 3 

部 18電カ・ガス 1,073.1 279.2 1,352 3 1,681.0 17,450 9 19,131 9 20,484.2 

19商業 4,342 3 8678.2 13,020 5 2,702.5 45,424 3 48,127 0 61,147 5 

門 20金融・保険 2,571 6 4,318 1 6,889 7 805.3 16,353 2 17,159 5 24,049 2 

21不動産 4,896 2 1,432 5 6,328 8 336 9 29,141 8 29,478.6 35,807.4 

22運輪 2,753 8 2,633 7 5,387.6 1,636 7 28,090.1 29,726 8 35,114.4 

23通信・放送 1,058 1 682 9 1,741.1 298.3 6,226 1 6,524 4 8,265 4 

24公務 2,982 1 12.3 2,994 4 11.3 14,051 7 14,063 a 17,057 4 

25教育医療 6,269 5 780 1 7,049 6 322 2 37,385 5 37,707 8 44,757.4 

26サービス 9,756 6 6,006 0 15,762 5 2,091 6 54,994 5 57,086 2 72,848.7 

27農林水産業 6.5 34 9 41 3 13.6 114.1 127 8 169 1 

28鉱業 6 1 52.7 58.8 85 84 4 93 0 151.8 

29食料品 51 2 353.2 404 4 38.5 379 9 418 4 822 8 

30繊維製品 9.1 54 2 63 4 20 1 212.8 232.9 296.2 

31パルプ・紙 22 3 139 0 161.2 21 1 159 0 180 1 341.3 

32化学製品 98 4 832 8 931.2 36 4 336 3 372 6 1,303.9 

33石油・石炭 17.9 160 8 178.7 5 5 50 9 56 4 235,1 

本 34窯業・土石 15 4 119 0 134.5 17 3 191.3 208.7 343 1 

35鉄鋼 20 3 239 1 259 4 89 105.3 114.3 373.7 

36非鉄金属 10 0 93 8 103.7 3.6 38.4 42 1 145.8 

社 37金属製品 16.4 115.8 132.2 17.2 150 4 167 6 299.8 

38一般機械 38.1 3471 385 2 28.4 4033 431 7 817 0 

39電気機械 158.6 979 3 1,137 9 38.5 399 1 437.6 1,575 5 

部 40輪送機械 31.4 283 9 315.2 26 7 358.8 385 5 700.7 

41精密機械 47 2 169 0 216 2 7 1 75 4 82.5 298.7 

42その他製造 183.9 768.6 952 6 117.9 529 7 647 6 1,600 2 

門 43建設 295 6 1,114 3 1,409 9 189.5 3,003.3 3,192.9 4,602.8 

44電カ・ガス 50.8 148.7 199 5 45.9 470 6 516.5 716 0 

45商業 4613 3,413 7 3,875 0 394 7 2,349 8 2,744 5 6,619 5 

46金融・保険 2948 1,782 2 2,077 a 182 1 1,063 6 1,245.7 3,322.6 

47不動産 248.3 606.0 854 3 67.6 543 5 611.1 1,465 4 

48運輸 149 7 632 2 781.9 112 1 1,474 9 1,587 1 2,369 0 

49通信・放送 29.3 159 5 188 9 23 8 983 122 1 311 0 

50教育医療 168 6 97 3 265 9 42 5 1,303 9 1,346.4 1,612.3 

51サーピス 545 8 1,484.5 2,030.4 239 5 1,453.7 1,693 3 3,723 7 

合計 52,364 a 50,615.8 102,979.8 35,828 4 573,952 8 609,781.1 712,761.0 
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食料品の都内生産 1兆 7,533億円は， 60.6%が都内最終需要から誘発されているこの部門は製造業

のなかでは比較的高い都内依存を示している．食料品部門と同様に製造業のなかでその他地域よりも都

内需要に多く生産が依存する部門は，繊維製品，窯業土石製品，精密機械である．

電気機械の都内生産 3兆 6,059億円は， 46.4%が都内最終需要に依存し，その他製造業の都内生産 5

兆6,139億円は， 35.0%が都内最終需要から誘発されているこの 2つの製造業部門は，食料品部門と

は逆に，その他地域の最終需要に強く依存する例である．

財以外の部門についてみると，金融・保険の都内生産額は， 6兆 8,897億円で都内最終需要依存は 37.3

％であり，サービス部門の都内生産額は 15兆 7,626億円で，それは都内最終需要によって 61.9%が誘

発されている金融・保険およびサービスはいずれも第三次産業に属しているが，最終需要依存度の観

点からみるかぎり，前者はその他地域依存，後者は都内依存の好対照を示している．

東京都のサービス部門は，比較的都内需要に依存することは明らかにされたので，では都内のどの最

終需要項目によるかを表5-1および表5-2によって詳細に検討する．

サービス部門の都内最終需要依存61.9%のうち，最大の需要項目は都民家計消費支出 (27.2%)であ

り，ついで都内企業の交際費の支出である 3番目は他県民都内消費支出 8.9%, 4番目は他県事業の

都内家計消費支出 5.8%である. 3番目と 4番目は，いずれもその他地域に住む消費主体が，東京都に

移動して行う支出より誘発される生産であり，この 2つの合計は 14.7%を示している したがって東京

都のサービス部門の生産は，その他地域から移動してくる人の支出に大きく依存しており，その他地域

のサービス部門ではみられない特徴の一つである．

東京都のサービス部門の生産はまた，人の移動に伴わない直接的な移出で，その他地域の最終需要に

38.9 %依存している．そのなかの大きな項目は，他県民家計消費支出 17.3%, 民間投資 7.85%, 輸出

5.17 %である

東京都のサービス部門との比較のため，その他地域のサービス部門についてみてみる．

その他地域のサービス部門に生産は，自地域内の最終需要に 96.3%, 都内最終需要に 3.7%依存して

いる．その他地域のサービス部門の生産は，大部分を自地域内最終需要に依存する．依存する最終需要

の主たる項目は，家計消費支出 56.7%, 家計外消費支出 14.8%, 民間投資 9%, 輸出 6.4%で，家計

消費支出の割合が大きい．

東京都の教育医療部門の生産は，そのサービスの性質から，他県民の都内での支出によって 15.9%が

誘発されており，東京都経済の特異な部門である．

東京都の商業部門も地域別需要依存度の点からみれば，サービス部門と同様に特異な部門である．商

業部門の生産は，都内の最終需要に 33.3%, その他地域の最終需要に 66.7%が依存し，自地域よりもむ

しろ他地域により大きな割合で依存する特徴をもっているこれに比して，その他地域の商業部門は自

地域内の依存度は 94.4%である．我々が集計した商業部門には，小売と卸売両方が含まれているので，

小売と卸売を分離すれば，東京都の小売は都内最終需要に依存する度合が大きいのに対し，東京都の卸

売に観察されている以上にその他地域の最終需要に大きく依存する．
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衰 5-1: 東京都最終需妻項目別生産誘発依存度

東京都

家計外 家計外 家計消 他県民 政府 資本形 資本形 他最終 輸出

（都） （他） （都） 消費 消費 （公的） （民閥） 需要

01農林水産業 5 06 1 24 46 08 4.20 1.26 0.43 2 04 0.58 1 36 

02鉱業 2.58 1 02 43 26 3 59 13 45 2 10 6 64 0.20 2.74 

03食料品 5 07 0 97 47 89 3 91 0 89 0 13 0 58 0.45 0,74 

都 04繊維製品 1 72 0 19 41.00 3 32 0 84 0.30 3 94 -0.40 5 19 

05パルプ・紙 1 99 0.47 9.99 2.41 1 59 2.93 14.59 0.22 3 52 

財 06化学製品 1 25 0 24 12.08 2 48 2 48 0 30 1 56 0.36 8.02 

07石油・石炭 2.38 1 01 25 08 4 40 8 20 2 78 9 08 -13.25 1.99 

08窯業・土石 2 06 0 31 10 49 1 30 1 15 11.37 32 40 0.92 3.35 

09鉄鋼 0 23 0 06 0.59 O 31 0.34 0.76 2 94 0.40 11 11 

サ 10非鉄金属 1.17 0 19 12 19 1 77 0 99 1.10 -0 26 0.76 15 14 

11金属製品 0.81 0 11 4 86 0 52 0 75 3 29 14 45 0.17 4.68 

I 12一般機械 0.18 0 08 0 57 0 16 0 12 0.27 13 26 1.27 20.55 

13電気機械 0.19 0 06 1.60 0 34 0 48 1.30 19 06 0.98 22 38 

ビ 14輸送機械 a 44 0 20 3 54 0.95 3 20 0.27 6 03 0.09 23.20 

15精密機械 0 14 0 05 6 73 0.86 0 47 0 37 9 38 1.94 37 90 

ス 16その他製造 2 81 0,93 15 26 4 91 2.98 0 50 2 75 0.16 4.72 

17建設 0 31 0.12 5 85 0.63 0.77 23 30 64.09 0.08 0.18 

部 18電カ・ガス 2 53 1 03 49 92 3 74 15.81 0 92 3 35 0.79 1.26 

19商業 1 72 0 17 23 67 2.88 0.61 0 38 4 33 -2.31 1.89 

門 20金融・保険 1 21 0.42 20 98 9.36 1 01 0.66 3 38 -1.13 1 44 

21不動産 0 06 0 40 69 57 3.06 1 07 0.27 1.41 -0.03 0 55 

22運輸 1 58 0.76 28 30 6.46 2.59 1 42 5 34 3.32 1 35 

23通信・放送 4 39 1.82 38 84 5.47 4 66 0 75 3 42 -0.05 1 48 

24公務 0.14 0.06 1 50 0.10 97 75 0.01 0.03 -0.01 0.01 

25教育医療 0 70 0.06 42 13 15.93 20 95 0.12 0 93 7.32 0 80 

26サービス 13 17 5.85 27 21 8.86 2 98 0.71 2.83 -0.65 0 95 

27農林水産業 1 21 0 26 11 42 1.12 0 32 0.13 0 69 0.22 0 24 

28鉱業 0 43 0.12 4 08 0.72 0.79 0 49 2 29 0 24 0.48 

29食料品 1 03 0 18 9 77 1.01 0 19 0.05 0 24 0 09 0 10 

30繊維製品 0 48 0.06 10 48 0 87 0 26 0.11 135 -0 02 0 81 

都 31バルプ・紙 0 75 0 19 4.65 0 98 0 66 0 91 4 73 0 09 0 86 

32化学製品 0 57 0.11 5 08 0.95 0 90 0.23 147 a 26 1 01 

33石油・石炭 0 47 0.13 4.90 0 85 0 68 0.40 1 93 0.23 0 41 

本 34窯業・土石 0 43 0 07 2 25 0.30 0.23 1.86 5.78 0.09 0 48 

35鉄鋼 0 13 0.04 1 07 0 21 0 19 0.78 413 0.12 1 15 

36非鉄金属 0 27 0 05 2 23 ass 0.28 0.65 3 75 0 20 1.82 

社 37金属製品 0 30 0.05 2.25 0 28 0.27 1 65 6 54 0.08 0 97 

38一般機械 0 09 0 04 0.38 0.11 0.10 0 19 5 92 0.24 2.83 

39電気機械 0 16 0.03 1 68 0 35 0 20 0 47 6 93 0.30 3 82 

部 40輸送機械 0.13 a□6 1 77 0.50 0 70 0 14 3.83 0 07 2 75 

41精密機械 0.08 0 03 3 35 0 39 0 20 0 19 443 0 93 12 23 

42その他製造 I 42 0 45 8.19 2 41 1 60 0.40 2 52 0 12 2.19 

門 43建設 0 08 0 03 1 38 0.16 0 18 5.07 13.99 0.02 0.05 

44電カ・ガス 0 85 0 32 15 31 1 29 4 24 0 43 2 08 0.29 0 62 

45商業 0 58 0 08 7 24 0 92 0.28 0 25 2 41 -0.45 0.59 

46金融・保険 0.50 0 16 7 51 2 94 0 44 0.34 2 02 .Q,29 0.58 

47不動産 0.42 0.15 25 80 1.17 a 43 0 13 0.73 0 00 0 23 

48運輸 0 65 0 27 10 09 2 19 0 98 0.62 2 71 1 05 0.58 

49通信・放送 1.28 0.52 9 13 1.43 1 10 0 26 1.39 0 00 0.41 

50教育医療 0.51 0 04 30.00 11 32 14.89 0.09 0 76 5 20 0.59 

51サービス 5 38 2.37 11 72 3 70 1.37 0.38 1.71 -0.24 0.49 
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表 5-2:東京都最終需妻項目別生産誘発依存度

その他地域

家計外 家計外 家計消 他都民 政府 資本形 資本形 他最終 輪出

（都） （他） （都） 消費 消費 （公的） （民間） 需要

01農林水産業 0 05 1 60 27.23 014 1.35 1 27 3 53 0.25 2.34 

02鉱業 0 03 071 10 26 0.07 1.19 2 06 6 11 0.31 3.67 

03食料品 0.05 1.64 32 28 0.14 0.92 0 73 1.19 0.17 1.47 

都 04繊維響品 0.02 0 79 37 04 0.11 0.84 O 72 2.48 -0.01 1 91 

05パルプ・紙 0.07 2 05 28 13 0.21 2 91 5 63 16.21 0 53 6 59 

財 06化学製品 0 06 2.53 43.48 0.30 7 64 2.29 6.50 1 55 6 90 

07石油・石炭 0 05 1 31 19 80 0 15 2.34 6.18 15.65 0.93 11 91 

08窯業・土石 0 03 1.14 13.67 0.08 1 05 4.36 10 45 0 37 5 51 

09鉄鋼 0.04 0.92 11.68 0 08 1 10 10.76 32 26 1 30 25.12 

サ 10非鉄金属 0 04 1.29 15 71 0 12 2 08 5.65 21 85 1 23 18.98 

11金属製品 0.04 1.45 17 85 0.10 1 41 10.87 27.11 0.71 10.80 

I 12一般機械 0.04 0.75 4.06 0.07 0 37 2 84 48.15 1.08 6 19 

13電気機械 0.02 0.55 6 43 0.05 0.59 7 87 29 98 0.85 7 26. 

ビ 14輸送機械 0.03 0.58 19.93 0 09 2.48 1 09 22.07 0 58 15 25 

15精密機械 0.01 0.28 14.79 0 04 0.82 3 32 15.78 1.95 5.17 

ス 16その他製造 0.11 2.97 36.13 0 36 5.42 3.14 9 20 0.72 6.92 

17建設 0.01 0.14 2.23 0.01 0.19 0.31 1 02 0 06 O 71 

部 18電カ・ガス 0.02 0.61 9.21 0.07 1.04 1 49 4 88 0.27 3 06 

19商業 0.05 1.47 27.79 0.13 1.67 4 19 17 84 1.08 12 43 

門 20金融・保険 0.08 1 82 31.12 0 21 2.55 4 09 12 65 0.82 9.34 

21不動産 0.03 0.69 10.84 a 01 0.86 1 50 4.90 0.28 3 46 

22運輸 0.05 1.33 22.21 0 15 2 59 3 46 11.06 0.80 7.24 

23通信・放送 0.05 1 14 17.96 0 12 1.91 2 67 8.87 0.52 5.98 

24公務 0.00 0.01 0 19 0.00 0.03 0.03 0 08 o oo 0 06 

25教育医療 0.01 0.22 3.27 0 02 a 35 0.84 3 20 0.18 2 98 

26サービス 0.06 1.34 17.29 0.14 2.95 2 88 7.85 0.43 5 17 

27農林水産業 0.10 3 29 68.20 0.26 1.37 1 62 4.96 1.27 3.30 

28鉱業 0.08 2.04 41 80 0.33 5.05 6,87 15 95 1.87 15.64 

29食料品 0.10 3.51 78.78 0.29 1.00 0.63 1 60 0.40 2 04 

30繊維製品 0.03 1.55 63.47 0.16 1.29 1 17 4 57 0.57 12 79 

都 31パルプ・紙 0.08 2.50 32.98 0.24 3 10 11 09 25 52 0.61 10 07 

32化学製品 0.07 2.56 43 37 0.30 7 28 3.15 8.84 1.45 22.41 

33石油・石炭 0.09 2.31 48 81 0.43 4 59 5 72 13.62 1.66 12 76 

本 34窯業・土石 0.04 1.66 15 86 0.09 1.22 20 27 34 90 0.92 13 57 

35鉄鋼 0.04 0.83 9 46 0.08 0 91 9 33 27.78 1.70 42.05 

36非鉄金属 0.04 138 17.87 0.10 1 40 7 73 24 71 1.49 35.65 

社 37金属製品 0.04 1 26 17.40 0.09 1 28 16 70 34 73 0.51 15.59 

38一般機械 0.06 1.00 4 86 0.08 0 50 3 07 51 21 2.04 27.29 

39電気機械 0.03 0.95 12 95 0.08 0.74 6 63 27 77 1.59 35.32 

部 40輪送機械 0.05 0 88 16 19 0.12 2 08 1 28 18.20 1.11 50.16 

41精密機械 0.02 0.34 19.75 0.06 1 08 4.15 20.68 2.72 29.37 

42その他製造 0.12 3.24 40.33 0.34 5 49 4 54 12 62 0.45 13.56 

門 43建設 0 01 0 19 5 03 0.03 0 60 28 24 44 14 0.10 0.70 

44電カ・ガス 0 08 1 67 40 09 0.21 8 78 3 54 9 99 0.93 9.26 

45商業 0 05 2.18 57 01 0.20 1.57 3 25 13 83 0.40 9.61 

46金融・保険 0 08 1.98 53.15 0.24 2 49 4 45 12 66 0.69 10.06 

47不動産 0 04 0 82 6137 a 09 1 04 1 22 3 61 0.26 2.49 

48運輪 0.08 1.82 41.53 0.75 3 18 5.68 14 06 5.13 8 62 

49通信・放送 0.15 3.01 58 75 0 32 4.79 311 8 34 0.41 5.57 

50教育医療 0 01 0 44 18 35 0.24 9.02 0.82 3.05 1.72 2.96 

51サーピス 0 54 9.41 40 99 0.78 3.47 3 44 8 55 0.04 5.92 
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東京都とは一見なんの関係もないその他地域とその他地域間に取引が生じると，その取引には東京都

の卸売部門が介在しており，その取引で発生する卸売マージンは東京都経済に帰着する例えば，表5-1

および表5-2によると東京都の商業部門の生産は，その他地域の家計消費支出によって 27.8%が誘発さ

れており，その他地域の家計が購入する灯油・ガソリンに含まれる卸売マージンは，石油製品の東京都

のシェアが圧倒的であるため，そのチャンネルを通じて東京都経済に帰着する．

次に，その他地域の各部門の都内需要依存度の視点に転じて表6-1および表6-2をみてみるもとも

とこの分析では地域区分を東京都とその他地域にしているため，東京都経済の規模そのものがその他地

域経済に比較して小さい． したがって，その他地域の各部門の生産は，低い率でしか都内需要に依存し

ないが，あえて相対的に高い都内最終需要依存度を示す部門をあげれば，農林水産 (10.5%), パルプ・

紙製品 (11.5%)である．

5 雇用誘発分析

次に我々は．巨大な通勤者を引き寄せている東京都における雇用と．他の都市には見られない集中を

示す本社活動に限定した分析を東京都産業連関表を使って展開する．

第一に東京都全体の雇用構造の特徴について述ぺる．第二に誘発雇用量の概念による東京都雇用の地

域別依存度を検討する第三に本社概念の説明と東京都における本社分析の検討．最後に，近年多くの

議論を呼んでいるいわゆる「東京一極集中」問題に関して，東京都産業連関表に基づく東京本社活動の

移転効果に関するシミュレーション分析結果を報告する．

5.1 東京都全体の雇用の特徴

東京都の雇用者数は就業者ベースでみて， 1985年では総数770万人であるそのなかには東京都以外

の地域から毎日の通勤者として 220万人の流入が含まれている他方都民は都外へ通勤者として 30万人

流出し，差引 190万人の純流入がある東京都への純流入は 1988年においても増加傾向にあり， 1988

年は流入が251万人，流出が36万人で純流入は 215万人に達する．

この日々の大きな純流入こそ東京都雇用の特徴であり，それは主として高い通勤費コストを考慮して

も存在する東京都と周辺部との賃金格差から生じている．従って東京都の経済活動は，東京都の行政単

位を越えて作動している国際化の進展等により，東京都経済が好況となり地方との賃金格差が拡大す

ればさらに純流入が増大し，現在のような東京の中核産業である金融・保険，不動産を中心にした不況

のもとでは純流入は減少し通勤圏縮小の可能性もある．

まず 1985年の東京都の雇用の全体的な特徴を表 7から検討する．都の就業者 770万人は， 日本全体

の就業者6,000万人の約 12.88%を占める.770万人の就業者のうち 634万人 {82.4%)は，都内での財・

サービスの生産に従事しており 135万人{17.6%)は，本社活動に従事している全国の本社活動におけ

る従事者の割合は全就業者の 5.88%であり，東京都は就業者構成からみて本社活動従事者の割合が大き

いという他の地域にはみられない特徴をもっているこのことは，東京都の雇用の分析を進めていくに
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表 6-1: その他地域最終需妻項目別生麿誘発依存度

東京都

家計外 家計外 家計消 他県民 政府 資本形 資本形 他最終 輸出

（都） （他） （都） 消費 消費 （公的） （民問） 需要

01農林水産業 a 78 O 15 7.58 0 78 0 22 a 10 0 54 0 18 0 12 

02鉱業 a 39 0 11 4.12 0.67 0 56 a 47 2 21 0.24 0.44 

03食料品 0 70 a 11 6.63 0.77 0 13 0 04 0.21 0.07 0.05 

04繊維製品 0 30 0 04 5.98 0.51 0 17 0 08 0.97 0.04 0.16 

そ 05パルプ・紙 O 62 0.16 4.11 0.84 0 57 0 70 3.73 0 07 a 59 
の 06化学製品 0.51 0.10 4.56 0.84 0.78 0.23 1.46 O 25 0.49 

他 07石油・石炭 0 46 0.13 4 77 0.83 0 63 0 36 1 89 0.31 0 40 

地 08窯業・土石 0 33 0 05 1.73 0.23 0.17 1 26 4 09 0.03 O 29 

域 09鉄鋼 0.13 0 04 1.08 0.20 0 19 1 78 4.16 0 12 0.91 

財 10非鉄金属 0.22 0 04 1 63 0.30 0.23 0 62 3 99 0.17 1 02 

11金属製品 0 22 0 04 1.88 0.24 0.21 1.42 5 41 0.07 0 44 

サ 12一般機械 0.08 0 03 0.35 0.10 a 10 0.18 4.87 0 09 0.29 

I 13電気機械 0.16 0 03 1 69 0 35 a 16 0.33 4 87 0.18 0 66 

ビ 14輪送機械 0 10 0 04 1 57 0 45 a 42 0 12 3 59 0 06 0.48 

ス 15精密機械 0 0,,. 5 0.02 1 87 0 18 a as 0 11 2.25 0 49 0.96 

部 16その他製造 0 49 0.13 3 45 0.74 0 66 0 33 2 37 0.08 0.50 

門 17建設 0 02 0 00 0 15 0 02 0 02 0 01 0 10 0.00 0.02 

18電カ・ガス 0.33 O 11 4 61 0.53 a 67 0 29 1 69 0 13 0 42 

19商業 0.25 0 05 2 42 0.34 0.19 0 21 1.85 0.10 0.21 

20金融・保険 0 21 0.05 1.98 0.30 a 20 0 21 1 47 0 06 0 23 

21不動産 0 06 0.02 0 49 0.08 0.05 0 05 a 34 0.01 0.05 

22運輸 0.26 0 06 2 32 0 37 0.29 0.28 1.59 0 08 0.26 

23通信・放送 0.53 O 21 1 94 0.46 0.23 0.14 0.90 0 01 0.16 

24公務 0 00 0.00 0 03 0.01 0.01 0 00 0 02 0 00 0.00 

25教育医療 0.03 0.01 0 29 0.05 0.04 0 04 0 34 0 01 0.05 

26サービス 0.22 0.07 1 45 0.28 0.30 0 16 0 97 0 03 0.18 

27農林水産業 0.80 0.16 7 74 0.80 0 22 0 10 a 55 0 18 0 13 

28鉱業 0.39 0.11 4 12 0 67 0.56 0 47 2 21 0 24 0.44 

29食料品 a 74 a 12 7 02 0.30 0.14 0 04 0 21 0.07 0 06 

30繊維製品 0 31 a 04 6 26 a 53 0.18 0 09 0 99 0.03 0.20 

31パルプ・紙 0 64 0 16 4.18 ass 0.58 0 73 3 86 0 07 0 62 

32化学製品 0.54 0 10 4.77 0.89 0 83 0 23 147 0 25 0.70 

33石油・石炭 0.46 0 13 4.77 0.83 0 64 0 38 1 89 0 31 0.40 

そ 34窯業・土石 0.33 0 05 1 75 0.24 0 18 1 28 4 15 0 04 0.30 

の 35鉄鋼 0 13 0 04 1.07 0.21 0 19 0 78 4 13 a 12 1 15 

他 36非鉄金属 0 24 0.04 1 80 0.32 0.25 0 63 3 92 0.18 1 25 

地 37金属製品 0 24 0.04 1 93 0 25 0 21 1 45 5 56 0.07 0.51 

域 38一般機械 0 08 0.03 0 35 0.10 010 0.18 5.00 011 0.63 

本 39電気機械 0 16 0 03 1.69 0.35 0 16 0 34 5.01 0 19 0 88 

社 40輸送機械 0.10 0.04 1.58 0.45 0 43 0.12 3 60 0 06 0.55 

部 41精密機械 0 06 0.02 2 11 0 21 0 10 O 12 2.61 0.57 2.81 

門 42その他製造 1 32 0 42 7.69 2.24 1 50 0.39 2.50 0 11 2.02 

43建設 0.03 0.01 0 48 0 06 0.06 1.39 3 87 0 01 0 03 

44電カ・ガス 0.34 0.11 4 68 0 54 0 69 a 29 1.69 0 14 0 42 

45商業 071 0.09 9 14 1 15 0 32 0.27 2 63 -0 66 0.74 

46金融・保険 0 51 0.16 7 76 3 05 0 45 0.35 2 05 -0 30 0 60 

47不動産 O 19 0.06 9.48 0.47 0 18 0 08 0.48 0 00 0 12 

48運輸 0.30 0.09 3.21 0 57 0 37 0 32 I 72 O 19 0 29 

49通信・放送 1.55 0 64 11.73 1.79 1 41 0 30 1.57 0 00 0 51 

50教育医療 0 05 0 01 1.38 0 47 0.59 0.04 0 35 0.20 0 07 

51サービス 2.55 1 11 6.09 1.82 0 78 0.26 1 30 -0 09 O 32 



第5章 巨大都市の経済構造分析 183 

表 6-2:その他地域最終需妻項目別生産誘発依存度

その他地域

家計外 家計外 家計消 他県民 政府 資本形 資本形 他最終 輪出

（都） （他） （都） 消費 消費 （公的） （民閻） 需要

01農林水産業 0 11 3 47 72 74 O 28 1 37 1.66 5 12 1.39 3.45 

02鉱業 0 08 2.07 42 36 0.34 5.12 6 95 16 12 1 90 15.85 

03食料品 0.10 3.66 81 52 0.30 1.00 O 62 1 57 0 42 2.08 

04繊維製品 0.04 1.66 67.36 0.17 1.36 1 24 4.88 0.66 14.39 

そ 05パルプ・紙 0.08 2,55 33.47 0.24 3.12 11.64 26.46 0.62 10 42 

の 06化学製品 0.07 2 56 43 36 0.30 7 26 3.21 9.01 1.44 23 56 

他 07石油・石炭 0 09 2 31 49.00 0.44 4 60 5 72 13.60 1.66 12.77 

地 08窯業・土石 0 04 1 69 15.99 a as 1 23 21.27 36.45 0.95 14.08 

域 09鉄鋼 0.04 0 83 9.41 0.08 0 91 9 30 27.67 1 70 42.45 

財 10非鉄金属 0 04 1 39 17.99 0.10 1 36 7 86 24.88 1.51 36.64 

11金属製品 0.04 1 23 17.34 0.09 1 26 17.53 35.83 0.49 16.27 

サ 12一般機械 0 06 1 03 4.97 0.09 0 52 3.11 51.65 2.18 30.31 

I 13電気機械 0 04 1 01 14.06 0.09 0 76 6.42 27.39 1 72 40.10 

ビ 14輸送機械 0 05 0 91 15 77 0.12 2 03 1.30 17.77 1.17 54.04 

ス 15精密機械 0 02 0 37 21 93 0.06 1 20 4.51 22 83 3 06 40.00 

部 16その他製造 0.13 3.42 43 15 0.33 5.54 5.48 14.91 O 27 18.01 

門 17建設 0.01 0.21 5 81 0.03 0.72 35.99 56.10 0.11 0.69 

18電カ・ガス 0.09 2 00 49.64 0.25 11.17 4.18 1157 1.13 11.18 

19商業 0.05 2.39 65 58 0 22 1.54 2.98 12 65 0.20 8.78 

20金融・保険 0.09 2.04 62 19 0.26 2.46 4.60 12 66 0.64 10.36 

21不動産 0.04 0.89 90 58 0.11 1.15 1.05 2.86 0 25 1.93 

22運輪 0.09 2.03 49 77 1.01 3.43 6.63 15.34 6 98 9 21 

23通信・放送 0.18 3 46 68.63 0 37 5.49 3 22 8.21 0.39 5.48 

24公務 0.02 0.32 3.17 0.03 95.97 0.08 0.20 0.00 0.14 

25教育医療 0.02 0 97 55 30 0.78 30.25 0.76 2 68 5.49 2.91 

26サービス 0.85 14.76 56.70 1.20 3.82 3.81 9.01 -0.23 6.41 

27農林水産業 0 11 3 47 72 55 0 28 1.37 1.66 511 138 3.40 

28鉱業 0.08 2 07 42 36 a 34 5.12 6.95 16 12 1 90 15.85 

29食料品 0.10 3 64 81 06 0.30 1.00 0.62 1.57 0.42 2.08 

30繊維製品 0 04 1 65 67 12 0.17 1.36 1.24 4.86 0.65 14.29 

31パルプ・紙 0.08 2.54 33.41 0.24 3.12 11.57 26.34 0.62 10.38 

32化学製品 0,07 2.56 43.37 a 30 7.27 3.19 8.94 1.45 23.10 

33石油・石炭 a 09 2 31 49.00 0.44 4.60 5.72 13.60 1.66 12.77 

そ 34窯業・土石 0 04 1 69 15.98 0.09 1.23 21.24 36.40 0.95 14.06 

の 35鉄鋼 a 04 0 83 9.46 0.08 0.91 9.33 27.78 1.69 42.04 

他 36非鉄金属 0.04 1.39 17.96 0.10 1.37 7.82 24.83 1.50 36.36 

地 37金属製品 0.04 1.24 17.35 0.09 1.26 17.42 35.68 0.49 16 18 

域 38一般機械 0.06 1.03 4.96 0 09 0.52 3.10 51.59 2 16 29.91 

本 39電気機械 0 04 1 01 13.98 0.09 0.76 6.43 27.42 1.71 39.76 

社 40輸送機械 0 05 0 91 15.78 0 12 2.03 1.30 17 78 1.17 53.92 

部 41精密機械 0.02 0 37 21.58 0 06 1.18 4.45 22.48 3.00 38.26 

門 42その他製造 0 12 3 26 40.62 0.34 5.49 4 64 12.86 0 43 14.03 

43建設 0 01 0 20 5 60 0.03 0.69 33.88 52.85 0.10 0.70 

44電カ・ガス 0 09 2 00 49.59 0 25 11.16 4.17 11 56 1.13 11.17 

45商業 0.05 2 10 53 64 a 19 1.58 3.36 14.29 0.48 9.93 

46金融・保険 0 08 1.97 52.74 0.24 2.49 4 45 12.66 0 70 10.05 

47不動産 0 04 0 86 80.20 0 10 1.11 111 313 0 25 2 13 

48運輪 0 09 2 01 48.83 0.98 3 40 6 52 15 19 6.77 9.15 

49通信・放送 0.14 2 85 55 19 0.30 4.45 3 08 839 0.42 5.61 

50教育医療 0 02 0 95 53.94 0 76 29 47 O 76 2.69 5.35 2.91 

51サービス 0.71 12 34 49.60 1.01 3.66 3.64 8.80 -0.11 6.19 
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表 7 : （単位：人）

東京都 その他地域

都内需要 他地域需要 都濯用 都内需要 他地域需要 他地域雇用 全国雇用

による誘発 による誘発 による誘発 による誘発

雇用 雇用 雇用 雇用

財・サービス 3,674,698 2,671,403 6,346,101 2,743,054 47,380,407 50,123,461 56,469,562 

本社活動 246,416 1,110,940 1,357,356 216,093 1,955,210 2,171,303 3,528,659 

合計 3,921,114 3,782,343 7,703,457 2,959,147 49,335,617 52,294,764 59,998,221 

財・サービス 93.72 % 70.63 96 82.38 % 92.70 % 96.04 96 95.85 96 94.12 % 

本社活動 6.28 % 29.37 96 17.62 % 7.30 96 3.96 96 4.15 96 5.88 96 

合計 100.00 % 100.00 96 100.00 96 100.00 96 100.00 96 100.00 96 

財・サービス 57.90 96 42.10 96 100.00 96 5.47 % 94.53 % 100.00 % 

本社活動 18.15 96 81.85 96 100.00 96 9.95 % 90.05 % 100.00 96 

常に考慮しなければならない事柄である．本社活動自身は最終需要市場に直結するものではなく，財・

サービスの生産変動から間接的に影響を受け，その雇用も変動する．

次に多数の部門を持つ公表された東京都産業連関表を，財・サービス部門を 26部門，本社活動部門

を25部門に集計し，東京都の部門別の雇用分布の特徴を表8によって検討する．本社活動をのぞき財・

サービス部門のみの従業者総数を 100%としたしたとき他地域に比較して東京都は，サービス 22.5

％（他地域 15.0%), 教育・医療 11.6% (他地域8.4%), 金融・保険 6.7% (他地域2.6%), その他製造

業5.3% (他地域 2.8%)で，特に高いシェアを示している．逆に他地域が東京都より著しく高いシェア

を示す部門は，農林水産部門（東京都0.54%, 他地域 12.9%)である．商業部門は東京都，他地域の双

方でシェアの高い部門であり見かけ上の地域差は小さい．しかし，東京都では卸売のウエイトが他地域

に比較して大きい．

本社活動関して，東京都は，商業本社 25.9% (他地域20.4%), サービス本社 15.5% (他地域 12.7%) 

のシェアが他地域に比較して高い．建設本社，運輸本社，教育・医療本社は，逆に東京より他地域での

ほうが高いシェアを示す本社部門であるこれらの部門の地方本社は，地方の財・サービス部門との結

びつきが強く，東京で情報収集する必要性が低いと考えられる．

雇用の部門別分布シェアにおいても，東京都は他地域とは異なりサービス化が著しい特徴を示して

しヽる．

5.2 雇用誘発の分析

先の節では，他地域との比較で東京都の部門別雇用構造の特徴について述ぺたが，ここでは東京都の

本社活動を含めた部門別雇用が，都内の最終需要とその他地域の最終需要におのおのにどれほど依存し

ているかを示そう．すなわち産業連関分析の一つの手法である静学モデルを使って，誘発雇用量を計算

する．

誘発雇用量について例をあげて簡単に説明する東京都でつくられた電気製品は，都民の消費として

購入されると同時に，他地域の消費者もこれを東京都から移入して消費する．従って，東京都の電気製
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衰 8:

（単位 ％） （単位：人）

都雇用 他地域雇用 全国層用 都雇用 他地域雇用 全国雇用

01農林水産業 0.548 12 923 11 532 34,754 6,477,328 6,512,082 

02鉱業 0 012 0 177 0 158 738 88,651 89,389 

03食料品 1 244 3 312 3 080 78,964 1,660,331 1, 739295 

04繊維製品 1 048 3 307 3 053 66,506 1,657,669 1,724,175 

05パルプ・紙 0 980 1.764 1.676 62,172 884,261 946,433 

財 06化学製品 0.537 0.813 0 782 34,071 407,390 441,461 

07石油・石炭 0.007 0 071 0 064 455 35,811 36,266 

08窯業・土石 0 195 0.955 0 869 12,400 478,504 490,904 

09鉄鋼 0 230 0 791 0 728 14,623 396,494 411,117 

サ 10非鉄金属 0 175 0 304 0.290 11,095 152,388 163,483 

11金属製品 1 396 1 819 1 772 88,588 911,911 1,000,499 

I 12一般機械 1.611 2 036 1.988 102,248 1,020,473' 1,122,721 

13電気機械 2 915 3 296 3 253 185,010 1,652,226 1,837,236 

ビ 14輸送機械 0 913 1 851 1 745 57,933 927,538 985,471 

15精密機械 1 013 0 427 0.493 64,293 214,005 278,298 

ス 16その他製造 5 300 2 824 3.102 336,368 1,415,381 1,751,749 

17建設 7.148 9 391 9.139 453,613 4,706,923 5,160,536 

部 18電カ・ガス 0 996 1 025 1.021 63,205 513,613 576,818 

19商業 19 666 17 075 17 366 1,248,030 8,558,366 9,806,396 

門 20金融・保険 6 576 2.626 3.069 417,293 1,316,009 1,733,302 

21不動産 1. 768 0 774 0.886 112,230 388,022 500,252 

22運輪 5.635 4 296 4.446 357,578 2,153,205 2,510,783 

23通信・放送 1.936 0 908 1 024 122,872 455,250 578,122 

24公務 4.092 3.811 3.843 259,698 1,910,349 2,170,047 

25教育医療 11 558 8 429 8.780 733,458 4,224,681 4,958,139 

26サービス 22.501 14 996 15.840 1,427,906 7,516,682 8,944,588 

計 100 000 100 000 100,000 6,346,101 50,123,461 56,'169,562 

27農林水産業 0 328 0.828 0 636 4,452 17,983 22,435 

28鉱業 0 179 0 450 0.346 2,432 9,776 12,208 

29食料品 1.798 I 966 1.902 24,410 42,690 67,100 

30繕維卿品 0 657 1 477 1 162 8,924 32,075 40,999 

31パルプ・紙 0.981 1 050 1 023 13,309 22,802 36,111 

32化学製品 3 704 0 856 1 952 50,276 18,588 68,864 

33石油・石炭 0 544 0.045 0.237 7,386 971 8,357 

本 34窯業・土石 0.779 1.064 0.954 10,568 23,100 33,668 

35鉄鋼 1.047 0.428 0 666 14,208 9,297 23,505 

36非鉄金属 a 629 0 158 0 339 8,539 3,432 11,971 

社 37金属製品 a 860 1.015 0.955 11,679 22,030 33,709 

38一般機械 2 330 1 859 2.040 31,624 40,356 71,980 

39電気機械 4 487 1.829 2.851 60,899 39,712 100,611 

部 40輪送機械 1 580 2 350 2 054 21,451 51,017 72,468 

41精密機械 1 178 0 473 0 744 15,993 10,260 26,253 

42その他製造 6 703 3 429 4 688 90;979 74,444 165,423 

門 43建設 11.035 21 237 17 313 149,791 461,121 610,912 

44電カ・ガス 0 678 0 424 0 522 9,208 9,211 18,419 

45商業 25 854 20 366 22 477 350,928 442,212 793,140 

46金融・保険 7.667 4 085 5.463 104,064 88,694 192,758 

47不動産 2.613 2 021 2 249 35,470 43,890 79,360 

48運輸 5.653 10 256 8 486 76,731 222,694 299,425 

49通信・放送 a 849 0 489 0 628 11,529 10,617 22,146 

50教育医療 2.328 9 158 6.531 31,606 198,845 230,451 

51サーピス 15.538 12.688 13 784 210,900 275,486 486,386 

計 100 000 100 000 100.000 1,357,356 2,171,303 3,528,659 

合計 7,703,457 52,494,764 59,998,221 
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品の生産は東京都の最終需要ばかりではなく，他地域の最終需要によっても誘発される．そして東京都

における電気製品の生産増加は，東京都の電気製品を作るための原材料投入を通じて，東京都とその他

地域の財・サービス部門の生産増加をもたらす．両地域の生産増加は両地域の財・サービス部門の雇用

を誘発するさらに，東京都の電気製品の生産に，中問投入として東京の本社活動の投入があれば，そ

の財の生産増加は東京本社での本社活動増加と雇用の増加をもたらす．

このように，東京都の財・サービスのある特定部門への最終需要の増加は，産業間取引を通じて直接・

間接に両地域の全財・サービス部門の生産を誘発すると同時に，両地域の本社活動をも誘発する．そし

て生産誘発から派生的に両地域の各部門の雇用が誘発される．

上で展開した雇用誘発の概念を使って，東京都の各部門の雇用が，結局都内最終需要と他地域最終需

要にどのように依存しているかをあきらかにする．

都内の財・サービス部門の全雇用者 (634.6万人）は，都内最終需要によって 57.9%, 他地域最終需要

によって 42.1%が誘発されている他方都内の本社部門の全雇用者 (135.7万人）は，都内最終需要に

よって 18.15%, 他地域最終需要によって 81.85%が誘発されている．都内の財・サービス部門の雇用

は， 自地域即ち東京の最終需要に比較的多く依存しているのに対して，都内の本社部門の雇用は，東京

本社は東京にある事業所ばかりでなく，他地域にある事業所をもコントロールしている場合が多く，圧

倒的に他地域の最終需要に依存している．

次に表 9により都内の個々の財・サービス部門と本社活動部門における雇用の最終需要の地域別依存

度について検討する．財・サービス部門の雇用で高い都内需要依存型の部門は，公務 (99.51%), 建設

(95.3 %), 教育・医療(88.9%)であり，逆に他地域最終需要に大きく依存する部門は化学製品 (71.2%), 

鉄鋼製品 (83.2%), 金属製品 (70.4%), 商業 (66.7%), 金融・保険 (62.7%)である．化学製品，鉄鋼

製品，金属製品は東京からの移出をつうじて他地域と関連を持つことは容易に理解できる． しかし東京

都の商業および金融・保険は他地域の同じ部門には見られない特徴を示している．

都内本社活動の雇用でとくに都内最終需要に依存する部門は，教育・医療本社 (63.4%), 不動産 (29

％），サービス (26.9%), 電カ・ガス (25.4%)である．上記以外の他の都内本社活動は他地域の最終需

要に大きく依存し，東京本社が他地域にある事業所をコントロールする実態が明らかになった．

他地域の雇用で比較的都内最終需要に依存する部門は，財・サービス部門では農林・水産 (10.46%), 

パルプ・紙(11.4%)をあげることができる．本社活動部門では通信・放送 (19.5%), その他製造業(18.2

％）の雇用が都内最終需要によって誘発されている．

6 本社概念と東京都経済における本社部門の重要性

日本経済における東京都経済の大きな特徴の一つは，経営管理機能の中枢たる本社機能を集中させ

ていることである東京都に所在する本社は，全国各地にある財・サービスを生産する事業所に本社機

能サービスを提供し，その生産活動を支援している東京都産業連関表では，事業所統計にある独立本

社のみを対象とし， 68の本社活動サービスが財・サービス部門とは別に独立部門として設定されている．
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表 9: （単位：％）

東京都 他地域

都内需要に 他池域需要 都内需要に 他地域需要

よる誘発 による誘発 よる誘発 による誘発

01農林水産業 62 243 37.757 10.464 89.536 

02鉱業 75.610 24 390 9.204 90 796 

03食料品 60 628 39 372 8 713 91 287 

04繊維製品 56 111 43.889 8.245 91.755 

05バルプ・紙 37.692 62 308 11.388 88.612 

財 06化学製品 28.758 71.242 9.212 90 788 

07石油・石炭 41 758 58.242 9 801 90.199 

08窯業・土石 63 339 36.661 8.196 91 804 

09鉄鋼 16.734 83.266 7.614 92 386 

サ 10非鉄金属 33 033 66.967 8.230 91.770 

11金属製品 29 642 70.358 9.922 90 078 

I 12一般機械 36.457 63.543 6.084 93 916 

13電気機械 46 395 53 605 8.415 91 585 

ビ 14輪送機械 37.909 62.091 6.836 93.164 

15精密機械 57 832 42 168 6.021 93.979 

ス 16その他製造 35.032 64.968 8.752 91.248 

17建設 95.326 4.674 0 337 99 663 

部 18電カ・ガス 79 353 20.647 8.786 91 214 

19商業 33.350 66 650 5.616 94 384 

門 20金融・保険 377 7 326 62 674 4.699 95.301 

21不動産 365 22.635 1 143 98.857 

22運輪 51.114 48.886 5.506 94 494 

23通信・放送 60.775 39.225 4.572 95.428 

24公務 99.591 0.409 0.080 99.920 

25教育医療 88.934 11 066 0 855 99.145 

26サービス 61.897 38.103 3 664 96 336 

27農林水産業 15 633 84.367 10 688 89 312 

28鉱業 10.403 89.597 9 216 90 784 

29食料品 12.663 87.337 9.201 90 799 

30繊維製品 14.388 85.612 8.633 91 367 

31パルプ・紙 13.795 86.205 11 709 88 291 

32化学製品 10.566 89.434 9 764 90 236 

33 石油•石炭 10 005 89.995 9 578 90.422 

本 34窯業・土石 11 478 88.522 8 312 91 688 

35鉄鋼 7 827 92.173 7.820 92.180 

36非鉄金属 9 603 90.397 8 683 91 317 

社 37金属製品 12 398 87.602 10.268 89 732 

38一般機械 9 891 90.109 6.589 93.411 

39電気機械 13.935 86.065 8 806 91.194 

部 40輪送機械 9.939 90.061 6 933 93 067 

41精密機械 21.822 78.178 8 606 91.394 

42その他製造 19 308 80 692 18.198 81 802 

門 43建設 20.964 79 036 5.937 94 063 

44電カ・ガス 25.445 74.555 8881 91 119 

45商業 11 905 88 095 14 381 85.619 

46金融・保険 14 193 85 807 14 620 85 380 

47不動産 29 067 70 933 11 066 88,934 

48運輸 19 145 80 855 7.065 92 935 

49通信・放送 15 535 84 465 19.488 80 512 

50教育医療 63 399 36 601 3.158 96.842 

51サービス 26 879 73.121 14 146 85.854 

合計 50 901 49 099 5 681 94.319 
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本社部門概念を次のような作業仮説にしたがって規定している．

(1)各本社部門を構成する統計単位は，事業所形態として事務所を有し，当該事務所において間接的

経営活動である本社活動のみを営む独立本社事業所である．

(2)本社活動部門の産出は，中問財としてのみ，直接的生産活動を営む財・サービス部門に投入される．

(3)本社活動部門の産出は， 1つまたはそれ以上の特定の財・サービス部門のみに投入される．同時に

本社活動部門の部門分類は，財・サービス部門の数に対応して同じ部門数をもっ．ただし，公務

に関しては本社活動部門を設定しない．

(4)財の直接的生産活動においては，ただ 1種類の本社活動のみが投入される．このことから，本社

活動部門の統合は，当該本社部門が統括する生産現場事業所の商品混合に依存する．換言すれば，

特定の本社活動は， 1つ以上の商品生産活動に投入されるが， 1つの商品生産活動に複数の本社活

動が投入されることはない．

特に， (3)と(4)の作業仮説は，本社機能および活動が企業組織に固有のものであり，企業の生産活動

において商品混合が一般的であることに対応したものである．そこで，本社部門を特掲した昭和 60年

東京都産業連関表から，地域別，部門別の本社活動を見てみよう．

表 10は， 25部門に集計された全国の部門別本社生産額と東京都における部門別本社生産額を示して

いる東京都本社生産額の合計は 17兆 1587億円で，全国本社生産額 34兆 2169億円の 50.1%を占め

ている．

この観測事実は，本社機能の東京一極集中という東京都経済の特質を裏づけている．その内 12兆8855

億円が，その他地域における中間投入として移出されており， 日本経済のなかにあって，東京都経済は

本社活動の最大移出地域である．

7 本社移転によるシミュレーション分析

次に東京都に存在する本社が他地域へ移転したとした場合，東京都とその他地域の全部門の生産と雇

用がどのように変動するかを検討する．

このシミュレーションは以下のような前提と手続きに従って行われた．東京都の財・サービス部門お

よび他地域の財・サービス部門は，東京本社から本社サービスを中間投入として受けいれている東京

から他地域への本社移転を従来東京から受けいれていた中間投入としての本社サービスを他地域の

本社からの本社サービス受け入れへの代替と解釈し，その逆行列を通じた波及効果がどう変化するかを

検討する言い替えれば本社の東京の移転に伴って，各地域の財・サービス部門では，東京都本社活動

と他地域本社活動の投入割合が変化するより具体的には昭和 60年東京都産業連関表からえられる投

入係数行列および逆行列係数とシミュレーション後の投入係数および逆行列係数の差分としてえられる．
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表 10: 本社生産および移出・移入 （単位：億円，％）

部門名 全国本社 東京都本社 東京都本社 東京都本社 対全国生産

生産額 (A) 生産額 (B) 移出額 (C) 移入額 (D) 額比 (B/A)

01農林水産業 1,691 413 372 5 24.4 

02鉱業 1,518 588 578 

゜
38.7 

製造業計 91,538 53,758 45,260 2,748 58.7 

03食料品 8,228 4,044 3,736 39 49.1 

04繊維製品 2,962 634 552 19 21.4 

05パルプ・紙 3,413 1,612 1,464 22 47.2 

06化学製品 13,039 9,312 8,666 104 71,4 

07石油・石炭 2,351 1,787 1,776 

゜
76.0 

08窯業・土石 3,431 1,345 1,264 4 39.2 

09鉄鋼 3,737 2,594 2,534 27 69.4 

10非鉄金属 1,458 1,037 979 7 71.1 

11金属製品 2,998 1,322 1,156 29 44.1 

12一般機械 8,170 3,852 3,370 71 47.2 

13電気機械 15,755 11,379 9,725 45 72.2 

14輸送機械 7,007 3,152 2,837 12 45.0 

15精密機械 2,987 2,162 1,502 41 72.4 

16その他製造業 16,002 9,526 5,699 2,328 59.5 

17建設 46,028 14,099 11,037 1,882 30.6 

18電カ・ガス・水道 7,160 1,995 1,524 7 27.9 

19商業 66,195 38,750 29,962 8,674 58.5 

20金融・保険 33,226 20,770 14,726 3,788 62.5 

21不動産 14,654 8,543 5,414 796 58.8 

22運輸 23,690 7,819 5,481 543 33.0 

23通信・放送 3,110 1,889 1,520 324 60.7 

サービス計 53,360 22,963 12,980 3,400 43.0 

25教育・研究・医療 16,123 2,659 771 352 16.5 

26サーピス 37,237 20,304 12,209 3,048 54.5 

合計 342,169 171,587 128,855 22,167 50.1 
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表 11:電気機械本社移転による誘発効果

（東京都本社電気機械部門を地方に 50%移転）

生産誘発増減（億円） 誘発雇用者増減（千人）

東京都 他地域 合計 東京都 他地域 合計

財 -393 -2,428 -2,821 -3.4 -20.9 -24.3 

東京都 本社 -803 -4,960 -5,763 -4.4 -26.9 -31.3 

合計 -1,196 -7,388 -8,584 -7.8 -47.8 -55.6 

財 354 2,185 2,539 3.5 21.7 25.2 

他地域 本社 798 4,930 5,728 7.3 44.9 52.2 

合計 1,152 7,115 8,267 10.8 66.6 77.4 

総計 -44 -273 -317 3.0 18.8 21.8 

ただし，移転効果の計測にあたっては，昭和 60年表で東京都とその他地域で観察された最終需要を

用いて，生産誘発額および雇用誘発量を求めた．

今回の分析では，あえて外生部門の最終需要の変化を考慮していない．その主な理由は，本社活動が

もっぱら中間財としてのみ取引される性質をもっており， したがって本社活動の移転効果が直接的には

内生部門問の取引構造（投入係数行列）の変化としてとらえることを重視したからにほかならない．し

かし，東京からの本社移転は，企業の消費である都内の家計外消費支出を大幅に減少し，他地域のそれ

が増大する地域間シフトを引き起こすが予想される家計外支出は，東京都経済の最終需要項目の中で

はかなり大きなウエイトを占め，又飲食店等のサービス部門にとっては特に影響のおおきな最終需要項

目である従って，本社移転のシミュレーションにおいては，中問投入変化と最終需要変化の連動した

総合効果の分析が望ましい．

7.1 電気機械本社の東京からの移転効果

東京都に存在する電気機械の本社が，東京からその他地域に移転した場合を例にして説明する．

東京の電気機械部門もその他地域の電気機械部門も生産に必要な東京本社からの中問投入を 50%削

減し，これをその他地域にある電気機械の本社から代替投入するその結果は，当該部門の生産変動に

留まらず，産業問波及を通じて両地域の全財・サービス部門および全本社部門の生産をかえる．そして，

生産の変動に伴い雇用もまた変動する表 11はその結果を示している．

生産面では東京都の財・サービスの生産は 2,800億円減少し，本社活動は 5,700億円減少し合計では

8,534億円の生産額減少が東京で生じる．他方その他地域では本社が移転してきたことにより財・サー

ビスは 2,539億円増，本社生産は 5,728億円増で合計 8,257億円の増加となる結局東京都における生

産減と，他地域における生産増の差引から本社移転の純効果は，国全体で 317億円の生産減となる．

次に雇用面から見てみると，電気機械本社の東京からその他地域への移転は， 55,600人の雇用を東京

都全体で削減し，その内訳は全財・サービス部門で24,300人，全本社部門で 31,300人である他方，そ

の他地域で77,400人の雇用が増加し，全財・サービス部門は 25,200人，全本社部門は 52,200人である．

その結果，全国ベースでは21,800人の雇用が純増する．東京からの本社移転は，全国ベースで見た場合
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生産は減少し，雇用は増大する結果となる．

7.2 東京に存在する全本社の 50%のその他地域への移転効果

先に電気機械本社一社の移転の結果を示した．ここでは東京に存在する全本社の 50%がその他地域

へ移転したとき生産，雇用の地域間の変化を計算し，その結果を示したのが表 12,表 13,表 14である．

表 12は東京都における変化を表わし，表 13は，その他地域，表 14は純効果を示している．

東京都全体で生産は 10兆 9,563億円減少しその内訳は，財・サービスが2兆 3,485億円，本社活動

が8兆 6,078億円である．財・サービス部門ではサービス (5,165億円）金融・保険 (4,233億円）不動産

(4,212億円）への影響が大きい．雇用面では財・サービス全体で 15万6,400人，本社部門で68万 1,200

人の減少を示し，合計では， 83万 7,500人の雇用が東京都で減少する．財・サービス部門での雇用減少

が大きな部門は，サービス，教育・医療，金融・保険である．本社部門では商業(17万6,000人），サー

ビス本社 (10万6,000人）の雇用減が大きい．

表 13によれば，その他地域の生産増加は 10兆 7,450億円でその内訳は，財・サービス部門 2兆 1,804

億円，本社活動 8兆5,647億円である．財・サービス部門ではサービス (4,236億円），金融・保険 (4,176

億円），不動産 (3,972億円）の増加が顕著である．本社活動では，商業 (1兆 9,361億円），金融・保険(1

兆 357億円），サービス (1兆 68億円）の増加が著しい．

表14は，東京都での減少とその他地域の増加を相殺した，東京都からの本社移転に伴う国全体での純

効果を示している生産は全体で 2,112億円の減少，その内財・サービス部門は 1,681億円の減少，本

社活動は 431億円の減少である．雇用は合計 35万 8,490人の増加を示し，その内訳は財・サービス部

門 17,420人増，本社部門 35万 8,490人増である．

東京からの本社移転は，生産の減少と雇用の増加から労働生産性の下落をもたらし，経済効率の観点

からは非効率である．既存の東京の産業構造，なかでも本社部門は他の地域の財・サービス部門との強

い結びつきからもわかるように，決して自立した存在ではない．又財・サービス部門でも，本社活動を

サポートする対事業所サービスの比重は大きい．従って何らかの土地税制の制度の変更や，情報コスト

節約の革新的技術変化が起こり，東京から大幅な本社移転の可能性が生じた場合には，単なる東京の一

極集中の是正に留まらない．本社部門はもとより，財・サービス部門の生産及び雇用の地域間シフトは

大きく，東京都の産業構造を大きく変化させるとともに，その他地域の産業構造もまた変化する．

8 おわリに

最近東京への一極集中の是非についての一般的議論が盛んである しかし，この問題に分析的視点か

ら取り組んだ試みは少なく，行われた分析は，部分的で抽象的な段階にとどまっている．その一つの理

由は，東京都経済を日本経済の中に位置づけ，そのメカニズムを具体的に明らかにするフレームワーク

が充分に開発されてこなかった点にある

われわれは今回， 1985年の一時点ではあるが，本社活動及び通勤による人の移動に伴う消費活動を陽
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表 12:東京の全本社50 96の移転による東京都への影響

本社移転による産業別誘発効果

生産誘発増減（百万円） 誘発雇用者増減（人）

東京都 他地域 合計 東京都 他地域 合計

01農林水産業 -201 ー1,007 -1,208 -55 -277 -333 

02鉱業 -74 -340 -414 -5 -22 -26 

03食料品 -1,695 -8,821 -10,515 -76 -397 .474 

04繊維製品 -695 -2,934 -3,629 -97 -409 -506 

05バルプ・紙 -1,946 -8,504 -10,449 -179 -782 -961 

財 06化学製品 -828 -4,164 -4,992 -29 -145 -174 

07石油・石炭 -153 -787 -940 -2 -9 -11 

08窯業・土石 -303 -1,496 -1,799 -16 -79 -95 

09鉄鋼 -33 -144 -177 -1 -4 -4 

サ 10非鉄金属 -174 -807 -981 -7 -34 -41 

11金属製品 -203 -961 -1,164 -25 -118 -143 

I 12一般機械 -25 ー114 -139 -2 -7 -9 

13電気機械 -108 -532 -640 -6 -27 -33 

ピ 14輸送機械 -618 -3,236 -3,853 -22 -114 -136 

15精密機械 -88 -494 -583 -6 -34 -40 

ス 16その他製造 -33,018 -148,073 ー181,091 -1,978 -8,872 -10,850 

17建設 -11,931 -57,440 -69,371 -890 -4,286 -5,177 

部 18電カ・ガス -9,793 -44,961 -54,755 -458 -2,101 -2,559 

19商業 -7,512 -33,079 -40,591 -720 -3,171 -3,891 

門 20金融・保険 -68,331 -354,932 -423,264 -4,139 -21,497 -25,636 

21不動産 -68,418 -352,829 -421,247 -1,213 -6,257 -7,470 

22運輪 -34,808 ー183,446 -218,254 -2,310 -12,176 -14,486 

23通信・放送 -15,197 -78,368 -93,566 ー1,073 -5,531 -6,603 

24公務 -170 -884 -1,054 -15 -77 .91 

25教育医療 -41, 743 -245,539 -287,282 -4,343 -25,547 -29,890 

26サーピス -83,406 -443,138 -516,543 -7,556 -39,237 -46,793 

27農林水産業 -3,233 -17,454 -20,687 -348 -1,879 -2,227 

28鉱業 -3,047 -26,358 -29,406 -126 -1,089 -1,214 

29食料品 -25,599 -176,602 -202,201 -1,545 -10,661 -12,206 

30繊維製品 -4,563 -27,133 -31,695 -643 -3,821 -4,464 

31パルプ・紙 -11,157 -69,591 -80,748 -921 -5,746 -6,667 

32化学製品 -49,142 -416,049 -465,191 -2,653 -22,462 -25,115 

33石油・石炭 -8,938 -80,395 -89,332 -369 -3,322 -3,692 

本 34窯業・土石 -7,722 -59,512 -67,234 -607 -4,678 -5,285 

35鉄鋼 -10,150 ー119,553 -129,703 -556 -6,548 -7,104 

36非鉄金属 -4,992 -46,873 -51,865 -411 -3,858 -4,269 

社 37金属製品 -8,194 -57,899 -66,093 -724 -5,116 -5,840 

38一般機械 -19,039 -173,515 -192,554 -1,563 -14,243 -15,806 

39電気機械 -79,271 -489,575 -568,846 -4,243 -26,203 -30,446 

部 40輸送機械 -15,677 -141,935 ー157,611 -1,067 -9,659 -10,725 

41精密機械 -23,588 -84,502 -108,090 -1,745 -6,252 -7,997 

42その他製造 -92,734 -387,594 -480,328 -8,857 -37,019 -45,876 

門 43建設 -147,950 -557,945 -705,895 -15,719 -59,278 -74,997 

44電カ・ガス -25,531 -75,015 -100,546 -1,178 -3,463 -4,641 

45商業 -230, 700 -1,706,957 -1,937,657 -20,893 -154,587 -175,480 

46金融・保険 -147,473 -891,654 ー1,039,128 -7,389 -44,675 -52,064 

47不動産 -125,264 -308,678 -433,942 -5,201 -12,816 -18,017 

48運輸 -75,339 -318,693 -394,032 -7,393 -31,274 -38,667 

49通信・放送 -14, 700 -79,922 -94,621 -897 -4,879 -5,776 

50教育医療 -84,804 -51,687 -136,491 -10,081 -6,144 -16,226 

51サービス -274,300 -749,629 -1,023,930 -28,492 -77,865 -106,358 

財・サービス計 -381,471 -1,967,030 -2,348,501 -25,223 -131,210 -156,432 

本社活動計 -1,493,107 -7,114,720 -8,607,826 -123,621 -557,537 -681,159 

合計 -1,874,578 -9,081,750 -10,956,327 ー148,844 -688,747 -837,591 
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表 13: 東京の全本社5096の移転によるその他地域への影響

本社移転による産業別誘発効果

生産誘発増減（百万円） 誘発雇用者増減（人）

東京都 他地域 合計 東京都 他地域 合計

01農林水産業 522 3,242 3,763 192 1,192 1,383 

02鉱業 165 775 940 11 52 63 

03食料品 2,017 11,153 13,170 95 523 617 

04繊維製品 1,411 7,143 8,554 183 926 1,108 

05パルプ・紙 -1,260 -3,501 -4,760 -76 -211 -287 

財 06化学製品 4,497 25,129 29,625 84 467 550 

07石油・石炭 1,152 5,429 6,581 3 12 15 

08窯業・土石 570 3,005 3,576 31 161 192 

09鉄鋼 540 3,236 3,776 8 48 56 

サ 10非鉄金属 318 1,764 2,081 8 45 53 

11金属製品 285 1,694 1,979 24 142 166 

I 12一般機械 1,248 6,699 7,947 59 317 376 

13電気機械 1,083 5,797 6,880 53 284 337 

ビ 14輸送機械 1,728 9,146 10,874 49 259 308 

15精密機械 101 590 691 7 42 49 

ス 16その他製造 25,516 126,836 152,351 1,770 8,797 10,567 

17建設 12,124 58,995 71,119 1,143 5,560 6,703 

部 18電カ・ガス 7,878 35,685 43,564 212 _958 1,170 

19商業 6,662 31,638 38,300 1,185 5,626 6,811 

門 20金融・保険 67,767 349,801 417,568 5,197 26,827 32,024 

21不動産 64,705 332,484 397,188 852 4,376 5,228 

22運輸 29,233 151,899 181,132 2,117 11,003 13,120 

23通信・放送 11,343 57,594 68,937 792 4,019 4,810 

24公務 364 1,926 2,290 49 262 311 

. 25教育医療 41,545 247,089 288,635 4,655 27,683 32,338 

26サービス 67,371 356,266 423,638 8,871 46,910 55,781 

27農林水産業 3,230 17,447 20,677 455 2,455 2,910 

28鉱業 3,060 26,417 29,477 322 2,777 3,099 

29食料品 25,610 176,676 202,286 2,613 18,026 20,638 

30繊維製品 4,580 27,231 31,811 631 3,751 4,382 

31パルプ・紙 11,080 69,299 80,379 1,403 8,774 10,177 

32化学製品 49,331 417,137 466,468 2,461 20,808 23,269 

33石油・石炭 8,950 80,450 89,401 155 1,390 1,544 

本 34窯業・土石 7,733 59,571 67,304 856 6,595 7,451 

35鉄鋼 10,156 119,595 129,751 826 9,731 10,558 

36非鉄金属 4,995 46,894 51,889 407 3,823 4,230 

社 37金属製品 8,196 57,916 66,112 1,077 7,612 8,689 

38一般機械 19,082 173,748 192,830 1,784 16,242 18,025 

39電気機械 79,311 489,791 569,102 7,197 44,447 51,644 

部 40輸送機械 15,700 142,057 157,757 2,078 18,801 20,879 

41精密機械 23,589 84,510 108,099 2,934 10,510 13,444 

42その他製造 90,345 377,480 467,825 10,386 43,394 53,780 

門 43建設 147,977 558,127 706,103 21,371 80,605 101,976 

44電カ・ガス 25,460 74,671 100,131 454 1,331 1,785 

45商業 230,367 1,705,725 1,936,092 37,118 274,834 311,952 

46金融・保険 146,962 888,698 1,035,660 10,464 63,276 73,740 

47不動産 123,375 298,894 422,269 8,861 21,467 30,329 

48運輸 75,524 319,516 395,040 10,597 44,834 55,431 

49通信・放送 14,516 78,939 93,454 1,262 6,862 8,124 

50教育医療 85,007 52,982 137,988 12,554 7,824 20,379 

51サービス 271,484 735,296 1,006,780 44,169 119,628 163,797 

財・サービス計 348,885 1,831,515 2,180,399 27,574 146,280 173,849 

本社活動計 1,485,620 7,079,067 8,564,685 182,435 839,797 1,022,232 

合計 1,834,505 8,910,582 10,745,084 210,009 986,,077 1,196,081 
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表 14:東京の全本社50 96の移転による全国ペースの逆効果

生産誘発増減（百万円） 誘発層用者増減（人）

東京都 他地域 合計 東京都 他埠域 合計

01農林水産業 321 2,235 2,555 137 915 1,050 

02鉱業 91 435 526 6 30 37 

03食料品 322 2,332 2,655 19 126 143 

04繊維製品 716 4,209 4,925 86 517 602 

05パルプ・紙 -3,206 -12,005 -15,209 -255 -993 -1,248 

財 06化学製品 3,669 20,965 24,633 55 322 376 

07石油・石炭 999 4,642 5,641 1 3 4 

08窯業・土石 267 1,510 1,777 15 82 97 

09鉄鋼 507 3,092 3,599 7 44 52 
サ 10非鉄金属 144 957 1,100 1 11 12 

11金属製品 82 733 815 -1 24 23 

I 12一般機械 1,223 6,585 7,808 57 310 367 

13電気機械 975 5,265 6,240 47 257 304 

ビ 14輸送機械 1,110 5,910 7,021 27 145 172 

15精密機械 13 96 108 1 8 ， 
ス 16その他製造 -7,502 -21,237 -28,740 -208 -75 -283 

17建設 193 1,555 1,748 253 1,274 1,526 

部 18電カ・ガス -1,915 -9,276 -11,191 -246 一1,143 ー1,389

19商業 -850 -1,441 -2,291 465 2,455 2,920 

門 20金融・保険 -564 -5,131 -5,696 1,058 5,330 6,388 

21不動産 -3,713 -20,345 -24,059 -361 -1,881 -2,242 

22運輸 -5,575 -31,547 -37,122 -193 -1,173 -1,366 

23通信・放送 -3,854 -20,774 -24,629 -281 ・1,512 -1,793 

24公務 194 1,042 1,236 34 185 220 

25教育医療 -198 1,550 1,353 312 2,136 2,448 

26サービス -16,035 -76,872 -92,905 1,315 7,673 8,988 

27農林水産業 -3 -7 -10 107 576 683 

28鉱業 13 59 71 196 1,688 1,885 

29食料品 11 74 85 1,068 7,365 8,432 

30繊維卿品 17 98 116 -12 -70 -82 

31バルプ・紙 -77 -292 -369 482 3,028 3,510 

32化学載品 189 1,088 1,277 -192 -1,654 -1,846 

33石油・石炭 12 55 69 -214 -1,932 -2,148 

本 34窯業・土石 11 59 70 249 1,917 2,166 

35鉄鋼 6 42 48 270 3,183 3,454 

36非鉄金属 3 21 24 -4 -35 -39 

社 37金属製品 2 17 19 353 2,496 2,849 

38一般機械 43 233 276 221 1,999 2,219 

39電気機械 40 216 256 2,954 18,244 21,198 

部 40輪送機械 23 122 146 1,011 9,142 10,154 

41精密機械 1 8 ， 1,189 4,258 5,447 

42その他製造 -2,389 -10,114 -12,503 1,529 6,375 7,904 

門 43建設 27 182 208 5,652 21,327 26,979 

44電カ・ガス -71 -344 -415 -724 -2,132 -2,856 

45商業 -333 -1,232 -1,565 16,225 120,247 136,472 

46金融・保険 -511 -2,956 -3,468 3,075 18,601 21,676 

47不動産 -1,889 -9,784 -11,673 3,660 8,651 12,312 

48運輸 185 823 1,008 3,204 13,560 16,764 

49通信・放送 -184 -983 -1,167 365 1,983 2,348 

50教育医療 203 1,295 1,497 2,473 1,680 4,153 

51サービス -2,816 -14,333 -17,150 15,677 41,763 57,439 

財・サービス計 -32,586 -135,515 -168,102 2,351 15,070 17,417 

本社活動計 -7,487 -35,653 -43,141 58,814 282,260 341,073 

合計 -40,0'i'.3 -171,168 -211,243 61,165 297,330 358,490 
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表的に含む，東京都産業連関表を使って，東京都経済とその他地域経済との相互依存関係をふまえ，両

地域の最終需要項目による両地域への生産誘発効果の分析を行った．さらに一極集中に関連した本社移

転の効果と東京都の雇用構造の一部を明らかにすることができた．

東京都とその他地域の二地域からなる，東京都産業連関表で観察された経済取引は，企業の生産地選

択，本社所在地選択，家計の居住地選択のメカニズムの結果である．そしてこれらには，いずれにも共

通に距離因子が影響しており，また，集積の基本要因としての外部経済性や規模の経済性も重要な役割

を果たしているわれわれは今後立地選択をふくめたシミュレーションを行うために地価，運輸コス

ト，情報コストを対応づけた理論的モデルを構築しなければならないなかでも，近年著しい変化をと

げている情報通信技術が，どの程度分散化の要因となりうるかは，興味あるテーマである．

理論的検討と同時に，立地のメカニズムは行政区分を超えて作動しており， 東京都，その他首都圏，

その他地域の三極からなる産連関表の作成も必要となるさらに，国全体の産業構造の変化も大きく，

企業や家計の立地もこれに大きく影響されると同時に，企業や家計の立地は制度変更によっても大きく

影響を受け，結果として地域問経済取引の構造変化が生じる．このような構造変化を理論的にも，実証

的にも追跡し，整合的な政策立案を可能とするためにも，地域産業連関表の継続的な作成が期待される．
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1 はじめに

経済成長を維持しながら環境を保全するには，経済成長の中味をどのようにするかが重要な課題とな

るその意味から我々は過去5年来，詳細な産業連関表と対応する大気汚染量の計測を行ってきた．そ

の計測にもとづいて経済活動と環境負荷の関係を明らかにするのが本章の目的である．

地球環境問題はそもそもの発端からして，「誰もが気がつかないうちに環境を破壊し，地球的規模でと

りかえしのつかなくなる可能性がある」という警告であった．このような地球規模の外部不経済につい

ての「合意」が得られるには，誰もがわかりかつ客観的な事実をまず提示することが緊急に必要であろ

う．そのような考えから，産業連関分析を行うものである．

われわれは，地球環境問題の中でも CO2排出による地球温暖化に注目した．さしあたり COがこ注目し

た理由については，若干の説明が必要であろう.co外ま，酸性雨や喘息の原因である窒素酸化物 (NOx)

や硫黄酸化物 (SOx)と比較して，排出抑制が難しいとされている. NOx, SOxは防除設備のコスト負

担さえ各経済活動で賄えば解決できるだろう． しかし， CO2は化石燃料をもちいて炭素を燃焼する限り，

その使用量に比例して増えるものである． しかも， SOxのようにあらかじめ燃料から硫黄分(CO2の場

合は炭素分）を除いて燃焼するという処理は実用にならない． したがって，炭素の燃焼によって膨大に

排出される CO2の拡散を防ぐためには排出ガスから吸収するほかなく，化学的に効率よく行うには相当

の困難がともなうものと考えられる．

一方で化石燃料の必要使用量は，世界的レベルで急増する見込みである．たとえば， 50年後に世界

人口はほぽ倍の 100億人と推定されている．その大多数が貧困にあえぐ発展途上国における人々の増加

であるといわれている．今後，この人口増加を前提にすると，その国々の経済発展を導くためのエネル

ギー源として化石燃料を使用するならば，その消費量は莫大なものになるだろう． したがって，われわ

＊産業連関分析を実際に行うには，モデルの理解だけでなく，具体的資料，統計の性質を知ることが必要である．この点に関し

ては．当研究所 I/0グループ，特に尾崎巌名誉教授の長年の御教示に負うところが大きい．記して感謝したい．また，この章は

論文 [5],(6]を加筆しまとめたものである．詳細な測定結果は，この章では割愛しているそれらについては， (5],(6]の付表を

参照されたい．



198 

れは化石燃料によるエネルギー消費を極力おさえた経済発展のパターンを模索しなければならない．そ

れが持続的発展 (SustainableDevelopment)への一つの道であるこの持続的発展の唯一可能なシナリ

オとは，「放置すれば経済の停滞によって失業者や貧困者となる人々が，むしろ環境対策活動に従事でき

るような経済システムをつくることであり，経済全体のサイズとエネルギー消費の比例関係を断ち切る

こと」であろう．本章では，環境対策用産業連関表を用い，財・サービスの生産・流通活動別の C切排

出量に関する寄与量を計測したものを報告する．「まずどうなっているか」を明らかにし，環境対策の基

礎情報となることを願っている．

2 モデル

環境分析用産業連関表の作成とそれに基くモデル分析は 20年前にレオンティエフの先駆的研究に遡る

ことができる（参考文献[1]).また我が国ではその考え方にそくした形で通産省が1973年の環境分析

用産業連関表を作成している（参考文献 (2]).その際のアプローチは，財・サービスを作る生産活動と

生産に付随する公害防除活動をアクティビィティーとして分割するという意欲的なものであった．我々

はこのようなアプローチはとらなかった．その理由は以下の 2点にある．

(A)既存の産業連関基本表では生産活動と公害防除活動がこみになって投入構造を記述している．

それらを分割する信頼性のある統計がないこと．特に我々が採用した基本表レベルでは分割が不可能に

近し＼

(B)例えばSO:cについては，セメント製造，石炭ガス生産等をみれば，生産活動そのものが脱硫活

動を含んでおり，もともと生産活動と公害防除活動とを区分することが不可能に近いものがあるまた，

本章で中心に述べる C切排出については既存の防除活動が存在しないし，エネルギーの節約等は一種の

排出量を低下させる活動であるが，それは生産活動から分離できるものではない．このようなことから

我々の環境分析用産業連関表は既存の産業連関表に環境負荷因子関連の物量表，エネルギー消費表，負

荷因子原単位表という形で付帯表作成の形をとった（参考文献 [3]).

ここで展開するモデルは経済活動とC切負荷の関係を作成することに用いられる我々の観測年， 1985

年の我が国の経済において，各財・サービスの単位当り消費が産業連関的波及を通じて，いったい CO2

負荷をどれだけ与えてきたのかを定量的に示すわけである．ちょうど，雇用マトリックスを用いて雇用

誘発を計算するようなオープン産業連関モデルをCO2負荷計算に用いたと解釈されたい．その結果は次

の第 3節，第4節に整理されるが，そこで用いられるモデル体系を整理しておこう．

各財サービスの最終需要が産業連関的中間投入波及を通じて，生産波及がどれだけになるかは，通常

のオープンモデルの次式がベースとなる

x=(1-(1-M)A)―1((1-M)む十e). (1) 
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ただし，

X
I
~
M
A
f
d
 e
 

国内生産額ベクトル

単位行列

輸入係数行列対角化行列

投入係数行列

国内最終需要額ベクトル

輸出ベクトル

である． この式にもとづき，我々は国産品単位当りの国内 C伍排出量を次のように計算した．

co~= c'(I -(I -M) A)―¥「+cfj 

199 

(2) 

ただし，

cof; j財 1単位当り生産，消費によって発生する CO2国内排出量

f「=
0

1

0

 

← j J部門のみを 1,それ以外を 0とするベクトル

p
h
J
 

c
c
 

生産単位当り CO2排出量ベクトル

j財が消費さることによって発生する Cむ排出量

である．

この (2)式が第 3節の生産者向情報の基本式となっている1.

続く第4節で用いられる消費者情報の基本式は，各財購入者価格単位当り誘発 CO2排出量として，次

式が用いられる

co~= c'(I -(I -M) A) —\c+c~ (3) 

1ここで．パラメター扱いをした投入係数A.輸入係数M.CO2排出係数 Cについて若千言及しておこう．我々は．基本表

406部門でこのモデルを用い．生産物単位当りの CO2負荷を考えるが．部門分割がこのレベルになると問題が生じる実際問題

としては各種エネルギー間の代替性．サンク・コストの存在．副産物の課題と．安定的パラメターとしてそれらを扱うには問題

が多い． したがって．以降の節での結果は．観測年 1985年の各財の平均単位当り CO2負荷を計算しているにすぎない．その結

果が現在でもスタピリティを持っているかは．別の検証課題であることに注意されたい．
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ただし，

cofi 
fJC 

cc h; 
cons J 

margin; 

freight; 

j財の購入者価格単位当りの消費による誘発CO2排出量

j財の購入者価格単位当り生産者価格評価消費額と

運賃・商業マージンからなるベクトル

j財の購入者価格単位当り消費によって発生する Cむ排出量

j財の購入者価格単位当り生産者価格評価消費額

j財の購入者価格単位当り商業マージン (2形態）

j財の購入者価格単位当り運賃 (7形態）

である．そして， fPはつぎのようにベクトル表示される．

con, 
J 

゜

f,c = (m•rg巧

゜

Jre,ght1 

゜

3 生産活動からみた CO2の排出とその要因

経済全体のサイズとエネルギー消費の関係は，産業連関的に考えると，直接的なエネルギーの消費以

外にも多段階にわたって波及効果があらわれるわれわれが環境対策用産業連関表を作成した意味も，

この波及効果をコスト面と同時にエネルギー収支および大気汚染排出量の面でも詳細に分析することに

ある互これを少し詳しく説明しよう．

普通，一国の経済活動のサイズは，一年間の財・サービスの消費，投資や輸出量の総量，いわゆる最

終需要 (GNE)で測られる. CO2はそれらを消費する段階，およびそれらを製造する段階において排出

されるたとえば，都市ガスを考えてみた場合，暖房等のために都市ガスを燃やすことで CO2が発生す

る釘これに加えて，第一に都市ガスを生産する過程で，第二にに都市ガスのもとになる原材料を調達

する過程でもエネルギーが消費されCO2が排出される例えば，都市ガスの生産工程では，諸々のマテ

リアルが使われるこれらを製造するためにも，またエネルギーが消費されCO2が発生し排出される4_

さらに，都市ガスの原材料の調達過程でも，海外から LNGを輸入する際に船舶輸送にエネルギーが使

われ CO2が発生するこのような連鎖の総合計が，家計の都市ガス消費に関連した CO2の排出量であ

2工学的にある新技術をエネルギーの究極的な節約を評価する場合には．エネルギー収支などと呼ばれている．

3家計では排ガスの再利用などしていないので発生と排出は同じである
4鉄鋼部門では高炉ガスの再利用などをしているため．燃料使用により発生しても排出は別のアクティビティ．たとえば自家発

電などで行われるものもある．
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表 1:生産ー単位当たり誘発 C伍排出量 (CO2換算 kg)上位 10部門

code 部門名 合計 生産工程での 最終消費での

排出量 排出量

071101 石炭 202052.1 6080.1 195972.0 

252101 セメント 76422.9 76422.9 .0 

511104 自家発電 70864.7 70864.7 .0 

072101 原油 68167.9 3912.6 64255.3 

2111018 LPG 49676.9 1985.3 47691.5 

073101 天然ガス 48968.0 4412.4 44555.5 

2111013 灯油 45355.8 1985.3 43370.5 

2111014 軽油 36019.8 1985.3 34034.4 

261101 銑鉄・鉄屑 33185.8 33185.8 .0 

111901 塩 30920.1 30920.1 .0 

表 2:生産ー単位当たり誘発 CO2排出量 (CO2換算 kg)下位 10部門

code 部門名 合計 生産工程での 最終消費での

排出量 排出量

731201 国内電信電話 748.2 748.2 .0 

114101 煙草 685.5 685.5 .0 

821104 人文科学・学校研究機関（国公立） 677.1 677.1 .0 

731909 その他の通信サーピス 593.3 593.3 .0 

717903 水運付帯サーピス（産業） 510.5 510.5 .0 

621201 生命保険 460.4 460.4 .o 

642101 住宅賃貸料 397.8 397.8 .0 

641102 不動産賃貸料 394.8 394.8 .0 

621101 金融 391.9 391.9 .0 

851301 電子計算機・同関連機器賃貸業 315.1 315.1 .D 

る．産業連関分析のオープンモデルでは，こうした直接・間接の生産活動に依存して誘発される CO2の

排出量の計算を容易に行うことができる．

このように経済のサイズを決める最終需要(GNE)一単位当たりで見ると．財やサービスの違いによっ

て， CO2の直接・間接の排出量が大きく異なることが推測できるここでは最終需要として財・サービ

スを一単位消費するのに発生する C伍排出量を前節 (2)式にもとづいて計算しよう．

表 1および表 2は，それぞれ誘発された C伍排出量の多い上位 10部門と少ない 10部門を掲げている．

特に目だつのは，誘発された CO2の排出量は部門間で非常に大きな隔たりがあることである．同じ 100

万円相当の生産を行った場合の排出量であるけれども，石炭は 202.ltonもの CO2を排出するのに対し，

電子計算機賃貸業は 315.1kgしか排出しない同じ 100万円でも電子計算機賃貸サービスに比ぺ641倍

もの CO2を排出していることになる．石炭の場合， enduseとしての排出をのぞくと 6,080.lkgに減る

ので直接燃やさなければそれだけ寄与は少なくなる． しかし．セメントの場合は燃料はではないが．生
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図 1:エネルギー関連鉱業の誘発 CO2排出量 (t)
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図 2:エネルギー関連製品の誘発 CO2排出量 (t)

産過程での焼成による発生が多いため， 76422.9kgもの CO2を排出する電子計算機賃貸サービス 100

万円当りと比ぺて 243倍もの CO2を排出することになる．

このように部門が異なると同じ 100万円という経済価値を創造するのにも， CO2が排出される量は

100倍以上も異なってしまう．計算結果をみると，物理的量は大きくても単価の安い商品を生産している

部門が誘発 CO2の排出量が大きくなる傾向にある． しかし，単価は経済メカニズムで決定されるので，

結局のところ，このような部門でのエネルギー生産性を上昇させる技術開発を積極的に行うことが決め

手となるといえようまた，自部門でエネルギー生産性を上昇させて排出量を減らすばかりでなく，エ

ネルギ一生産性の低い部門からの投入を減らすことも同時に重要であることをうかがわせる

つぎに，おもな部門別に誘発された C伍排出量を図示すると図 1から図 8になる．図では排出量のオー

ダーが異なる部門については表示方法をかえて示してある．

図 1から図 2はエネルギー関連の C伍誘発を示している．図 lはエネルギー関連鉱業の生産と最終消

費により誘発される CO2の排出量の合計が示されているただし，最終需要段階で発生する分は一印

が示されている石炭原油，天然ガスでは最終消費によって排出される CO2が大きな比重をしめてい

る瓦

5ただし．原油は「昭和 60年産業連関表』では最終消費項目には計上されていない．そこで．ここでの最終消費による CO2

排出量は．原油をなまだきしている事業用火力発電の原油投入金額と CO2排出量から計算している．
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図2はエネルギー関連製品の生産と最終消費により誘発される CO2の排出量である見図 1の石炭の最

終消費に比べると同じ 100万円の生産でも石油製品の最終消費により排出される CO2の量は少ない．

これは石炭の単価が安いためと同じ重量でも炭素含有量が多いために生じた結果であると思われる他

方，天然ガス (LNG)と液化石油ガス (LPG)の生産過程と最終消費を合計した誘発排出量は 49,000kg

程度でほぽ同じである．図 2には電力，ガスなどのエネルギー製品の生産と最終消費により誘発される

CO2の排出量も掲載されている 自家発電 (70.9トン）と事業用発電 (19.4トン）の違いは，第一に自家

発電の lkwあたりを生産する単価が事業用発電の 3分の 1程度で安いこと，さらに事業用発電は火力以

外に水力および原子力を含むものであることによる．

図3~4は，おもに食料に関係する製品を一単位 (100万円）生産するのに誘発される CO2排出量を示

している．図 3は農業林業，漁業，畜産製品の生産により誘発される CO2の排出量である．漁業関係

は漁船の重油消費から発生しているものがほとんどである野菜製造は温室などの暖房などにかかるエ

ネルギー消費が若干 CO2の排出量を多くしているのだろう．育林からは CO2が排出されることなって

いるが，これは光合成による CO2の吸収はこのモデルでは考慮していないことに注意されたい．同じこ

とは，他の農業関連の作物生産についてもいえる．田畑から発生する亜酸化窒素，メタンなどの他の温

暖化物質などを考慮することとともに今後改善していく予定である7_

図4は，食料品の生産により誘発される CO2の排出量である一見して，塩の生産が非常に多くの

CO2を排出することがわかる．この原因としてまず塩 100万円の数量が大きいことが考えられる．たと

えば，並塩 30kgと販売特例塩のウエイトが大きいがこれらはトン 16,000円から 30,000円である．調味

料の醤油 lklで20万円であるから，単価の効果だけで 10倍の差がでる．塩 100万円からは約 30tonの

CO2が，調味料 100万円からは約 3.2tonのCO2が排出されている．塩は食品関係だけではなく，ソー

ダ工業薬品への投入が大きい．ソーダ工業薬品からは，漂白剤としてパルプ，繊維など多くの部門に投

入され大きな誘発効果をもつものと考えられる．このほか，びん詰め，缶詰や冷凍食品からも比較的多

くの CO2が誘発されている

図5は繊維，パルプ，紙および化学製品の生産により誘発される CO2の排出量である．図 5から繊維関

係では化学繊維紡績糸の誘発 CO2排出量が大きくでることがわかるが，これは人絹糸・スフからの誘発

C伍排出量が大きいためである．綿織物は分類上，綿糸などの天然糸とスフや合成繊維によるものを含

んでいるのでわかりにくい しかし，毛織物と毛糸 (-376kg)の差にくらべ，綿糸と綿および合成繊維を

含む綿織物では 1,577kg程度の排出量の差がでている．これは，毛糸から毛織物を製造する工程で，工

ネルギー使用型でない中間投入を用いたり付加価値部分が大きいために 100万円当たりの排出量が減っ

たものだと考えられる他方綿糸の場合には，綿織物製造過程で綿糸だけでなくスフや合成繊維などの

6石炭製品はコークス．練炭・豆炭．粗ベンゾール．コールタール．コークス炉ガスから構成されているが最終消費における

それらの消費内訳は不明であるそのため．最終消費による CO2排出量を石炭製品については計算しなかった．

7この点に関しては東京大学農学部の森敏教授に指摘されたものである．
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図 3:農林水産業および同製品の誘発 CO2排出量 (kg)
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図 4:食品製品の誘発 C切排出量 (kg)
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図 5:繊維・紙・パルプ・化学製造による誘発 CO2排出量 (kg)

誘発CO2の大きいエネルギー使用型の中間投入を用いたため誘発 CO2が増えたものと考えられる．

図5を見ると製紙関連製品は非常に多<CO2を誘発することかわかる．紙は流通過程を経て，特に新

聞出版などの製造製品と広義のサービス供給に波及効果をもつはずである しかし，新聞，出版・製

本での 100万円当たりの誘発 C切排出量は 3トンから 4トンで， 10トン以上の排出量をもつ製紙関連

製品にくらぺ低くなっているこの場合，繊維関連製品に見られるほど産業連関効果による誘発CO2の

排出は明瞭ではない．

図6は窯業土石，鉄，非鉄などの生産により誘発される CO2の排出量である．．図 6ではセメント (76

トン）と銑鉄・鉄屑 (33トン程度）が非常に大きな値を示している しかし，セメントも生コンクリート

(19トン）やセメント製品 (15トン）になると 4分の 1程度に誘発 C伍排出量が減る．同じ現象は，銑

鉄・鉄屑から鋼管，鋼材になるとほぽ 3分の 1(16.5から 11.5トン）程度に減少し，さらに金属製品にな

るとその 3分の 1(4から 5トン）に減っている トン当たりの単価がわかる銑鉄・鉄屑ではほぼ lトン 3

から 4万円であるが，鋼材になると 1トン 10万円以上になる．鋼材でも銑鉄でも重量当たりでは同じ鉄

であるから誘発される排出量はさほど連わないが，素材に加えられる付加価値の大きさが金額当りの誘
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図 6:窯業，金属製造による誘発 CO2排出量 (kg)

発排出量を小さくしているのであるこれに対しアルミニウムの場合は，ァルミ地金など (10トン）か

らアルミ圧延製品 (4.5トン）へはほぽ2分の 1程度にとどまっている．

図7は機械関連で，一般機械，電気，精密機械の生産により誘発される CO2の排出量である機械製

品は，誘発 C伍排出量はかなり平均化している特に，電気，精密機械ではばらつきが小さい．一般機

械ではベアリング，機械工具ポンプなどが比較的多量の CO2を誘発している．これらは同じ 100万円

当たりで金属製品とさほど連いのない 4トンから 5トンの排出量である一般機械のなかでは産業用ロ

ボットが2.4トンと小さく，これは電気機械並である．電気機械類では， 100万円当たり 2から 2.7トン

の誘発 C伍排出量であるが，精密機械類では 1.4から 1.8トンの幅になる．

図8は輸送関連の活動（自動車輸送，鉄道，海運，航空）により誘発される CO2の排出量である．輸送

活動は，化石エネルギーの最終消費段階として全 C伍排出量のほぽ5分の 1を占める、このなかで特に

100万円当たりの誘発 C伍排出量が大きいのは自家輸送（旅客，貨物とも）と船舶による輸送（外洋，沿

海・内水面とも）であるs_ 同じ JRでも国電旅客とそれ以外のディーゼル旅客や貨物が含まれる JRで

は，誘発C伍排出量が2トンも異なっている

8運輸部門の生産額は運賃が計上されている しかし自家輸送部門は生産額と中間投入合計額が一致しており付加価値部分が

ないことに注意すぺきであろう．
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図 7:機械製造による誘発 CO2排出量(kg)
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4 消費活動からみた CO2の排出とその要因

4.1 国民一人当り家計消費による CO2排出

8000.0 10000.0 

1985年のわが国の CO2総排出量は，年間ほぽ 10億トン (CO2換算）程度と推定される．これを総人口

でわると，国民一人あたり，年間約 8.3トンもの CO2を排出していることになる．そのうち，国民一人

の消費活動によって，直接に排出される CO2の量9は約 750kg, 9%にすぎない． しかし，よく考えて

みると，消費活動に伴う C伍排出量は単に個人の直接的なエネルギー消費のみによるわけではないた

とえば，家計がガソリンを購入し， 自動車を走らせる場合を考えよう． このことによって，ガソリンは

CO2の排出をもたらすが，全体の排出はそれにとどまらない．ガソリンは，タンクローリーによって，

製油所からガソリンスタンドまで運ばれるであろう．そのときタンクローリーは CO2を排出するま

た，ガソリンを原油から精製するために原油蒸留塔を稼働させるときや，原油をタンカーで輸送すると

きにも， CO外ま排出されるであろう．これらはすぺて，家計のガソリン消費から派生する CO2排出量で

ある．また，多くの財は，それによる直接的な C伍排出はないにもかかわらず，その財の生産から派生

する C切排出量がある消費活動に伴う CO2の排出を考えるとき，われわれは，派生効果をも含めた総

合的な排出量を考慮しなければならないこのような総合効果を，精度高く分析する手法として産業連

関分析は有効であるいったい，諸々の財・サービスを家計が消費するとき，それらはどの程度， CO2

排出全体に寄与しているのであろうか各生産過程の間接効果をも考慮して， CO2の排出をあらためて

見直してみよう．

9ここで家計の消費活動によって直接に排出される CO2の量とは．家計が炊事や暖房のために用いるエネルギーや．自家用車

のガソリンなどから排出される CO2の量である．
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（単位： 10,000 t-C02) 

輸出

家計外消費支出 2770(2.7 %) 

在庫純増

610 
(0.6 %) 

民間総固定資本形成
17742 

(17.5 %) 

20114 
(19.9 % 

公的総固定資本形成
8657 

(8.6 %) 
一般政府消費支出

5490 
(5.4 %) 

民間非営利団体消費支出
392 

(0.4 %) 

図 9:最終需要部門別 C切排出量 (1985年）

図9は，このような間接効果をも含めた CO2の排出状況を示している.c伍総排出量 10億トンが，ど

の最終需要項目によって誘発されたものであるか，その内訳を知ることができる家計消費に誘発され

るC伍排出量は， 4億5千万トンで44.9%になっている投資活動（民間＋公的）からの誘発は， 2億

6千万トンで26.1%であるさらに，輸出によっては， 2億トン (19.9%)が排出されるこのように，

CO2の排出は，家計消費によって約半分誘発されることがわかる．

このような消費活動にもとづく CO2の排出を財別，使用目的別に詳しく見てみよう訊ここで，目的

別排出とは経済企画庁の国民経済計算における， 8費目目的分類に対応した CO2排出量のことである．

10産業連関表の財には．国産品と輸入の両方が含まれるが．輸入品の海外における CO2誘発を計算することは．情報が不足し

ているので．さまざまな仮定に頼らざるをえない．そこでわれわれは．通常の輸入係数一定の仮定の下で. CO2排出の国内誘発

分だけをとらえているまた．同時に．家計消費によって誘発される CO2排出量は．家計がすぺて国産品を消費した場合の数値

として計算した．



（単位： lkg-CO叶人）

レクリエーション・

娯楽・教育・文化サービス
316 

(8 %) 

交通・通信
758 

(19 %) 

325 
(8 %) 
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消費・飲料・煙草

654 
(17 %) 

1063 
(27 %) 

家具・家庭器具・家庭雑貨
230 

(6%) 

衣服・はきもの

216 
(6 %) 

図 10: 1人当たり消費による誘発 C伍排出量 (SNA8費目分類別， 1985年）

図 10は， 8費目別に国民一人あたりの消費から誘発された C伍排出量が示されている庄この結果に

もとづけば, 1985年に一人の国民の消費によって， 3.9tのCO2の排出が誘発されたことが分かる．一

人あたりの消費額は 155万円であるから， 1万円あたり約 25kgの排出量ということになるまた，その

内訳は，第 3 費目（家賃•水道・光熱）が一番多く 1,063kg, 全体の 27%をしめているつぎに多いものは，

第6費目（交通・通信）で 758kg,19%になっている 3番目に多いのは，第 1費目（食料・飲料・煙草）で

654kg, 16.7%をしめているこの 3つの費目で全体の 6割強の排出量ということになる．

つぎに示す表 3は，このような C伍排出量と家計消費額を対比したものであるこの表にもとづけば，

第 1 費目（食料・飲料・煙草），第 3 費目（家賃•水道・光熱）などに見られるように消費額の高い費目が

C伍排出量も高いということが大まかにみうけられる． しかし，詳細に見ると，その構成比はだいぶ異

なっている

11ここで費目別の消費額とは．産業連関表の家計消費ベクトルを 8費目別に再集計した値のことである．再集計に使用した消

費コンパーターは．慶應義塾大学桜本光教授に負っているまた再集計の際に．家計消費部門の屑発生額は除外した． したがっ

て．本節の費目別消費額の合計は. SNAの費目別消費額より屑発生額を除外した分だけ多くなっている
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まず，第 3費目（家賃・水道・光熱）であるが， C伍排出量では 27%とトップになっているが消費の構成

比は 18%で第 2位であるまた，第 6費目（交通・通信）は， C切排出量では 20%と第 2位だが消費の

構成比は 11%で第 6位であるまた，消費ウェイトの比較的高い第 5,7, 8費目などサービス関連の支

出は， CO2排出量で見ると比較的少ない費目となっていることも見のがせない

表 3:費目別誘発 CO2

SNA8費目分類 誘発 Cむ排出量 消費額

kg/人 ％ 万円／人 ％ 

第1費目 食料・飲料・煙草費 653.74 17 % 34.38 22 % 

第2費目 衣服•履き物費 216.18 6% 10.75 7% 

第3費目 家賃•水道・光熱費 1062.54 27 % 27.90 18 % 

第4費目 家具・家庭器具・雑費 229.92 6% 7.73 5% 

第5費目 医療・保健費 325.07 8% 18.21 12 % 

第6費目 交通・通信費 757.58 19 % 16.32 11 % 

第7費目 レクリエーション・娯楽・教育費 315.82 8% 17.25 11 % 

第8費目 その他 350.10 9% 22.08 14 % 

総計 3910.85 100 % 154.61 100 % 

単位： CO2換算kg/I人 (1985年）

次に費目別，財別の C切排出量を整理してみよう．図 11は排出量が年間 15kg/人以上の財を図示し

たものであるこれによると，第 1費目（食料・飲料・煙草）全体では， 654kg/人の C伍排出が誘発さ

れているそのうち，冷凍魚介類の消費から誘発される C伍排出が約 1割を占めて最も大きく，それに，

パン・菓子類，その他の食料品（豆腐・惣菜・持ち帰り弁当・給食等），精穀，清涼飲料，野菜，と畜に

よる誘発量を含めると第 1費目全体の約半分になる．しかし，第 1費目の主要商品の点数を他費目と

比較すると，全体として， C伍排出の少ない商品が多いようである．

また，第2費目（衣服・はきもの費）による排出は，年間 216kg/人であり， 8費目中もっとも小さい

しかし，主品目である衣服の点数は，単品としては 130kg/人と比較的多い．ここでは，衣服，ニット

製品による排出がその 80%強を占める

第 3 費目（家賃•水道・光熱）は，全体の排出量が一人あたり 1062kg と 8 費目中最も大きい．そのうち

もっとも目立つのは，事業用発電の 529.2kg/人であるこれが，第 3費目全体の約5割を占めるま

た，単品の排出量として，全費目中でもっとも多い．灯油 151.5kg, L P G 104.9kg, 都市ガス 152.9kg

の排出も大きいここでは上水道・簡易水道を除けば， C伍排出の多い品目が目立っている．

第4費目は一人あたり全体で 230kg, そのうちその他の窯業・土石製品（ほうろう，七宝等），洋紙・和

紙プラスチック製品，洗濯・洗張・染物，木製家具・装備品による排出が約2分の 1を占める．そのほ

か，この費目には多くの財が含まれており，のこりの誘発排出分はそれらのあいだに分散している第

3章で示すが，窯業・土石製品，紙は，購入量単位あたり (1万円あたり）の CO2排出が多い．しかし，
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と畜（含肉鶏処理）

酪農品

冷凍魚介類

塩• 干・薫製

その他の水産食品：： 
パン・菓子類

調味料

その他の食料品

ビール
清涼飲料

煙草

ニット製品
衣服

灯油

LPG 
事業用発電
都市ガス

上水道・簡易水道
住宅賃貸料

洋紙・和紙
プラスチック製品

その他の窯業・土石製品
洗潅・洗張・染め物業

医薬品

化粧品・歯磨き
医療（国公立）

疇（非営利）

医療（産業）

揮発油

乗用車

自動車修理
鉄道 (JR)

鉄道 (JR以外）

バス
ハイヤー・タクシー

航空輸送

新聞

その他の民生用電気機器
学校教育（私立）

遊戯場
その他の娯楽施設

廃棄物処理（産業）

生命保険

一般飲食店（除喫茶店）

喫茶店

遊興飲食店

旅館•その他の宿泊所

第 6章 環境分析用産業連関表にもとづ<CO2排出量計算 213 

とコ529

ヒコ417

50 100 150 200 

（単位： C02kg/l人）

注： l)C02排出量が15kg/1人以上の財・サーピスを図示している。

図 11:国民一人当り co2排出量
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消費のウェイトが小さいために，このような一人あたり排出量の値になっていることに注意されたい．

第5費目（医療・保健費）による排出の，一人あたり合計は 325kgである．そして，そのうちの約80%

が，医療サービス購入によって引き起こされていることは，やや意外な結果である第 3章で示すが医

療（産業）の 1万円あたり排出量は 15.5kgで少ないにもかかわらず，医療（産業）の一人あたり排出量

が 191.47kgであり全財・サービスの中で 3番目に多いのは，消費額が多いからであろう

第6費目（交通・通信）による誘発排出は， 758kgで 19.4%を占め， 8費目中，第3費目についで大き

い値である第 6費目が誘発する C伍排出には，家計が購入した乗用車等の生産に関わる CO2とそ

の乗用車にガソリンをいれて運行した場合の CO2が含まれている家計で購入した乗用車の生産から誘

発される CO2!ま，一人あたり 71kgと第6費目の排出全体の約 1割を占めているしかし，それをガソ

リンで動かしたときに排出された CO外ま417kgとなり，乗用車生産時の排出の約 6倍となっていること

に注意されたい．つまり，自動車生産による C切排出量は無視できないけれども，自動車を動かすとき

の燃料による C切排出量は格段に多いわけであるとかく，われわれはエネルギー節約というと耐久財

を長く使うことに目を配りがちであるが自動車のように技術革新が進む耐久財ではむしろ燃焼効率を

上昇させるような技術革新を追求していくことがより重要であろう

第7費目（レクリエーション・娯楽・教育・文化サービス費）による一人あたり排出は， 316kg(8.l%) 

で，なかでも遊戯場（パチンコホール等）利用による排出が， 56kgともっとも大きい．その他に，学校

教育（私立）の 29kg/人，新聞の 26kg/人などの排出が意外に大きい．

第8費目（その他）を構成する財は，大部分がサービスであり，それらの利用による排出は，全体で

350kg /人 (8.9%)となっているそのうち，一般飲食店利用による排出の 106kg/人，旅館・その他

の宿泊所利用による 45kg/人が，他よりもおおきい．その他のサービス利用による排出は，おおむね

lOkg/人以下であるそれによって，日常生活の消費パターンを見直すための重要な指針が得られるで

あろう．

4.2 環境家計簿作成のための CO2排出点数表

最近，地球環境問題のたかまりとともに，新聞紙上などで， どうしたら地球環境が救えるか，どのよ

うなライフ・スタイルの変更が必要か，などの論議が目だつようになってきた．そのような問に対する

一つの解答として，自家用車を使わない，紙を使わないなど，現在の消費生活水準を抑制することが考

えられる． しかし，こうした痛みを伴う解決策には，幅広い意識改革が必要であり，それには時間がか

かる．それ以前に，われわれが早急に必要とするのは現在の生活水準をそれほど犠牲にしない範囲で，

環境を守るためのどのような工夫ができるかという情報であろう． しかも，それは漠然とした一般解で

はなく，具体的に日常の消費生活の指針となる形で与えられる必要がある．

これは，ちょうど，医者や栄養士によって与えられる「食品カロリー点数表』に類似している人々

は，成人病を予防するために，必要な栄養素の摂取を落とさない範囲で，できるだけカロリーを控えた

食事をするように心がけるであろう．それと同様に，生活水準を落とすことなく，できるだけ CO2排出
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を抑制するような消費財の組み合わせを考えることが，環境保全のために役に立つと考えるこのよう

な問いに答えるために，「C伍排出点数表」を提示してみよう．この表によって，われわれが日常無意識

に消費しているいろいろな財が，具体的にどの程度の C伍排出をもたらすかを知ることになる．

この表によれば，各家計は，あたかも家計簿に商品別の支出額を記入するように， CO2の排出量を記

録できる．商品別排出量を合計すれば，消費活動による CO2排出量の総計が計算できるその値を前節

にみた国民一人当たりの排出量と比較して， CO2の排出水準の高い家計は，排出量を抑える目標が立つ．

その場合，排出を抑制するには，どの財の消費を控え，替わりにどの財を使うようにすれば良いかを，

この「排出点数表」を参考にして，検討できるであろう．

第2節の (3)式にもとづいて排出点数を計算した．計算は「環境分析用産業連関表』と，現在入手可

能な最新の「1989年産業連関表（延長表）』を用いた．まず，各j財を 1985年に 1万円購入したときに，

財の生産・流通・消費の過程で，直接問接に誘発される CO2排出量を計算した. 1985年についてこの

ように得られた結果を「1989年産業連関表（延長表）』の情報を用いて， 1989年価格に変換する計算を

行った．最後に，その排出量を 1kg CC伍換算） =l点として点数表示した．

計算結果を目的別，点数別に整理したのが表4である．表4では，目的別にどのような商品の排出点

数が高いか，すなわち，どのような商品の消費から多くの CO2が排出されるかをみやすくまとめた．

表4にしたがって，費目別に財の排出点数を詳しくみてみよう．第 1費目（食料・飲料・煙草費）では，

塩の排出点数が253点で圧倒的に高いことに驚く立次に気づく点は，内水面養殖業屯沿岸漁業，遠

洋漁業の点数が高い (30~50点）ことである．それに対して，と畜は 17.7点と低い．また，農産品で

は，野菜の排出点数が相対的に高く (17.5点），精穀，いも類，果実，豆類の順 (16.5点~13.4点）に低

くなる．酒類では，清酒，ビール，ウィスキー (15.2点~13.5点）に比べて，その他の酒類（果実酒等）

の排出点数 (25.6点）が 1ランク高い．煙草の排出点数がこの費目中，最下位であることには驚かされ

るもっとも，この点数には煙草を吸うときの C伍排出は考慮されていない．

第2費目（衣服・はきもの費）に属する財の排出点数は， 10点から 30点前後までのあいだである．一

人当たり排出量の高かった衣服は， 19.4点と低い．

第 1• 2費目が比較的点数の低い商品グループであったのに対し，第 3費目（家賃・水道・光熱）の財

の排出点数は， 1項目を除いて 30点以上であるまた，エネルギー関係の排出点数は，すぺて 3桁以

上であるとりわけ，石炭の排出点数は 1653点と非常に高いしかし，現在，石炭を使用している家庭

は少ないため，前節でみた国民一人当たりの排出量は，年間 1.3kgに過ぎない．

次に第4費目（家具・家庭器具・家庭雑費）では，ほうろうなどの窯業製品 (277点）と洋紙・和紙(112

点）の排出点数が，とくに高い．また，この費目に含まれる財は，ガラスなどの窯業製品，染料，接着

12塩の排出点数が高いことの理由は現在の塩の製法にある．塩は．全供給量のうちの 2割弱が国産塩であるが．それは．海水

をイオン交換膜法と呼ばれる方法で蒸留して生産されるこれには．大量の電力が必要である残り 8割強は．輸入原塩が．溶解

後精製加工されるが．その場合には．大量の B重油を用いるこのように現在の製塩アクティビティは．著しくエネルギー多消

費型の化学工業であるため．塩の排出点数が高くなると考えられる．

13公共の内水面における養殖活動をさす．
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表 4:家計消費部門の需要 1単位あたり誘発 CO2排出量
(1点=lkg(C02換算）／万円）

第 1費目食料・飲料・煙草費

100点以上 塩 (253点）

40点~50点 内水面養殖業

30点~40点 沿岸漁業澱粉．遠洋漁業動物油脂．製氷

20点~30点 畜産びん・缶詰，冷凍魚介類，植物油脂，清涼飲料，採鶏卵，調味料，

その他の酒類（果実酒等）．水産びん・缶詰．特用林産物（含狩猟業）．

農産びん・缶詰．沖合漁業．ねり製品．砂糖．塩・千・薫製．冷凍調理食品．酪農品．

レトルト食品，麺類，その他の畜産（羊毛・毛皮・蜂蜜），海面養殖業

10点~20点 その他水産食品（のり・鰹節等），茶・コーヒー，その他農産加工（冷凍・千野菜・漬物等），

と畜（含肉鶏処理），野菜，パン・菓子類．内水面養殖業．製粉．製穀．肉加工品いも類

清酒． ピール．その他の食料品（豆腐・惣菜・給食等）．果実．ウィスキー類．豆類

10点未満 煙草

第 2費目衣服・はきもの費

30点~40点 その他繊維工業製品（レース・製毛等），絹・人絹織物（含合繊短織物）

20点~30点 ニット製品．絨毯・床敷物．綿・スフ織物（含合繊短織物）．その他織物（麻織物等）．

ゴム製履物．毛織物．プラスチック製履物

10点~20点 衣服身辺細貨品身廻品．各種修理業（除別掲）．皮製履物．

その他対個人サービス（衣服裁縫修理業）

第 3費目家賃•水道・光熱費

1000点以上 石炭 (1653点）

400点以上 天然ガス (656点）， LPG(413点）

200 ~ 400点 灯油 (378点），都市ガス (254点），事業用発電 (247点）

100 ~ 200点 石炭製品 (148点）．熱供給業 (147点）

100点以下 上水道・簡易水道 {35点）．住宅賃貸料 (4点）

第4費目家具・家庭器具・家庭雑費

100点以上 その他窯業土石製品（ほうろう・七宝・人造宝石等）(277点），洋紙・和紙 (112点）

50 ~ 100点 合成染料．その他ガラス製品（卓上用・厨房用ガラス器具・ガラス容器等）

40 ~ 50点 板ガラス・安全ガラス．ガス・石油機器及び暖厨房機器．

ポルト・ナット・リベット及びスプリング，

その他一般機械器具・部品（消火器具・パイプ加工等），

その他最終化学製品（接渚剤・ろうそく・香料等）

30 ~ 40点 機械工具ロープ・網．アルミ圧延製品．日用紙等．

塗料．金属製容器及び製缶板金製品陶磁器．非鉄金属鋳鍛造品．電池．

建築用金属製品その他織物（防水布等），絹・人絹織物（含合繊短織物）

20 ~ 30点 配管工事付属品・粉末冶金製品．農薬．その他金属製品（洋食器・金物・金庫）．

金属製家具・装備品， ミシン・毛糸手編機械，電気照明器具，絨毯・床敷物，

特用林産物（含狩猟業）．プラスチック製品その他紡績糸（絹・麻紡等）．

その他ゴム製品（ゴムホース等）．かばん・袋物・その他革製品．

綿・スフ織物（含合繊短織物）．その他織物（麻織物・細幅織物）．

その他製造工業製品（造花・漆器・ほうき・魔法瓶等）．電球類．配線器具．

毛織物．製綿・寝具

10 ~ 20点 電気機械修理，有機質肥料（除別掲），身辺細貨品，飼料，

その他繊維既製品（刺繍・繊維製袋・蚊帳等）．木製家具・装備品．

その他木製品（たる•おけ•竹・とう製品等）．分析器・試験機·計量器・測定器．

各種修理業（除別掲）．木製建具．洗濯・洗張・染物業．わら・い加工品．

その他対個人サービス（菌芸サービス・物品賃貸業・家事サーピス等）

10点以下 損害保険
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表 4:家計消費部門の需要 l単位あたり誘発 C伍排出量（つづき）
(1点=lkg{C02換算）／万円）

第 5費目医療・保健費

20点~30点 石鹸・合成洗剤・界面活性剤．その他ゴム製品（医療・衛生用ゴム製品）．

医療（非営利）

10点~20点 医薬品化粧品・はみがき．その他光学機械（顕微鏡・眼鏡等），衛生材料，

医療（産業），医療（国公立）

10点以下 損害保険

第6費目交通・通信費

100点以上 軽油 {301点），揮発油 {190点），外洋輸送 (158点）

50 ~ 100点 沿海・内水面輸送，航空輸送

40 ~ 50点 鉄道 (JR)

30 ~ 40点 タイヤ・チュープ．道路貨物輸送． 自動車部品．その他輸送機械（リヤカー等）

20 ~ 30点 バス輸送． トラック・バス• その他の自動車．その他ゴム製品（ゴムベルト等）．

自転車．鉄道（旧国電旅客）．鉄道 (JR以外）．乗用車．ハイヤー・タクシー．

二輪自動車自動車修理

10 ~ 20点 国際電信電話，各種修理業（除別掲），道路輸送施設提供

10点未満 郵便，国内電信電話，損害保険，その他通信サービス（有線放送電話）

第7費目レクリエーション・娯楽・教育・文化サービス費

40点~65点 複合肥料・配合肥料．段ポール箱．その他紙製容器（包装紙・紙袋等）．内水面養殖業

30点~40点 その他パルプ・紙・紙加工品（プックバインディングクロス等）．陶磁器．

写真感光材料．その他教育訓練機関（職業訓練施設）（国公立）．印刷・製版・製本

20点 ~30点 電気音響機器部分品・付属品，社会教育（国公立），

その他教育訓練機関（職業訓練施設）（産業）．運動用品．出版．有線電気通信機器．

かばん・袋物・その他の革製品，新聞，その他製造工業製品（モデル・模型等）．

その他民生用電気機器（アイロン・エアコン・冷蔵庫・掃除機・洗濯機）

磁気録画再生装置 (VTR),電子計算機付属装置映画館

10点~20点 花き・花木類，電気機械修理，玩具，有線放送，社会教育（非営利），電気音響機械

その他光学機械（顕微鏡・望遠鏡・映画用機械）．遊戯場，無線電気通信機器．

ラジオ・テレピ受信機．獣医業．各種修理業（除別掲）．楽器・レコード．カメラ．

油糧作物，劇場・興行場，電子計算機本体，種苗，学校教育（私立），

その他娯楽（スポーツ・娯楽用品賃貸業・宝くじ等），

その他対個人サービス（個人教授所等）．公共放送．写真業

10点未満 その他娯楽施設（遊園地・競馬・競輪所等），学校教育（国公立），興行団

第 8費目その他

100点以上 廃棄物処理（公営）(161点）

40点~60点 廃棄物処理（産業）．下水道．浴場業．内水面養殖業

30点~40点 その他パルプ・紙・紙加工品（便せん・祝儀袋等），道路貨物輸送，社会保険事業（非営利），

その他非鉄金属地金（貴金属精錬等）

20点~30点 電気照明器具筆記具・文具．事務用機器．かばん・袋物・その他の革製品

その他製造工業製品（マッチ・コルク・看板等）．葬儀業

10点~20点 身辺細貨品時計．一般飲食店（除喫茶店）．旅館・その他の宿泊所．梱包．喫茶店．

各種修理業（除別掲），公務（中央），遊興飲食店，小売，

その他対事業所サービス（職業紹介・複写サーピス等）．

その他運輸付帯サーピス（運送代理店・旅行業等），

対家計民間非営利団体（除別掲），公務（地方），卸売，理容業，美容業，

その他対個人サーピス（園芸サービス・物品賃貸・物品預かり業等）

10点未満 不動産中介・管理業．社会福祉（非営利）．貸自動車業．法務•財務・会計サービス

社会福祉（国公立）．損害保険．建物サーピス．金融．ニュース供給・興信所．

生命保険
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剤などの化学製品，工具，配管設備品，暖厨房機器などの金属機械製品といった，重化学工業製品が多

いため，全体的に排出点数が高めである

第5費目（医療・保健費）の商品の排出点数は， 8費目中のもっとも低いほうである国民一人当たり

の排出量の多かった医療サービスも，排出点数としては， 20点前後である．

第6費目（交通・通信費）には，家計が購入する輸送機械そのもの（乗用車， トラック，二輪自動車等）

に関する排出点数と，それらを軽油，揮発油を使って利用した場合の排出点数，および，鉄道，船舶等

の輸送サービスを利用した場合の排出点数が並列しているので，注意されたいここでは，軽油，揮発

油の排出点数，すなわち乗用車等の利用のための排出点数が，それぞれ 300点， 190点と大きくなって

いる．これは，乗用車や二輪自動車の本体の排出点数 (20点前後）の 9倍から 15倍の大きさである

輸送サービスの利用についてみると，外洋輸送 (160点），航空輸送 (78点）が大きく，バス (30点），

ハイヤー・タクシー (21点），鉄道 CJR) (41点）は小さい．

第7費目（レクリエーション・娯楽・教育費）では，肥料の排出点数がもっとも高くて 62点であるそ

のほか紙製品，内水面養殖業，その他の教育訓練機関（職業訓練施設等），出版の排出点数 (30点~40

点）が高めである．排出点数が低いレクリエ ョンは，その他の娯楽施設（遊園地や競馬・競輪所等）

の利用，国公立の学校庄興業団の活動 (8点以下）である．廃棄物処理（産業）の排出点数も高めであ

るが(59.4点），公営の場合の約 3分の 1である．

第8費目（その他）では，廃棄物処理（公営）の排出点数が 161.4点ともっとも高い15. また，下水道

(50点），浴場業 (43点）の排出点数がたかい家計が利用する各種サービス（理容，美容，金融，レン

タカー）の排出点数は，約 10点以下と低い．ただし， レンタカーに揮発油をいれて使用する場合の排

出点数は，第 6費目中の該当項目を参照されたい．

5 まとめ

第3節で我々は，国産品単位当りの国内 CO2排出量の分析を行った．その結果をみると，予想したよ

うにエネルギー使用型の経済活動による誘発 CO2の排出量は大きくでていた．しかし，意外な製品，た

とえば塩のようなものが，経済価値 1単位として考えた 100万円分を生産するのに多量の CO2を誘発す

ることがわかった．さらに，漁業関係の誘発 CO2は農業の生産物よりも 4倍程度も大きくなっているこ

とが特筆できる．

エネルギー関連では，他の化石燃料にくらべ石炭の誘発CO2が大きかったが，これは最終消費段階で

炭素含有量が多いためであると考えられる同じ熱量を得るのであれば，炭素よりも水素をより多く含

14この点については．結果の読みとりに注意を要するたとえば．私立の学校の排出点数は,13点で国公立の約 2倍であるこ

れには国公立の学校にかかる経費は家計が全額負担するのではなく．政府によってかなりの負担がされていることが関係する

しかし．なぜこのような点数結果が得られたかについては現在解析中である．

15ゴミ処理費用 1万円あたりの排出点数が．公営と産業でこのような開きをもつということは．わが国のゴミ処理制度のあり

方に対して問題を提起しているように思われるわが国では．ゴミ処理費用は地方自治体によって負担されており．家計に負担が

生ずるのは．特別の場合に限られるこの点についても．国公立の学校の場合と同様に．結果を検討中である．
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有しているエネルギー物質の方が誘発量を抑えることができるまた同じ電力でも事業用にくらぺ自家

発電の誘発CO2が大きいがこれは主に自家発電では付加価値が計上されておらず単価が事業用発電の 3

分の 1程度で安いこと，また自家発電では火力のウェイトが高いことに主要因がある発電kw数で換

算し，水力，原子力部分をのぞけばほぽ同じになるだろう．塩の例や自家発電の例では，経済価値を工

ネルギー効率よく生み出すことの重要性がわかるこれらを投入している分だけその部門の誘発C伍排

出量は増えることになるこのような誘発C切排出の多い投入要素をもちいた場合に現れる産業連関の

効果がよくわかる例としては，繊維やセメント，鉄鋼，アルミ部門の誘発排出量がある．銑鉄から金属

製品にいたるまでに，誘発C伍排出量は 10分の 1程度に減少するが，アルミの場合は地金から製品ま

でで 2分の 1程度の減少にとどまっている．これは，屑鉄回収で製品をつくる場合とアルミ回収で製品

をつくる場合との誘発C切排出量の差を示している.c伍誘発に関する限り，鉄屑段階から製造したほ

うが排出量削減効果としては大きいことになる機械関連になるとこのような誘発排出量のばらつきは

ほとんどみられなくなる．そのなかでのばらつきの原因は，誘発排出量の多い鉄やコンクリートなどの

投入をより多くしているかどうかに依存している．

われわれの結果が示すところによると，部門間でのばらつきは非常に大きい．エネルギー関連，鉄鋼

などの素材部門，運輸，製紙，化学などが大きな C伍排出をもたらしている．さらに，これらの部門内

でもばらつきが大きいことにも注意すぺきである．

第4節では，各財購入者価格単位当り誘発CO2排出量の分析を行った．その結果をみて，まず第 1に

気づいたことは，同じ 1万円の消費でも何を買うかによって CO2排出点数が大幅に異なることであった

電力，都市ガス， LPGなど光熱費に属する財や，軽油，揮発油など交通費に属する財の排出点数はのきな

み200点以上であった．他方， 10点未満の財は 8費目全般にばらまかれていたこのことは，家計の消費

も工夫次第で CO2を減らしうることを示唆しているといえようまた，第 2にこのような細かい情報を

検討してみると意外な事実も見うけられるたとえば塩と砂糖では大幅に C伍排出点数が異なるす

なわち塩は 253点であるのに対して，砂糖は 24点となっているまた，肉と魚では，魚のほうがC伍排

出点数が多いことも見うけられるこのような情報は家計の消費行動改善と同時に，生産者のエネルギー

効率改善の方策の指針として役にたとう

一連の排出点数表はつぎのように役だとう消費者は日々の生活で家計簿をつける際に，各商品の購入

額におうじて CO2の総排出点数を容易に計算できる 1985年の平均一人あたりの C伍排出量 3.9tと比

較して環境にやさしいかどうかを自己診断できるまた，同様のことを各費目別に行うことも可能であろ

う自宅の立地条件上マイカーを使う家計は交通費の CO2排出量は増えようその分をどこで節約する

かというような目的に，この資料は活用できよう現在のところ家計と CO2排出の情報は平均家計につ

いてである地域差があればどうであろう若年齢家計と高年齢家計ではどうであろうまた所得階層別

ではどうであろう今後このような分析をつうじて家計の消費構造が環境にあたえる影響を分析してい

きたいと考える
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第7章

Fisher-Friedman定義の再解釈による競合財・補完財の理論

1 はじめに

辻村江太郎

績 幸子

我々の競合財・補完財の理論に関する作業は既に報告してある通り 12財モデルについては早い時期に

完成しているが， 3財以上のモデルについては， 2財モデルからの類推的な一般化は困難であった．こ

こでは新しいイメージに基づいた n財の競合・補完の定義を要約する．

2 消費の構造式と需要関数の導出

各財の PFORMU2をu;として．それらが

U1 = U11引+U12卯＋・・・十 U1汎 n

匹 ＝ 四 1q1+ u22q2 +・ ・・十 U2がln

Un = Unl釘十 Un汎2+・ ・ ・+ Unnqn 

のように書けるものとし，これを均衡式

竺＝入または， u;=p込， u;-p込 =0
Pi 

に代入し，収支均等式と連立すれば，消費者需要決定の構造式として，

U11q1 + U12卯＋・・ ・+ U1nqn -Pl入= 0 

U21q1 + U22卯＋・・・十 U2nqn-P2入 = 0 

U遁 1+ Un2q2 +・・・十 Unnqn-Pn入 = 0 

p1q1 + P2卯＋・・ ・+Pn伽 = m 

滲考文献辻村・績 (1987)を参照

2The Prime Form of the Relative M江 ginalUtilityの略

(1) 

(2) 

(3) 
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が得られるこの構造式の係数の行列は

行＼列 I1 2 s ．．． n n+l 

1 U11 U12 u1, U1n -pi 

2 U21 U22 u2, U2n -p2 

(4) 
r I Url u,2 Ur, Urn -p, 

n Uni Un2 Un, Unn -Pn 

n + I P1 P2 Ps Pn 

゜のようになるが，これの行列式を Dとすれば，収支均等式に含まれる Pl,P2, ・ ・ ·• Pnは， Dの最下端に

位置する第 (n+ 1)行の構成要素となり， Pl の余因数は Dn+l,l• P2の余因数は Dn+l,2• • • ·• Pnの余因

数は Dn+l,nのように示すことができる．

構造式(2)をクラメルの公式のかたちで解けば，各財の需要関数は

Dn+l,1 Dn+l,2 Dn+l,n 
q1 = m, q2 = m, ... , qn = m 

D D D 

のようになる

3 価格比と数量比の self-duality

本稿の主題である価格比と数量比についてみると，均衡条件 (2)によって

PdPi =切/ui

だから， (1)を代入すれば，

Pl U11q1 + U12卯＋・・・十 U1n伽
＝ 

P2 U21 q1 + U22卯＋・・・十 U2がln

Pl Uu qi + U12q2 +・・・十 UJn伽
＝ 

Pn Unl仇十 Un2q2+・ ・ ・+ Unn伽

(5) 

(6) 

のように，価格比は数量の 1次結合の比として示すことができる．

これに対して数量比は， (5)式から，

，
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竺
ql

紐=Dn+l,n 

q1 Dn+l,1 
(7) 

のように， (4)の行列式 Dの第 (n+ 1)行に並んでいる P1, P2, ・ ・ ·• Pnそれぞれの余因数 Dn+l,J

(j = 1, ... , n)の比として書くことができる

そして行列式 Dの Pl• P2, ・ ・ ·• Pnそれぞれの余因数 Dn+l,j(j = 1, ... , n)は，行列式 (4)から第

(n + 1)行を除外した部分から，さらに第j列を除外した．残りの部分から成っているがそれらは行列
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式(4)の右端に位置する第 (n+ 1) 列の構成要素—Pl から—Pn までの各要素ーp;, i = l, ... , nにそれぞれ

の余因数を掛けたものの合計として表示することもできる．

例えば， (5)式や(7)式で qlに対応する余因数 Dn+l,lは行列式 Dから最下端の第 (n+ 1)行と最左端

の第 1列とを除外した諸要素から成る．また最後の qnに対応する余因数 Dn+l,nは行列式 Dから最下端

の第 (n+ 1)行と最右端に近い第 n列とを除外した諸要素から成る． このようにして qぃ..., qnないし，

P1, ・ ··• Pnのそれぞれに対応する余因数Dn+l,j,j = 1, ... , nを構成する部分は，いずれも行列式Dの

最右端に位置する第 (n+ 1)列を共通の構成要素として含み， この第 (n+ 1)列がDn+l,jから除外され

ることはない． したがって各余因数 Dn+l,i• j = 1, ... ,nを算定するときに， Dの第 (n+ 1)列の諸要

素—Pl,···,-Pn とそれぞれの余因数との積の合計として算定するのが便利であるといえる．

例えばPlないし qiに対応する Dの余因数Dn+l,1は第 (n+1)行と第 1列とを除外した諸要素から成る

n行・ n列の行列式となるが，それは Dの右端に位置する第 (n+ 1)列の第 1行の要素 (-pi)にDn+i,1

内のそれの余因数を掛け，つぎに Dの第 (n+1)列の第 2行の要素 (-p2)にそれの Dn+l,1内の余因数を

掛け，．．．， と同じ操作を (-Pn)にまでくり返してから，それらの積を合算すれば行列式Dn+l,lの値が

得られる．

このとき行列式 Dn+l,l内での (-p1)の余因数は (4)に見るように， もとの行列式 Dから最下端の第

(n + 1)行と最左端の第 1列とを除外し， それからさらに Dの上端の第 1行と最右端の第 (n+ 1)列と

を除外した，残りの部分の諸要素から成っている この残りの部分は Dから第 (n+ 1)行と第 (n+ 1) 

列とを除外した行列［匹］の要素のみから成り，それからさらに第 1行と第 1列とを除外したものとなっ

ているから，別の見方をすれば．行列式 iu引に含まれる要素U11の余因数と同じものとなっている．

同様にして， Dn+l,l内での右端第 (n+ 1)列第 2行の (-p2)の余因数は．行列式加月における第 2

行第 1列の要素 U21の余因数に一致し， さらに (-Pn)の余因数は，行列式I出けの第 n行第 1列要素Unl

の余因数と同じになる．

したがって Dの右端第 (n+ 1)列の第 1行から第 n行までの各要素 (-p;),i=l, ... ,nにそれぞれの

余因数を掛けて合計したものとしての Dn+l,lは 行列式Ju;』の要素Uijの余因数を町と書くこととす

ると，
n 

Dn+l,1 = LPi叱
i=l 

(8) 

のように書くことができる． 同様にして，行列式Dにおいて P2ないし q2に対応する余因数は Dn+l,2= 

E7=1 p;u72となり，一般に行列式Dにおいて第 s番目の Psないし q,に対応する余因数は

” 
Dn+l,s = LPiUi,, s = 1, ... ,n (9) 

i:1 

のように書くことができる． したがって，

n n n 

D=区Dn+i,jPj= LLPiPjUij 
j=l i=l J=l 

(10) 
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と書くこともできるのである．

(8), (9)のかたちに，

u;i = Uji• u:i = uj; (11) 

を代入すれば， Dの第 (n+ 1)行第 1列の Plに対応する余因数は

n 

Dn+1,1 = I:Pi崎
j=l 

(8') 

Dの第 (n+ 1)行第 2列の四に対応する余因数は

n 

Dn+l,2 = I:u;1 
j:1 

一般に Dの第 (n+ 1)行第 s列のp,に対応する余因数は

n 

Dn+I,• = LPiu;j, s = 1, ... , n, 
j:l 

(9') 

のようにも書ける．これらを (7)の数量比の式に代入すれば，
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(12) 

qn • + • +・・・＋ ・
＝ 

Un1P1 Un2P2 UnnPn 

q1 ui1P1 + ui2P2 +・ ・ ・+ uinPn 

のようになるこれら数量比の式(12)をさきの価格比の式(6)と比較すれば明らかなように， (6)式

左辺のPiと(12)式左辺の qい (6)式右辺の u;;'q;と(12)式右辺の ut;,Piとは，完全に対応しており，

数量比の式 (12)は価格比の式 (6)と完全な対称形を成している．

4 価格比と direct な限界代替率からの代用弾性の導出一競合財について一—

以上に見たように，価格比の式は一般に

色=Ej=l Urjqj 
p, Ej=l U,jqj 

と書けるが，この分子と分母を qrで割っても比は変わらないから，

色＝旱=E恥Urjqj/qr 

Ps p.fqr Ej=l UsHi/qr 

と書くこともできる．

このかたちの価格比の式を数量比 (q,/qr)で微分すると，

(6') 

(6") 

fJ(pr/P,) 

fJ(q, I qr) 
= 8(岳／岳） = 1 {色{)(pr/qr)_!!!:..{)(p,/qr)} 

8(q,/qr) (p,/qr)2 qr 8(q,/qr) qr {)(q,/qr) 
2 

= ~{尼叫—圧｝＝占 {p,叫— PrUss} (13) 
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のようになるが，この｛｝内の P,,Prにそれぞれの PFORMUを代入すれば，

悶鸞I=!:s {• .. 名％も一u.,芦→］｝
となる．

(14)式の逆数をとって，数量比 (q,/qr)を価格比 (Pr/P,)で微分したかたちに直せば，

螂 /qr) 1 p, 2 

fJ(pr/Ps) { Ur, ご=1Usjも一u.,I:1=1玉｝り

を得る．

(15)式の微分を，代用弾性の定義式

Ur, = fJ(q, I qr)社生

fJ(pr/P,) p,q, 

に代入すると，ここでの代用弾性の式は，

1 P,2 Prqr 
叶 s = - -

｛印ご=1叫 j-Uss Lj=l玉}qr p,q, 

PsPr 
＝ 

{ Ura LJ=l Usjも一::.ご=1叫心}q, 

となるが，分子に Ps• PrのPFORMUの式 (6')を代入すれば，

(I: い叫 (I:い叫
Urs = 

｛叫sI:j=l U⑲ -u., I:j=l玉}q, 

を得る．

ここで， PFORMUの式について

” 
LUrjqj = U砂＋区u咽 j,
J=l J#s 

立,jqj = u叫+I: 叫 j
J=l J#s 

のような書き直しをすれば， (18)式の分母は
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(18) 

(19) 

(20) 
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のようになる他方で， (19)式を代用弾性の式 (18)の分子に代入すれば，

分子＝ （名叫汎］）（芦 u,;~)

= (→ ,+互叫汎;)(出sも＋互 u,;~) (21) 

= {妬s互疇 +u,.互→; } q, + u.,u.,q,' 

+(互叩~)(互 u,;'1;)
となる．

5 2財競合・ 3財競合・ 4財競合の例示

以上のようにして，代用弾性CTrsの式 (18)の分母は (20)式，分子は (21)式のように整理される．こ

れらを 2財モデル， 3財モデル， 4財モデルに適用して例示すれば下のようになる．

2財モデル n=2,r=l. s=2のとき

分母 = {u12U訊 1-U11U祖 d卯=(uし一U11U22)q団2,

分子 = {u12U訊 1+ U11U2年｝卯+u12u22q/ + (uuれ）(u直 1)

したがって，
{ Ui2 + U11咋 }q1卯+{u11qげ十 U22炉}U12 

u= 
{uむ一U11四｝虹2

(22) 

のようになる．ここで，

uむ— U11U22~0, U12~U11~0, U12~U22~0 (23) 

を仮定することができれば，分母は正かゼロであるが，分母が正の場合でも，分子が分母より大となるこ

とは明らかだから，一般に代用弾性は 1より大u> lとなるまた分母がゼロ，すなわち uむ=U11U22 

の場合でも，分子は正となるから， (T= 00となるまた， U11= U22 = Qである場合には (22)式により

u= u? 汎1卯/uむq1q2= 1となる．

以上は，前章までの仮定によれば，

通常の競合

完全競合

最弱競合

u > 1, uむ>U11U22 

2 U = OO, U12 = U11U22 

<T = 1 , U12 > 0, U11 = U22 = 0 

(24) 
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のように分類される．

3財モデル n=3, r=l, s=2のとき

分母 = {u12(u訊 1+ U23q3) -U22(U直 1+u直 3)}q2 

= {(uむ― U11U22)q1 + (U12U23 -U13加）叫 q2

分子 = {(uむ+U11U22恥+(u12U23 + U13U22屈}q2 

2 
+u12U22卯十 (u⑲ 1 + u13q司(u21釦+U2汎3)

(25) 

ここで分子はUij,Uiiがすぺて正であれば正となる．それに対して，分母が正であるためには， u;i2'.'.uu2'.'.0

とともに，

2 
U12 > U11 U22, UJ2四3> U13U22 (25') 

であることが要請される第 1の不等式は 2財モデルの場合と同じであるが，それに第 2の不等式が条

件として加わることになる．

(25')の条件が満たされていれば9の分母は正となるが，分子が分母よりもさらに大きな正値をとること

は明らかだから，一般に代用弾性は 1より大(T> lとなる (25')の条件が満たされないで， uむ=U11U22, 

u1四23= U13U22であれば分母はゼロとなるから，代用弾性は無限大(T= 00となる．

U11 = U22 = U33 = Qであったとすると， (25)式の分母，分子は，

分母 = (ui汎1+u12u磁 3)卯＝叩(u噂 1+u磁 3)q2

分子 = (uむql+ U12U2珀）q2 + u13(u直 1+u磁 3)q3

= U12(U1年 +u2叩）q2 + U13(U1年 +u2叩）q3 

となるから， U12仰 =u邁 3である場合には，分子が分母の 2倍となって．

(j = 2 

を得る．以上を整理すれば

通常の競合 ： (J'> 2'条件 (25')の下で．

完全競合

最弱競合

のようになる．

(J'= 00 , U;; = Ujj 

<J'= 2 , U12 = U13 = U23 = Uij > 0, U11 = U22 = U33 = U;; = 0, 

ql = q2 = q3のとき

(26) 

(27) 

(28) 
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3財モデルの (28)を2財モデル (24)と比較すると，通常の競合となるための選好パラメタ間の大小

関係の条件が(25')のように追加部分をもつことと，最弱競合の場合に， 2財モデルでは一般にu=lと

なったのに対して， 3財モデルでは選好場の中心線上でu=2となる， というちがいが生じることが注

目される．

3財モデルの場合には，上例のほかに r= 1, s = 3 ; r = 2, s = 3などのケースがあるが，それに

よって， IJ'の分母が正となる条件が少しずつ異なってくる． しかし，これは本質的なことではないので，

つぎに 4財モデルの場合を例示しよう．

4財モデルn=4,r=l, s=2のとき

まず(20)式によって代用弾性 (18)の(T(/)分母を例示すると，

分母 = { U12 (U21 ql + U23q3 + U24伍）一 u22(u11q1+ u1呼3+ U14伍）} q2 (29) 

= {(叱— u11u22)釦+(U12U23 -U13U22恥+(u叩 24-U14加）叫 q2

と書けるから，任意の数量体系の下で9の分母が正となるための条件は，

2 U12 > U11 U22, U12U23 > U13U22, U12U四>U14U22 (30) 

のようになる．

一般に Uij>咋 >0であれば, (21)式で見るように， 9の分子はつねに正であるが， (30)の不等式

が満足されて分母が正である場合でも．分子は一般に分母より大きい. (21)式から分子を例示すると，

r=l. s=2の場合には

分子 = {u12(u21q1十U2祁3+ U24q4) + u22(u11q1 + U13q3 + U14q4)}q2 

+ U12U直 i+(u直 1+u碑 3+ u14q4)(u叫 1+u磁 3+ U2叩） (31) 

となり，第 1項を比較しただけで，分子 (31)が分母 (29)より大であることが分かるしたがって，通

常の場合には，一般に代用弾性は 1より大u>lであるといえる．極端な場合として，条件 (30)が成立

たず，叩=U13 = U14 = U23 = U四 ＝ 知 =Uij• U11 = U22 =知＝四 =u;ゎで加＝附 >0であ

るような場合には， (29)式から明らかなように'(Tの分母はゼロとなり，他方で (31)式で見るように9

の分子は正であるから，代用弾性は無限大(T= 00となる．これは完全競合の場合である．

他の極端な場合として，最弱競合で叩 =0であるとき'(Tの分母は (29)式により，

分母 = {uむq1+ U12U磁 3+ U12四4q4}q2 

= U12 {u12小 +u磁 3+ U24q4} q2 

となる他方で9の分子は (31)式によって，

分子 = U12(u2辺1+ U23q3 + U24q4)q2 

(32) 
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+(u1汎3+ U1叩）(u叫 1+u碑 3+ U24q4) 

= (u12卯十 U国 3+u直 4)(u21q1+ u23q3 + u24伍） (33) 

となるから，代用弾性の式(18)は，

(u12卯 +u咽 3+ U14q4)(u叫 1+u磁 3+U磁 4)
17 = 

U12q2(U訊 1+u磁 3+ U24q4) 

U12卯+U13q3 + U14q4 
＝ 

U12仰
(34} 

となるいま最も簡単な場合として， U12= U13 = U14, を仮定し，かつ初期点で q2= q3 = q4となって

いるものとすれば，最弱競合の代用弾性は

u=3 (34') 

となり， 2財モデルのときのu= l, 3財モデルのときのu= 2, 4財モデルではu=3, と並ぺると，規

則的に変化する．したがって，類推的には一般にn財モデルについて， U;;=0であるような最弱競合の

場合の，選好場の中心線上 q1= q2 =・ ・ ・= qnを初期点とする代用弾性はu=n-lとなることが推察さ

れるのである．

2財モデルの場合，最弱競合での代用弾性は一般に， u=lとなって，外見上は独立財の場合と同じ

になったが，それはあくまでも 2財モデルについての特殊なケースであって，競合財の種類が3以上と

なった場合には妥当しないことが，以上の検討から明らかとなった訳である. n財競合の標準的な初期

点q1= q2 =・ ・ ・= qnにおける代用弾性の通常の範囲は n-l<u<ooとなると言えよう．財の種類が

増えるにつれて底が上がる感じとなるのである．

6 数量比と indirect限界代替率からの代用弾性の導出一打肪包財について一

さて今度は数量比の式の微分から，補完財についての代用弾性の式を導こう．

数量比の式は (12)式で示したが，あれを r財と s財とについて一般的に書けば

生＝四=1叱Pi

qr 四伝叱Pi

のようになる．この分子と分母の両方をp,で割っても比は変わらないから，

生＝幽=Lj=l叱Pi/P,

qr 佑/p. Lj=l叱Pi/Ps

と書くこともできる．

このかたちの数量比の式を価格比 (Pr/P,)で微分すると，

o(q,/qr) 8(1/.,_庄）p, p, 
＝ 

o(pr/P,) o(pr/P,) 

= 1 {戸(q晶）＿生o(qr/P,)}
(qr/P,)2 Ps o(pr/P,) Ps o(pr/P,) 

Ps 
2 

= -{生心ー丘｝＝五qr2 p, qr2 
{qru:r―q,u;r} 

Ps 

(12') 

(35) 

(36) 
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となるが，｛｝内の qr, q, に(1ツ）のかたちを代入すれば，

悶霊｝＝臼｛心昇叱P;―U噂叱P;}
を得る．

I~(37) を代入すれば，代用弾性の定義式O'rs=弘:l..!..L.J.J.山立ェ-
&(p./p,) pふ

びr, = 麟｛心叱PJ―委：;P;} 

=~{心名叱P;吋；叱P;}

(37) 

(38) 

となるが，分母の q,,q, に再び (12')のかたち，すなわち素型相対限界効用の反転形 areversed form of 

PFORMUとも呼ぶべき式を代入すれば，代用弾性の式は，

Pr {叱四=lU加— u立悶=lU切｝
<Trs = 

（四=1u切）（四=lU切）
(39) 

のようになる．

ここで

立；jPj = u;rPr +ど叱Pj, (40) 
j=l j,f.r 

立；印＝吐Pr+ど如j

j=l j,f.r 

のような書き直しをすれば， (39)式の分子は，

分子=~{•:,(止p,+芦叱P;)-u;, (u;,p,+互叱P;)}

=~{•:, 互叱P;―.;, 互u;;P;} (41) 

となり，他方で (39)式の分母は，

分母＝（吐p,+芦叱P;)(凸＋芦叱Pi) (42) 

~p, {心呂切+.;, 互叱Pi}

+u; ぷぷ＋（芦叱Pi)(互叱Pi)
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となる

いま，すべての uか咋が正であるとすれば，代用弾性の式(39)の分母 (42)の各項はすぺて正であ

る．そしてすぺての u7i と U1;• i-::f=j, について叱>u;; > 0が成立つならば，分子(41)の｛｝内が正と

なる公算の大きいこと，すなわち｛｝内第 1項が第 2項より大となりやすいことは直感的に推測される．

そして，分子(41)が正であるとき，分母 (42)第 1項が分子より大となることは明らかだから，一般に

補完財間の代用弾性は 1より小u<lとなる．

一般的な詳細は後に検討することとして，以上で得たn財補完の代用弾性の一般式 (39),(41), (42) 

を2財補完， 3財補完， 4財補完に適用した場合を例示しよう．

7 2財補完.3財補完.4財補完の例示

2財補完 n= 2, r = l, s = 2 

このとき，代用弾性の式 (39)は， (41)と(42)によって，

したがって，

分子 = Pl {u21ui2P2 -ui1u五P2}= P1P2(u苔ー叱u五），

分母 = Pl { U21 ui2P2 + ui1 u五P2}+ U21ui1P12 + (u五P2)(u五P2)

= P1P2(啜 +ui1u五）+ ui2(ui1記+U22討）

P1P2(喝ー ui崎）
u= 

P1P2(噂+ui1t出）＋叱M1記 +u匂が）

が2財補完の代用弾性の式となる．

(43) 

ここでは uh> ui1 > 0, uh > u22 > 0であれば，分子も分母も正で，分母が分子より大となるか

ら，代用弾性は一般にゼロより大で 1より小 l>u>Oとなる・uh=ui1 = uhのときは分子がゼロと

なり，分母は正となるから，代用弾性はゼロ(T= 0となる．これは完全補完の場合である

叱=u;2 = 0, ui2 > 0で最弱補完を定義すると，

•2 P1P2U12 
(T = •2 P1P2U12 

=1 (44) 

となり， 2財補完での最弱補完の代用弾性はu=lとなって，たまたま 2財競合の場合の最弱補完，お

よび(2財）独立の場合と一致する．

3財補完 n=3, r=l, s=2 

ここでは代用弾性u(JJ式 (39)の分子と分母は (41)と(42)とによって，

分子 = P1{uら(u五四 +u五p3)ー叱(u;2P2+ u; 叩）｝

= Pl { (u苔一 u;:1uら）P2 + (ui2ui3―u;:1 u;3)p3} 

分母 = Pl { (u苔＋叱uら）P2 + (u五心+u;:1ら）p3} 

＋叱ui1Pげ+(u五P2+ u;3p3)(u証1+u五p3)

(45) 
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のようになる．

ここで吐>0, ut; > 0であれば分母は正となるが，分子が正であるためには

•2 • • • • • • 
U12 > U11 U22・附狂13> U11 U23 (46) 

であることが要請され， 2財モデルの場合の第 1の不等式に加えて，第 2の不等式が成立たねばならな

ぃ.(46)の不等式によって3財補完についての選好パラメタの間の大小関係を規定すれば，代用弾性9の

式(39)の分子も分母も正で，かつつねに分母が分子より大となるから，通常の補完関係において，代用

弾性はつねに正で 1より小 l>u>Oということになる特殊な場合として，

U~2 =叫＝ら＝咋・叱=u;2 =心＝咋， u-;;= u;; (47) 

となって，不等式(46)が成立たずに，

•2 • • • • • • 
U12 = Un U22, U12叫3= U11U23 (46') 

となるようなときには，代用弾性の式の分子がゼロとなるが，分母は正のままだから，代用弾性はゼロ

u=Oとなるこれは 3財完全補完の場合である．

これとは別に，他の極端な場合として，

叱＝ら =u函＝吐=0, 凸＝心＝ら＝叱 >0 (48) 

によって最弱補完を定義すると，代用弾性の式は (45)によって，

(T = Pl {ui西+ui叩 }ui2

pi{uh四十 uiJ四}uh+p3{ui2四十 uiJ四 }u如
(49) 

となり，初期点において PI=P2 = P3のときには

1 
O'= -

2 
(50) 

となるこれが3財最弱補完の標準的な場合であると見なそう．

以上をまとめると，

3財完全補完のとき ： O'= 0 

3財最弱補完のとき ： O'=½... 標準的な場合

となるから，両者の中間に位置する通常の 3財補完については，標準的な場合として， 3財補完のとき ： 0 < O'< 

のようになる

2財補完の場合にも，完全補完で(j= 0となる点は同じだったが， 2財最弱補完では(j= 1となって

いたから， 3 財最弱補完のrr=½は前者と異なっている．その分だけ 3財通常補完における代用弾性の

とりうる範囲は狭くなることに注目せねばならない．

4財補完 n=4,r=l, s=2 
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ここで代用弾性Uの式(39)の分子と分母は， (41)と(42)とによって，

分子 = pi{ u;1 (ui2P2 + ui迎3+ ui4P4) -ui1(u五P2+ u;3p3 + u;4四）｝

= Pl {(ui~- ui1 u;2)P2 + (ui2ui3―u;3ui1)P3 + (ui2ui4―u;4uii)p4} 

分母 = pi{ u;1 (ui2四+ui3四+ui4四） + ui1 (u;2P2 + u;3四+u;4四）} (51) 

＋吐叱記+(u五P2+u:i西+u; 氾）(u五P2+ui西＋心p4)

のようになる．叱>0, u';; > 0なら分母はつねに正だが，分子が正であるためには，

啜＞叱u;2,u五心 >u如ふ， ui2t出 >u如 i1 (52) 

が条件となる．

この (52)の条件が満足されれば，分子・分母ともに正だから，代用弾性びは正値をとるが，つねに分

母が分子より大だから，代用弾性は 1より小， O<u<lとなる．

極端な場合として，

u五＝心＝心＝ら=u;4 = uふ＝叱 >0

ui1 = u五=U33 = Uぶ＝咋>0, (53) 

咋＝叱 >=0

であって，条件 (52)と異なる場合には， (51)に見るように， 9の式の分子はゼロとなるから，代用弾性

はゼロu= 0となるこれは4財完全補完の場合である．

これとは反対の特殊なケースとして，

ui1 = u五=u品=u:4 =咋 =0

ui2 = ui3 =心＝ら=u;4 = uふ＝咋 >0

によって4財最弱補完を定義すると， (51)式によって，

u= 
pi{ uh(叱P2+ui叩+ui氾｝

P1 { ui2(ui2P2 + uisPs + ui4p4)} + (U23Ps + U24P4)(ui2P2 + uisPs + ui4P4) 

のようになるから，初期点がPl= P2 = Ps = P4という標準的な位置にあるときの代用弾性の値は

1 
(j =—• 

3 

となる．これが4財最弱補完の標準的な代用弾性の値ということになる．

(54) 

(55) 

(56) 

以上で見たようにi壁補完の場合でも U;;= Uijで完全補完のときの代用弾性は(T= 0で旦壁補完，

主壁補完の場合の完全補完のときと同じになる． しかし，最弱補完で咋 =0となるときの代用弾性は

主壁補完ではu=l. 3 財補完ではu=½だったのが4財補完では(T=½ へと変化しているこれを補外

すれば，一般に巳堅補完における最弱補完の代用弾性の値はu=~了となることが推測されるのである．
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したがって，通常の範囲でのn財補完の代用弾性がとりうる範囲は， Pl=P2 =・ ・ ・= Pnという標準的

な場合について，

1 
0 < (T < 

n-1 
(57) 

となるといえよう．このようにして，補完の場合には，財の種類nが増えるにつれて，代用弾性のとり

うる範囲の天井が下がる感じとなるのである．

8 n財競合と n財補完

前節までの検討から，通常の範囲での n財競合における代用弾性値のとりうる範囲を，簡単のために

ノーマライズされた選好パラメタ体系と選好場の中心線上の初期点において示すと競合財問の偏代用弾

性<Trsは

最弱競合 完全競合

n-1 ::;o-r,::; oo (58) 

のようになる同様の表示法によってn財補完における代用弾性値の許容範囲を示せば，

完全補完

゜
'S<TrsS 

最弱補完

1 

n-1 
(59) 

のようになる

以前に見たように，代用弾性9と交差価格弾性との関係は，一般に， n財， r= 1, s = 2, の例では

oq2 Pl Pl q1 
- =  -

op1 q2 m 
{0"12 1} (60) 

のように書けるここでも，簡単のために標準状態としてp辺l+ P2卯 +・・・+pnqn=mにおいて， p1q1

が平均的なシェヤーを占める場合すなわち， p1q1= m/n の場合を例示すれば，丹だ=¼となるから，交

差価格弾性は

8q2 Pl 1 --= -{0-12 -1} 
8p1 q2 n 

のようになる

したがって， n財競合の最弱競合のときの代用弾性値u=n-1を代入すると，

Oq2 Pl 1 n -2 
--=-{(n-1)-1}=― 
&pi qz n n 

(61) 

(62) 

によってn財最弱競合のときの交差価格弾性が算定されることとなる．

これを 2財モデル， 3財モデル， 4財モデル等に適用すれば
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財の数 n

最弱競合のときの

交差価格弾性虹江.1.10 l l 2 
8p, ゎ 3 2 5 

2 3 4 5 

のように，最弱競合のときの交差価格弾性は財の種類 nの増加とともに大となるが，究極的に n→ 00

のとき+1に収束することは明らかである

つぎに今度は交差価格弾性の式 (61) にn 財最弱補完の場合の代用弾性値u=~を代入すれば，

oq2 Pl 1 1 1 1 -(n -1) 2 -n ~~=土{~- 1} =-;;: { n -I } = n(n -1) 

を得る．これを 2財モデル， 3財モデル，．．．に適用すれば，

(63) 

財の数 n

最弱補完のときの

交差価格弾性紐門-;10 ーふ ーふ

2 3 4 5 6
 

3 2 
一充 ―百

のように2財最弱補完のときにゼロとなるほかは， 3財以上では負値をとるが，財の種類nが多くな

るにつれて交差価格弾性の絶対値は nに反比例するかたちに近付く．

完全競合のときは(T= 00だから，交差価格弾性は (61)式によって

oq2 P1 1 
--= -{u―1} = oo (64) 
op1 q2 n 

と，これもまた正の無限大となる．したがって通常の範囲 (u;;> 如 >0)での競合財問の交差価格弾性

は， 2財最弱競合と n財完全競合との中間の値をとるから，一般に，

通常競合の交差価格弾性

最弱競合

゜
＜虹Ei<
-8p, q;-

完全競合

00 (65) 

ということになる．

また完全補完(u;;=叱）のときはu=Oだから，各財間の交差価格弾性は (61)式によって，

8q2 Pl 1 1 
--=-{u-1}=-- (66) 
8p1 q2 n n 

と財の種類の数nに反比例する負値をとる．したがって通常の範囲の補完度(utj> 咋 >0)に対応する

交差価格弾性は， 2財最弱補完と完全補完との中間として，

通常補完の交差価格弾性

という値をとることとなる

完全補完

1 

n 
V
I
 

已
も

年
年V

I
 

最弱補完

゜
{67) 
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9 交差価格弾性と支出シェヤー

前節では例示を分かりやすくするために，

些 E_,:_=四こ ＿ 
{urs 1} 

&pr q, m 
(60') 

の括弧外に付される第 r財の支出シェヤーが平均的な場合，すなわち号だ=¾を例にとった．しかし，

むしろ丹だそのものが持つ理論的な含意としては，価格変化を起こした第 r財の支出シェヤーが大きい

か小さいかによって，交差価格弾性の大きさが左右される，という点が重要である．ヒックスの場合は，

スルツキー式に含まれる丹だの項を「所得効果」を代表する項と読んで，「代替効果」との相対的重要性

を示すものと解釈した． しかしここでは，代替効果と所得効果との大小関係は，｛｝内の<Trsが1より大

か小かによって決まるのであり，競合財の場合は 1< <Trsで｛｝内は正，補完財の場合は 1> <Trsで｛｝内

は負，という事が決まった後で，その正ないし負の交差価格弾性の大きさを左右するものとして号だが

存在するのであるつまり，ここで号だは，代替効果と所得効果との優劣が決まった後での，交差価格

弾性の大きさを決めるものとしての役割を果たすのである．
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第8章

新古典派一般均衡模型についての一考察：

生産者行動と市場の不均衡の観点から

1 はじめに

黒田昌裕

新保一成

この論文の目的は，経済の一般的相互依存の枠組みを明らかにする実証的な経済模型を構築するにあ

たって，われわれがいま直面している幾つかの課題を整理することにある議論の出発点を新古典派

一般均衡型最適成長モデルにおく．その論理的構造を明らかにすることからはじめて，そこで置かれて

いる諸前提の経験的妥当性に疑問を投げかけるとともに，その要素を勘案した一般的相互依存の経済模

型の在り方を模索してみたい.Keio Economic Observatory(KEO)では， 1974年に公表した一般均衡モ

デル1以来，モデル構築を重ねてきている．モデルの構築は，その間 KEOの研究メンバーによってなさ

れた幾多の実証的基礎研究における観察事実の蓄積に根差している．一方で，米国を中心とする新古典

派経済理論の論理的展開とその実証分析への応用に向けての努力は近年，急速な展開を示している．そ

こでの論理展開の緻密さには多くの注目すぺき点を持っている しかし， KEOメンバーによる実証分

析の成果の中には，必ずしも新古典派模型の諸前提の経験的妥当性を支持していないものも多い．新古

典派一般均衡模型が単に市場の価格メカニズム信奉のイデオロギーの表明に終ることなく，その経験的

妥当性と現実社会の経済の運行メカニズムについての政策的示唆を意図するのであれば，その諸前提の

経験的妥当性の検証は避けることのできない課題であろう しかし，一方でまた，経験的に蓄積された

観察事実の単なる集積だけでは，新古典派一般均衡模型の論理的自律度を越えて，経済運行のメカニズ

ムに自律的政策提言をなすことは不可能である．後者への挑戦は，筆者が KEO研究グループの議論の

中で，ここ 20年来かかえてきた課題であり，依然として未解決な部分を多く残している．その間多くの

指導と積極的な示唆を御教示頂いた小尾恵一郎，尾崎厳両教授の退任の期を迎えて，敢えて不十分なま

まではあるが，現状を報告して，今後の研究に結び付けたいと考えている．

1辻村江太郎・黒田昌裕著『日本経済の一般均衡分析』筑摩書房
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2 新古典派一般均衡型最適成長モデルの理論的枠組

ここでは，議論の出発点として新古典派一般均衡型最適成長モデルの骨子を整理することから始めよ

う．モデルは，以下に述ぺる幾つかの成長制約要因によって規制を受けた範囲の中で経済主体が経済合

理性を追求したとき，資源の最適配分の結果として如何なる経済成長の経路が描けるかを問題としてい

るここでの成長規制要因は，人口成長などいわば経済外的な要因によるものと，生産者や消費者の行

動を律する技術条件や嗜好条件などの構造的要因に分けることができるこれらの成長制約要因は，経

済活動との関わりで変位する可能性を含んでいる例えば，経済活動としての教育投資の拡大が．人口

学的な意味での人口成長が経済体系に所与であったとしても．その質的高度化が成長の制約を変化させ

ることができるまた研究開発投資が技術変化を内生的に誘発する可能性もありうる．こうした制約要

因の変位についての研究もまた，近年の理論の進展のひとつの方向であるが，ここでは体系を整理する

意味で，簡単化のために．これらの成長制約要因は，外生的に所与であると考えておこう．

1)人口学的要因：一国の経済成長を規制する経済外的要因の一つとしては人口の伸び率がまず考えら

れる人口の伸び率はその人口の年齢分布が加味されて，労働力の人口の推移に大きく影響し，労

働市場を通じてた要素賦存の制約の変化は，要素相対価格の変位をもたらし，要素問代替，産業間

の資源配分，産業構造にも影響は波及するわれわれの日本経済の成長要因分析勺こよれば， 1960

年以来の 4半世紀のわが国の経済成長年率平均 6.787%の15%-20%は，労働力の伸びが寄与して

いる．労働投入の年率平均成長率は， 1.722%と算定されており，マン・アワーの投入量の伸びが

そのうち，約年率 1%程度， したがってそれを上回る部分は，労働の質的向上があったことを意味

している．今後わが国において，出生率が低下し，人口構成が高齢化することが見込まれている

中で，その労働力構成への影響とそれが成長をどの程度規制することになるかを推察することは

重要な課題である．

2)技術進歩の方向 ：わが国の過去の経済成長を支えた一つの主要な要因は，技術進歩である．われわ

れの推計によれば，平均年率2.215%の技術進歩率は，同期間の米国のそれの約 5倍にも当たって

おり，成長の約 30%をそれが説明していることとなっている．産業別の技術進歩率の今後の推移

は，もちろん技術開発の進み方に大きく依存するけれども，その開発の方向は，その経済の労働，

資本などの要素相対価格の変化によっても制約される．技術の変化は，一国の産業の供給能力と

各生産要素の需要をも決定する主要な要因として，その経済の潜在的成長率を推察する上で欠か

せない要素の一つである．

3)消費者選好場の変位：一国の経済成長の方向は，広義に解釈すれば，国民もしくは，消費者の処分

可能資源に関する時点問の配分についての選択に大きく依存している言い換えれば，限られた

2Kurocla,M and K.Shimpo, "Sources of Aggregate Economic Growth in Japan during the period 1960-1985", Journal 

of Applied Input-Output Analysis, vol.1 1992 
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資源を現在財の消費に費やすか，将来財の供給に留保するかの選択である．ここでの処分可能な

資源は，いわゆる非人的な固定資産の過去からの蓄積によるものと，本来人間が持つ，いわゆる人

的資源の両者を含んでいるが，それを異時点問で如何に配分するかは，国民の嗜好条件に依存す

ることになるさらにはまた，現在財の消費に回した資源のうち，今期の消費需要とするか，余

暇消費にあてるかの選択にも国民の嗜好が反映され，その結果が貯蓄一投資の配分につながって，

成長経路を制約することになる．

新古典派一般均衡型最適成長モデルの枠組みでは，これらの成長制約要因を所与とした上で，経済体

系を三つの経済主体から構成される開放経済とみなし，経済主体の経済合理性の追求が多時点間の資源

配分の最適化によって，経済が定常状態に至るまでの動態的成長経路をもとめることになる．ここでの

三つの経済主体とは， 日本国内に居住する個人，海外，政府である以下，これらの経済主体を個人部

門，海外部門，政府部門と呼ぶ．国内の経済主体が個人と政府という 2分割となっていることに，新古

典派模型の基本的特質がある個人を生産者，消費者という異なった経済合理性を追求する経済主体と

考えるのではなく，あくまで個人の経済合理性という規範で整合的理論構成を計ろうとする．そこでは，

経済を資本ストックの蓄積過程で表現される動態的な系と考え，成長制約要因の下で，個人部門の多時

点間の経済的効用を最大にする価格および数量の一般均衡解の時間経路を求めるという数学的最適化問

題として定式化されるここでは，モデルの特性を明確に示すために，可能なかぎり単純化して表現し

ようとおもう．それは，市場の形態生産技術，個人の行動に関して，いくつかの限定的な仮定をおく

ことになるが，その仮定の経験的妥当性とそれを外した場合の意味については改めて議論することとし

たし＼

完全競争市場の仮定

モデルでは個人の行動は，消費者としての各人の選好に基づく効用極大行動という側面と生産者とし

ての生産技術に基づく利潤極大行動という側面をもち，両者が整合的に達成されるものとして描かれる．

そのとき個人は，価格受容者 (pricetaker)として各市場に登場する個人の競争の結果，需給がバラン

スする価格と数量が各市場で決定される国内の財貨・サービス市場，生産要素（労働，資本）市場は

完全競争市場であると仮定する．つまり，個人は価格受容者であり，財貨・サービス，生産要素の価格

および数量は，各市場の需給均衡を通じてのみ決定される．さらに，財貨・サービス，生産要素の先物

市場が存在し，それらの先物市場も完全競争市場であり，現物市場と先物市場との裁定は完全に行われ

ているものと仮定する．

小国の仮定

一国経済が海外部門から需要する財貨・サービスの価格は，成長制約要因の一つとして外生的にきまる

という環境を設定するために，その経済は，海外部門からみて小国であると仮定するこの小国の仮定

は，次のような意味で限定つきである理論モデルにおいて小国の仮定が設けられるときには国際金

融市場できまった市場利子率をシグナルとして，多時点間で生じる財貨・サービスの国際問移動（経常
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収支）が説明される場合が多い3_ そのときには，国際金融市場での市場利子率決定メカニズムをモデ

ルが内包していない限り，市場利子率は，外生変数として扱われるべきである． しかし以下で述ぺるこ

こでのモデルでは，経常収支が，成長制約要因として外生的に与えられているという経済環境のもとで，

日本国内の多時点間の一般均衡メカニズムによって，利子率が内性的に決定されると定式化するそし

て，この利子率が，国際金融市場で裁定によって調整されるメカニズムをモデルは内包していないし

たがって，その利子率が国際金融市場の裁定結果としてきまるぺき値と一致しているか否かはオープン

のままであり，当面この経済で決定される市場利子率は，国際金融市場での裁定には影響を与えないと

いう意味でも，小国の仮定をおいていることになる．

確実性の仮定

将来に対する不確実性は存在しないと仮定するすなわち，将来の不確実性にもとづく個人の期待形成

のあり方が，成長経路を変え得るか否かという問題を扱かわないことによって，モデルを単純化する．

以上の諸仮定は，ここで示す新古典派模型の経験的妥当性を議論する際には，改めてその意味を吟味

すべき重要な仮定である．ここでは，こうした仮定を課した上での新古典派模型の特質をまず明確にす

ることから議論をすすめていきたい．各経済主体の行動模型の特徴をまず明らかにしておこう．

2.1 個人部門

新古典派模型の基本的特性は，先に述ぺたように，個人の経済合理性の追求を数学的には制約付の動

態的最適化問題として定式化することにあるそこでの最適化問題の目的関数は，個人の多時点問の効

用関数であり，個人は，その経済体系内に居住する個人から構成され，一国内および海外で生産された財

貨・サービスの需要主体であり，かつ，一国内で生産される財貨・サービスの供給主体であもある．同時

にまた，個人は，生産要素（労働，資本）の供給および需要主体でもある．こうした多面的な目的をもっ

て合理的に行動する個人を前提としており，それが現時点で所与として定められた制約条件の下で定常

状態までの動学的最適成長経路を描くことを定式化することになる したがって，ここでの合理的な個

人は，各時点に世代の異なる個人が存在することを前提にした重複世代モデル(overlappinggenerations 

model)などで描かれる個人とは発想を異にしている．現時点に存在する個人は，モデルの中で永久に

生きるものとされるそしてこのモデルの中で永久に生きる個人は，成長制約要因の時間経路の性格を

知った上で価格受容者として合理的に行動する先の確実性の仮定と合わせれば，モデルの中の個人は，

将来の価格，所得を完全に予見できるしたがって，全ての先物契約を（期待値ではなく）確実な価格

のもとで初期時点で交わすことができるという想定で，最適成長経路が描かれることになる．

2.1.1 個人の多時点間の最適化行動—―簡単な二期間モデルによる説明――

模型の特性を明示的にするために，個人の多時点間の行動を簡単な二期間モデルで表してみよう．こ

こでは，個人の選好，生産技術条件を所与として，初期時点期首における資産制約のもとで，将来の全

3例えば， Frenkeland Razin(1987)参照
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ての時点における財貨・サービスおよび生産要素取引の契約が個人間で交わされる．その契約に基づい

て，各期の生産活動がなされ，各期末に契約が順次履行される．

このような個人の多時点問の行動は， IrvingFisher(1930)の二段階最適化の定式化に基づいている．

Fisherが示したように，これまでに与えた諸仮定のもとでは，上のような個人の多時点間の行動は，ニ

段階の最適化行動に分離して記述できる4_ 第一に，生産技術条件と市場利子率の時間経路を確実に知っ

ているものとして，最高の現在価値を有する所得の流列を選択する．第二に，各人の多時点間の効用を

最大にするように選択された所得の流れを貸借によって修正するこのとき，第二段階の行動では，

選択された最大現在価値の所得を異時点間に配分するだけであるから，修正された所得の流列の現在価

値は変わらないことになる．

モデルの本質を損なうことなく二段階の最適化を説明するために，「現在 (t= 1とする）」「将来 (t= 2 

とする）」の二期間からなるモデルを用いるまた，この単純化された二期間モデルでは，政府部門の

存在を考えないことにする．

まず，個人の期首の所得制約は次のように定式化できる．

i資産と所得

個人の資産と資産から発生する所得についてである．個人の資産は，実物資産と人的資産に大別され

る実物資産は，国内に各人が保有する資本ストックと対外純資産から構成される．これらの資産が所

得の流列の現在価値を変化させ得るか否かが問題となる．

i.1 実物資産 個人が国内に保有する実物資本ストックは，期首に個人間での貸借契約が結ばれ，期

中に生産要素として生産活動に投入された結果，期末にレンタル料が資本所得として支払われるものと

考える．その場合資本ストックに関して次の仮定を置くことになる．

資本の可塑性

資本ストックは，その賦存量に比例する資本サービスを提供するものとする．この資本サービスは，自

由に分割可能であるまた，資本ストックの種類は，一種類で，どのような生産プロセスにも使用する

ことができる資本ストックは，時間の経過とともに減耗するが，減耗率は，一定とする．

もし，個人が，各期の生産の一部を消費を留保して投資することができないとすれば，減耗率 6, に

対応して資本ストックから得られる所得の現在価値は決定されてしまう． しかし，投資が可能であれば，

投資による消費の留保は，貸借と異なり，個人の選好に応じて所得の流れを変位させるいう効果に留ま

らず，

I<t = (1 -b)I<t-1 + It (1) 

4Fisher均衡の完全予見均衡．または最適成長均衡との同値性は,Becker(1981,1982)で証明されている．
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という蓄積方程式によって，資本ストックそのものを初期保有量よりも拡大させるから，投資の時間配

分は．所得の流列の現在価値を変化させ得る．ここで.}もは， t期末すなわちt+l期首の資本ストック

賦存量， hは， t期の投資量， 6は，資本ストックの減耗率を示す．

i.2対外純資産 対外純資産の増分は，国際収支表の概念からすれば，経常収支であるまた，国民

所得勘定の概念からすれば，経常収支は，国内の貯蓄投資差額に等しい．このとき，経常収支は，国内

の貯蓄超過によって生じた資金過不足を国際金融市場を通じて運用・調達するという資本の純流出入で

あるこの国際間資本移動には，統計概念上，海外直接投資が含まれるもし，一国内に居住する個人

が海外直接投資というかたちで海外に生産拠点を求めるという行動を取るならば，上の国内資本ストッ

クの場合と同様，海外直接投資から得られる所得の流列の現在価値を最大にするような直接投資の時点

間配分を選択する余地が生じる． しかし，ここではモデルを単純化するために，経常収支は，現在財と

将来財に対する請求権という意味での資産の交換とのみ考え，それの海外での蓄積が生み出す所得は，

経常収支の変化とは無関係に外生的に与えられるものとする．したがって，経常収支の変化は，国際間

における現在財と将来財の交換を通じて，所得の異時点間の流れを各人の選好に基づいて修正する役割

を持つものと考えるさらに，ここでは，経常収支（対外資産の純増）は，成長を制約する海外要因と

しての外生変数であるが，その制約は為替レートに反映して，外生的に所与とされるドルベースの海外

の市場価格が国内価格に変換される際に影響を与えて，国内経済体系に制約を与えることになるものと

考えておこう．

i.3 人的資産 個人は，上で述べた実物資産や海外資産の他に，人的資産を保有している．ここでの

人的資産とは，個人がある単位期間内に利用可能な時間であり，処分可能時間 (timeendowment)と呼

ばれる個人は，人的資産としての処分可能時間を期首に労働供給として提供し，期末にその対価で財

貨・サービスを消費することによって自らの効用を高めることもできるし，余暇として期中に消費する

ことによっても効用を高めることができるこのとき，効用関数には，財貨・サービスの消費量と余暇

消費量が入ることになる． したがって，予算制約の一部は，処分可能時間を労働市場で決定された賃金

率で評価した値で構成されなければならない．ここで，労働供給の機会費用としての賃金率が，余暇の

価格であるもし，個人が教育投資などの人的投資によって，人的資産を蓄積することができるなら

ば，処分可能時間の多時点間の配分問題は，処分可能時間X賃金率で評価された人的資産の使途による

所得の流列の現在価値が最大になるような人的資産の蓄積経路を選択する余地を与える． しかし，ここ

では，人的資産の時問経路は，人口学的要因により規制される成長制約要因の一つとして外生的に与え

られるものとする．その場合，外生的に与えられる各期の処分可能時問は，人的投資などによる労働の

質の変化を折り込んで考えることもできる．人的資産の将来流列を外生的に与えているという意味で，

ここでは個人は，人的資産による所得の流列の現在価値を変えることができないことになり，各個人は

その選好にしたがって，余暇と財貨・サービスの消費の時間配分を決定することによって，所得の流れ
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を修正することだけが定式化されることになる．

ii Fisherの第一段階の最適化

以上述ぺてきたように，ここでは，実物資産，対外純資産，人的資産のうち実物資産の蓄積過程のみ

が．所得の流列の現在価値を変え得ると単純化している他の資産の拡大が所得の流列の現在価値を変

えるという定式化も可能であり，新古典派模型の基本型を保持したままでの人的投資や海外直接投資の

経済効果を定式化する試みもすでになされているここでの新古典派模型の特質を知るという目的から

すれば，これらの単純化は許されると考えている．この単純化が許されるとすれば．ここでは， Fisher

の第一段階の最適化は，資本ストックの蓄積によって生じる所得の現在価値を最大にする投資の経路を

求めるという問題に帰着するこの問題は，二期間モデルでは次のように定式化される．

max 
I, 

pが[(1-fJ)K。+Ii]
(1 +乃）

-q1l1 (2) 

ここで， pダは，第二期の資本サービスのレンタル価格， Koは，初期時点期首の資本ストック賦存量， 6

は，資本ストックの減耗率， hは，第一期の投資量， q1は第一期の資本財価格， nは， t-1期から t

期にかけての利子率である． したがって， (2)式の第一項は，資本蓄積による第二期の資本所得の第一

期における割引価値を第二項は，第一期の投資コストを示している．つまり，この定式化は，資本蓄

積によって生じるネットの所得の割引現在価値を最大化することを意味している．

最適化の必要条件は，
K 

q1 = P2 
1+乃

(3) 

であり，資本財価格が次期のレンタル価格の現在価値になっているとき，最適な資本蓄積経路が達成さ

れることを示している亙この定式化は，資本蓄積によって生ずる資本サービスのレンタルによる所得流

列の現在割引現在価値を極大にするという個人行動を表現したものである．上記の二期間モデルを資本

の償却率 6を一定と仮定した上で，一般的に定率的に減耗する資本について展開することができる特

に税制などを考えない場合には，最適化の必要条件は二期問モデルのそれと変わりがない．各期期首の

資本ストックから提供される将来にわたる資本サービスの価格の割引現在価値が当期の資本財価格に等

しくなるというのがその条件である．そのとき， (1)で，各期の資本ストックの系列は，フローの投資

と結び付けられている．各期の投資流列は次の第二段階の最適化を通じて求められる消費の流列と各期

5この最適化の必要条件式を一般に．

q, = P:+1 

1 + r1+1 
と書き同様に一期ラグをつけた式を

Pt (l + 6)Pt+1 
q,_1 = + 

1 + r, (1 + r,)(1 + r,+1) 
として．当期の資本レンタル価格 p~を導出すると．

p~= r,q,-1 + Sq, -(q, -q,-1) 

となる
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に生じる所得との差として定義される貯蓄流列に等しくなる． したがって．第一，二段階の最適化を同

時的に解き，併せて各期の所得の発生と貯蓄決定の定式化とリンクすることによって．最適な資本蓄積

の経路が求められることになる．

iii Fisherの第二段階の最適化

Fisherの第二段階の最適化では，第一段階の最適化条件に基づいて現在価値に割り引きされた所得を

制約に，効用を最大化する消費の経路が決定される．二期間を通じて得られた所得は，二期間で完全に

消費されるとすると，全ての個人を集計した第一期および第二期の予算制約は， (4)式， (5)式のように

なる．
n 

こ成Cfi+ w1LEIS1 + q山+B1 =pf I<。+w1LH1 -(1 + r1)B。 (4) 
i:1 

n 

こ品C~+w2LEIS2 = pf K1 + w2L恥ー (1十乃）B1 
i=l 

(5) 

ここで， nは，財貨・サービスの数， Cft,pftは， t期の各財貨・サービス消費量と価格， LEISt,Wtは， t

期の余暇消費量と賃金率， L凡は， t期の処分可能時間， Biは， t期の経常収支（対外純資産の純増）を

示す. (4)式， (5)式は，個人部門の全ての個人について集計したものであるから，個人間の貸借は相殺

されている．

第一段階の最適条件 (3)式を使って，両期を通しての予算制約を導けば，

W2LH2 
(1 + r1)qoK。+w1L凡＋ー(1+ r1)B。

1 + r2 

= E硲Cf;+w1LEIS1 
•=l 

n 

I: pgCf.i + w2LEIS2 

＋ 
i=l 

l十乃

- WF1 

、1
,

、ー、

6

7

 

、
し
、
し

となる (6)式が．予算制約を示し. (7)式は，第一期に割り引いた最大所得の流列の現在価値, WFぃ

を全資産 (fullwealth)と呼ぶ

代表的個人は， (6)式で与えられる予算制約の下で．次の効用関数を最大化すべく行動する

u = u [cfi,cぶ，…，Cぶ，LEIS1,Cf;,c4;,…，C!:2,LEIS2] 

モデルの操作性に観点から，いま上の効用関数を次のように単純化していく．まず，効用関数は，各期

ごとに分離可能であるとする．

u = u [ucL(cfi,cぶ…，Cぶ，LEISi),U叫 ct;,c4;,…，C名，LEIS2)]
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次に，各財貨・サービス消費と余暇消費は，分離可能であるとする．

u = u [uCL (Uc(Cfi,cfi, .. ,cぶ）， LEIS1),ucL (Uc(C名， c~, .. ,c名），LEIS2)] (8) 

= u[u叫 Cf,LEISかU叫哨，LEIS2)] (9) 

= U [U(F1), U(F2)] (10) 

ここで， erは， t期の財貨・サービス消費量で，各財貨・サービス消費量の集計量であるまた， Ftは，

t期の全消費 (fullconsumption)で，財貨・サービス消費量と余暇消費量の集計量であるさらに，効

用関数は，次のように加法的に表すことができるとする．

U = U1(F1) + f3U2(F2) 

ここで， f3は，代表的個人の主観的割引率6で，

/3 
1 

＝ l+p 

という関係が時間選好率， p, との問にある．

(11) 

(12) 

最終的に，簡単な二期間モデルにおける Fisherの第二段階の最適化問題は，次のように定式化される．

max 
F,,F2 

s.t. 

U = U(F1) + f3U(F2) 

WF1 =pf凡＋丘旦
1 + r2 

pfは.t期の全消費の価格である最適化の必要条件は．

即 '(F2) F 
＝ 

P2 
U1(F1) pi(l +叫

(13) 

となるすなわち，二時点間の限界代替率が，割引価格の比に等しいとき効用を最大にする全消費量

が達成される．いま，効用関数を

U=F戸+/3F戸 (14) 

と特定化すれば，最適化の必要条件は，

F2=F1 [~ 門'
l +p pf 

(15) 

6主観的割引率は，

f3三
8U(F,F)/8F2 
8U(F,F)/8F1 

で定義される．つまり．主観的割引率は， F=F1=F2で評価された限界代替率で,F1-F2平面の原点を通る 45度線上におけ

る無差別曲線の接線であるまた．
U'(F2)/U'(Fi) d(F2/F1) 

9 三一
F2/F1 d [U1(F2)/U'(F1)] 

を異時点間の代替の弾力性といい,F1-F2平面上の無差別曲線の曲率を示す．ここで， U'(F)は,Fに関する偏導関数である．
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となる他の条件一定にして，割引率が時間選好率よりも大きければ，将来の全消費が拡大し，逆なら

ば，将来の全消費が縮小する．

第一段階の定式化と同様にこの第二段階の定式化も，経済の定常状態にいたるまでの期間について一般

化することができる上の場合と同様に異時点間効用の加法的分離可能性を条件として，効用関数を，

U=L 
00 popiui 

t:0 
(1 + p)t (16) 

とおく．ここで PO戸は外生的に与えられる t期の人口である．さらに各期の各個人の効用が全消費に

依存するものとして，

び＝［
Ft p-¼ 

POP1 
(17) 

と定式化する．第二段階の最適化は， (16)を，次の時点問所得制約条件の下で極大化することになる．

w~。= qoKo + f 凹LHt~f= pf Fi 
t=O n:o(l十応） t-0 ITs=O oo(l + rs) 

(18) 

最適化の必要条件は，このときオイラ一方程式の形で，

l F1+1 (19) 
Ft=[止 (1+ r1+1) _17 PO Pt 

Pか (1+ p) POPt+l 

各期に振分けられた全消費は，以下で述ぺるように，各期の消費支出および余暇消費に配分される．一

方で各期にすでに人的資産が配分されているので，各期の人的資産のうち，余暇に振り向けられなかっ

た部分が，労働供給として市場に労働サービスを提供することとなる．労働市場での労働サービス価格

の決定に応じて，労働所得が決定される実物資産からの資本所得とこれを併せて，各期の所得が決定

される．その所得から，その期の消費支出を差し引いて，貯蓄がもとめられる体系全体の各市場均衡

達成のプロセスを通じて，最適化条件から求められる投資系列とこの貯蓄系列とはバランスすることに

なる．別の表現をすれば，この貯蓄投資バランスが成立することを条件として，各期の割引率が定まる

ことになり，その結果として上記の最適条件が第一段階と第二段階の同時成立の条件を満たすことにな

るさらに新古典派体系で注意しなければならないのは，この均衡のプロセスにおいて，資本サービス

価格は，当期および前期の資本財価格とむすびついている点である過去の資本の蓄積が資本サービス

を提供し，財・サービス市場での価格，資本財の価格の決定にむすびついており，将来の資本蓄積経路に

影響を与えることとなっているこれらの関係をより明らかにするために，次に各期における個人の消

費および生産の行動の定式化を説明しなければならない．

2.1.2 個人部門の各時点における消費と生産

いままでの展開から，将来の所得流列の現在価値を最大にする多時点間の投資計画が決定され，最大

化された所得の現在価値（全資産）を制約の下で，効用を最大化する全消費の時間経路がきまったこと

になるここまでの過程で，初期時点において全ての将来の契約が交わされたと理解することもできる．
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もちろんその場合，各期の市場における均衡価格の成立に制約されることになり，また逆に各期の均衡

によって制約をうけた先物契約が各期の市場を制約することとなる．両者の同時決定的な動学的均衡が

定常状態にいたる資源の最適配分を実現することになる． したがって，この節では，まず，各期におい

て上で述ぺた最適化の結果がどのように各期の市場均衡の成立に関わるかについて述ぺておこう言い

方を変えれば，ここでは各期の全消費をどのように財貨・サービスの消豊と余暇消費に配分するか，そ

して，各財貨・サービスは，どのように生産されるかを問題とすることになる．

i財貨・サービスの消費と余暇消費の配分

前節 (9)式で示したように，各期の財貨・サービスの消費と余暇消費の選択は，全消費の時点間の配

分とは独立である仮定している．すなわち，各期の全消費支出を制約にして，効用関数 UCLを最大化す

るように財貨・サービスの消費 cf, と余暇消費， LEIふを決定できるとしたのである．この最適化問

題は，次のように定式化される．

max 
Cf,LEIS, 

s.t. 

UCL= UCL(C{,LEIS1) 

pf Ft =p匹C「+w1LEIS1

例えば UCLの間接効用関数をトランスログ型に特定化した場合，最適化の結果，全消費支出にしめる

財貨・サービス消費支出のシェアは，

ぷ＝祈+13cc lnp匹+13CL In Wt (20) 

と表すことができる.ac, 13cc, 13cL, ま，間接効用関数のパラメターで， 13cc= _13cLであるこのと

き同時に，各期の労働供給量，店が，

Lf = LHt -
pf F1(l -wf) 

Wt 
(21) 

として決定されるまた，初期時点における投資配分の結果資本ストックの最適蓄積経路は決定され

ているから，期中における個人の可処分所得は，

Y=Wtが +pf Kt-1 -transfert (22) 

として求められるここで， trans/er1は，労働所得税，資本所得税などの政府部門および海外部門との

所得移転である．よって，今期の貯蓄額は，

St =Y1-wfp「Ft (23) 

となり，成長制約要因として，外生的に経常収支と政府部門の貯蓄投資バランスが与えられたもとで，

最適資本蓄積経路を達成させる投資額が，

q山＝ふ十 ISf-Bt (24) 
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となることとなり，貯蓄主体と投資主体を区別せず，個人の合理的行動によって投資の時点間配分がな

されるという新古典派体系では，貯蓄，投資の決定は同義であり，同じ個人の動学的最適化から導出さ

れることになるここで!Sfは，政府部門の貯蓄投資バランスであり，成長制約要因として外生的に与

えている

ii 財貨・サービス別消費量の配分

前節 (8)式は，各財貨・サービスの消費量の決定が，財貨・サービス全体に対する支出額が与えられ

れば，余暇消費の決定とは独立に決定できることを仮定している．いま，財貨・サービスに対する総支

出額をCEPt= wfp[Ftとすれば，

max 炉＝炉(C{;,Cft, …，C品）
18 

s.t. CEP1 = L森ct:
i=l 

の効用極大からそれは導かれる効用関数の特定化に際しては，個々人の効用関数は，相似拡大型 (Ho-

motheticity)の前提を満たすものと考えておく．また選好場の時点問の変位はないものと考える．

iii 技術条件と財貨・サービスの供給

資本蓄積経路の決定に基づく資本サービスの供給とそれと同時的にもとめられる労働サービス供給と

いう個人の最適化に対して，個人は，財貨・サービスの生産主体であり，資本，労働サービスなどの要

素需要の主体としての側面をもっているそれらの行動は，財貨・サービスの生産の技術条件によって

制約されることになる したがって，新古典派模型のもう一つの重要な要素として，生産技術条件の記

述が必要となる各個人の生産技術は，いかなる財貨・サービスを生産に関しても規模に対する収穫不

変で特徴付けるられるものとする． したかって，生産関数は，生産要素に関して一次同次である．完全

競争市場の仮定と合わせると，生産関数を所与として，個人が利潤最大化行動をとった結果の生産物価

値は，使用された生産要素の完全に分配される

生産技術条件の一次同次性の仮定のもとで，生産者としての個人の合理的行動を前提とすると，各財

貨・サービスの産出価格は，生産要素価格の一次同次凹関数として表すことができるいわゆる価格関

数であるいま各財貨・サービスの価格関数は，投入要素と資本，労働，エネルギー，原材料の 4つの

サービスとし，技術進歩の効果を陽表的に取り込んでトランスログ型に特定化すれば次のように表すこ

とができる．

lnqf =略＋叶lnpf+ 1 lnpf'Bf lnpf 

＋心(t)+ lnpf'/3戸 (t)+ 1/3匹 (t) (25) 
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qfは， j商品の産出価格， PJは， j商品の生産要素価格ベクトルで，

Pj 
K 

L 

P『=I約
Pj 
E 

PJ ¥ 

pf'pf'pf, pfは，それぞれj商品生産に際しての資本サービス投入価格，労働投入価格，エネルギー

投入価格，非エネルギー原材料投入価格を示す. Q『j• af, BJ, a'.I', {3PT , 9戸は，各財貨・サービ

スの価格関数のパラメターであり，それぞれの技術特性を反映している．
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a「i= 1, Bf 1 = o, 1'B『=o, (3グ'1= 0 

ここで， 1は，全ての要素が 1のベクトルで， 0は，ゼロベクトルである．

トランスログ価格関数 (25)式を生産要素価格の対数で偏微分して，利潤極大の必要条件（限界生産力

命題）と Shepard'slemmaから，各生産要素の分配率を導けば，

vf =a『+BJ lnpf +f3戸Ui(t) (26) 

となるただし，

p 
V• = J 

Kリ
］

L
0
]
語

］

M
巧

＝ 

pfK『/qfZj 

pf呼/qfzi 
pfE『/qfzi 

呼Mf/qf zi 

であり， vf'1= 1を満たす. Zjは， j産業の産出量， I<f,L『,E『,Mfは，それぞれj商品の資本

サービス需要量，労働需要量エネルギー需要量，非エネルギー原材料需要量を示す．

さて， (25)式の 9j(t)は， t期の技術状態を表す状態変数である．時間的推移 tとともに価格関数が変

位するという形で技術進歩を表現しようとしている．ここでは定常状態での技術の飽和を仮定してロジ

スティック曲線で表している．

bLG 

Yi(t) = aj LG 
＋ 

］ 
. -- --. (27) 

亭， b秤， cf色 d仔は，ロジスティック曲線のパタメターで，いずれも正値である．ロジスティック

曲線の特徴は， t→ 00でYi(t)が，一定になることである トランスログ価格関数 (25)式を技術状態，
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Yi(t), で偏微分して，各商品生産技術の進歩率， v『,を導けば，

-v『=°'『 +(3グlnp『+;,『切(t) (28) 

となる． したがって，定常状態で技術進歩率が一定値に収束するという特徴をもっ．また，分配率関数

(26)式を技術状態 9j(t), で偏微分した結果と，技術進歩率関数(28)式をを生産要素価格の対数で偏

微分した結果は，いづれも， 9戸になることがわかる．

{3PT 
枷 P

J 
枷T

＝＝一
j 如 (t) 8In> 

］ 

(29) 

これを技術進歩バイアスと呼ぶ技術進歩バイアスが正であるとは，技術状態の変化に対応して，分配

率が上昇することを示し，要素使用的であるという．分配率関数からみれば，技術進歩バイアスが負で

あるとは，技術状態の変化に対応して，分配率が減少することを示し，要素節約的であるという．また，

技術進歩バイアスがゼロであるとは，技術状態が変化しても分配率が変化しないことを示すから，要素

中立的であるという．技術進歩率関数からみれば，要素使用的なバイアスを持つ生産要素の価格が上昇

すれば，技術進歩率が低下することを示し，要素節約的なバイアスを持つ生産要素の価格が上昇すれば，

技術進歩率が上昇することを示しているまた，中立的なバイアスをもつ生産要素の価格の変化は，技

術進歩率に対しては何の効果ももたらさないことになるまた，技術進歩率関数(28)式をもう一度技術

状態 Yi(t)で偏微分すれば， 9戸になる

/3TT 
avr 

J . =-
J Uj(t) 

(30) 

これを技術進歩の減速率と呼ぶすなわち，技術進歩の減速率が正であるとは，技術状態の変化に対応

して，技術進歩率が減速することを示し，逆に，技術進歩の減速度が負であるとは，技術状態の変化に

対応して，技術進歩率が加速することを示す．

さて，ここで展開したトランス・ログ型の価格関数による生産技術の定式化は，ひとつの例示にすぎ

ないその経験的妥当性は実証的な課題であるが，新古典派模型の生産技術条件の特徴を備えており，

その体系的意味を考えるぺきであろう．そのひとつは一次同次性の仮定である．その仮定により，生産

規模（需要規模）とは無関係に，要素価格の水準と技術進歩と程度に依存して，各財貨・サービスの価

格水準は決定されることになる．別の言い方をすれば，供給曲線上では，要素価格と技術の水準によっ

て決まった財貨・サービスの価格のもとで，生産量は無限に弾力的である生産水準の決定は，需要量

にのみ依存することになる．長期的には，要素価格の変化と技術進歩によって，生産物の価格が変位す

ることになる一次同次性の仮定は，単に生産技術の表現というに留まらず，先にも触れた生産要素の

可塑性の前提とに結び付いている． トランス・ログ型の価格関数の定式化で導かれた分配関数に示され

るように，各生産要素の分配率は技術水準と一定とすれば，各生産要素の価格に依存している代替の

程度はパラメターに依存するけれども，ここで導かれるのは，各生産に伴う各生産要素サービスの需要

であり，それは要素相対価格の関数として表現されている．生産要素サービスは，時点間にも，生産部
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門間でも可塑性があり，流動的である資本サービスについては，割引率（利子率）は，各部門間での

資本収益率として，サービス価格の均等化への裁定機能をもっ．資本サービスは，先に述ぺた個人の異

時点間の資本蓄積経路の決定にしたがった資本ストックの集計量に比例して供給され，それがここで求

められた各生産に際しての資本サービス需要の総計に見合うように，その価格が決定されることになる．

同様に労働サービスにつても，個人の最適化行動から導かれた集計量としての労働サービス供給量が各

生産部門の労働サービス需要の総計に等しくなるように，サービス価格の決定がなされる． したがって，

新古典派体系には，生産者としての投資水準の決定は内臓されておらず，個人の貯蓄に見合う集計量と

しての資本蓄積が，集計量としての資本サービスを生み出すのみである．この時点間，部門間のサービ

ス・フローの可塑性は，生産技術条件としての一次同次性の仮定と整合的である．

2.2 海外部門

海外部門は，国内で生産される財貨・サービスと密接な代替関係にある財貨・サービス（競争輸入財）

を供給し，需要する主体であるまた，国内では，自然条件，生産技術条件によって生産不可能な財（非

競争輸入財）を供給する．体系においては，海外部門が供給する財貨・サービスに対する需要（自国の

輸入）が個人の趣好条件にみあって決定され，一方でこの経済で生産された財貨・サービスの海外での

需要（自国の輸出）が海外経済主体の行動の結果として決定される．先にも述ぺたように，海外での資

本蓄積の内生的決定は当面考えないものとして，外生的に与えられた成長制約要因である経常収支に見

合う為替レートが輸出，輸入のバランスとしての貿易収支水準との関係で決定されるものと仮定する．

海外部門が供給する競争輸入財は， 日本国内で生産される財貨・サービスと密接な代替財であるとみ

なされ，そうした競争輸入財は，国産の財貨・サービスと不完全代替性をもつと仮定しておく．ひとつ

のこの形の定式化として次の様に展開することができる各財貨・サービスについて，この経済に供給

されるもののうち，競争輸入がしめるシェアv[Mを次のようなトランスログ輸入シェア関数によって定

式化できる．

心＝疋＋炉In皐 (31)

ここで， pf,pfMは 第i財貨・サービスの国産価格および円建ての輸入価格で， a{M,{Jf町:'S0)は，

輸入シェア関数のパラメターである

また，財貨・サービス別の輸出量は，国産価格と海外価格，および世界貿易量の関数として定式化さ

れている．

訊=afX (痴）坪x(1MW:RLD)デ
P; P; 

(32) 

JMWORLDは，世界貿易量， af又 b戸(<0),cEX 。― 一' (~0) は，輸出関数のハフメタ である．

2.3 政府部門

ここでの政府部門の行動は，個人部門のようにある目的関数に従って最適化行動をとるという形では

定式化されない．モデルでは，政府部門は外生的に定められた税率に準じて個人部門および海外部門か
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ら税を徴収し，外生的に与えられた成長制約要因である政府部門の貯蓄•投資バランスに見合う政府支

出が決定される．

2.4 動学的均衡

新古典派一般均衡の最適成長模型の体系の基本的特徴は，上で述ぺたモデルから明らかであるが，幾つ

かの要素に集約することができる．財・サービス市場の需給バランスは，供給量に関して無限の価格弾力性

をもつ供給曲線が与えられているから，最終需要の規模が財貨・サービスの需給均衡量を規定することにな

る最終需要の規模は，外生的に与えられた政府収支バランスと経常収支バランスに依存することになる

が，それらを所与として，個人の最適化行動によって配分される異時点間の資源配分の経路，すなわち貯

蓄（投資）と消費の経路が定常状態までのすべての内生変数の経路を決定することになるそこでの制約

は，生産技術条件や個々人の趣好条件を所与として，要素市場の需給均衡のみである．経済の定常状態は，

すべての外生変数を定常な水準に保ったとき，内生的経済成長が定常になる状態を意味するから，そこで

は，投資は補填投資(8!<1)のみとなり，新たな資本の蓄積は生じない．また個々人の時間選効率(p)に，割

引率(rt)が等しくなり，全消費(Fi)も定常にいたる新古典派の最適成長模型は，ある時点の期首にたっ

た個人が，将来の市場を完全に予見できたと想定して，この経済の定常状態にいたるまでの資本蓄積，し

たがって消費・貯蓄の異時点間配分を個人が定常状態にいたるまでの所得流列の割引現在価値を極大にす

るように合理的に行動するという規範に基づいて達成する姿を描いたものである．こうした数値解の導出

は，あらかじめ定常状態における資本蓄積と全消費の水準をもとめておいた上で，所与の初期条件に基づ

き初期から定常期までの資本蓄積と全消費の経路をもとめるという 2点境界値問題の解として解くこと

ができる．その数学的アルゴリスムは別として，こうした模型の特性の要点をもう一度整理しておきたい．

1. 市場は，財貨・サービス，資本サービス，労働サービスの各市場が均衡するものと考えられてい

る．財貨・サービス市場は，供給関数の性質から，マクロの貯蓄一投資バランスに集約できる．資

本サービス市場は，期首の資本蓄積に基づく資本サービスの供給量に，各生産部門のサービス需

要の集計量が見合う形で均衡が達成される．労働サービスについても論理は同じであるこの時

これらすべての市場で均衡が成立するとすれば，いわゆるワルラス法則によって，このうち一つ

の市場は事後的には必ず成立が保証されることになるいま労働サービス市場の均衡を制約から

除くとすれば，他の 2市場が均衡すれば必然的に労働市場も均衡して，そこではいわゆる失業が

発生する余地はない．

2. 体系の生産技術条件の一次同次性，趣好条件の相似拡大性の仮定とによって，体系は価格に関し

て，ゼロ同次性が成立している． したがって，ワルラス法則によって除外された市場が労働市場

であった場合，その市場での労働サービス価格を体系の価格のニューメレールとしておくことが

できる．労働サービスの絶対価格水準の決定はなく，すぺての体系の価格が労働サービス価格の
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相対価格として求められることになる．

3. 新古典派模型では，国内経済主体は個人と政府に分割され，個人は，生産を担うとともに，異時

点間の資源配分を合理的に決定する経済主体と考えられているそこでは，貯蓄主体と投資主体

は同ーであり，貯蓄の決定と投資の決定は同義である． したかって，生産主体としての投資の決

定図式は明示的に示されることはない．

4. この体系での利子率は，異時点問の資源配分の最適化によって決定される割引率である．割引率

は，完全雇用の所得流列の割引現在価値の極大を達成する異時点間資源配分と整合的に決定され

ている． したがって，静学的な古典派マクロモデルで表現される実物利子論と基本的論理構造は

変わらず，貨幣的側面は実物のヴェールとしか扱われていない．

5. 新古典派模型が市場の価格メカニズムによる資源の効率的配分に焦点をあてていることは言うま

でもない．生産要素の可塑性の仮定は市場での価格機能を有効ならしめる必要十分な条件として，

体系の論理と整合的である．そのとき生産技術の一次同次性，趣好条件の相似拡大性の前提も生

産要素の可塑性を保証する必要条件の一つであり，体系の整合性には欠かせない基本的要素であ

ろう．現実の経済体系がこれらの仮定を満たすかどうかは実証的分析の課題であろう．

6. 価格メカニズムが有効に作動することを前提とした新古典派模型では，有効需要政策や金融政策

が経済規模と成長経路の決定に影響を与えないという帰結も単純な新古典派マクロモデルの結論

と同じであるここでの体系では，政策変数としての税制の変化のみが成長経路と資源配分に影

響を与えることになるもちろん，現実経済社会で価格の有効な機能を阻害する何らかの市場規

制要因があるとすれば，それを取り除くことによって市場機能の回復を計るという政策提言の余

地は残されている．

7. 新古典派成長模型で描かれる体系において，成長の制約は，生産技術条件と個々人の趣好条件，そ

して過去の資本蓄積の成果としての初期条件のみである．何らかの政策の展開がそれらの条件を

変化させうるとしたら，そのことによって経済成長経路は変位することになる．内生的経済成長

の最近の理論展開がめざすところであろう．

3 市場の不均衡の可能性について

新古典派最適成長模型においては，実物市場としての財・サービス市場，生産要素市場すべてにおい

て市場均衡が成立することを前提として，資源の効率的配分の達成による経済成長経路を描写しようと

している．そこでの価格に関してのゼロ次同次性の仮定は，価格に関して何らかのニューメレールを設

定して，すぺての他の市場の価格は，相対価格のかたちで決定されることになる．一方，一般均衡体系

におけるワルラス法則によって，すぺての市場が均衡しているという前提のもとでは，そのうちー市場

の均衡は，事後的に満たされることとなって均衡解の決定からは除外されることになる実物市場の均
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衡図式においては，除外した市場の価格を体系のニューメレールとしたときには，その価格の絶対水準

の決定を放棄したことになるが，ヴェールとしての金融市場において，貨幣市場の需給均衡が外生的に

与えられた名目貨幣供給量のもとで成立するときはじめてニューメレールの絶対水準が決定されるこ

とになる．

体系の価格についてのゼロ次同次性の仮定を前提としても，何らかの市場で需給ギャップが存在する状

態を描こうとすると，その不均衡市場での価格の需給調整のメカニズムに限界のあること，言い替えれ

ばその市場での価格が硬直性をもつことを説明する図式を用意しなければならない．その市場で価格が

特定の水準で定まることとなるから，その価格をニューメレールとして体系の他の相対価格体系が決定

されるとしても，ニューメレールの価格の特定の水準の決定に他の市場の価格がフィードバックするこ

とも考えなければならない． しかもいずれかの市場での不均衡の可能性は，それ以外の少なくとも複数

以上の市場において不均衡が存在することを意味することになるから，それら複数市場での不均衡の状

態は，価格をニューメレールとした市場の需給ギャップの在り方と相互依存の関係にある．市場の不均

衡の存在自体，何らかの意味で市場に構造的硬直性 (StructuralRidigity)のあることに他ならないから，

新古典派体系における市場の可塑性の前提そのものを疑ってみる必要性が生ずる．新古典派体系におけ

る可塑性の前提は，資本，労働に関して，そのサービス・フローが部門問および時点間で即時的な移動

可能性をもつという性質によって保証されているそれは，生産要素需要を条件付ける生産技術が一次

同次の仮定を満たすこととも理論的整合性をもっ． したがって，各生産要素市場での需給調整メカニズ

ムに硬直性があり，部門間および時点間の即時的需給ギャップの調整に限界があると考えられる場合，生

産技術条件の描写そのものと結び付けて考えられなければならない．われわれの日本経済を対象とした

この分野での実証研究の蓄積は次のような幾つかの観察事実を提供している．

要素相対価格の変化と要素間代替

1960年から 85年迄の 4半世紀を対象とした日本経済の成長の特性を成長会計の手法にしたがって分析

してみると，日本の経済成長を大きくリードしてきた主要因は，資本蓄積の急成長にあったことが判る7_

この期間の成長のほぽ 50%程度をそれが説明している第 2の要因は技術革新であり，ほぽ 30%の寄

与を示している．高度経済成長期には一時， 40%を上回る成長への寄与を示すが，石油危機後は，急速

に進歩率を低下させつつあり，それが低成長への一つの要因となっていた． しかし，年率平均 2%を上

回る技術進歩率は，同期間の米国の約 5倍のスピードとなっている第 3の成長の要因が，労働投入で

あった．平均的には，この期間の成長の 20%程度をこれが説明している．労働の投入の伸び率は約年率

2%程度で，そのうち 1%はマン・アワーの量的変化，残り 1%は労働の質的変化に依っていた．こうし

た経済成長とその要因の変化が， 日本経済のこの間の要素相対価格の動きと大きく関係している．労働

投入価格の上昇率は 60年ー85年の平均で年率 10.28%,60年から 5年毎に区切ると，それぞれ 11.58%,

12.47%, 17.54%, 6.54%, 3.35%となっている．一方，資本投入価格は， 60-85年平均で年率3.03%,60 

7Kuroda and Shimpo (1992)前掲論文
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年からの 5年毎で， 2.62%, 6.51%, → 0.88%, 6.62%, 0.25%となっており，労働投入価格の上昇率が圧

倒的に高い上昇率となっている．労働投入と資本投入との代替効果は，こうした相対価格の変化の方向

と整合的である．価格体系に整合的な日本経済の成長が，急激な構造的変化を伴っていることを観察す

ることができる．

産業構造変化

日本の産業構造の 1960年以来の変化に注目しよう. 1960年には，農林水産業，建設業，食料品製造業，

繊維工業一次金属，運輸・通信業，卸小売業，その他サービス業等の産業のウエイトが大きかった．

しかし，輸出入を考えると，製造業に関しては，繊維工業の輸出が圧倒的であり，農林水産業，食料品

製造業などは輸出が輸入を下回り，結果として，自給率が 100%以下となっていたまた，一次金属も

まだ輸入規模が大きくわずかに自給率 100%を上回るに過ぎない状態であった．高度経済成長期を経た

1970年には，この産業構造はかなりの変化をみせる．農林水産業の産業ウエイトは， 60年の 1/3程度

まで縮小する．食料品製造業や繊維工業のウエイトも小さくなる．これに対して，化学工業，一次金属，

一般機械電気機械など素材，加工組立型の製造業の拡大が著しい．そしてそれらの産業のほとんどが

輸出が輸入を大きく上回っており，産業全体で，自給率が 100%を下回るのは，農林水産業，鉱業，食

料品製造業石炭•石油製品など限られた産業のみとなる. 1970年から 1980年までの変化は， 70年代

初めまでの方向をさらに助長する.70年に比ぺて，一般機械，電気機械，自動車工業の拡張が著しい一

方，農林水産業，鉱業，食料品製造業，石炭•石油製品などの自給率が 100%を下回る産業群に，新た

に，衣料品製造業，木材・木製品，家具製造業，印刷・出版業，化学工業，が加わって，石油危機後の

国際分業の新たなパターンヘの模索が見える．しかし，この傾向は， 1980年代に入って，必ずしも健全

な方向に日本経済の構造を導くことにはならなかったようである 1980年から 1985年の構造変化は，

1960年から 70年代初頭までの高度経済成長期の変化以上ともいえるほどであるとりわけ，一般機械，

電気機械自動車の拡大とその輸出依存の体質は， 80年代に入って急速に進展した. 1980年に自給率

が 100%を下回った産業群の中から，出版•印刷や化学工業が抜けて，総産出にしめるその割合は，急激

に縮小傾向にある．日本経済は，圧倒的な輸出依存型経済であり，極わずかの一次産品を除いては，自

給力をもっ，いわば，自己完結的な，ワン・セット主義の経済構造を形成してしまったのであるこう

した産業構造の変位は，資本，労働などの産業部門間の配分の変化にも反映して効率的な資源配分の実

現に結び付いている

これら日本経済の 4半世紀の構造変化についての観察事実は，要素相対価格や部門間生産物の相対価格

の変化が資源配分の有効配分に大きく関わっていることを示しており，市場メカニズムの機能的作動の

証ともいえるその限りにおいて新古典派最適成長理論の価格による調整機能の枠組みを支持している

ともいえる． しかし一方で，この日本経済の構造的変化が資本蓄積ないしは各生産部門の投資拡大を通

じて変化しているという事実と投資が技術的制約から即時的に実現するものではなく，また一度蓄積さ

れた資本は，それが高度化すればするほど硬直性をもつという経験的事実を考えあわせると上記の観測

結果そのものを容認しながら，新古典派の可塑性の前提を無条件では受入れられないのである．
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規模の経済性

尾崎巌教授らの工業統計表資料による事業所単位の特定商品の投入・産出技術構造のクロスセクション

分析によれば次のような興味深い観察事実が示されている互同教授らは，工業統計の 4桁商品の事業所

単位の個表資料を用いて，

M=四 xfJM

L=四 X紅

I<=oKX胚

(33) 

(34) 

(35) 

を測定するここで M, L, K は，それぞれ原材料投入量，労働投入量（常用労働者数mam),資本ス

トック（有形固定資産額）であり，また Xは産出量である．巧(j= M.L.K)および約(j= M, L, K)は

パラメターである.4桁商品分類（約640商品）の測定結果によれば， 1)ほとんどすぺての商品について，

加の値は， 1と有意にはなれていない.2)f3Lは多くの商品について， 1を下回っている.3)舷は， 1

のまわりに分布を示すが， 1を下回るものでも，その商品のf3Lを必ず上回っているまた重化学工業に

分類される商品の街くは， 1を上回るものがほとんどであるという観測結果をえているこのことの意

味は，生産物の産出規模の異なるクロスセクションの事業所に関して，原材料の投入に関しては，産出

規模について一次同次性が，労働投入に関しては，規模の経済性，資本投入に関しては，一部緩やかな

規模の経済性が見られるが，多くの重化学工業については，規模の非経済性が見られるということにな

る．労働投入については，産出規模の拡大とともに労働係数が低下（労働生産性が上昇）するという観察

事実は，時系列的な観察事実とも符合するまた，資本投入についても，時系列的には，規模の非経済

性がみられ，緩やかではあるが産出規模の拡大とともに資本生産性が低下する傾向がみられるが，平均

的な動きとして，これもクロスセクションの観察と符合しているといえる原材料投入については，産

業連関表の中間投入係数の時系列変化を追跡してみると，時点間では，若干のシフトが見られるものの

ほぽ安定しており，商品を厳密に定義すれば，一次同次でかつ固定投入係数型の近似が許されると言え

るしかし，一部エネルギー投入に関しては，相対価格の変動が代替をもたらすことも観察されている．

長期時系列資料による相対価格の変化による要素間代替および産業問資源配分の変化という観察事実

とクロスセクション資料による規模の経済性や非経済性の観測事実とを短期的な構造の硬直性を踏まえ

ながら体系化することが必要となる．そこでは，構造変化を追跡する体系とその構造を所与とした体系

とが整合的に結び付けられることが必要となる前者を仮にここで長期，後者を短期の体系と呼んで，

ひとつのひな型を示したいとおもう．まず，長期的には，生産者は技術条件としての長期費用関数を所

与として，短期的に市場で成立する価格体系と将来予想される需要規模とにもとづいて費用極小の生産

8尾崎巌“規模の経済性とレオンティエフ投入係数の変化”，三田学会雑誌， 59巻 9号， 1967年.lwao Ozaki, "Economies of 

Scale and Input-Output Coefficients", Applications of Input-Output Analysis, Proceedings of the Fourth International 

Conference on Input-Output Techniques, North-Holland, 1972. 
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要素投入量を決定するものとする

いま， j部門の長期費用関数を次のように特定化しよう．

lnCi =吋+L 咋lnpj+咋lnXj+弘 (t)
k 

廿喜叱lnpjlnp}+喜lnpjlnXj

+I: 叱lnpj砂＋ 聾X切(t)
k 

1 ・1 ・  
＋ー牧x(lnXj)2+ -(3証 (t)2
2 2 

(j= 1, …， n, k, I= K, L.E, M) (36) 

ここでは， j部門の投入要素を資本 (K),労働 (L), エネルギー (E),原材料 (M)の 4種類に分けて

いる.pj (k = K, L, E, M)はそのそれぞれの価格であるまた， x;は，想定される次期以降の需要

水準である生産効率は，時間の推移とともに変位するものとし．それをYi(t)であらわしている.Yi(t)は，

g;(t) = μ;t 
1 +μ;t 

(37) 

と特定化しておく．上の定式化において， aも咋(k= I<, L, E, M), a~, aも叱(k,l = I<, L, E, M), 
応 (k= I<, L, E, M), 叱(k= I<, L, E, M), /3知， /3~x• /3がま，各j部門の技術特性を表す技術パ

ラメターである

生産者は， (36)式を技術条件とし，後に述ぺる今期の市場で決定される各生産要素価格 (pj(k= I<, L 

, E, M))と将来の需要水準の想定(XJ)とを与件として，費用極小の生産要素投入量を決定するものと

する.Shepard's lemmaにより，

V］ k ・=  

VJ X ・=  

-V］ t ・ ＝ 

珈 Cj . 

珈p~
＝咋+L叱lnp}噂 xlnXJ+ (3誌(t)

J I 

珈 Cj . 

珈 X;
＝咋＋区ふIn竹＋恥lnXJ+ (3紐 (t)

k 

勺~~j = (a{+予叱崎＋紐x;+辛 (t))がt)

(j= 1, …, n; k, I= J{, L, E, M) 

、
~
、
~
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(41) 

が得られるこのとき想定される需要水準 x;のもとで，要素価格が当期市場で成立した価格が次期も

続くと考えた上での費用極小の最適資本ストック水準が，
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k炉=vf腐，(j= 1, ... , n) 
PJ 

がもとめられ，資本の減耗率をらとしたとき，当期の投資は，

IJ = I{炉ー (1ーも）Kj, (j = 1, ... , n) 

としてもとめられるまた資本要素の投入価格pfは， j部門について，

砕 ＝ 己 [rptV.-1十らpfMV.-(pfMV. -PtV.-,) +ザPtv,_,]•

(42) 

(43) 

(j = 1, ... , n) (44) 

が成立するものとするここでPjNV.は， j部門の資本財価格であり，当期の市場価格を反映している．

また， TKおよびTpは，資本所得税率および固定資産税率で外生的に与えられる.rは資本の収益率(Rate

of Return on Capital)であり， (44)式は，資本サービスからの収益流列の現在価値が当期の資本財価格

に等しくなるという最適化行動と整合的である． したがって，次期の資本ストック KJ+lの水準で，次

期に想定された需要水準x;が実現したとすれば，投入要素としての資本サービスは完全雇用となって

いることになる．

一方，労働投入については，当期市場での労働サービス価格pfを与件として， j部門の費用極小の労働

需要 (man-hour)が決定される．

LH~= V 
LCj 

J ;--y,(j=l, ... ,n) 
P; 

(45) 

一方，当期の家計の労働供給行動から，労働供給量 (man)LStが与えられるものとするこのとき，最

適な労働サービス需要 LHJと労働供給量との関係で，完全雇用を実現する最適労働時間 h.が決定され

るものとする．

が＝
LjLHJ 

LSt 
(46) 

がは，想定される需要水準 x~が実現したとき，当期の労働供給を完全雇用することを前提に費用極小

の行動からもとめられた最適稼動時間（労働時間）である．そのとき各j部門の雇用は，

ら＝竺［
h• 

(47) 

でもとめられ，その一国集計Ljらは．総労働供給 LSりこ一致し，完全雇用がそこで実現していること

になる．

エネルギーおよび原材料についても費用極小の投入シエアーと整合的に．

ECi 
局=v; E'(j = 1, ... , n) 

P; 
(48) 
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MC; 
M; =v; M ・(j=l.... ,n) 

P; 
(49) 

がもとめられ．必要があれば． エネルギーおよび原材料についての投入の集計関数を前提とすれば，個

別エネルギー，原材料の投入品目ごとの投入量の決定も可能である．先の観察事実で示された原材料投

入の一次同次性の成立を先取りして， ここでの集計関数は，一次同次関数とすることが許されよう．結

果として， エネルギーおよび原材料投入の投入係数として，

がもとめられる

V 
EPBE, 

E E;j ijサ
a .. = -=  

•1 x・ x~ 
MPMM; 

M M;j V;jキず

a;j = ＝ 
P; 

x・ x~ 
ここでの投入係数は，費用極小の行動と整合的である

(50) 

(51) 

さて，以上の長期費用極小の行動から，各j部門において，将来の想定された需要規模にもとづく各生

産要素の需要が決定される各生産要素の需要は，各要素市場の価格のもとで完全雇用が実現されてい

るまた完全雇用生産水準での稼動時間が選ばれることになる． この行動を通じて，各部門の t+l期

首の資本ストック，労働投入量 (man), 中間投入係数atf,aか最適稼動時間 hjが決定されることに

なる．生産者の短期の供給行動は，上記の長期費用極小行動で決定された期首の先決技術条件に構造的

に制約されることになる．その意味で硬直性(Rigidity)を持つことになる．次にこうした構造的硬直性

をもつ短期の供給行動の定式化に入ろう．

短期的には，各j部門において先の長期費用極小行動によって決定された資本ストック KJ,労働投

入量 (man)L}, 最適稼動時間 hj,中間投入係数 a,j(以下の展開では， a炉哨をあわせて， Uijと表す

ことにする）が所与である．そして，需要の変動にそって，生産者は利潤極大の生産者行動をとり生

産物の供給表を決定するものと考えよう．そのとき生産者は，短期的に市場の需要者の行動に想定をも

ち，生産の水準を調整することによって実際の稼動時間を変動させることができるものとする． このこ

とは，規模の経済性の働く技術条件のもとで市場の完全競争性を先取りした定式化をさけることをも意

味している．長期の最適稼動時間での産出の水準x;での生産能力 Qjを導入する．短期の産出量Xjと

実稼動時問 hiの各変数を加えて以下の生産技術条件を想定しておく丸

ふ =Q沖；（危）"'',(j=l, ... ,n) 

Qi= aiKJ1, (j = 1, ... , n) 

{52)式は，実稼動時間朽が最適稼動時間 h*に一致した場合には，ふはx;に等しくなるから，

(52) 

(53) 

そこで

の生産能力の定義式とも読める．生産能力は， (53)式で資本ストックとの間で縛られており，長期の行

9辻村江太郎・黒田昌裕 (1974)前掲書
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動で資本ストックが決定されると生産能力も先決されることになる． したがって， (52)式は，短期的な

需要変動にともなって，実稼動時間が変化し，産出水準が動くことを表現している．両式から，

となる10_

朽=cj碍~が—a;))
古

このとき， j部門の短期利潤巧を定義すると，

, (j=l, ... ,n) 

巧 =p必ー (1+寸） (LPiU凶 +L沖iPT+}らpf） 
となるまた生産者が想定する短期の j部門の需要関数を

喘＝弓Y+/3tW+咋 +rf.,(j=l,…, n) 

(54) 

(55) 

(56) 

とする ここで Y,Wは需要規模を決めるシフト変数， P は，一般物価水準とするまたaも明， 'Y~'

呪は需要関数のパラメターとする． この定式化のもとでの限界収入は，

MRi = -pi 
礼

.,(j=L ... ,n 
Xiーサ

） 

となり，利潤極大の必要条件 MRi= MCiから， j部門の短期供給表として，

Pi ＝ 

を導くことができる．

[ (X; ー礼） (1 + rf) 
祖(l+rf)ajj-1}]

［苫p;+ o; (い<!:~,--,,)戸号］

(57) 

(58) 

この供給表のもとで短期的な市場の需給バランスが成立すると，需給均衡としての各部門の産出水準 Xi

は，必ずしも期首に意図された想定産出水準 Xjに一致するとは限らない． したがって，実稼動時間 hi

も最適稼動時問 h*に等しくなるわけではない．むしろ短期の需給バランスの結果として，財市場の短

期均衡は， 完全雇用から乖離することがありえる雇用市場における失業はそのとき，

Uem ＝ 

＝ 

＝ 

LStが一こいj

(Lst-1が一 (Ls1-1-LSりが）一LL占

LLi(がー朽）ー (Lst-i-LSりh* (59) 

で描かれることになる期首の労働雇用こらは，前期における長期均衡において，労働供給量 LSt-1を

完全雇用する前提で，最適稼動時間 h*が決定されているしたがって当期の労働市場の不均衡は， (59)

10この定式化は, Semi-Factor Substitution Production Functionと呼んでいる辻村・黒田 (1974)前掲書参照のこと
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式の第 1等号の右辺のように， man-hourでの労働サービスの需給ギャップとも考えることもできる．さ

らに第 3等号の右辺のように，実物市場における稼動時問の均衡水準からの乖離による不均衡分と前期

と当期の労働供給の差異によって生じたと考えられる部分とに区別することができる． もちろん，この

労働市場での需給ギャップが労働供給行動に如何なる影響を与え，労働市場での価格決定のメカニズム

がどの程度調整機能を持つかによって，二つの部分は相殺効果をもつこともありえる．労働供給図式と

労働市場における価格調整メカニズムの内生化が必要とされる．

また，ここで示した生産者行動の展開は幾つかの観測事実を織り込んだひとつの定式化である．長期

的な要素相対価格に変動による資源配分の可塑性と短期における硬直性を同時的に描いて，短期市場の

不均衡を解釈するひとつの方法であろう．ひとたび経済活動の中に生産者という経済主体を明示的に表

現しようとすると新古典派が描くすぺての行動を抽象的な個人の行動に帰着させることができなくなる．

上記のような生産者としての投資行動と一方個人もしくは家計の消費者としての貯蓄の行動とが独立な

ものとして扱われることになり，事前的に投資＝貯蓄の要件を課すことができなくなる家計もしくは

個人の労働供給，貯蓄，消費の主体行動が，経験的観測事実に対応した形でつぎに定式化されることが

必要である．





第9章

時間と経済現象

井原哲夫

1 はじめに

時間は主体の行動を説明する上で欠かせない要素である．経済学では時間が登場する頻度はかなり多

ぃ．フロー概念がそうである．消費，生産，輸出という概念は時間の長さを限って測られる例えば， 1995

年1年間における消費支出，投資額，生産額，輸出額といったぐわいである．賃金はある一定期間働らいた

結果として支払われる対価である利子収入はある一定期間資金を運用したときに得られる収入である

主体は限られた時間の中でできるだけ多くの成果を得ようとする企業は収益を増やしたいと思う．

労働者は高い賃金を得たいと思う．資金運用者は運用収入を増やしたいと思う．そして，各主体はその

ために工夫し，努力するまさに時間を希少視していることがわかるまるで，時間に追いかけられてい

るかのように．いわば，時間は主体にとって限られた資源なのだ．そして，現実にそのような前提に立つ

ことによって主体の行動をよく説明できる．その典型的な例が労働供給理論である．主体のもち時間を

制約条件として，主体の労働供給時間の決定メカニズムを提示している．

以上は，「時間の長さ」という意味での時間概念であるが，時間はこれだけではないもう 1つ，経済

学の理論体系の中にあまり登場しないが，実社会ではたいへん重要な「時間」がある．それがタイミン

グの問題である．労働基準法では夜間労働の割増賃金を規定しているが，この 1つの例である．サービ

ス料金は時間帯によって大きくちがうことが多いゴルフ場やテニスコートの休日の料金が平日の 2倍

以上というのはめずらしいことではないのだ．サービス経済化が進むにつれて，「タイミング」がクロー

ズアップされてくるのは容易に想像できよう．

もう 1つ，上の 2つの時間概念と並ぺられるものではないかもしれないが，社会において重要性を増

してきている概念がある．それが「先んじて事を成す」ということである．経済発展段階が低いときに

は，単位時間当りの生産効率をどれだけ高めるかが重要だった．いまでもこの重要性は健在だが，情報化

が進み，投機市場が整備されてくると，他よりも 1秒でも早く情報を手に入れることが大もうけにつなが

る機会が増えてきた．天候に関する正確な情報を手にすれば穀物相場で大もうけができる，他に先がけ

て新商品を市場に出せば高いシェアを獲得できる，特種を記事にすれば新聞の売れ行きがよくなる，と
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いうわけであるいわば，「先んじて事を成す」ことに成功すれば経済価値を大いに高めることができ

るわけだ．主体はこの動機で行動することになる．

このように，時間は主体の行動と深いかかわりをもっ．そして，経済が発展するにつれて，そのかかわ

り方が強まる必然性があるのだ．いいかえれば主体の行動を説明する上での時間に注目することの重

要度が増すということになる．

2 なぜ時間が重要力‘

もし，人間にことさら欲求がなく，この世に生まれ出ずると死ぬまで歌をうたって暮らすようになって

いれば「残された寿命」を除いて時間を意識することはないだろう．いや，欲求があったとしても，永遠

に生きられ，必要なものがいつでも手に入るのならば，時間を意識しないでもすむだろう．人問はこのよ

うにはできていない．結果として次のような要素が時間を意識させることになる．

まずは，生理的欲求である人間は時間が経てば空腹感をおぼえ，ねむくなる．長い間働らくと疲れは

ててしまう．風呂にも入りたい人間には時間の経過とともに欲求が次々と生まれる．そして，これら

の欲求をできるだけ高い水準で満たしたいだからこそ時問当り消費が問題になるのだ．もし，時間当

りの生産効率が低ければ，時間の経過とともに発生するこれらの欲求を満たせない．人々は時間に追わ

れ，時間当りの利益や賃金を増やそうとするのは当然である時間当りの収入を増やせれば，満足度が高

まるからこのような行動をとるといってもよいもし，時間の経過とともに発生する欲求がずっと少な

いものであったなら，経済発展のスピードや生活の時間配分だけでなく，人間の歴史は相当ちがったもの

になっていたことだろう．

昔は，自然環境によって人問の生活は大きな影響を受けた．暗くならないうちに農作業を終えねばな

らなかった．雪が降らないうちに冬仕たくをすまさねばならなかった．生産活動ができない時間帯にも，

たえ間なく生まれる欲求を満たす必要があったからである．人間は永遠に生きられないし，いつまでも

若さを保てるわけではないならば，働らけるうちに老後の準備をしなければならない．

このような制約条件がかかわって，制度ができあがり，それが人々の行動をしばることになる会社に

は始業時間というのがあるがこれは，仕事の時間当りの効率性を高めるためにできあがった制度であ

る．工場で遅刻が多ければ，生産ラインに穴があき効率が著しく損なわれてしまう．この制度にさから

うことはできるがそうすると制裁を受ける．人々はいそがしい朝の時間をすごすことになる会社に

は定年という制度がある．人々は定年までの時間を意識して生活設計を立てる新規の学卒採用には年

齢制限をもうけている会社があるから，若者の行動がこれによって制約を受ける．

人間の活動には時間拘束が常についてまわる．遊びには仲間がいっしょの方が楽しいことが多いし，共

同作業をした方が仕事の効率が上がることが多いがこの行動をうまくやるには時間拘束が必要である．

旅行に行くときは仲間と待ち合わせ時間を決めるいまのビジネスマンはまっ黒になるほどの予定を手

帳に書いているがあれはみな時問拘束と見てよかろう．そして，約束をしてしまうと人間の行動をしば

ることになるこの約束を破ると信用を失うなどの損失を受けるからこそ「しばられる」との意識をも
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つわけだ．

昔の農業社会の方が「のんびりしていた」との印象を多くの人が語る．昔の方が労働がきつく，労働

時間が長かったとしてもそうだろう．農業社会では制度や時間拘束など時問にしばられる機会は現代社

会に比ぺれば比較にならないほど少なかったからであるもちろん，農作業をさぽったり，農作業の時期

をまちがえれば収穫量にひびくが，それはあくまでも自分による選択であって，損失を与える相手がいる

わけではないから「しばられる」との意識は弱かったということになる．

3 経済発展は時間帯ごとの価値を変える

経済発展の過程で人間に対する時問のかかわり方が大きく変わった．時間が人間行動の制約条件であ

る限り，人間の行動がこの筋道で変わっていくのは自然である．

人間にはそれぞれ「時間の価格」があると考えることができるいわば機会費用であるから，一般に

は時間当り所得の高い人ほど「時間の価格」は高いことになる． しかし，特定の個人といえども，「時間

の価格」が高い時間帯と安い時間帯がある．稼ごうと思っても稼ぐ機会がないときが安い時問帯であり，

この時間に働らかないと大もうけの機会をのがすときが高い時間帯である．

農業には農繁期と農閑期があるが，農繁期が時間の価格が高い時間帯ということになる．農繁期には

夜明けとともに農作業をはじめ，日暮れとともに農作業を終えるが，暗い時間帯には効率が著しく落ちる

ために家路につくのである．その意味では夜問の時問の価格は安いわけだ．たえ問なく欲求が発生する

としても，短時間なら欲求充足の時間をづらすことができる必然的に時間の価格の安い時間帯に睡眠

休息，食事，入浴等の欲求を満たすのが全体としての満足度を高めることになるもちろん，祭や旅行は

農閑期に行なう．自然が時間の価格の高い時間帯と安い時間帯を決め，それにしたがって人間の暮らし

方が決められる社会であった．

工業社会になると状況がかわる．生産活動が自然に左右されにくくなる．夜間でも照明がある限り生

産活動ができる（農業でも照明があれば夜問でも農作業ができるが，そのコストが相対的にたいへん高

くついた）．工場にとって重要なのは資本設備の稼働率を上げることであった． このための手段は休み

なく操業を続けることであった．夜間にも生産活動が可能なのだから， 2シフト， 3シフトといった生産

形態がとられることになる現に， 1989年賃金労働時間等総合調査によると，製造業企業の 58.7%はな

んらかのシフト制をとっている．

労働者にとって，経営者のこの意向にしたがって働くことがなんらさしつかえないということなら，メ

インテナンスの時間を除いた休日なしの連続操業がそのまま実現するだろう．現実には，人類の大部分

は夜間に睡眠をとっている（生理的な理由なのか，過去の習慣からきたものかはわからないが）．そし

て，人間は夜間を休息・睡眠等の生活時間として使いたいと思っていれば，雇う側は働らいてもらうため

に割増賃金を支払わねばならなくなる．労働者の立場の弱さを考慮して，労働基準法では，夜間労働の場

合， 25%以上の割増賃金の支払いを義務づけているわけだ．

夜間働らけば割増賃金をもらえるのだから働らく人にとってはそれだけ時間の価値は高い． しかし，夜
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間に休息・睡眠をとることに対して高い価値評価をするからこそ，進んで夜間労働をしようとする人は

少ないのだ．工業化社会では夜間の時間帯に対して生産面•生活面の時間のとりあいがおこっているこ

とになる．

経済の発展にしたがってサービス経済化が進む．今日では第 3次産業の構成比は 60%にも達している．

そして，サービス財は物財とは基本的にちがった性質をもっている物財は在庫がきくからこそ，稼働率

を高めるような計画生産ができたのであるところがサービス財は在庫がきかないからこうはいかな

ぃ．需要がある時問帯に生産活動をしないと採算性が著しく落ちてしまう．消費者向けサービス需要が

ふくらむ時間帯とは，多くの人が労働していないときである．サービス業のサービスを利用して生活す

る傾向が高まっているから，この時間帯のサービス需要はますますふくらむことになる．アフターファ

イプの盛場，休日の住宅地近くの商業集積，また郊外のレジャー産業はたいへんなにぎわいを見せる．

情報化といって情報関連部門で働らく人が増えている情報は，他よりも一刻も速く手に入れるとこ

ろに価値が生まれる性質をもっ．となると，夜間に情報が手に入るとなればこの時間に働らくことにな

る．テレビ局や新聞社だけはでなく，一般企業の情報部門（本社は情報部門としての機能を漉厚にもっ

ている）も同様である．現実に，大都市のオフィスビルには夜中まで明かりがともっているわけだ．説

明をはぷくが，国際化もまた労働時間を分散化させるように働らく．

このように，サービス的業務に携わる人が増え，サービスに対する需要が時間的に分散し，そしてサー

ビスは在庫がきかないことから，定着したかに見えた平日の 9時5時労働を超えて働らく人に対する需

要を増やしていく．別の表現を使えば，平日の 9時5時労働を超えた時間帯に仕事をすると大きな収益

が上がる分野が広がっていくということになるもちろん，工場生産でも資本設備の稼働率を上げるこ

とを通じて夜問に仕事をすることの収益性は高いがサービスの場合とは筋道が基本的に異なっている．

サービス化は，人々の働らき方を確実に変えている．需要が集中するときはたいへんいそがしいが，非

需要期には暇になるいそがしいときだけ人を雇う方がコストが安くなるわけだから，パート労働者へ

の需要を増やす方向に働らく．本社で働らくサラリーマンにとっても繁閑があるとなると，朝 9時に

出社するというのではなくて，仕事があるときに働らくという働らき方に変化していくことが予想でき

る．フレックスタイム制の導入はこの兆しといえよう

4 時間が消費を制約する

所得水準が低いときには，人々はなにかと生活上の我慢をしていた．空腹，暑さや寒さ，たいへんな家

事労働がこれであるこれらの我慢から解放されるには「もの」が必要であり，それを購入するにはお

カネが要った．所得が消費をきつく制約したのであるもちろん，所得を稼ぐには時間がいる．長時間

働らけば多くの所得が稼げるから，我慢からの解放が可能になってそれだけ生活が楽になるか，労働の苦

痛が増す．どこかに最適と思う労働時間が存在することになる．労働時間が制度的に決められていたと

して，この労働時間が短縮し，時間当り賃金が不変であったなら，消費は確実に減少しよう．受取り賃金

が不変であったとしても，我慢からの解放を目的として生活している限り消費が増える筋道は弱い．時
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間が増えた分，昼寝の時間は増えるかもしれないがこれは消費に結びつかない．また，食ぺる量が増える

というわけでもないだろう．

それが別の消費生活の局面では結果が違ってくる．すなわち，所得が上昇していくと，生活の上で我

慢する機会が減っていく．そして，人々は他の欲求充足にウェイトを移していく．それが，前向きに生活

を楽しむという表現がぴったりくるような欲求である．この柱が余暇活動であるが，これには明らかに

時間が必要である．スポーツ，旅行，ゲーム，映画，などどれをとりあげてもそうである人々の余暇活動

の能力が高まり，積極的に余暇活動を指向するようになれば，時問指向が必然的に高まるそして，労働

時間が制度的に短縮すれば余暇活動時間が増えることになる．余暇活動には，道具代，ウェア代，利用料

金などがかかるのだから，消費を増加させるような力が働く．消費と余暇活動の補完性が高まるといっ

てもよい．制度的に労働時間が短縮したとき，所得の減少をともなわければ確実に消費の増加をともな

うだろう．貯蓄は将来の不安解消のために行なうものだとすれば，現在が楽しくなったことによって，不

安解消行動を先に伸ばすというわけである時問当り賃金が一定の場合でも，個人の選好場によっては，

労働時間短縮が消費の増加につながることがあり得ないわけではない．

余暇活動に対する欲求のウェイトが高まれば，必然的に余暇時間の必要性が高まる．余暇活動に消費

がともなわなければ，我慢からの解放が進むにつれて，所得の必要性が急速に逓減し，労働時間は大幅に

短縮していったことだろう．そうではなく，余暇活動には消費が必要なのだから，労働時問の短縮圧力は

その分緩和されることになる．労働時間と生活時間との競合関係が強まるといってもよいもっとも，消

費をそれほどともなわなくても楽しむ能力が高まっていくことが期待できるのだが．

5 予約化の時代

時間が希少な状況では「時間の長さ」は重要な意味をもっ．すでにのぺたように，もう 1つ重要な時

間の概念がある．それは「いつ」ということである．そして，この「いつ」が重要性を増してきている

のだ． 昔はどこへ行っても，「00時間」というのがあって，冠婚葬祭等のイベントの開始時間が1時

問おくれるのは普通のことであった．これは農業社会と関係があった．農作業を行なうかどうかは作物

の成育状況を見て決めたのであり，一刻をあらそうというような時間の正確性は必要なかった．農業の

場合は他の人と約束してその時間を守ることが効率の上昇につながる筋道も弱かった．

工業化社会になると，「いつ」という意味の重要性が増してきた．工場での生産では，同時に生産活動

をはじめることが効率の上昇につながったから，始業時間に問に合うことが重要な意味をもった． しか

し，生産物の在庫がきいたから，需要時間に合わせて生産活動を行う必要はなかった．需要と供給の時間

的ギャップは在庫がうめたのである．農業や工業を前提として組立てられた経済学が時間をあつかうと

き，「時間の長さ」が前面にでてくるのは当然である．すなわち，ある製品が特定の時期に生産され，あ

るいは特定の時期にまとめて需要されるとしても，ある一定期間（例えば 1年間）の需要と供給を対象

にして認識すればそれですんだのである．

サービス経済化が進んで，サービスの取引のウェイトが増してくると，在庫がきかないというその性質
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から「いつ」という時間の重要性が格段に高まってくる需要が集中する時間帯には超過需要が発生し，

需要が減少する時間帯には供給能力が余ってしまう． これを在庫によって調整するわけにはいかないの

だから，時間帯によって別の市場が成立すると見ることができる．そして，市場ごとに価格がちがってく

るのだ．需要者が需要時間を変更することによる調整はできるが，これにはコストがかかり限界がある．

さて，供給者は需要に応じて供給を行なわなければならないが，需要期のビークにあわせて供給能力を

設定すると，非需要期には設備の稼働率がたいへん低くなり，採算に乗らない．そこで供給者は，需要期

の需要をある程度ことわっても平均的な稼働率を高めようとする．これではサービスを需要しようとし

ても思うように買えない人がでてくるのは当然である．

サービスが買えないと困ることがある飛行機に乗れない．ホテルに泊れないなどがこの例である．

このとき，人々は予防策をとる．それが予約をとることである野球場，劇場，映画館などの前売り指定

券の購入は予約をとることを意味する．結婚式場の予約，歯医者の予約，レストランの予約など予約の例

はたいへん多い．工業製品の購入の場合はあまりないことである．

いま，サービス的業務に携わっている人はたいへん多い．製造業に属していてもそうである．ホワイ

トカラーといわれる人たちがこれにあたる．彼等の仕事は一般的に細切れで不連続である企画書を書

いたり，人と会ったり，会議に出たり，報告書を書いたり出張に出たり，というわけである彼等の手帳

には予定がぎっしりと書き込まれているがあれは予約である点についてはすでにふれた．

一般に，非日常的生活のウェイトが増えるほど予約の機会は多くなる．我慢からの解放から前向きに

生活を楽しむところヘウェイトが変わるということは非日常的生活のウェイトが高まることだといって

もよかろう．働く方では，サービス的業務のウェイトが高まるほど，予約の機会が増えてくるしかし，

予約の必要性を感じたとしても，いつも予約するとは限らない．予約をすることに高いコストを感じた

場合である．「めんどうだから」，「予定が変更になったときキャンセルするのに手間がかかるから」と

いうのが具体的内容である情報化の進展は予約のコストを引き下げつつあるから，これは予約という

行為を顕在化させる要素である．

予約には，その権利をだれが使ってもさしつかえないものがある交通機関，野球場，劇場，映画館，宿

泊施設，スポーツ施設イベント会場，などがあるとすればこの予約券は流通してもおかしくはない．

現に，国際航空券には予約流通市場が形成されている．そして，多くの需要が見込まれる時間帯には高い

価格が，少ない需要しか見込まれない時間帯には安い価格がつくことになる現在は，サービス分野を広

く見ると予約券の価格は固定されているか，それほど大きな時閻帯間格差がつかないものが多いから，需

要期の予約券には超過需要が発生する．そして，この予約券を手に入れるには行列に並ぶというコスト

を負担することになる．フレキシプルな予約券市場が形成されれば超過需要は解消し，行列に並ぶコス

ト負担もなくなる． しかし，このとき，時間価格の高い人が相対的に得をすることになる．サービス市場

がこのような方向に進むことはまず確実だろうがますます価格の形成に時間帯を意識せざるを得なく

なっていくことになろう．
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6 ときの貯蓄

「ときはカネなり」という言葉があるより長い時間働らけばそれだけ収入が増えるのだから当然で

ある．現実には稼ぐ機会がなければ稼げないのだが「とき」の貯蓄も可能である．稼ぎやすいときに

ひたすら稼いで，その収入を貯蓄しておき，必要になったときに引き出すのは「とき」を引き出すとの解

釈ができる．気候の良いときに農作業に精を出し，冬になったらその成果物で生活するのは「とき」の

貯蓄とその引き出しということになる．「ときはカネなり」は時間の長さの概念であり， 「ときの貯蓄」

はタイミングがかかわる概念であるわけだ．

「とき」の貯蓄にとって都合がよい時期とは，生活など労働以外の行為に使う時間の必要性が低く，労

働の成果物を殊更多く消費する必要がなく，労働の成果物が多い（時間当り収入が多い）時期だという

ことになる．農業社会における気候の良い季節がこれに当るわけだ．

いまの社会における勤労者の一生を考えたとき，大まかにいえば「とき」の貯蓄にとって都合が良い

のは，学校を出て就職してから定年に到るまでであるそして，「とき」を引き出すのは引退してからと

いうことになる．齢を重ねると労働の効率が著しく落ちるとされているからに他ならない． しかし，現

役の時代は労働の成果物を殊更多く消費しないという条件を満たしてはいない．特に子供にたいへんな

費用がかかるとされるまた，生活に時問を使うなど他の行為にそれほど価値を認められず，という条件

を満たすわけではない．特に，前向きに生活を楽しむというところに欲求のウェイトが移っている今日，

生活時間の価値評価はたいへん高まっている現役の時代の消費欲を満たし，生活時間を確保し，しかも

老後のために「とき」の貯蓄をしようとすれば現役時代はきわめていそがしいことになって，それぞれ

の目的のための激烈な時間のとりあいがおこることになる

一方，老後はということになると，労働にとって都合がよくないのだから，「とき」を引き出さざるを

得ない．体力のおとろえもあって現役のときほど余暇活動の欲求が強くないだろうから，生活時問に対

する必要性もそう高いわけではない．老後は時間をもてあますという構図が見えてくる．

いまの社会は，時間の制約がきつくなっているとともに，年代間の時間の必要性の格差が大きくなって

いる時代だということがわかる．齢を重ねてからも，働らきたいという人がいるがこの人々の環境作り

は，年代間の時間のバランスを回復する 1つの方向だということになる．結果として，現役時代におけ

る時間の制約をゆるめることにつながっていくだろう．

以上説明してきたように，時間とかかわりをもつ経済現象は数多い．これも，人間にとって時間は有限

であり，それを意識していること，時間の経過につれて次々と欲求が発生すること，働らくのに都合の良

い時間帯と都合の悪い時間帯が存在すること，等が存在するためであるまた，産業構造が変わると時間

へのかかわり方が大きく変わり，人々の生活のし方など社会の姿をも変えていく．時間が人々の行動に

とって強い制約条件となっている今日，時間に注目した見方が経済現象を説明するうえで，有効性を高め

てきているのだ．





第 10章

北欧学派に見る均衡概念の論点

辻村和佑

1 動学過程と一時的均衡

小尾恵一郎先生，尾崎巌先生の計量経済学的手法にはひとつの共通点がある．それは両先生とも動学

的な経済分析を志向されながらも，これを定差方程式や微分方程式により直接に記述しようとはせずに，

いわば比較静学の連鎖として表現する道を選ばれたことであるこの両者の方法論的対立はエコノメト

リカ (Econometrica)の初代編集長として計量経済学の礎を築いたラグナー・フリッシュ(RagnerFrisch) 

にまで遡る本質的な対立であるこの問題をはじめて提起したのはフリッシュ自身が 1934年から 35年

にかけてオスロ大学経済学部で行った金融論 (Pengeteori)1の講義であると言われているこの時点にお

けるフリッシュの立場は比較静学の連鎖を考慮することには否定的で，定差方程式や微分方程式を用い

た近似的方法の優位性を主張するものであった．この金融論の講義は隣国スウェーデンの論客エリーク・

リンダール (ErikRobert Lindahl)やギュナール・ミュルダール (GunnarKarl Myrdal)の著作を批判

的に講じたものであり，とくにリンダールが比較静学の連鎖の中で一時的均衡 (temporaryequilibrium) 

の概念を強く主張したことに対しての，経験主義者としてのフリッシュの反論でもあったのである．

しかしながらトゥリヴ・ハーヴェルモー (TrygveHaavelmo)の手による金融論の講義ノートはフリッ

シュ自身により発表を禁じられ，その後も日の目を見ることなく保存されている乞このためなぜフリッ

シュがこの時点で比較静学の連鎖というリンダールのアプローチに否定的であったのか，なぜ後日になっ

て講義ノートの発表をためらったのか，この躊躇の裏に翻意はあったのかといった点については今日ま

で謎に包まれたままであるここで論議の対象となったリンダールやミュルダールの著作は後に鈴木諒

ー先生の手で我が国にも紹介され丸これが小尾，尾崎両先生の動学観にも少なからず反映されていると

すればこの機会にリンダールの一時的均衡概念がもつ意味を改めて問い直すことの意義は必ずしも小

さくはないであろう．

1オスロ大学経済学部，履修番号83.

2詳細については Andvig(l991)の注4を参照されたい．

3鈴木 (1976).
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2 北欧学派の動学モデル

リンダールはその著「金融政策の手段』 (PenningpolitikensMedel)の中で，クニュート・ヴィクセル

(Knut Wicksell)が「利子と物価』 (Geldzinsund Guterpreise)で提示したいわゆる累積過程 (cumulative

processYを比較静学の連鎖として表現することを試みている． しかしながらこの当時はまだジョン・メ

イナード・ケインズ (JohnMaynard Keynes)の「貨幣論』 (ATreatise on Money)は世にでておらず，

リンダールのモデルそのものはヴィクセルのそれに期待や初期条件に関する種々の条件を付け加えたも

のにすぎない．この「利子と物価』のモデルを大幅に簡略化することにより，その性質を明確にしよう

としたのが「貨幣論』であり，これに欠けていた累積過程を明示することによりヴィクセル理論の完結

を図ったのがダーグ・ハマーショルド (DagHammarskjold)であった．そこで本稿ではハマーショルド

が描いた累積過程4に，さらにケインズの消費関数の概念を付け加えた基本モデルをもとに一時的均衡概

念が意味するところを検証する．

ここではヴィクセル理論の基本をケインズの「貨幣論』の基本方程式から導出される以下 (1)から

(3)まで3本の方程式に (4)式の消費関数を加えたものに求めることとし，さらにバーティル・オーリン

(Bertil Ohlin)によって北欧学派理論の根幹とされた事前 (ex-ante)事後 (ex-post)の概念を導入するも

のとする見

yt o = ct o + It 

対0 = ct・O + sN・O 

Qt O = yt O _ Yit・O 

= Jt _ 51t•O 

ct・O yI tO =°'1. 

、

ー

、

｀

ー

、

1

2

 

＇
ー
，
、
．
＼

(3) 

(4) 

ただし Cは消費 Iは投資， Yは両者の和として定義される市場価格表示の国内所得であるまた y1

は要素費用表示の国内所得であり， S'はこれから消費 Cを控除した残差として定義される非消費支出

である.Qは市場価格表示の国内所得 Y と，要素費用表示の国内所得 y1との差として定義される利潤

であるまた上添字の t-0はt期の事前の値を示すものであるただし投資 Iは先決変数として取り

扱われるため，これには上添字の tのみを付してある．

以下では前述のハマーショルドの論文「動学的価格分析のための方法論」 (Utkast till en algebraiskmetod 

for dynamisk prisanalys) に倣って， t 期の事後的均衡に至る各ステップを t•T として，均衡へのプロセ

スならびに金融資産の評価増分である△Aの累積の過程を記述することを試みるただしここでは t期

における，市場価格表示の国内所得 Y,要素費用表示の国内所得Yi,消費支出 C,利潤 Qそれぞれの事

前の値である， yt-0,½t-0, ct-0 ならびに Qt•O は所与のものとして議論をすすめるこれらの値の決定に

4Hammarskjold(l932). 

50hlin(l937B). 
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ついては別稿を参照されたい見

まず t期の第 Tステップにおけるそれぞれの変数の値が，どのようにして決定されるかを見ることと

するまず利潤 Qt・Tは定義により以下のように示される．

Qt•T 三 yt·T -Y{T (5) 

ここで発生した利潤のうち一定の割合 a2は次の r+lのステップで，要素費用表示の国内所得片げ+1

を増加させるかたちで再配分され，残余は金融資産ストックの積み増しというかたちで処分され，その評

価額を△At・T+lだけ増加させることになる．．

芹•r+l = Yut•T + 0,2 , Qt•T 

△ At・r+l =△  At・r + (1 -a2) . Qt・r 

、1
,

、1
,

6

7

 

,1,

＇ー、

さらに要素費用表示の国内所得の増加は，これに限界消費性向 m を乗じた額だけ消費支出を増大さ

せる．したがってこの段階における消費支出 ct・r+lは以下のように示される

ct・T+l = ct•T + 0'1 . 0'2 . Qt・T (8) 

一方で定義により，

Y丘 +1三 Cけ +1+ It (9) 

であり，ここで t期の投資 Itは先決変数であるから，市場価格表示の国内所得 yt・r+lも同額だけ増加

する．

yt・r+1 = yt-r + eti . a2. Qt-r (10) 

これらの変数をその事前の値である yt-o,yto, ci-o ならびに Qt•O のみの関数として表現すれば，一

般にステップ T における各変数の値は次のような式で与えられる．

T 
Qtr =~(l+a匹— 02『 ·Qt0 (11) 

T=O 
T 

汀=y,t□ 虹 2}:(1+叩2-n2f-l . Qt 0 {12) 

T=I 
T 

圧＝び゜＋叩2E(l+a匹— a2f-l. Qt 0 (13) 

T=l 
T 

忙=yt゚ ＋叩2E(l+叩 2-a2f-l . Qt 0 (14) 

T=l 
R 

△ At T = (1 -0'2) L (1 +叩2-a2f-l.Qto (15) 
T=l 

6辻村(1995),第 4章
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以上の各変数につき T→ ooの極限をとれば以下のとおりである．

Qt = Jim Qt•T = 1 . Qt・O 
T→ oo a2(l -ai) 

1 
Yut = lim y1t T = Yut o + . Qt o 

T→ 00 1 -°'1 

び= Jim ct T = ct O + U1 , Qt•O 
T一00 1 -°'1 

yt = Jim yt T = yt O + ___.5. 江_,Qt 0 
T→ 00 1-01 

△が＝ lim△ At•T = 1-ct2 ・Qt-0 
T→00 a2(l -a1) 

ここで，

Jim yt・T - Jim yt・T = 0 
I T-+00 T→ 00 

であるから，外生的なインパクトなしには新たな利潤が発生しないというミュルダールの貨幣均衡の定

義7を充足している．

ところで (3)式ならびに (4)式より，

Qt-0 = yt-0 _対゚

= ct1対゚ +It -1ut・O 

= (ct1 -l)Yt0 + I1 

であるこれを (16)式に代入すれば，

1 
Qt = {(ct1 -l)Yut-o + It} 

ct2(l -ct1) 

1 
= It -上yt-0

ct2(l-ct1) ct2 u 

となる同様に (22)式を (17),(19), (20)の各式に代入すれば以下のようである．

Ygt =が＋凸{(a1-l)Ygt o + It} 
-a1 

= 1 It 
1-a1 

yt = yt゚ ＋二.Qt 0 
1-0!1 

='fut O + Qt O +°'1 Qt 0 
l -01 

= Yut O + 1°'1 {(01 -1)が+It} 
-0'1 

= 1 1t 
1-01 
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(21) 

(22) 

(23) 
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(25) 

7Myrdal{1939), pp.34-42. 
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△ At 1 -<-¥2 

＝ a2(l -ai) 
. Qt•O 

1-<-¥2 = {(a1 -1)対゚ +It} 
叩 (1-ai) 

= 1-a2 It ー ~Y(o
a2(l -ai) a2 

(26) 

ここで (24)から (26)までの各式は添字 tを持ってはいるものの，それ自身が T に関してはすでに動学

的な均衡解となっており，一方で形式的にはリンダールの一時的均衡の概念を具現するものであるこ

のうち (25)式の帰結はケインズの投資乗数と同値であるから，その意味ではいわゆる乗数理論もまた一

時的均衡の概念の範疇に包含されるものと考えることができるs.

すなわちミュルダールの貨幣均衡は動学体系を，リンダールの一時的均衡は比較静学の体系を背後に

持つもののようにも見えるが，実際には両者の相違は単に表現上の差異に過ぎないこのようにある初

期値のセットが与えられたもとでの t期の均衡はリンダールやミュルダールの用語法にしたがえば静学

的均衡であるがフリッシュの定義ではむしろこれは動学的均衡と呼ぷぺきものである．当然にリンダー

ルやミュルダールは一時的均衡という比較静学の連鎖としての動学を志向するのに対して，フリッシュ

はこれを否定するわけであるここで当然に問われなければならない問題は，このような用語法の行き

違いを生じさせるに至ったてに関する動学過程が経済学的にどのような意味を持つかであろう．実はこ

の問題は単にノン・ワルラシアンをワルラシアンから隔てるのみならず，北欧学派を後のケインジアン

からも隔てる重要な問題である．

3 ヴィクセリアンとワルラシアン

一般にケインジアンを自称する研究者の大多数はケインズの「一般理論』にその分析の起点を置いて

いる．そしてケインズの「一般理論』を特徴づけるものが言うまでもなく不完全雇用の理論である．周

知のように，ケインズの「貨幣論』が市中の資金量の変動そのものを説明しようとするという意味で長

期の理論と呼ばれるのに対して，「一般理論』は資金量が所与と見なせるようなきわめて短期の理論で

ある．この『貨幣論』をも含めて北欧学派の理論において不完全雇用の象徴ともいうべき失業の問題は，

単なる政策の評価基準の問題に過ぎず，その理論の体系の中にしめる位置づけもきわめて副次的なもの

にとどまっている．北欧学派の理論の中心をなすのはあくまでも経済変動の理論であって，フローの経

済変数である名目所得の変動に対して，資本設備といったストック変数の変動に遅れが生ずるために，イ

ンフレーションや失業の問題が過渡的に発生するというのが北欧学派の立場である．すなわち名目所得

の増加過程においてはストック調整の遅れから財の生産がこれに追いつかずにインフレーションが発生

するのに対して，名目所得の減少過程においては資本ストックに余剰が生じるために雇用調整により生

産量の調整が行われるとするのが北欧学派の主張である．そしてそもそも景気循環が発生する原因を，

ヴィクセルは貯蓄と投資の麒翻を原因として発生する金融資産価額の変動に求めたわけである投資が

8歴史的には乗数理論を動学的に解釈することも行われており，その一例は Meade(1993)などにも見られる
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貯蓄を上回れば結果として有価証券の価格が上昇し，これにより資金調達が容易になることによって実

物投資はなおいっそう加速され，乗数過程を経て名目所得は増加を見せる．反対に投資が貯蓄を下回れ

ば有価証券の価格は下落し，資金調達が困難となるために実物投資は停滞，乗数過程を経て名目所得は減

少するこのそれぞれの過程でストック調整の遅れから，前者ではインフレーションが，後者では非自発

的失業が発生するとするのが北欧学派の見解である．すなわち名目所得が増加しても資本設備のストッ

クの増加は多かれ少なかれ多少のラグをともなうことから，このギャップの一部は雇用の増加で補うとし

ても残余は価格で調整せざるをえないまた名目所得が減少しても資本ストックの調整には多少なりと

も時間を要するために，その間このギャップを価格の低下で吸収しきれなければ雇用の減少を招くことに

なるとの主張であるこの際に賃金率の調整の遅れをもともなうような場合には，インフレーションと

失業の同時発生というようなケースをも想定しうることになる したがって北欧学派が答えるぺき問題

は，どのような理由からこのような調整の遅れが発生するかに集約されると言っても過言ではない．

これに対して「一般理論』をその源流とするケインジアンの理論はそもそもが短期の理論であり，当然

に不完全雇用の理論も北欧学派のそれとは趣をことにしている．これらの理論の基礎となっているのはロ

バート・クラウアー (RobertClower)の1965年の論文『反ケインズ革命の理論的評価』 (TheKeynesian 

Counterrevolution: A Theoretical Appraisal)などで提唱された二段階意志決定理論である，．この理論

の特徴を明らかにするために，まずこれをワルラシアンの体系と比較してみたい図 1に示したとおり，

ワルラシアン・モデルではオークショニアの呼び値に対して市場参加者が需給数量の意志表示をし，ゲ

キタク商い方式で需給が一致する相対価格で取引が執行される．これに対して図 2に示した二段階意志

決定ケインジアン・モデルの特徴はオークショニアの不在にあり，暫定的に与えられた相対価格をもと

に，各市場参加者は実現可能な需給数量の一致点を手探り状態で模索することになるここでは各市場

参加者は与えられた相対価格のもとでの最適解を実現することはできず，その意味で各財の市場では潜

在的な超過供給または超過需要が発生するしかしながらケインジアン的な市場における超過供給や超

過需要は必ずしも潜在的なものばかりとは限らないなぜならオークショニア不在の世界では，市場全

体で各財の需給数量が一致しているかどうかを確かめるすぺかない可能性も否定できないからである．

このような場合には生産した財貨が需要されることなく放置される，いわゆる意図せざる在庫もまた発

生することとなるもしこれと同じ理由で労働市場において超過供給が発生するとすれば，これが非自

発的失業である事後的には実現された各財の相対取引数量によって，暫定値に変わる新たな相対価格

体系が実現されたことになるわけだが新価格体系のもとでもやはり超過供給や超過需要が残りうる可

能性が否定されないわけである．

それでは一般にはオークショニア不在というノン・ワルラシアン・モデルの特徴をケインジアンと共

有する，北欧学派の原型と言われるヴィクセリアンのモデルはどのように書きあらわせるのであろうか．

図3を参照されたい．ワルラシアンやケインジアンのモデルからヴィクセリアンのモデルを際だたせて

9C!ower(I965), pp.48-52. 
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いるのは後者ではヴィクセルの累積過程に象徴されるように，実際に取引を行いながら徐々に市場の需

給バランスの調整が試行錯誤の過程の中で実現される点であるワルラシアンのモデルにあっては各財

貨につき需給均衡が成立するまでに，実際に取引が行われる可能性は先験的に否定されてしまっている．

ケインジアン・モデル，とりわけ二段階意志決定モデルにおいても，暫定的な価格ベクトルに基づいて実

際に取引が行われることを想定したものもあるがこの場合には第 1段階での取引の結果が第 2段階の

取引を行う際の所得制約となるとするもので，この制約のもとで最終的に第 2段階の取引が執行される

ことになる．これに対してヴィクセリアンのモデルでは，暫定的な価格ベクトルをもとに所期の需給計

画に基づいて取りあえず実際に取引を開始するもちろんすべての取引が計画通りに執行可能とはなら

ず，実際に取引が行われることによって各財の相対価格が事後的に修正される．それだけではなく各財

の生産セクターごとに利潤もしくは損失が計算され，これに基づいて各財の需給計画の見直しが行われ

る．ヴィクセリアン・モデルにおいては，このような需給計画の見直しが日々行われ，最終的に新たな利

潤や損失の発生が無くなるまで続けられることが想定されている． しかしながらフローの変数とは異な

りストックの変数については，このような試行錯誤の過程でその最適値を見つけるということは物理的

に不可能といわざるをえない． したがってストック変数ならびにこれに付随して決定される変数につい

ては，各期の期首に前期末の相対価格情報をもとにその数量を可能な範囲で修正することができるにと

どまることにならざるをえない．このことが投資の懐妊期間などの物理的な制約とも相まって，ある種

の変数の調整に時間的なラグをともなわざるをえないとするのがヴィクセルの主張といえよう．

4 均衡論争の帰結

このように累積過程をことさらに重視するヴィクセリアンのモデルではてに関する均衡の過程もまた，

経済変数の値の変化の過程として重要な位置づけを与えられており，必ずしもワルラシアンにおけるタト

ンマンのプロセスと同様に扱うことはできない．そこで別稿10のモデルを使って実際にてに関する均衡

への過程を描いたのが図4ならびに図5であるここではあえて Qt・O< 0となる 1992年のケースにつ

いて示してあるまず図 4について見れば，これは市場価格表示 (Y)と要素費用表示 (Yp)のGDPの均

衡過程を示したものであり，いわば名目の I-Sギャップの調整過程である目視した限りでは T= 200 
のあたりで一応の均衡が達成されたことがわかる．このような名目変数の調整過程の陰で，実質の変数

はどのように調整されたのであろうか．図5は名目の変数の調整が価格と数量のいずれで行われたかを

見たものであるがこの調整過程における実質 GDP(Y.)の変化は僅少にとどまっているこれはもと

もとヴィクセルの理論においては，短期的には要素賦存量一定の仮定がとられており，実質生産量の調整

はもっぱら稼働時間の調整のみに依拠していることを想起すればむしろ予想されたことと言うぺきであ

ろう．

つまりヴィクセリアンの理論では t期中におけるてに関する均衡過程は，理論構成の中ではきわめて

10辻村 (1995),第 7章
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重要な位置づけを与えられているものの，その内実は単なる価格による調整にとどまっていて，実証分析

の分野でこれをことさらに強調することの実益は小さいと言わざるを得ない．むしろ後年になってジョ

ン・ヒックス (JohnRichard Hicks)も主張しているように庄通常の分析においては比較静学の手法に

頼る方が実利が大きいと言うぺきであろう．冒頭に引用したフリッシュの講義が行われた時期は，奇し

くもハマーショルドによってケインズの「貨幣論』の動学化が発表された時期と相前後している．この

ハマーショルド・モデルによりてに関する動学的均衡過程が明示されたことにより，それまでヴィクセ

ル以来の北欧学派モデルに比較静学の手法を導入することに消極的であったフリッシュも，必ずしも動

学的な手法を堅持する必然性に乏しいと判断したものと推測されるこのような考え方にたてば北欧学

派のモデルとても，かならずしもヴィクセルの累積過程の動学的な解釈にかたくなに固執する必要はな

く，むしろ利潤という用語を単に超過需要と読み替えることにより図 1に示したワルラシアン・モデル

に帰依するものと見なすことも可能であろう．それでもなお残る北欧学派の本質こそが，フローとストッ

クの相対価格の決定メカニズムの陽表的な表現であり，これが貨幣ヴェール観を貫くワルラスの体系か

らマネタリー・アナリシス (MonetaryAnalysis)としての北欧学派をきわだたせる最大の特徴である．

そしてこのことが金融•財政政策の有効性の主張の根拠ともなっているわけで，これがさらに比較静学

に政策シミュレーションという重大な役割を付け加えることになるのである

オーストリア学派を源流とする運命論的資本概念を標榜するのならともかく，経済政策の有効性を主

張する多くの研究者は北欧学派に限らず，多かれ少なかれ上述の方法論的な問題に遭遇することになる．

東西冷戦構造の中での感情論的イデオロギー論争が過去のものとなった現在，本来のアカデミックな見

地からの政策論争の土台は徐々に修復されつつあり，その意味でももう一度，経済分析の基礎となる方法

論の問題が注目を集めようとしている小尾尾崎両先生があれほどの熱意をもって説かれた方法論の

基礎が，真の意味でその真価を発揮するのはむしろこれからの時代ではなかろうか．

11 Hicks(l967), chap.11. 
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オークショニアが暫定的な相対価格ベクトルを提示する

市場参加者が提示された価格ベクトルに対して，各財貨

に関する希望需給数量を意思表示する．

オークショニアは市場参加者の意思表示に基づき，各財

貨に関する超過需要を計算し，相対価格ベクトルに必要

な変更を加える．

市場参加者が修正された価格ベクトルに対して，各財貨

に関する希望需給数量を再度意思表示する．

ォークショニアは市場参加者の意思表示に基づき，各財

貨に関する超過需要を計算し，これがすぺての財貨につ

きゼロであることを確認する．

各市場参加者の上述の希望需給数量の意思表示にしたがっ

て財貨の取引が実際に行われる．

図 1:ワルラシアン・モデル（後期の北欧学派モデル）
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前期末の相対価格ベクトルにもとづいて，市場参加者が

各財貨に関する希望需給数量を意思表示する．

市場参加者は他の市場参加者の希望需給数量を各財貨の

不等式数量制約として，みずからの希望需給数量を変更

して再度意思表示する．

市場参加者は他の市場参加者の変更後の希望需給数量を

所与として，みずからの希望需給数量が新たな不等式制

約に抵触していないことを確認する．

各市場参加者の上述の希望需給数量の意思表示にしたがっ

て財貨の取引が実際に行われるこの結果，相対価格が事

後的に決定される．

図 2:二段階意思決定ケインジアン・モデル
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前期末の相対価格ベクトルに基づいて，市場参加者が各財

貨に関する期中の需給数量計画を策定，これに沿って実際

に取引を除々に開始する．

取引が実現した結果相対価格ベクトルが事後的に修正さ

れる．

上記の修正相対価格ベクトルに加えて，取引に伴って発生

する利潤もしくは損失をシグナルとして，期中の需給数量

計画を変更し，これに沿って実際に取引を除々に継続する．

取引が実現した結果相対価格ベクトルが事後的に再修正

される．

取引に伴って発生する利潤もしくは損失がゼロであること

を確認する．

取引が実現した結果相対価格ベクトルが事後的に再修正

される

図 3:北欧学派の原型としてのヴィクセリアン・モデル
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MS  5 0 4から産研へ：

あとがきに代えて

1 MS 504の日々

西川俊作

私は手許に 30冊ほど「三田学会雑誌』のバックナンバーを持っているが，そのうちでいちばん古い号

は第 44巻8-9号 (1951年8-9月）で，辻村先生の「「線型選好場模型』の近似度検定に関する一試論」が

載っているまた，鈴木諒ー先生が L.R.Klein, Economic Fluctuations in the United States, 1921-1941 

(1950)の「書評」を書いておられる．続いて第 46巻 4,10号 (1953年4,10月）にはそれぞれ，尾崎先

生の「企業生産関数の分析ー LinearProgramingの立場から」，小尾先生の「蓄積，生産要素相対価格

及び利用度の構造的関係一生産関数の測定と分配率の再考を含めて」が載っている．

第47巻2,12号 0954年 2,12月）には佐藤保先生が「資料」として「主成分分析の経済分析への応

用」を尾崎先生は「産業生産性の計測ー製紙産業への適用」を寄稿されているまた 12号には小尾先

生が 0.Morgenstern, "Experiment and Large Scale Computation, " in Economic Activity Analysis, 

ed. by Morgenstern (1954)の書評を書いておられる．

以上は，私が学部生であった 4年間に出た分でありのちに大学院へ進んでから自分で集めた，という

のは少々大袈裟であるがとにかく多少は意図的，選択的に「集めた」ものである．「計量経済学特集」を

謳った 49巻 5号 (1956年5月）もその 1冊で，裏表紙には "40"という鉛筆記入があるから，私はこれ

を古本で買ったものらしいちなみに定価は 70円となっている．

特集は次の 4篇の論文から成っている．

鈴木諒ー「アグレゲーションと分布の問題」

佐藤保・辻村江太郎「動的消費者行動理論確率のために一時問的変位を含む構造推定の試み」

小尾恵一郎「生産構造の計測と与件一生産関数計測における工学的資料の援用について」

尾崎巌「経済学的生産関数の計測ー産業内規模別企業の異質性に関する考察を含めて」

昔から健筆家の鈴木先生は，上記の巻頭論文のほかに森田優三先生の「経済変動の統計的分析法』 (1955)

と， L.R.Klein and A.S. Goldberger, An Econometric Model of the United States, 1921-19認 (1955)の
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書評を書いておられる．先生のゼミで苦吟して EconomicFluctuationsを読み，大学院ではスネデカー

「統計的方法』 (4thed. 1946/邦訳 1952)をテキストにして佐藤先生から統計的方法のひとつひとつを

手ほどきして頂いていた私にとって，有用だったのは鈴木先生の書評であったのかもしれない．実際，私

は森田先生の御本が G.Tintner,Econometrics (1952)とオールタナティヴな邦書だという先生の評言を

見て，早速，それを買い求め，のちのちまで得るところ大であったからである

鈴木先生は，クライン＝ゴールドバーガーの著作に対してアグリゲイションの問題を不問に付したた

め「behavioristicな分析が著しく不十分」であり，「単なる経験による統計的予測式」であること，さら

にサンプル・ピリオドを超える予測に際し構造方程式のパラメータをアド・ホックに変更したことを批

判しておられるこの御意見，とくに前者はすでに何度もうかがっていたことはあったものの，不敏なこ

とに私には良く咀噌できなかった．

この論文では，クラインがマクロ消費を所得，さらには流動資産の 1次関数とし，またマクロ（粗）投

資を企業利潤と資本ストックの 1次関数としたことに対し，それぞれの「社会的」関数には家計所得，企

業利潤もしくは法人純所得の分布とその変化を導入する必要性があることを力説しておられ，私にも先

生のお考えが朧気ながらわかったような気がしたのであるとくに投資関数に関連してハイエクいうと

ころの迂回生産の長期化の傾向を念頭に，より基礎的な産業への投資がマクロ的生産性の上昇により大

きく寄与するものだし，さらに細かくは産業内の規模別の経営効率を考えるといった着想には強い印象

を受けた． しかし，所得分布パラメータの変化は陽表的には定式化されていなかった．

辻村・佐藤，小尾尾崎先生の 3論文はいづれも長いサプタイトルを持っているので，その内容につき

拙文を綴る必要はないであろう．より現実的な理論モデルの構築と，より自律的な構造パラメータの推

定をという研究志向においては，これら諸先生とも鈴木先生から強い影響を受けておられたことは御本

人たちの常づね口にされるところであるが，ここに寄せられている 3篇の論文は，マクロ消費関数や投資

関数のような誘導形を構造方程式とせず，より基礎的な消費生産の構造のパラメータを把えようとして

いる点で軌を一にしているこの点がもっとも徹底していたケースは小尾先生の論文で，そこでは水力

発電の「工学的」生産関数が導き出されている．尾崎先生の論文は一 H.チェネリとは別途に小尾先生

の定式化された意味での一経済学的生産関数の計測を試みたものであるそれは，産業内における「経

営の不平等度」という形で鈴木先生が問題とされていたポイントを（資本）設備と労働の規模間等質化

関数という形で把え，かつ生産関数のパラメータの推定を試みた結果である．

その際辻村・佐藤両先生が H.ウォルトに倣って家計調査の所得階層別データにもとづいて得た連年

のパラメータセットを用いて構造パラメータを推定するという方法を尾崎先生も使っておられるこ

の推定法は，のちに計算機能力が上昇するとともに（サンプル・サイズを大きくするため，ただそれだけ

のために，そして計算の手間が軽減されたという実利上から），たとえば地域別のクロス・セクション・

データとそのタイム・シリーズとをプールしたデータにいきなり回帰式をフィットするという体の手法

とは異なるもちろん 2SLSとも異なっていて， shockmodelょりもむしろ errormodelに近い手法で

あり，クロス・セクション推定値とその時系列による「立体推定法」というべきものであったことに注
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意しなければならないこうして，理論構成，推定方法の上で，これら 3篇の論文は trinityを構成して

いたのである．

当時，ということは，ほぼ 1950年代の後半のことであるが，鈴木先生をはじめ「計量」の先生方は，今

の研究室棟の東半分の位置にあった，コの字型の旧商工学校々舎を改造した研究室 1階に屯しておられ

た．鈴木先生が503号室，他の諸先生は 504号室であった．いまの研究室談話室の奥，鍵の手のあたりが

その見当である.504号室には縦長の黒板が 1枚壁に立て掛けられ，その表裏にはいつも均衡条件式だの

がぎっしり書いてあり，時には木張りのフロアにもチョークの跡があった．中央の大机や，東窓際のデス

クの上は統計データのほか和洋の書物の山であった．たぶん上記の特集号論文に収められた計算はすべ

て寺尾琢磨先生譲りの手まわしの計算機でなされたのではないか部屋の北壁側にモンローの電動計算

機が入ったのはいつのことであったか，記憶も定かではない． しかし，それは計量心理学の印東太郎先生

と共用であったから，週の半分しか 504号室にはなかった．われわれの渾名をはじめ，なにかにつけて

ビッタリの呼称，名称を考えるのが上手な辻村先生は，この部屋を「504掃海艇」と命名された．本稿の

タイトルに「掃海艇」と記すのは鬼面人を驚かす業と思い，コンサイス和英辞典に相談したら "marine

sweeper"とあったので， "MS504"としてみたまでのこと．頃日， MS-DOSなるものの機能がよくわか

らず閉口している身の私としては， MSのままで知らぬ顔の半兵衛を決めようかと考えないでもなかっ

たが，正直いえばパ‘ノコンならぬ，実はオンボロ研究室の愛称であったということを付言しておくぺきで

あろう．

ふたたび「三田学会雑誌』のバックナンバー，あるいは 3先生から頂戴した抜刷を時系列的に並ぺて

みると， 1950年代なかば頃から MS504のオフィサーズはその研究関心を労働の需給と賃金決定，なか

でも研究蓄積の乏しい労働供給に集中的に向けられていたことがわかる．すなわち，

辻村江太郎「労働供給に関する覚書」第 49巻 10号 0956年 10月）

尾崎巌「労働需要の機構一生産関数•生産者行為・賃金格差の関係を含めて」

第 50巻 7号 (1957年 7月）

尾崎巌「所得一余暇選好場の測定 (1)」第 51巻 7号 (1958年7月）

小尾恵一郎「賃金・雇用分析の計量的基礎一家計の労働供給機構の計測と理論」

第 51巻 8号 (1958年 8月）

尾崎巌「労働供給機構の変位に関する計量的考察一賃金率と家計の有業率」「経済学年報2』

(1959年 3月）

小尾恵一郎「余暇・所得選好場と変位の計測」第 52巻 10号 (1959年 10月）

これらの仕事は，統計研究会の賃金基本調査委員会（委貝長中山伊知郎先生）や労働統計部会（主査

有沢広己先生）などのプロジェクトに，鈴木先生ととも参加された成果であった．所得・余暇の選好場，
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（時問タームでは）右下がりの労働供給曲線，そして「家計中核労働者と家計補助者」（辻村）ーのちに

は「核，非核」所得または収入稼得者（小尾）ーといった分析装置を用いて，マーシャルやヒックスなど

を次つぎと爆破してのける辻村先生の「覚書」，そしてまた利用可能な諸データを片端から使って「家

計の」所得・余暇選好場とその変位のパラメータを丹念に測定される小尾・尾崎両先生の論文から，理

論と計測，ミクロとマクロ現象の突き合わせなど，くりかえし読むうちに私は多くのことを学んだ．

鈴木ゼミヘ入った頃，小尾・尾崎両先生はいつも一緒にゼミに出席していらしたが，私たちゼミ生は当

初お二人の "identification"がつけられず，まごついたもので，のちになってお二人の労働供給論文を読

んでいる際にも似たような思いに捉らわれることがあった．それにもかかわらず，お二人の共同論文は

存外と少なく，私の「三田学会雑誌』コレクション（？）の中にも 1篇しかない．「経済発展と就業機構一

労働供給に関する経験的接近」「経済年報6』(1961年3月）がそれで，ここではクロスセクション・デー

タに見られるダグラス＝有沢の法則（非核有業率は核所得の上昇につれて低下する）のに対し，マクロ時

系列では経済成長とともに非世帯主（とくに妻の）有業率は増加の傾向を示すことを説明するため，家

計タイプを分け，最低供給価格と就業機会の分布を考慮していっそう精緻な「計量分折」が試みられて

tヽる．

そしてこのあと，小尾先生はこの方向で御研究を深められる一方，他方で尾崎先生は大懸かりなレオ

ンチェフ係数の変化分析へと転じられた．この分業はもちろん協業の別表現であって，研究の場が産業

研究所に移ってからもお二人の dualityは変わらなかったし，辻村先生との trinityもまたいっそう強く

なって続いたことはいうまでもない．

2 産研共同研究室

藤林敬三先生がステッキを小脇に抱えて 504号室へふらり，とではない，パーッと入ってこられたのは

三井三池争議の始まった年 0959年）の秋口であったかと思う．モンローについで，それよりやや騒々

しいけれど，開平機能を持つフリーデンも装備され，私もその操作に習熟した頃である．「産業研究所をい

よいよ開設する産研には共同研究室をつくるから，お前達もそこへ移れ」というお達しであった．先

生のお考えでは研究には「共同」が大切で，その点お前達はいつも共同でなにかやっているからという

ことであった．それだけおっしゃると先生はまたサーッとお帰りになろうとしたが，去り際にステッキ

で乱雑極まる大机を指して，「すごいなこれは・・・」というようなことをおっしゃったかと思う．よく聞

き取れなかったけれど，産研ではもう少し綺麗にしろというお申しつけであったらしい．

以下はいっそう私語り風になってしまい恐縮であるが，年長者の想い出話としてお許し願うとして， MS

504のクルーとして私は，初め辻村先生の御示唆で産業別規模別の分配率を「工業統計表』のデータに

もとづいて計算し分析した．次には尾崎先生の等質化関数を伴った生産関数を「工場統計表』の繊維諸

業種に対してあてはめもした．これらの計算はフリーデンにより，それぞれ伊藤精彦［きよひこ］，鳥居泰

彦の両氏の助力を受けた．
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南側校舎 5階東翼の産研共同研究室に移ってからは，佐野陽子女史の選抜によって小俣（常木）英子，

大久保昭子（故人）のお二人がこの上ないほどの優れた計算助手として加わり，やがてカシオのリレー

式計算機ー音無しだが，デスク・サイズという大きな図体であったーが入って計算・作図能力は倍加

した．私は藤林所長にお願いして大阪の紡績連合会へ赴き，その「別表」データをマイクロ・フィルムに

撮るためのコストを出して戴いた．このデータによる企業（規模）別賃金格差の大正・昭和戦前期にお

ける変動パターンの追跡に当たっては小尾先生が智恵を貸し，一緒にチャートを色鉛筆で描いて下さっ

た．さらに「工場監督年報』所収の繊維労働者の出身地・就業地別のマトリックス・データにより，「応

募方程式」を推定する仕事は小尾先生との共同研究の形で始められたものである．

これは言うなれば地域間労働移動の研究であるが，その過程で私は藤林先生の労働移動に関する一連の

お仕事に出会った．そのきっかけは「明治二0年代に於けるわが紡績労働者の移動現象に就いて」（「三

田学会雑誌』第 36巻 7号， 1943年 7月）であったと思う．この論文が明治資料研究連絡会編「明治前期

の労働問題』 (1960年）に再録されていたのを眼にしたからである．それに先立つ関連論文は 1941~42

年にかけて都合5篇あって，いずれも「三田学会雑誌』に発表されており，それらは学位申請の際にまと

めて副論文「我が国における労働移動の歴史的考察」とされたものだが，私は同誌を遡ることによって読

み，そのあと学位論文「労働者政策と労働科学』 (1941年）所収の「労働移動と賃金問題」に辿りついた．

すると驚いたことに，そこには 1940年 7月の「労働統計月報』の 16産業データによって，賃金（日

給）と月間離職率のあいだにマイナス 0.8の「相関」が見い出されたことが記されていた．わずか相関

係数ひとつとはいえ，これはこの分野で統計学的「事実」にもとづいて論を立てた最初の例であったか

と思われる現実にこのような「逆」相関が存在する以上，日中戦争の泥沼化とともに採択された賃金

統制と雇入制限令（熟練工の移動禁止）とは相互矛盾的な政策であって，労働生産性と実質賃金の向上

を阻む結果となり，争議を激化させるものだというのが，藤林先生の御説であった．

出版の日付から見ると，上記の「歴史的考察」を構成する 6篇の論文はこの「労働移動と賃金問題」の

あと 2~3年，太平洋戦争の最中に行われたものであった．第 1次大戦時，さらには明治期（紡績エ）の

移動へと時代遡及的に実証研究を進められた当時のお考えにつき，折を見てうかがいたいと思ううちに，

先生がにわかに御他界になり (1962年 5月 29日），その機を失ったことは後進のひとりとして痛恨の極

みであった．

いまひとつの痛恨事は，寺尾先生が「三田学会雑誌』「藤林敬三博士追悼特集」（第 56巻 6-7合併号，．

1963年 6-7月）に書いておられるように，藤林先生の御高配による IBM1620の導入が先生没後になっ

てしまったことであるこのとき国内の大学経済学部・経済研究所で自前の電子計算機を持つものは

他になく，大量計算はおおむね「外注」であったから，小なりとはいえ IBM1620を持つ産研は駆逐艦

(destroyer)級のキャパシティを備えるに至ったという気がしたものだ．

とはいえ，いまを去る 30年昔の最「小型」機であったから，カードによる input-outputに手間がかか

り，演算速度も遅く，メモリも昨今の PCにくらぺても比較にならぬほど小さかった．尾崎先生が「新」

尾崎型生産関数推定のため持ち込まれた，トラックー杯分の「工業統計表」の個票カードをプロセスす
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るのに終夜運転が必要であったし，小尾先生の所得・余暇選好場パラメータの非線型推定にはやはり長

い長い時間がかかったように思う．私自身は FORTRANIIによって最小自乗回帰の汎用プログラムを

書いたことと， KEOモデルの祖型ー辻村流にいえばマメ・モデルーによるシミュレーション計算を

やったことが印象に残っている．

思うに書物のあとがきというものは，その著者が書いてこそ意味があるものであろう．私はこのアン

ソロジーの編集につき岩田暁ー所長および吉岡完治副所長に 2,3の注文（？）をしたに過ぎないのだか

ら，あとがきを書く資格などないのであるがなにも書かぬことは許さないということであろう，いくば

くかのスペースを与えるから，とにかく昔話でもせよという御両所のお申しつけに従い， KeioEconomic 

Observatoryの前史ともいうぺき 10年間につき記憶するところを綴った次第．読者これを諒とされたし．



本書の執筆者

赤

新

池

石

井

岩

尾

小

河

黒

桜

篠

清

新

菅

辻

辻

績

鳥

中

西

早

藤

宮

吉

林

井

田

田

原

田

崎

尾

井

田

本

崎

水

保

村

村

居

島

川

見

原

内

岡

由

益

明

孝

哲

暁

恵一郎

啓

昌

美

雅

一

幹

雄

洋

由

造

夫

巌

希

裕

光

貴

彦

成

雄

江太郎

和

幸

泰

隆

俊

浩

完

佑

子

彦

信

作

均

環

治

慶應義塾大学経済学部専任講師

慶應義塾大学産業研究所教授

東海大学教養学部専任講師

立正大学経済学部教授

慶應義塾大学商学部教授

慶應義塾大学商学部教授

慶應義塾大学産業研究所長

慶應義塾大学名誉教授

大妻女子大学社会情報学部教授

慶應義塾大学名誉教授

独協大学経済学部教授

日本経済研究センター研究員

慶應義塾大学商学部教授

慶應義塾大学商学部長

慶應義塾大学商学部教授

慶應義塾大学大学院商学研究科修士課程

慶應義塾大学経済学部教授

慶應義塾大学商学部助手

慶應義塾大学大学院商学研究科博士課程

慶應義塾大学名誉教授

東洋英和女学院大学教授

日本労働研究機構会長

慶應義塾大学経済学部助教授

慶應義塾大学産業研究所専任講師

慶應義塾大学経済学部教授

慶應義塾長

慶應義塾大学商学部助教授

慶應義塾大学商学部教授

慶應義塾大学福沢研究センター所長

慶應義塾大学産業研究所助教授

弘前大学人文学部専任講師

慶應義塾大学経済学部助教授

慶應義塾大学産業研究所教授

（役職は 1995年 3月31日現在）



索 引

[A~Z] 

Fisher ,Irving, 243 

'Y4の家計間分布， 32

GDPベース， 167

KEOモデル， 8,99

M2+CD, 109 

one dollar worth, 149 

PFORMU, 223, 227 

PFORMU(reversed form), 232 

reservation wage, 38 

Semi-Factor Substitution Production Fune-

tion, 262 

Shepard's lemma, 251, 259 

［ア行］

安定性， 133

一般均衡型

—型最適成長モデル， 239,240

ー一論的地域モデル， 165

ヴィクセル， 274

迂回生産の長期化， 153

営業余剰， 108

オープン産業連関モデル， 198

オーリン， 274

オイラ一方程式， 248

横断面的・時系列的変動， 3

［力行］

海外部門， 241,253 

価格

—集計関数， 105

比， 224,226, 231 

核所得， 3,9, 62 

確率

家計の各構成員の労働供給 ，38 

勤労家計の妻の就業の一―・,38 

兼業就業 ，91 

兼業就業を選択する一ー， 77

雇用就業一ー， 38,91, 92 

選択の ，37 

内職就業 ，90 

内職就業を選択する一ー， 74

二者択ーの選択の ，37 

四者択ーの選択の一ー， 37,89 

労働供給ー一

一の理論値， 46

確率分布， 89

1t・ と応の2次元の一ー， 89

確率変数， 39,43, 81, 89 

家計間で散らばる一ー， 39,43, 44, 81, 89 

確率密度分布

2 次元—-,46

家計

A型ー一， 3,9, 32, 37, 42 

勤労-,37, 38 

夫婦-,37-39, 59, 74 

家計外消費， 107

家計の労働供給， 4

ー一理論， 3

貨幣

需要関数， 108,110 



索引 295 

一の流通速度， 108 一方程式， 41,47, 67 

為替レート， 109,110 一方程式の分母， 48

環境 均衡条件， 224

—家計簿， 214 近代技術の共有性， 136

—負荷因子関連の物量表， 198
技術

ー一分析用産業連関表， 197
構造， 141

関数
—的連関性， 134

f—, 13, 18 
ー一特性， 153

HJ ~ , 66 
—変化， 141

HJ ~ —, 68 
技術進歩， 240

H］!" ＇ 67 
—率関数， 252

H］ !" ， —, 67 
技術体系， 133,140, 143 

Kj—, 82 
一の類似性， 142,143, 159 

入j—, 82 
逆行列係数， 188

ゅ―,13, 19 
行政サービス， 167

P―,  13, 16 

ら―,82 クラスター， 156,159,278

関数群 クラメル， 224

H-—-, 71, 72 経営管理機能， 186

I* , 75 経済構造の類似性， 135,140, 159 

経済体系， 133

間接効用関数， 249 一の規模， 136

問接的経営活動， 188 経済発展， 4

完全

競合， 229,230, 236, 237 
ケインズ， 274

—雇用， 29
一般理論の解析的表現， 8

—補完， 233-237
ーー的有効需要命題， 8

観測値の発生するメカニズム， 4
結合性， 133,156 

外部不経済， 197
兼業， 5

機会費用， 267
—就業， 37

規模の経済性， 258
—する確率， 3

供給確率， 115 広域経済圏， 135

ーー関数， 7,25 工学的

供給限界， 38,41-43 —関係， 141



296 

技術変化， 142

—な投入ー産出関係， 148

後進性， 136

構造， 134

特性， 153

の類似性， 135,136, 140 

—比較， 136

構造的

—硬直性， 256

—特性， 159

国際機能， 167

個人部門， 241,242

固定資本減耗， 108

雇用

ー一機会， 37

—機会の賃金率， 9

—者所得 107

—就業， 37

—誘発分析， 181

ー一労働機会， 5

—労働中心の経済機構， 4

—労働に就業する確率， 3

［サ行］

サービス化， 184

サービス経済化， 268

最終需要， 168

ー一依存度， 168

—額 173

項目別誘発雇用， 169

一（実質）， 112

最弱

—競合， 229, 230, 236, 237 

補完， 234-237

最適労働時間， 62

三角化， 135

三角性， 140,153, 156 

産業構造， 166,168, 170 

ー一変化， 257

3財モデル， 228-231,236,237 

財市場の需給バランス， 109

支出シェヤー， 238

市場の不均衡， 255

失業量の計測， 6

指定労働時間， 3,9, 38-40,42,43 

シフト制， 267

資本

—蓄積の経路， 246, 248 

――ーの可塑性， 243

シミュレーション分析， 181,188 

習慣形成， 112

就業者， 181

――構成， 181

—数 103

収支均等式， 223

収入機会， 3

主観的割引率， 247

就業機会の諾否， 38

消費

ー一関数 109,112 

—者選好場の変位， 240

商品混合， 188

所得

効果， 238

ー選好的な家計， 31

弾力性， 166



一の最低必要量， 52,94 

所得～余暇

ー選好関数， 3,5 

一の制約条件， 37-41,59, 60, 62 

の選好関数， 37,39, 40, 43, 59, 62 

一の選好関数のパラメータ， 39,74 

一の選択を示す制約条件， 32

—の選好指標， 39

新古典派一般均衡

一の最適成長模型， 254

ー一模型， 239

自営

—機会， 37

—業中心の経済体系， 4

ー一就業， 37

収入率， 3

—所得造出力， 9

一（内職）労働に就業する確率， 3

ー一労働機会， 5

時問

—当たり実質賃金率， 39, 40, 42 

—拘束， 266

選好率， 247,248,254

—帯間格差， 270

ー一の価格， 267

事業所統計， 186

持続的発展(SustainableDevelopment), 198 

実験計画， 4

実物資産， 243,245

重層的

—価格構造， 4

一ークラスター， 133

合成， 156

—市場の順位均衡モデル， 4

—労働市場， 5

需給バランス式， 170,173 

需要

ー一価格ベクトル， 111

—関数， 7

順位

ーー均衡モデル， 5,114 

ー一均衡図式， 5,8 

—分布関数， 7

純問接税， 103,108 

純流入， 181

情報化， 268

序列性， 133,153, 156 

自律性， 30

自立的なサービス， 167

人口学的要因， 240

人的

ー一資産， 244,245 

—資本投資， 7

垂直的連関性ー序列性， 134

推定値の偏り， 30

水平的連関性ー複合性， 134

数量

—価格コンバーター， 111

比， 224,226, 227, 231 

スルツキー式， 238

生活体系の類似性， 136

静学

索弓I 297 

—的オープンレオンチェフモデル， 168

—ーモデル， 184

正規分布



298 

2 次元—, 89 

対数 ，26, 39 

生産

――拡大効果， 176

—活動， 267

—関数， 140

—関数の関係， 140

—ーコスト， 103

—誘発額 168, 175-177 

誘発効果， 176

政府部門， 241,253

選好指標， 41,62 

潜在的成長率， 240

選択

夫と妻の就業の一―,62 

兼業就業を-,66, 72 

雇用機会の諾否の一ー， 42,44 

雇用就業を一—, 42, 43, 66, 71 

雇用就業＿非就業の夫と妻の一ー， 39,45 

雇用非就業を一―-,42, 43 

内職就業を―-,66, 71 

無業を-,66,71

四者択ーの一―-,71, 72, 75, 78, 81-83 

一の図式， 62

選択順位， 5,114, 117 

ゼロ行列， 174

全国銀行貸出約定金利， 109

全資産， 246

全消費， 247

総所得， 40

総需要 113

総生産額 168

想定需要， 104

素型相対限界効用（反転形）， 232

［夕行］

対外純資産， 244,245

対個人サービス業， 167

対数正規分布， 26,39 

対米輸出， 109

タイミング， 265

ダグラズ有沢法則， 42

他県民家計外消費支出， 176

単位行列， 174

単位構造， 143,156 

—系， 143, 159 

一の時系列変化ー形象の不変性， 150

ー一の重層的合成， 156

短期

—供給関数， 103

—限界費用， 103

ー一生産関数， 102

代替効果， 238

代用弾性， 227-236

地域間

—経済モデル， 168

―産業連関表， 165,168 

一の経済的相互依存， 168

地域別

—最終需要， 177

最終需要依存度， 176

—需要依存度， 178

地球温暖化， 197

中間

財需要， 102

ー一投入， 173



――財取引構造， 134

昼間人口， 167

長期費用関数， 259

重複世代モデル， 242

直接購入輸入， 173

直接的生産活動， 188

賃金

—格差， 181

—較差， 4,6

—較差発生メカニズムの理論， 7

一（実質）， 117

一（名目）， 119

ー率の上昇， 7

通常の競合， 229,237

妻の雇用就業確率， 32

適格人口， 115

デフレーター， 114

東京都

―産業連関表， 165

一の雇用， 181

—の中核産業， 181

一の部門別雇用構造， 184

統計単位， 188

投資関数， 109,112 

等質競争市場の完全雇用， 29

投入係数， 174

ー一行列， 188

一の固定性， 142

ときの貯蓄， 271

特殊貿易輸入， 173

都内

—都内生産誘発額， 175

—都内総生産額， 166

都民家計消費支出， 175

トランスログ， 249,250 

—価格関数， 251

—輸入シェア関数， 253

動学的均衡， 254

動態的成長経路， 241

独立本社， 186

—事業所， 188

［ナ行］

内職就業， 62

二期間モデル， 242

索引 299 

2財モデル， 228-231,234,236,237 

二者択ー， 21

ニューメレール， 254-256

［ハ行］

ハーヴェルモー， 273

派生サービス， 167

発展の構造， 133,135 

ハマーショルド， 274

非核構成員， 3

非核所得者， 43

複数の—, 38 

日帰り他県民消費支出， 176

非就業所得， 39

非自発的失業， 7

ヒックス， 238,280

一人当労働コスト， 103

非労働力化， 7

付加価値， 167

—額 107



300 

普通貿易輸入， 173,174 

フリッシュ， 273

フレックスタイム制， 268

フロー概念， 265

プロビットモデル， 38

分布

'Yi4の一， 39

多項―,59, 92 

部門別雇用構造， 184

分業， 4

分配率関数， 252

変数リスト， 121,126 

米国サプモデル， 109

補完性， 269

保証所得， 40,42-44, 62, 66 

一の軌跡， 44

一の領域 72

本社

ー一移転によるシミュレーション分析， 188

—活動従事者， 181

ー一活動部門， 188

—機能， 165, 166 

—機能の集積， 166

—機能の集中， 166

［マ行］

ミュルダール， 273

民間投資 175

無業， 37

無差別曲線群の時系列変化， 34

モデル

KEO—, 8,99 

二者択ー一ー， 37

四者択ー一ー， 37,59 

4 財—-, 228, 230, 231, 236 

［ヤ行］

夜間人口， 167

有効需要， 6

誘発雇用量， 181,184 

誘発C切排出量

運輸部門による—, 209 

エネルギー関連鉱業の一―,202 

エネルギー関連製品の一—, 202 

家計消費部門の需要 1単位あたり一ー， 216

機械製造による—, 208 

国民一人当り—, 213 

最終需要部門別ー一， 210

食品製品の—, 205 

生産ー単位当たり一―,201 

繊維・紙・パルプ・化学製造による—, 206 

農林水産業および同製品の—, 204 

1人当たり消費による一ー， 211

窯業，金属製造による一ー， 207

輸出

—関数（対日）， 110

ー一額 173

ー一額（対米））， 106

—額（米国以外に対する）， 106

一（対米）， 109,113 

ー一（米国以外）， 113

ユニット・ストラクチュア， 143,146, 149, 150 

輸入， 106

—関数（対日）， 110

ー一関数（日本以外）， 110

一（競争財）， 113



—係数， 174

――財価格， 105

—ーシェア関数 106

一（非競争財）， 113

—品のシェア， 106

要素

間代替， 256

ーー制限的生産関数， 5

—相対価格， 256

余暇

ーー選好的な家計， 31

一の限界効用の切片， 39,47 

予約化， 269

予約流通市場， 270

4財モデル， 228,230, 231, 236 

四者択ーの機構， 9

［ラ行］

流出， 181

流入， 181

臨界核所得， 37,43 

臨界保証所得， 38,42-44, 46 

ー一の分布， 48

の領域 45

一方程式， 43

方程式の係数 H;2,48 

一方程式の項H;o,49 

リンダール， 273

レオンティエフ， 198

—逆行列， 149

ー一体系， 135

一の命題， 159

労働

—市場， 3

—主体， 3

労働時間

—効率， 102

ー一短縮の政策効果， 8

の値， 41,62 

選択される一―,66, 75 

労働供給

—確率関数， 5

—理論， 265

［ワ行］

割引率， 254

割増

—賃金， 267

—率， 124

ワルラス法則， 254

索引 301 





小尾恵一郎教授

尾崎 巌教授
退任記念

KEO実証経済学

発行日 1995年 3月31日

発行者慶應義塾大学産業研究所
所長 岩田暁 一

〒108 東京都港区三田 2-15-45 

TEL 〔代表〕 (03) 3453-4511 




	表紙
	はしがき
	序
	目次
	第Ⅰ部 労働の供給と需要
	第1章 労働の供給と需要
	1 課題
	2 労働供給理論の位置づけ
	2.1 労働市場の理論と供給理論
	2.2 発展過程の分析との関連
	2.3 政策的課題
	2.4 経済全体系の中での重層的労働市場の順位均衡モデル

	3 雇用就業，自営就業雇用自営兼業，および非労働力化の四者を択ーする理論
	3.1 就業パターンのきまる条件
	3.2 就業型をきめるφ,f,ψ関数
	3.3 関数包φ,f,ψによりきまる就業パターン
	3.4 φ,f,ψ関数の導出
	3.5 q1とq4の座標
	3.6 四者択ーのA型家計モデルにおいて選好パラメタに新しく追加される条件
	3.7 供給確率関数

	4 資料発生機構
	5 実証の実例
	5.1 経済学における実証
	5.2 主体理論と市場理論


	第2章 家計の労働供給のモデル
	1 序論
	2 夫婦家計の雇用就業の確率のモデル（二者択一モデル）
	2.1 夫と妻の所得余暇の2次関数の選好関数と制約式
	2.2 夫と妻の保証所得
	2.3 夫婦家計の雇用就業・非就業の選択
	2.4 供給限界
	2.5 臨界保証所得

	3 選好関数のパラメータについての理論制約
	3.1 限界効用と無差別曲線の原点への凸性について
	3.2 供給限界方程式について
	3.3 臨界保証所得方程式について

	4 資料の統御と選好関数の推定
	4.1 夫婦家計の子供の有無と夫・妻の就業についての観測
	4.2 資料の統御と夫婦家計の所得—余暇の選好関数の推定

	5 二者択一モデルの結果について
	6 夫婦家計の内職，雇用就業の確率のモデル（四者択一モデル）
	6.1 夫婦家計の内職就業，雇用内職の兼業就業に関する観測事実
	6.2 夫婦家計の労働供給の四者択一モデル

	7 結論

	第3章 KEOモデルⅡの開発とシミュレーション
	1 はじめに
	2 KEOモデルⅡの内容：方程式体系の推定およびモデルのテスト
	3 短期供給ブロック
	3.1 生産関数および短期供給関数
	3.2 国産・輸入シェア関数
	3.3 国産価格と集計価格の同時決定

	4 分配ブロック
	4.1 家計外消費支出
	4.2 雇用者所得
	4.3 純間接税
	4.4 営業余剰＋固定資本減耗

	5 金融ブロック
	6 米国サブモデル
	7 需要ブロック
	7.1 国内最終需要項目別価格
	7.2 消費関数・投資関数
	7.3 項目別国内実質最終需要および財別国内最終需要
	7.4 財別総需要量の決定

	8 労働市場の順位均衡モデル
	9 短期におけるモデルの収束
	10 資本蓄積
	11 内挿テスト
	12 時間短縮のシミュレーションの結果
	13 おわりに


	第Ⅱ部 産業連関分析
	第4章 経済構造と技術体系
	1 経済体系における構造の発生
	2 技術の特性
	2.1 技術的連関性

	3 経済構造の類似性に関するレオンティエフの命題
	3.1 レオンティエフの観察
	3.2 三つの条件
	3.3 レオンティエフの命題の追試

	4 レオンティエフ体系における技術の表現
	5 技術体系の類似性
	5.1 国を単位とする経済内部に見られる技術体系
	5.2 技術体系の日・米比較
	5.3 単位構造系の合成物としての技術体系

	6 単位構造にみられる技術の特性
	6.1 技術に関する単位構造（ユニット・ストラクチュア）
	6.2 ユニット・ストラクチュアの数学的表現
	6.3 各商品ごとの単位構造の観察
	6.4 単位構造の時系列変化ー形象の不変性
	6.5 その他の財の単位基本構造の変化
	6.6 序列性と結合度

	7 単位構造の重層的合成による技術体系の形成
	7.1 ユニットシステムと投入産出システム

	8 まとめ

	第5章 巨大都市の経済構造分析
	1 はじめに
	1.1 本社機能の集中について
	1.2 東京はサービス部門が大きなシェアをもつ経済
	1.3 昼夜間の人口格差
	1.4 国際機能の集中について

	2 昭和60年における東京都産業構造の特徴
	3 地域間レオンテェフォープンモデル
	3.1 東京都i部門（財・サービス）の需給バランス式
	3.2 東京都i部門本社活動の需給バランス式
	3.3 その他地域i部門（財・サービス）の需給バランス式
	3.4 その他地域i部門本社活動のバランス式

	4 生産誘発分析
	4.1 最終需要による生産誘発額
	4.2 生産の最終需要依存度

	5 雇用誘発分析
	5.1 東京都全体の雇用の特徴
	5.2 雇用誘発の分析

	6 本社概念と東京都経済における本社部門の重要性
	7 本社移転によるシミュレーション分析
	7.1 電気機械本社の東京からの移転効果
	7.2 東京に存在する全本社の50%のその他地域への移転効果

	8 おわりに

	第6章 環境分析用産業連関表にもとづくCO2排出量計算
	1 はじめに
	2 モデル
	3 生産活動からみたCO2の排出とその要因
	4 消費活動からみたCO2の排出とその要因
	4.1 国民一人当り家計消費によるCO2排出
	4.2 環境家計簿作成のためのC伍排出点数表

	5 まとめ


	第Ⅲ部 理論と方法論
	第7章 Fisher-Friedman定義の再解釈による競合財・補完財の理論
	1 はじめに
	2 消費の構造式と需要関数の導出
	3 価格比と数量比のself-duality
	4 価格比とdirectな限界代替率からの代用弾性の導出―競合財について―
	5 2財競合・3財競合・4財競合の例示
	6 数量比とindirect限界代替率からの代用弾性の導出―補完財について―
	7 2財補完・3財補完・4財補完の例示
	8 n財競合とn財補完
	9 交差価格弾性と支出シェヤー

	第8章 新古典派一般均衡模型についての一考察
	1 はじめに
	2 新古典派一般均衡型最適成長モデルの理論的枠組
	2.1 個人部門
	2.2 海外部門
	2.3 政府部門
	2.4 動学的均衡

	3 市場の不均衡の可能性について

	第9章 時間と経済現象
	1 はじめに
	2 なぜ時間が重要か
	3 経済発展は時間帯ごとの価値を変える
	4 時間が消費を制約する
	5 予約化の時代
	6 ときの貯蓄

	第10章 北欧学派に見る均衡概念の論点
	1 動学過程と一時的均衡
	2 北欧学派の動学モデル
	3 ヴィクセリアンとワルラシアン
	4 均衡論争の帰結


	あとがき
	1 MS504の日々
	2 産研共同研究室

	本書の執筆者
	索引
	奥付



